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1.  原子炉格納容器 

 

1.1. 原子炉格納容器ガス管理設備 

 

1.1.1. 概要 

1.1.1.1. 現状および中期的見通し 

現状、福島第一原子力発電所１～３号機の原子炉格納容器は、原子炉圧力容器の圧力

バウンダリを格納し放射性物質の漏えいを制限する機能を失っており、地震、津波に起

因する炉心損傷による高い放射線環境により、復旧の見通しが立っていない状態である。 

原子炉格納容器ガス管理設備は、本来の機能を失っている原子炉格納容器から直接漏

洩する放射性物質の放出量を低減させるため、原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への

窒素封入量と同程度のガス量を抽出し放出管理することにより、原子炉格納容器内の圧

力を大気圧程度にする設備である。また、当該設備は、当該設備内でのガス採取による

気体状放射性物質濃度の確認、未臨界の確認ならびに水素濃度測定による原子炉格納容

器内の不活性雰囲気の確認の手段の一つとしても期待できる。 

現在、１号機及び２号機原子炉格納容器ガス管理設備が運用を開始している。当該設

備による放出放射能量は、原子炉格納容器からの放出量評価の最大値 6.0×107 Bq/h に

対して、１号機 1.4×102 Bq/h、２号機 2.0×103 Bq/h と十分に低い（「福島第一原子力

発電所・事故の収束に向けた道筋」の進捗状況（平成 23 年 12 月 16 日））。また、１号

機については当該設備を使用した希ガスモニタによる未臨界確認ができているほか、当

該設備の水素濃度は１号機 0.1%以下、２号機 0.1%以下（平成 24 年 3 月 5 日時点）と可

燃限界以下で安定している。一方、３号機原子炉格納容器ガス管理設備については、原

子炉格納容器内のガスを抽出した試運転を行っており、水素濃度は約 0.2%（平成 24 年

3 月 5 日時点）である。今後、放射性物質の放出量は、原子炉格納容器ガス管理設備の

運用及び原子炉温度の低下に伴い、更に低減していく見通しである。 

 

1.1.1.2. 基本的対応方針および中期的計画 

原子炉格納容器ガス管理設備は、以下を基本的対応方針とする。工事工程表を表 1.1

－1 に示す。 

a. 環境に放出される放射性物質の濃度及び量を合理的に達成できる限り低減できる

こと。 

b. 原子炉格納容器から外部へ抽気・放出される放射性物質の量・濃度及び必要なパラ

メータを監視できること。 

c. 当該設備内及び放出口近傍において、不活性雰囲気を維持できること。 
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1.1.2. 設計方針 

1.1.2.1. 放射性物質の放出抑制及び管理機能 

原子炉格納容器の隔離機能または抽気機能によって、想定される事象に対して、環

境に放出される放射性物質の濃度及び量を合理的に達成できる限り低減できる設計と

する。 

 

1.1.2.2. 監視機能 

原子炉格納容器ガス管理設備は、原子炉格納容器内から外部へ抽気・放出される放

射性物質の量・濃度及び必要なパラメータを監視できる設計とする。 

また、当該設備は、異常時において異常の状態を知り、対策を講じるのに必要なパ

ラメータについて、予想変動範囲内での監視が可能であり、必要なものについては記

録が可能である設計とする。 

 

1.1.2.3. 不活性雰囲気の維持機能 

原子炉格納容器ガス管理設備は、当該設備内及び放出口近傍において、不活性雰囲

気を維持できる機能を有する設計とする。 

 

1.1.2.4. 構造強度 

原子炉格納容器ガス管理設備は、材料の選定、製作及び検査について、適切と認め

られる規格及び基準によるものとする。 

 

1.1.2.5. 多重性又は多様性及び独立性 

原子炉格納容器ガス管理設備のうち動的機器、フィルタ及び駆動電源は、多重性又

は多様性及び独立性を備え、定期的に機能確認が行える設計とする。 

 

1.1.2.6. 異常時の対応機能 

外部電源が利用できない場合においても放射性物質の放出抑制機能を継続できる設

計とする。また、地震、津波等の発生を考慮しても、放射性物質の放出抑制機能が再

開可能である設計とする。 

 

1.1.2.7. 原子炉格納容器に接続する配管に対する考慮 

原子炉格納容器に接続する原子炉格納容器ガス管理設備の配管は、水素爆発により、

原子炉格納容器に影響を与えないよう、適切に対応するものとする。 

 

1.1.2.8. 火災防護 

火災の早期検知に努めるとともに、消火設備を設けることで初期消火を行い、火災
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により安全性を損なうことのないようにする。 

 

1.1.3. 主要設備 

1.1.3.1. 系統構成 

(1) 原子炉格納容器ガス管理設備 

原子炉格納容器ガス管理設備の系統概略図を図 1.1－1～3 に示す。原子炉格納容

器ガス管理設備は、排気ファン、除湿機（１号機：空調機、２・３号機：放熱器）、

電気ヒータ、フィルタユニット、放射線モニタ及び流量計等で構成され、原子炉格

納容器よりガスを抽気し、フィルタユニットにより放射性物質を除去した後に、ガ

スの放出流量及び放射性物質の濃度を測定し、一部のガスをタービン建屋脇より大

気へ放出する。残りの大部分のガスは、再循環し、再びフィルタユニットを通る。

フィルタの湿分対策として、除湿機により抽出ガス中の水蒸気を凝縮・分離させ、

電気ヒータにより相対湿度を低下させる。 

原子炉格納容器ガス管理設備によるガス抽出がない場合は、原子炉圧力容器及び

原子炉格納容器への窒素封入量分は原子炉格納容器から漏えいしている。一方、原

子炉格納容器ガス管理設備からの放出放射能量は、ガス抽出量に比例する。したが

って、原子炉格納容器ガス管理設備は、窒素封入量と同程度のガスを抽気すること

で、原子炉格納容器からの大気へ放射性物質の直接の漏えいを抑制するとともに、

抽出したガスの放射性物質濃度を 1/100 以下にして放出することで、環境に放出さ

れる放射性物質の濃度及び量を合理的に低減させる。当該設備の運転は、原子炉格

納容器圧力として大気圧程度を想定している。 

原子炉格納容器ガス管理設備の動的機器及びフィルタユニットは、１系列 100％容

量を２系列とすることで、多重性を有する設計とする。 

（添付資料－１、２） 

(2) 監視設備 

原子炉格納容器ガス管理設備は、原子炉格納容器から抽出したガスの温度、当該

設備から放出するガスの流量及び放射性物質の濃度、ならびに水素濃度及び酸素濃

度を監視できる設備を設ける。運転データは現場盤等に表示されるが、ウェブカメ

ラ等により免震重要棟においても確認できるものとする。 

なお、原子炉格納容器ガス管理設備は、出口側を大気開放しており、当該設備内

のガスが大気側に押し出される構成となっていることから、圧力管理は実施しない。 

 

(3) 電源 

原子炉格納容器ガス管理設備の電源構成図を図 1.1－4 に示す。動的機器、フィル

タ及び放射線モニタは２系統を有し、各々異なる仮設ＭＣＣより受電する。仮設Ｍ

ＣＣは異なる仮設Ｍ／Ｃから受電することとし、独立性を有する電源構成とする。
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また、仮設Ｍ／Ｃへの給電は複数の外部電源から行い、外部電源喪失時には５号機

及び６号機非常用Ｄ／Ｇから受電可能とするものとし、多重性、多様化を有する設

計としている。 

 

(4) 放射性物質除去設備 

放射性物質除去設備は、フィルタユニットに取り付けられた高性能粒子フィルタ

（HEPA フィルタ）により、セシウム等の粒子状の放射性物質を捕獲する。なお、気

体状の放射性物質（希ガス）は、セシウム等の粒子状物質と比べて影響が小さいた

め、放射能の減衰設備は設けていない。            （添付資料－３） 

また、弁開閉操作により、フィルタユニット廻りの再循環量を変更することによ

り、大気へ放出する放射性物質の濃度を低減できるものとする。 

 

(5) その他 

原子炉格納容器ガス管理設備は、窒素を注入できる構成とし、当該設備を可燃限

界以下に抑制する（図 1.1－1～3 参照）。原子炉格納容器ガス管理設備の配管等の枝

管は、「BWR 配管における混合ガス(水素・酸素)の燃焼による配管損傷防止に関する

ガイドライン（第 3 版）」（一般社団法人 日本原子力技術協会）を参考に、水平下り

勾配とする等、水素の滞留を防止する。原子炉格納容器ガス管理設備と既設配管（原

子炉格納容器に接続している配管）との接続工事は、原子炉格納容器ガス管理設備

内を不活性雰囲気で満たして行う。 

また、当該設備内に予備座を設けることにより、気体の採取ができる構成とする。 

原子炉格納容器ガス管理設備以外の原子炉格納容器からの放出については、原子

炉建屋上部からの放出を監視するダスト放射線モニタ等により確認するものとする。 

 

1.1.4. 設備の構造強度 

1.1.4.1. 基本方針 

原子炉格納容器ガス管理設備は、既設設備に該当する系統は無いが、その用途から、

換気空調系に類似すると考える。当該設備は、技術基準に定められた内包する流体の

放射性物質の濃度が 37mBq/cm3以上に該当することから、排気ファン等の機器について

はクラス 3 機器相当、配管・ダクト等については放射線管理設備に属するダクトとし

てクラス 4配管相当と位置付けられる。 

クラス 3 機器及びクラス 4 配管の構造・強度は、「JSME S NC-1 発電用原子力設備規

格 設計・建設規格（以下、設計・建設規格という）」で規定されるものであるが、設

計・建設規格は、鋼材を基本とした要求事項を設定したものであり、非金属材につい

ての基準がない。従って、鋼材を使用している主要設備については、設計・建設規格

のクラス 3 機器相当やクラス 4 配管相当での評価を行い、非金属材等については、当
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該設備が JIS や独自の製品規格等を有している場合や、試験等を実施した場合はその

結果などを活用できるものとし、評価を行う。 

 

1.1.4.2. 主要設備の構造強度 

(1) 排気ファン 

排気ファンは、材料証明書がなく設計・建設規格におけるクラス 3 機器相当の要

求を満足するものではないが、系統機能試験等を行い、有意な変形や漏えい、運転

状態に異常がないことを確認することで、必要な構造強度を有するものと評価する。 

 

(2) フィルタユニット 

フィルタユニットは、材料証明書がなく設計・建設規格におけるクラス 3 機器相

当の要求を満足するものではないが、耐圧試験、系統機能試験等を行い、有意な変

形や漏えい、運転状態に異常がないことを確認することで、必要な構造強度を有す

るものと評価する。 

 

(3) 除湿機 

除湿機は、原子炉格納容器ガス管理設備内ガスを通気する放熱器について評価す

る。放熱器は、材料証明書がなく設計・建設規格におけるクラス 3 機器相当の要求

を満足するものではないが、耐圧試験、系統機能試験等を行い、有意な変形や漏え

い、運転状態に異常がないことを確認することで、必要な構造強度を有するものと

評価する。 

 

(4) 配管類（鋼管、鋼板ダクト、ダクトホース、フレキシブルホース） 

配管類は、材料証明書がなく設計・建設規格におけるクラス 4 配管相当の要求を

満足するものではないが、系統機能試験等を行い、有意な変形や漏えい、運転状態

に異常がないことを確認することで、必要な構造強度を有するものと評価する。 

（添付資料－４、５） 

1.1.5. 耐震性 

1.1.5.1. 基本方針 

原子炉格納容器ガス管理設備は、既設設備に該当する系統が無いが、その用途から、

換気空調系であるＣクラス相当と位置付けられることから、一般構造物と同等の耐震

性を有する設計とする。 

 

1.1.5.2. 主要設備の耐震構造 

「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987」等を準用し、静的震度（1.2Ci）

に基づく主要機器の転倒等の評価を行い、Ｃクラス相当の耐震性を有するものと評価
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する。この他、フレキシビリティを有する材料を用いるなどして耐震性を確保する。 

（添付資料－４、５） 

1.1.6. 主要仕様 

原子炉格納容器ガス管理設備の主要仕様を表 1.1－2～7 に示す。 

 

1.1.7. 運用 

1.1.7.1. 運転管理 

(1) 通常運転時の監視 

ａ．放射性物質の放出監視 

免震重要棟内にある監視室に設置したモニタで放射線モニタ（排気計測用）及

び流量計を確認し、傾向に変化がないことを監視する。 

 

ｂ．設備の運転状態の確認 

免震重要棟内にある監視室に設置したモニタで原子炉格納容器ガス管理設備の

運転パラメータ（抽出ガス温度、放射線モニタ（排気計測用）、流量等）を確認し、

設備の運転状態に問題がないことを確認する。 

 

ｃ．設備の不活性雰囲気の維持の確認 

免震重要棟内にある監視室に設置したモニタで水素濃度（１～３号機）及び酸

素濃度（１号機）を確認し、可燃限界以下であることを確認する。２・３号機に

おける酸素濃度の測定は、水素濃度の状況に応じて、現場にて行う。 

 

(2) フィルタユニットの管理 

現場にて放射線モニタ（フィルタユニット表面計測用）及びフィルタ差圧計を確

認し、フィルタの交換を行う。 

 

(3) 地震後の確認 

地震発生後に原子炉格納容器ガス管理設備の監視パラメータを確認し、地震によ

る設備の損傷がないことを確認する。パラメータに異常が確認された場合は巡視点

検を行い、設備に損傷がないことを確認する。 

また、震度５弱以上の場合は、原子炉格納容器ガス管理設備に対して巡視点検を

行い、地震による設備の損傷がないことを確認する。 

 

(4) 原子炉格納容器内窒素封入設備停止時 

原子炉格納容器内窒素封入設備が停止した場合に、原子炉格納容器ガス管理設備

の運転を継続していると、ドライウェル圧力が低下する。ドライウェル圧力が負圧
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になると、大気中の酸素が原子炉格納容器へ流入することから、不活性雰囲気維持

の観点から水素濃度及びドライウェル圧力に応じて、原子炉格納容器ガス管理設備

の排気量を調整する等の措置を取る。 

 

(5) 火災防護 

現場盤等からの火災が考えられることから、初期消火の対応ができるよう近傍に

消火器を設置することとする。 

 

1.1.7.2. 異常時の措置 

原子炉格納容器ガス管理設備が停止しても、原子炉の冷却に影響を与えるものでは

なく、また原子炉の冷却状態に変化がなければ放射性物質の異常な放出とはならない

と考えられる。しかしながら、当該設備は、原子炉格納容器内の監視手段の一つとし

ても利用することから、設備停止後は速やかに対応し運転を再開させる。具体的な異

常時の措置を以下に示す。 

 

(1) 原子炉格納容器ガス管理設備の機器の単一故障 

原子炉格納容器ガス管理設備は、機器の単一故障が発生した場合を想定して、排

気ファン、除湿機、電気ヒータ、フィルタユニット及び駆動電源の多重化を実施し

ており、切替により機能喪失後の速やかな運転の再開を可能としている。単一故障

としては、具体的には以下に示す状況を想定している。 

 

a. 排気ファン、除湿機、電気ヒータ、フィルタユニットの故障 

排気ファン、除湿機、電気ヒータ、フィルタユニットが故障した場合は、予備

機への切替を行う。 

 

b. 電源喪失 

原子炉格納容器ガス管理設備の電源は、仮設Ｍ／Ｃを複数の外部電源により多

重化することから、電源が喪失した場合は、電源の切替を行う。また、仮設Ｍ／

Ｃについても多重化することから、仮設Ｍ／Ｃが故障した場合は、仮設Ｍ／Ｃの

切替を行う。 

 

c. 配管類の損傷 

配管類が損傷した場合については、排気ファンの上流は負圧であること及びフ

ィルタユニットが排気ファンの上流側に設置されていることから、放射性物質の

濃度の高いガスの系統外への漏えいの可能性は低い。 

配管類の損傷が大きく復旧が困難な場合は、原子炉格納容器ガス管理設備を停
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止し、速やかに配管類の取替を行う。 

 

d. 放射線モニタ（排気計測用）、水素濃度計の故障 

放射線モニタ（排気計測用）は、２チャンネルの連続運転とし、１台故障時に

おいても放射性物質の濃度を計測可能とする。また、水素濃度計についても、２

チャンネルの連続運転とし、１台故障時においても当該設備内の水素濃度を計測

可能とする。 

 

(2) 原子炉格納容器ガス管理設備の監視パラメータ異常 

ａ．放出する放射性物質の濃度及び量 

放出する放射性物質の濃度及び量を監視し、傾向に変化があった場合は、運転

パラメータの確認を行い、必要に応じ、再循環量を調整し放射性物質の濃度の低

減を図る等の対応をとる。 

 

b．設備の運転状態 

抽出ガス温度が高温となった場合や排気ファンが故障した場合等は、免震重要

棟内にある監視室内に警報が発報する。警報発報時には、運転パラメータの確認

や巡視点検を行い、異常からの復旧を図る。 

 

c．水素濃度及び酸素濃度 

水素濃度 3％以上かつ酸素濃度 4％以上（可燃限界：水素濃度 4％以上かつ酸素

濃度 5％以上）となった場合は、原子炉格納容器ガス管理設備内を不活性雰囲気

にするため、原子炉格納容器内窒素封入設備の流量増加、または原子炉格納容器

ガス管理設備の停止、隔離及び当該設備への窒素封入等の適切な対応をとる。 

 

(3) 原子炉格納容器ガス管理設備の複数の系統・機器の同時機能喪失 

地震、津波により、万が一、原子炉格納容器ガス管理設備の複数の系統や機器の

機能が同時に喪失した場合には、当該設備の停止、隔離、巡視点検を行い、速やか

に機器等の復旧を行う。 

原子炉格納容器ガス管理設備が停止しても、原子炉の冷却等に影響を与えるもの

ではなく、また原子炉の冷却状態に変化がなければ放射性物質の異常な放出とはな

らないと考えられる。しかしながら、当該設備は、原子炉格納容器内の監視手段の

一つとしても利用することから、設備停止後は速やかに対応し運転を再開させる。 

 

1.1.7.3. 保守管理 

原子炉格納容器ガス管理設備は、動的機器や電源の多重化を実施しているため、こ
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れらの機器の単一故障により機能が喪失した場合でも、切替作業等による運転再開が

可能であり、また定期的な機能確認も可能である。 

保守管理については作業に伴う被ばくを極力低減する観点から、フィルタ交換時に

機器の状態を監視し、異常の兆候が確認された場合に対応することとする。なお、保

守管理を行うにあたっては、異常の確認後に速やかに対応ができるように、必要な予

備品、消耗品等を準備しておくこととする。 

 

1.1.8. 添付資料 

添付資料－１  原子炉格納容器ガスサンプリング結果に基づく抽出ガスの放射性物質

の濃度条件について 

添付資料－２  原子炉格納容器ガス管理設備からの放出放射能量について 

添付資料－３  ２号機 原子炉格納容器ガス管理設備から放出された希ガスによる被

ばく評価結果について 

添付資料－４  １号機原子炉格納容器ガス管理設備の構造強度及び耐震性について 

添付資料－５  ２・３号機原子炉格納容器ガス管理設備の構造強度及び耐震性につい

て 

 

以 上



 

1－10 

 

表 1.1－1 原子炉格納容器ガス管理設備 工事工程表 

 

平成 23 年度 平成 24 年度  

３月 ４月 ５月 

３

号

機 

原子炉格納

容器ガス 

管理設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ １系統については設置完了。 

 

追加希ガスモニタ設置工事※１

試運転調整 
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表 1.1－2 １号機原子炉格納容器ガス管理設備 主要仕様 

 

（１） 排気ファン 

種  類        遠心式 

容  量        250 m3/h（1 台あたり） 

台  数        2 台 

負荷容量        3.7 kW（1 台あたり） 

 

（２） フィルタユニット 

種  類        高性能粒子フィルタ 

効  率        単体 99.97%以上 

総合 99.9%以上 

基  数        4 基 

 

（３） 電気ヒータ 

種  類        電気式 

容  量        4 kW（1 台あたり） 

台  数        2 台 

負荷容量        4 kW（1 台あたり） 

 

（４） 凝縮配管室空調機 

冷却能力        28 kW（1 台あたり） 

台  数        4 台 

負荷容量        15.8 kW（1 台あたり） 

 

（５）放射線モニタ（排気計測用） 

   検出器種類       シンチレーション検出器 

   計測範囲        10-1～106 s-1 

   ch 数          2 ch 

 

（６）放射線モニタ（フィルタ表面計測用） 

   検出器種類       半導体検出器 

   計測範囲        10-3～10 mSv/h 

   ch 数          2 ch 
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（７）希ガスモニタ 

   検出器種類       Ge 半導体検出器 

   計測範囲        10-2～102 Bq/cm3 

   ch 数          2 ch 

 

（８）流量計 

   検出器種類       オリフィス式 

   計測範囲        0～30 m3/h 

   台  数        1 台 

 

（９）水素濃度計 

   検出器種類       熱伝導式 

   計測範囲        0～5 % 

   ch 数          2 ch 

 

（１０）酸素濃度計 

   検出器種類       隔膜ガルバニ電池式 

   計測範囲        0～25 % 

   ch 数          2 ch 
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表 1.1－3 １号機原子炉格納容器ガス管理設備 主要配管仕様 

 

名 称 仕 様 

①既設取合（格納容器冷却系配管）

から PCV ガス凝縮配管入口まで 

 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

165.2 mm 

7.1 mm 

STPT370 

0.35 MPa 

100 ℃ 

②PCV ガス凝縮配管 外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

165.2 mm 

7.1 mm 

STPT410 

0.35 MPa 

100 ℃ 

③PCV ガス凝縮配管出口から排気フ

ァン入口まで 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

89.1 mm / 165.2 mm 

5.5 mm / 7.1 mm 

STPT370 

0.35 MPa 

100 ℃ 

④排気ファン出口から大気放出ま

で 

 

外径 

 

肉厚 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

34.0 mm / 60.5 mm /  

89.1 mm / 165.2 mm 

4.5 mm / 5.5 mm /  

5.5 mm / 7.1 mm 

STPT370 

0.35 MPa 

100 ℃ 

⑤再循環ライン分岐から合流点（フ

ィルタユニット上流）まで 

外径 

 

肉厚 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

60.5 mm / 114.3 mm / 

165.2 mm 

5.5 mm / 6.0 mm / 

7.1 mm 

STPT370 

0.35 MPa 

100 ℃ 
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表 1.1－4 ２号機原子炉格納容器ガス管理設備 主要仕様 

 

（１）排気ファン 

種  類        遠心式 

容  量        1000 m3/h（1 台あたり） 

台  数        2 台 

負荷容量        5.5 kW（1 台あたり） 

 

（２）フィルタユニット 

形  式        高性能粒子フィルタ、活性炭フィルタ 

効  率        単体（HEPA）99.97%以上、（活性炭）99％以上 

総合 99%以上 

基  数        2 基 

 

（３）放熱器 

種  類        空冷式 

容  量        24.94 kW（1 基あたり） 

材  料        銅チューブ（C1220T）、アルミフィン 

基  数        4 基 

負荷容量        0.4 kW（1 基あたり） 

 

（４）電気ヒータ 

種  類        電気式 

容  量        1.95 kW/h（1 台あたり） 

台  数        2 台 

負荷容量        2 kW（1 台あたり） 

 

（５）放射線モニタ（排気計測用） 

   検出器種類       シンチレーション検出器 

   計測範囲        10-1～105ｓ-1 

   ch 数          2 ch 

負荷容量        7.0 kW（Ａ系）、8.0 kW（Ｂ系）            

               7.2 kW（ヒータ制御箱 1、ヒータ制御箱２） 

 

（６）放射線モニタ（フィルタユニット表面計測用） 

   検出器種類       半導体式検出器 
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   計測範囲        0.1 mSv/h～1 Sv/h 

   ch 数          2 ch 

負荷容量        0.2 kW 

 

（７）希ガスモニタ 

   検出器種類       シンチレーション検出器 

   計測範囲        3×10-1 ～ 5×104 Bq/cm3 

   ch 数          2 ch 

負荷容量        3.0 kW 

 

（８）流量計 

   検出器種類       超音波式 

   計測範囲        2.5～150 m3/h 

   台  数        2 台 

   負荷容量        電池式 

 

（９）水素濃度計 

   検出器種類       熱伝導式 

   計測範囲        0～5 vol% 

   ch 数          2 ch 

負荷容量        （５）放射線モニタに含む 

 

（１０）酸素濃度計 

   検出器種類       隔膜ガルバニ電池式 

   計測範囲        0～25 vol% 

   ch 数          1 ch 

負荷容量        電池式 
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表 1.1-5 ２号機原子炉格納容器ガス管理設備 主要配管仕様 

 

名 称 仕 様 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

27.2 mm / 60.5 mm 

2.8 mm / 3.8 mm 

SGP 

1.0 MPa 

180 ℃ 

①既設取合（可燃性ガス濃度制御系

配管）からヘッダ入口弁まで 

 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

62.0 mm 

1.4 mm 

テフロン・アラミド繊維 

5.2 kPa(100℃において) 

100 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

60.5 mm 

3.5 mm 

SUS304TP 

1.0 MPa 

180 ℃ 

②ヘッダ入口弁からヘッダ出口弁

まで 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 139.8 mm 

 2.0 mm 

SUS304TPD 

1.0 MPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 139.8 mm 

 2.0 mm 

SUS304TPD 

1.0 MPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

143.0 mm 

1.4 mm 

テフロン・アラミド繊維 

5.2 kPa(100℃において) 

100 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

125.0 mm 

0.6 mm 

SUS304 

1.0 MPa 

95 ℃ 

③ヘッダ出口弁からフィルタユニ

ット入口弁まで 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

267.4 mm 

6.5 mm 

SUS304TP 

1.0 MPa 

180 ℃ 
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名 称 仕 様 

外径 

 

肉厚 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

216.3 mm / 267.4 mm / 

267.4 mm 

6.5 mm / 4.0 mm /  

6.5 mm 

SUS304TP 

1.0 MPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

268.0 mm 

7.0 mm 

シリコンゴム 

5.2 kPa 

80 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 250.7mm 

 0.6 mm 

SUS304 

 1.0 MPa 

60 ℃ 

④フィルタユニット入口弁から排

気ファンまで 

 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

252.8 mm 

1.4 mm 

ネオプレンゴム 

5.2 kPa 

100 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

257.8 mm 角 

1.4 mm 角 

ネオプレンゴム 

5.2 kPa 

100 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

260.0 mm 角 

5.0 mm 角 

SUS304 

5.8 kPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

125.0 mm 

0.6 mm 

SUS304 

1.0 MPa 

95 ℃ 

⑤排気ファンから大気放出まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

60.5 mm 

3.5 mm 

SUS304TP 

1.0 MPa 

180 ℃ 
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名 称 仕 様 

⑤排気ファンから大気放出まで 

（つづき） 

 

 

 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

139.8 mm 

2.0 mm 

SUS304TPD 

1.0 MPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

260.0 mm 角 

5.0 mm 角 

SUS304 

5.8 kPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

267.4 mm 

6.5 mm 

SUS304TP 

1.0 MPa 

180 ℃ 

⑥再循環ライン分岐から合流点（フ

ィルタユニット上流）まで 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 250.7 mm 

 0.6 mm 

SUS304 

 1.0 MPa 

60 ℃ 
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表 1.1－6 ３号機原子炉格納容器ガス管理設備 主要仕様 

 

（１）排気ファン 

種  類        遠心式 

容  量        1000 m3/h（1 台あたり） 

台  数        2 台 

負荷容量        5.5 kW（1 台あたり） 

 

（２）フィルタユニット 

形  式        高性能粒子フィルタ、活性炭フィルタ 

効  率        単体（HEPA）99.97%以上、（活性炭）99％以上 

総合 99%以上 

基  数        2 基 

 

（３）放熱器 

種  類        空冷式 

容  量        24.94 kW（1 基あたり） 

材  料        銅チューブ（C1220T）、アルミフィン 

基  数        4 基 

負荷容量        0.4 kW（1 基あたり） 

 

（４）電気ヒータ 

種  類        電気式 

容  量        1.95 kW/h（1 台あたり） 

台  数        2 台 

負荷容量        2 kW（1 台あたり） 

 

（５）放射線モニタ（排気計測用） 

   検出器種類       シンチレーション検出器 

   計測範囲        10-1～105ｓ-1 

   ch 数          2 ch 

負荷容量        7.0 kW（Ａ系）、8.0 kW（Ｂ系）            

               7.2 kW（ヒータ制御箱 1、ヒータ制御箱２） 

 

（６）放射線モニタ（フィルタユニット表面計測用） 

   検出器種類       半導体式検出器 
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   計測範囲        0.1 mSv/h～1 Sv/h 

   ch 数          2ch 

負荷容量        0.2kW 

 

（７）希ガスモニタ 

   検出器種類       シンチレーション検出器 

   計測範囲        詳細設計中 

   ch 数          2 ch 

負荷容量        3.0 kW 

 

（８）流量計 

   検出器種類       超音波式 

   計測範囲        2.5～150 m3/h 

   台  数        2 台 

   負荷容量        電池式 

 

（９）水素濃度計 

   検出器種類       熱伝導式 

   計測範囲        0～5 vol% 

   ch 数          2 ch 

負荷容量        （５）放射線モニタに含む 

 

（１０）酸素濃度計 

   検出器種類       隔膜ガルバニ電池式 

   計測範囲        0～25 vol% 

   ch 数          1 ch 

負荷容量        電池式 
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第 1.1－7 表 ３号機原子炉格納容器ガス管理設備 主要配管仕様 

 

名 称 仕 様 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

27.2 mm / 60.5 mm 

2.8 mm / 3.8 mm 

SGP 

1.0 MPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

62.0 mm 

1.4 mm 

テフロン・アラミド繊維 

5.2 kPa(100℃において) 

100 ℃ 

①既設取合（可燃性ガス濃度制御系

配管）からヘッダまで 

 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

60.5 mm 

3.5 mm 

SUS304TP 

1.0 MPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 139.8 mm 

 2.0 mm 

SUS304TPD 

1.0 MPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

143.0 mm 

1.4 mm 

テフロン・アラミド繊維 

5.2 kPa(100℃において) 

100 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

125.0 mm 

0.6 mm 

SUS304 

1.0 MPa 

95 ℃ 

②ヘッダからフィルタユニット入

口弁まで 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

267.4 mm 

6.5 mm 

SUS304TP 

1.0 MPa 

180 ℃ 
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名 称 仕 様 

外径 

 

肉厚 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

216.3 mm / 267.4 mm / 

267.4 mm 

6.5 mm / 4.0 mm /  

6.5 mm 

SUS304TP 

1.0 MPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

268.0 mm 

7.0 mm 

シリコンゴム 

5.2 kPa 

80 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 250.7mm 

 0.6 mm 

SUS304 

 1.0 MPa 

60 ℃ 

③フィルタユニット入口弁から排

気ファンまで 

 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

252.8 mm 

1.4 mm 

ネオプレンゴム 

5.2 kPa 

100 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

257.8 mm 角 

1.4 mm 角 

ネオプレンゴム 

5.2 kPa 

100 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

260.0 mm 角 

5.0 mm 角 

SUS304 

5.8 kPa 

180 ℃ 

④排気ファンから大気放出まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

125.0 mm 

0.6 mm 

SUS304 

1.0 MPa 

95 ℃ 
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名 称 仕 様 

④排気ファンから大気放出まで 

（つづき） 

 

 

 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

139.8 mm 

2.0 mm 

SUS304TPD 

1.0 MPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

260.0 mm 角 

5.0 mm 角 

SUS304 

5.8 kPa 

180 ℃ 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

267.4 mm 

6.5 mm 

SUS304TP 

1.0 MPa 

180 ℃ 

⑤再循環ライン分岐から合流点（フ

ィルタユニット上流）まで 

外径 

肉厚 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 250.7 mm 

 0.6 mm 

SUS304 

 1.0 MPa 

60 ℃ 
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1
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図 1.1－1 １号機原子炉格納容器ガス管理設備 系統概略図 
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1

‐25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1－2 ２号機原子炉格納容器ガス管理設備 系統概略図 
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※１　酸素濃度測定時には、酸素濃度計

　　　 上流及び下流の弁を開にする。
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図 1.1－3 ３号機原子炉格納容器ガス管理設備 系統概略図 
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　　　 上流及び下流の弁を開にする。
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図 1.1－4 原子炉格納容器ガス管理設備 電源構成図
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原子炉格納容器ガスサンプリング結果に基づく抽出ガスの放射性物質の濃度条件について 

 

1．概要 

 平成 23 年 7 月 29 日に 1 号機、平成 23 年 8 月 9 日に 2 号機、平成 23 年 9 月 14 日に 1

号機の原子炉格納容器（以下、PCV）内ガスサンプリングを実施した。ここで、事故初期

の燃料溶融の過程で放出された放射性物質のうち、半減期が長く放射能量が支配的である

セシウム（Cs134：半減期約 2 年、Cs137：半減期約 30 年）の放射性物質の濃度を測定し、

得られた結果に基づき原子炉格納容器ガス管理設備における設計用放射性物質の濃度を

検討した。その結果、１～３号機における設計用抽出ガス中の放射性物質の濃度として

100Bq/cm3 （Cs134＋Cs137）で十分と判断した。 

 

2．サンプリング方法について 

（1）格納容器ガス抽出点について 

図 2－1、図 2－2 にガス採取系統の概要図を示す。１号機、２号機とも本設の格納容

器内酸素分析計ラックに仮設サンプリングラックを接続し、格納容器上部に位置する採

取点からガスを採取し、格納容器中部に位置する採取点に戻す系統構成としている。 

 

図 2－1 1 号機ガスサンプリングにおけるガス採取系統概要図 

 
図 2－2 ２号機ガスサンプリングにおけるガス採取系統概要図 

格納容器内 
酸素分析計取り出し点

隔離弁 格納容器内酸素分析計ラック（本設） 
仮設サンプリング
装置へ（採取側） 

仮設サンプリング
装置から（戻り側）

格納容器内 
酸素分析計取り出し点

隔離弁 
仮設サンプリング
装置へ（採取側） 

仮設サンプリング
装置から（戻り側）

添付資料－１ 

格納容器内酸素分析計ラック（本設） 
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（2）仮設サンプリングラックについて 

図 2－3、2－4 に仮設サンプリング（ＴＹＰＥ１、ＴＹＰＥ２）の概要図を示す。 

 

図 2－3 仮設サンプリングラック（ＴＹＰＥ１）概要図 

 

ＴＹＰＥ１では仮設サンプリングライン内に設置されたサンプリングベッセル（約

10cc）の両端をバルブにて隔離・取り出し、容器移し替え用治具に接続・攪拌（ここで

空気で約４倍に希釈）したのち、シリンジで Ge 半導体検出器用ガスバイアル瓶に注入

する手順となっている。また、サンプリング前後には窒素パージを行う手順となってい

る。 

 

 

図 2－4 仮設サンプリングラック（ＴＹＰＥ２）概要図 

 

ＴＹＰＥ２では仮設サンプリングライン内に設置され、予め水を張ったインピンジャ

ー（約 350cc×２）に通気することで溶解性の放射性物質を補足するとともに、発生し

た凝縮水を採取することができる。また、ガスバイアル瓶をラインに接続し、ガスを採
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取することができる。また、サンプリング前には窒素パージ及びバイパスラインを用い

たブロー運転、サンプリング後に再度窒素パージを行う手順となっている。 

 

（3）ガンマ線核種分析について 

採取したガス、凝縮水はそれぞれ、ガスバイアル瓶（約 14.1ml）、マリネリビーカー

（約 500ml）に入れ、福島第一５/６号ホットラボ内 Ge 半導体検出器を用いてガンマ線

分析を行った。半導体検出器の測定エネルギー範囲と分解能はそれぞれ、約 50keV～

2.0MeV、約 1.8%であり、測定目的に対して十分な範囲である。 

 

3．結果 

3.1 凝縮水の採取状況について 

平成 23年 7月 29日に 1号機格納容器内ガスをＴＹＰＥ１の仮設サンプリングラックに

て、平成 23 年 8 月 9 日に 2 号機格納容器内ガスをＴＹＰＥ２の仮設サンプリングラック

にて、平成 23 年 9 月 14 日に 1 号機格納容器内ガスをＴＹＰＥ２の仮設サンプリングラッ

クにて採取した。 

平成 23 年 7 月 29 日（1号機、ＴＹＰＥ１ラック）のサンプリングでは、0.1 L/min で 2

時間、1.0L/min で約 30 分通気したが、凝縮水が採取できなかった。これは、ポンプ容量

が小さいため、蒸気は仮設サンプリングラックに到達するまでに凝縮、途中の配管最低部

に滞留し、採取ポイントまで引ききれなかったと考えられる。 

一方、平成 23 年 8 月 9 日（2 号機、ＴＹＰＥ２ラック）のサンプリングでは、10L/min

で通気した際にサンプリング装置入口ホース（テフロンチューブ）内に凝縮水が流れてく

る様子を確認（蒸気成分が完全に凝縮し配管内にプラグ状に滞留）した。流量を調整し、

インピンジャーにて凝縮水を採取し、ガスバイアル瓶にガスを採取した。 

平成 23 年 9 月 14 日（1 号機、ＴＹＰＥ２ラック）のサンプリングでは、前回 1 号機で

凝縮水が採取できなかったことをうけて、ポンプ容量が大きく凝縮水を採取できる可能性

が高いＴＹＰＥ２の仮設サンプリングラックを用いて再サンプリングを実施した。約 10

～40L/min で数 10 分間循環運転をさせたところ、サンプリング装置入口ホース（以下、

テフロンチューブ）内に凝縮水が流れてくる様子が確認でき、インピンジャーにて凝縮水

を採取し、ガスバイアル瓶にガスを採取した。 

 

3.2 放射性 Cs の濃度について 

表 3－1 に採取凝縮水中の放射性物質の濃度測定値、表 3－2 に採取ガス中の放射性物質

の濃度測定値を示す。また、得られた結果から、以下の換算式にて PCV 内濃度を求めた結

果を表 3－3 に示す。ここで、得られた凝縮水中及びガス中放射性物質の濃度から格納容

器内の蒸気中及びガス中放射性物質の濃度に換算し、これらを格納容器内蒸気割合で加重

平均をしたものを PCV 内放射性物質の濃度としている。 
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【PCV 内放射性物質の濃度換算式】 

PCV 気相部中セシウム濃度 Cpcv Cpcv =α×C1 +(1－α)×C2 

水蒸気中セシウム濃度 C1 C1 =C water×ρvapor(Tpcv)／ρwater(Tsample) 

ガス中セシウム濃度 C2 C2 =C sampledgas×Tsample／Tpcv 

 

ここで、 

α：蒸気割合（＝飽和蒸気圧／ドライウェル圧力とする） 

C water：採取凝縮水中セシウム濃度（測定値） 

C sampledgas：採取ガス中セシウム濃度（測定値） 

Tpcv：PCV 内雰囲気温度 

Tsample：仮設サンプリングラック雰囲気温度 

ρvapor（Tpcv）：温度 Tpcv における蒸気密度 

ρwater（Tsample）：温度 Tsample における水密度（≒１） 

 

 

図 3－1 PCV 内濃度への換算模式図 

排気 

凝縮水への捕捉 

排気ガス 

採取凝縮水中濃度 

C water 

採取ガス中濃度 

C sampledgas 

C pcv 

：セシウム

 

PCV 

気相中 

濃度 

C pcv 

 採取凝縮水中濃度C water 

 
採取ガス中濃度C sampledgas 

放射性セシウムは水溶性であり、水蒸気の粒の表面に吸着さ

れたのち溶解して水溶液滴になり、液滴同士が衝突、凝集し

て成長した状態で存在し、これらは水蒸気の凝縮とともに凝

縮水へ移行すると考えられる。 
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表 3－1 採取凝縮水中放射性物質の濃度（測定値） 

  放射性物質の濃度（Bq/cm3） 

核種 
(半減期) 

 １号機（9/14）
採取凝縮水 

２号機（8/9） 
採取凝縮水 

１号機（7/29）
採取凝縮水 

１セット目 3.8×102 6.9×102  

２セット目 3.8×102 3.1×102  
Cs-134 

(約 2 年) 
３セット目 3.4×102 4.9×102  

１セット目 4.2×102 7.3×102  

２セット目 4.4×102 3.2×102  
Cs-137 

(約 30 年) 
３セット目 4.2×102 5.1×102  

サンプリング環境温度 25℃ 26℃  

 

表 3－2 採取ガス中放射性物質の濃度（測定値） 

  放射性物質の濃度（Bq/cm3） 

核種 
(半減期) 

 １号機（9/14）
採取ガス 

２号機（8/9） 
採取ガス 

１号機（7/29）
採取ガス 

１セット目 2.8 N.D. 1.7×101 

２セット目 3.9 8.2×10-1  
Cs-134 

(約 2 年) 
３セット目 3.6 8.2×10-1  

１セット目 3.4 7.0×10-1 2.0×101 

２セット目 5.4 9.6×10-1  
Cs-137 

(約 30 年) 
３セット目 4.6 N.D.  

サンプリング環境温度 25℃ 26℃ 26℃ 

 

表 3－3 PCV 内放射性物質の濃度（換算値） 

 
 

放射性物質の濃度（Bq/cm3） 

核種 
(半減期) 

 
１号機（9/14） ２号機（8/9） １号機（7/29）

Cs-134 
(約 2 年) 

合計 
（加重平均）* 1.6 4.4×10-1 4.7～6.0※ 

Cs-137 
(約 30 年) 

合計 
（加重平均）* 2.0 4.6×10-1 5.5～6.9※ 

D/W 温度 85℃ 107℃ 96℃ 

D/W 圧力 124kPaa 127kPaa 133kPaa 

蒸気割合 約 47% 約 100% 約 66% 

* ） １セット目～3 セット目の各採取凝縮水量で加重した平均値 

※） １号機（7/29）は凝縮水が取れなかったため、ここでは１号機（9/14）での

実績を基に、凝縮水中放射性物質の濃度を Cs-134、Cs-137 についてそれぞ

れ実績値の1/10～10倍として40～4000Bq/cm3と仮定したときの値を記載し

ている。 
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今回実施した１、2 号機のサンプリング結果から、以下の知見が得られた。 

・ ガス積算流量と採取凝縮水量から求めた蒸気割合は 2 号機で約 90%、1 号機で約

22%であり、１号機と２号機での凝縮水の採取状況を比較すると、凝縮水の採取量

から１号機の PCV 内の蒸気量が少ないと考えられ、これはプラントパラメータ

（D/W 温度、圧力）の差、すなわち１号機の方が D/W 温度が低く飽和蒸気圧が低

いため蒸気割合も小さくなることと整合する結果となっている。 

・ 凝縮水中濃度と採取ガス中濃度の濃度比について、２号機(8/9採取)は約６００、

１号機(9/14 採取)は約１００という結果が得られた。この差は PCV 内の蒸気割合

の差によって、Cs の存在形態（水蒸気の粒の表面に吸着または溶解し凝集した水

溶液滴状）及び配管内での凝縮水発生量に違いが出ているためと考えられる。 

・ 1 号機の平成 23 年 7 月 29 日と平成 23 年 9 月 14 日のサンプリング結果を比較す

ると、7 月より 9 月のセシウム濃度が低い結果となっているが、これは７月から

９月にかけて D/W 温度（代表としてベローシール部）が１０℃程度下がったこと

により、CsOH の蒸気圧は４～５倍低下し PCV 内の沈着物からのセシウムの放出量

が減少したためと推測される。 

 

4．原子炉格納容器ガス管理設備における設計放射性物質の濃度 

4.1 原子炉格納容器ガス管理設備における設計放射性物質の濃度 

今回のサンプリング結果から得られた PCV 内セシウム濃度（1 号機：約 3.6Bq/cm3（9/14

採取）、約 10.2～12.9Bq/cm3（7/29 採取）、2 号機：約 1.0Bq/cm3（8/9 採取））から、PCV

内雰囲気温度（PCV 内蒸気割合）をパラメータとしたときの抽気ガス中セシウム濃度のシ

ミュレーション結果を図４－１に示す。ここで、濃度比（＝凝縮水中濃度／抽気ガス中濃

度）は保守的に０としている。これは水蒸気中に含まれていた放射性セシウムが凝縮水に

移行せずに全て排気ガス中に含まれるという仮定であり、以下の点から保守的な扱いとな

る。 

・ 放射性セシウムは水溶性であり、蒸気の粒の表面に吸着されたのち溶解して水溶

液滴になり、液滴同士が衝突、凝集して成長した状態で存在し、これらは蒸気の

凝縮とともに凝縮水へ移行すると考えられること。 

・ 今回のサンプリング結果では濃度比として 100 程度が得られていること、また、

PCV 内蒸気割合が高くなるほど濃度比も高くなる傾向が得られていること。 

 

以上のように、放射性セシウムが凝縮水に移行しないと仮定した場合の排気ガス中濃度

は、図 4－1に示すように最も高いケース（1 号機の 7 月の測定値）でも 100Bq/cm3程度で

ある。 

また、1 号機の平成 23 年 7 月と平成 23 年 9 月のサンプリング結果を比較すると、9 月

の測定値が低い結果となっているが、平成 23 年 7 月 29 日から D/W 温度（代表としてベロ
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ーシール部）が１０℃程度下がっており、セシウムの代表的な化学形態である CsOH の蒸

気圧が４～５倍下がることを鑑みると PCV 内の沈着物からのセシウムの放出量が減少し

たためと推測される。従って、原子炉格納容器ガス管理設備が稼働する今後の冷温停止状

態においては 100Bq/cm3を大きく超えるような追加放出はなく、原子炉格納容器ガス管理

設備における設計濃度として 100Bq/cm3とすることは妥当であると考える。 
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図 4－1 抽気ガス中セシウム濃度のシミュレーション結果 

 

4.2 3 号機の類似性について 

事故初期の燃料溶融の過程で放出された Cs は、沈着や沈降等のメカニズムにより大部

分が原子炉圧力容器や原子炉格納容器、炉内構造物などに沈着、若しくは液相に移行して

いると考えられる。また、原子炉格納容器気相部及び液相部から相当の漏えいが示唆され

ていることから、格納容器気相部に存在する Cs は漏えいガスに伴い放出されていると考

えられる。また、PCV 内の気相に存在する Cs は、主に沈着物等の再蒸発による追加放出

によるものと考えられ、燃料の冷却状態を維持することによってその放出は抑制される。 

3 号機は炉心への注水を継続することにより RPV 温度、PCV 温度は減少し、安定して推

移していることから１、２号機と比べて特異的に大きくなるとは考えにくいが、原子炉格

納容器ガス管理設備の稼働開始時には、分岐配管より格納容器内部のガスをサンプリング

し、放射性物質濃度を評価することとした。3号機原子炉格納容器ガス管理設備の稼働開

始時（平成 24 年 2 月）にガスのサンプリングを行った結果、Cs は 1Bq/cm3程度であり、

１、２号機の結果と同等であることを確認した。 

以 上
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原子炉格納容器ガス管理設備からの放出放射能量について 

 

 

１．概要 

原子炉格納容器ガス管理設備は、原子炉格納容器内のガスを抽出し、放射性物質を除

去してから放出することで、環境へ放出される放射能量を低減させる設備である。ここ

では、当該設備を用いた場合に放出される放射性物質の量及び濃度ならびに当該設備全

体の効率※１を評価※２した。 

その結果、放出する放射性物質の量は、１～３号機合計で、抽出した放射性物質の量

の３千分の一以下になると評価した。 

※１ フィルタユニット単体の除去効率に抽出したガスの再循環による放射性物

質の除去を考慮したシステム全体としての放射性物質の除去効率 

※２ 現状検出されている粒子状放射性物質 Cs-134 及び Cs-137 について評価 

 

２．評価条件 

（１） 評価モデル 

原子炉格納容器ガス管理設備が運転し平衡状態に達すると、図１に示すモデルと

なる。なお、原子炉格納容器より抽出したガスは、除湿機により、ガス中に含まれ

る水蒸気を凝縮・分離させるが、ここでは保守的に、放射性物質は水蒸気側に移行

せず全量ガス中に残留しているものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．評価モデル 

 

図１より、フィルタ前後の放射能量の釣り合いは、下式となる。 

  ccoutoutccinin QQQQ  



100

99100
 

流量     ：Qin m3/h 

放射性物質の濃度：γin Bq/cm3 

フィルタ 
ユニット 

（効率 99％）
PCV 

大気放出

流量     ：Qout m3/h 

放射性物質の濃度：γout Bq/cm3 

流量     ：Qc m3/h 

放射性物質の濃度：γc Bq/cm3 

（γc = γout）

再循環ライン 

添付資料－２ 

・・・・・・式（１） 
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図１よりγc=γout とし、上式を大気放出側の放射性物質の濃度γout についてま

とめると、下記で示される。 

inin
cout

out Q
QQ

 



99100

1
 

 

（２） 評価条件 

評価条件を表１に示す。抽出側のガス流量 Qin は、流量が大きいほど、評価上厳

しくなる。また、原子炉格納容器内の雰囲気温度に比例して、原子炉格納容器内の

水蒸気量も増加することから、抽出側のガス流量 Qin は、抽出ガス温度が高いほど

増加する。したがって、流量 Qin は、運転範囲を考慮し高温の 95℃とした。原子炉

格納容器内ガスの放射性物質の濃度γin については、添付資料－１「原子炉格納容

器ガスサンプリング結果に基づく抽出ガスの放射性物質の濃度条件について」の通

り、高濃度の 100 Bq/cm3とした。放出側の流量 Qout については、放出時のガス温

度が低いほど気体の密度が高くなると、放出時の放射性物質の濃度も高くなること

から、保守的な条件として、放出ガス温度は冬場に 5℃に低下するとした。 

 

３．評価結果 

上述の評価条件に基づく評価結果を表２に示す。原子炉格納容器ガス管理設備は、１

～３号機合計で、抽出する放射能量 3.83×1010 Bq/h を、1.2×107 Bq/h（３千分の一以

下）に低減して放出すると評価した。放射性物質の濃度は、原子炉格納容器ガス管理設

備全体の効率から、１号機で 1/200 程度、２・３号機で 1/750 程度になるものと評価し

た。この１号機と２・３号機の違いは、排気ファンの仕様の違いによるものであり、排

気ファンの容量に比例して再循環量（流量 Qc）が増加することから、放射性物質が除去

され放射性物質の濃度が低減した再循環ガスによる抽出ガス（流量 Qin）の希釈割合が

大きくなるためである。 

 

４．参考（１～３号機原子炉格納容器ガス管理設備の運転実績） 

１号機原子炉格納容器ガス管理設備の運転実績（平成 24 年 1 月 12 日）は、放出放射

能量 4.0×102 Bq/h、当該設備全体の効率 99.998％以上であり、表２の評価結果を十

分に上回っている。（フィルタ入口側濃度 約 1.1 Bq/cm3※３、フィルタ出口側濃度 約 1.3

×10-5 Bq/cm3未満※３） 

２号機原子炉格納容器ガス管理設備の運転実績（平成 23 年 11 月 14 日）は、放出放

射能量 1.2×103 Bq/h、当該設備全体の効率 99.995％であり、表２の評価結果を十分

に上回っている。（フィルタ入口側濃度 約 1.2 Bq/cm3※３、フィルタ出口側濃度 約 5.0

×10-5 Bq/cm3※３） 

３号機原子炉格納容器ガス管理設備については、試運転中の実績（平成 24 年 2 月 24

・・・・・・・・・・・・式（２） 
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日）として、放出放射能量 3.7×103 Bq/h、当該設備全体の効率 99.98％以下であり、

表２の評価結果を上回るものと考える。（フィルタ入口側濃度 約 6.7×10-1 Bq/cm3未満

※３、フィルタ出口側濃度 約 1.2×10-4 Bq/cm3※３） 

※３ Cs-134 と Cs-137 の合計値。検出限界未満の場合は、検出限界値として考

慮。なお、フィルタ入口側についてはバイアル瓶によるガス採取であり、

フィルタ出口側については粒子フィルタ及びチャーコールフィルタによる

採取。 
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表１．評価条件 

 

 

表２．評価結果 

 

以 上 

 １号機 ２号機 ３号機 備考 

流量 Qin 
123 m3/h 

（15 Nm3/h） 

130 m3/h 

（16 Nm3/h）

同左 抽出ガス温度 95℃条件 

放射性物質の濃度 

γin 

100 Bq/cm3 100 Bq/cm3 同左  

流量 Qout 15.3 m3/h 

（15 Nm3/h） 

16.4 m3/h 

（16 Nm3/h）

同左 運用開始時における想

定流量（大気放出ガス温

度は 5℃で換算） 

流量 Qc 234.7 m3/h 983.6 m3/h 同左 排気ファン流量による 

（１号機 250m3/h、２、

３号機 1,000m3/h） 

（参考） 

抽出する放射性物

質の量 Qin×γin 

1.23×1010 

Bq/h 

1.30×1010 

Bq/h 

同左 １～３号機合計 

3.83×1010 Bq/h 

 

 １号機 ２号機 ３号機 備考 

原子炉格納容器ガス管理設備か

ら放出される放射性物質の濃度 

γout 

0.497 

Bq/cm3 

0.132 

Bq/cm3 

同左 － 

原子炉格納容器ガス管理設備か

ら放出される放射性物質の量 

Qout・γout 

7.6×106 

Bq/h 

2.2×106 

Bq/h 

同左 １～３号機合計

1.2×107 Bq/h 

 

原子炉格納容器ガス管理設備全

体の効率 





















 100・

in

out




1  

99.503 ％ 99.868 ％ 同左 － 
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２号機 原子炉格納容器ガス管理設備から放出された 

希ガスによる被ばく評価結果について 

 

 

２号機原子炉格納容器ガス管理設備の出口の測定結果から、希ガスの放出による被ばく評

価を行った。評価は、原子炉設置許可申請書 添付書類六に示す相対線量を用いて、この濃

度で１年間放出が続くと仮定して算出したものである。 

なお、計算に用いる原子炉格納容器ガス管理システム出口の放射性物質の濃度については、

チャコールフィルタにて採取した測定結果とガスサンプリングにて測定した結果から捕集

倍率を求め、それぞれの核種に乗ずることにより、放射性物質の濃度評価値とした。 

 

その結果、年間被ばく線量は敷地境界の最大で約０．０００１ミリシーベルト／年であり、

法令の濃度限度１ミリシーベルト／年に比べても十分低いと評価される。 

なお、年間の１～３号機格納容器からのセシウムによる年間被ばく線量評価値（会見時

（「福島第一原子力発電所・事故の収束に向けた道筋」の進捗状況（平成 23 年 11 月 17 日）） 

約０．１ミリシーベルト／年）に比べても十分低いと評価される。 

 

（計算結果） 

 
以上 

 

測定データ
CH フィルタ

(11/2)
捕集倍率 

放射性物
質の濃度
評価値

換気流量
γ線実効エ
ネルギー

相対線量
(0.5MeV 換
算）D/Q

敷 地 境 界 に

お け る 実 効

線 量 け る 実

効線(最大値) 

m3/h MeV
Gy/Bq

(＝Sv/Bq)
μSv/年 

Kr-85 5.3E-01 1.8E+03 9.5E+02 14 0.0022 2.4E-19 1.2E-01 

Xe-131m 6.1E-04 1.8E+03 1.1E-00 14 0.02 2.4E-19 1.3E-03 

Xe-133 - 1.8E+03 - 14 0.045 2.4E-19 - 

Xe-135 1.7E-05 1.8E+03 3.1E-02 14 0.25 2.4E-19 4.6E-04 

合計 0.12 μSv/年

（計算式） 0.00012 mSv/年

濃度(Bq/cm3) 

検出核種 

実効線量（μＳｖ／年）＝放射性物質の濃度評価値×10 6×換気流量×γ線実効エネルギー／0.5(MeV)

×8760（時間／年）×相対線量×10６ 

添付資料－３ 
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１号機原子炉格納容器ガス管理設備の構造強度及び耐震性について 

 

1. 排気ファンの構造強度および耐震性 

（1）構造強度 

排気ファンについては、工場試験にて締切運転（約 6kPa）を実施し、異常がない

ことを確認しており、排気ファンの運転にあたり十分な構造強度を有していると評

価する。 

 

（2）耐震性 

排気ファンの耐震性評価として、｢JEAG4601(1987 年度)｣を準用し、ファン基礎ボ

ルトの評価を行った。なお、震度については、耐震設計審査指針上の耐震 C クラス

設備に適用される静的地震力（1 号機：0.21G）を採用した。基礎ボルトの許容応力

については、共用状態 Dにおける許容応力を適用し、ボルトの評価温度は 100℃とし

た。ボルト１本当たりの引張荷重及びせん断荷重を評価した結果、ボルトに生じる

引張及びせん断荷重は許容荷重以下であり、ボルトの強度が確保されることを確認

した（表-1 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボルトに作用する引張力 ： 
   

 21

1

21
1

lln

lCWMhCCW
F

f

PPPH
b 


  

ボルトの引張応力  ： 
b

b
b A

F
  

ボルトに作用するせん断力 ：  PHb CCWQ   

ボルトのせん断応力  ： 
b

b
b An

Q


  

 

 

添付資料－４ 

CH： 水平方向設計震度 
Cp： ファン振動による震度 
MP ：ファン回転により働くモーメント 
l1 ： 軸心と基礎ボルト間の距離 
l2 ： 軸心と基礎ボルト間の距離(l1 l2) 
d ： 基礎ボルトの呼び径 
n ： 基礎ボルトの本数 
nf ： 引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 
h ： 据付面から重心までの距離 
W：  据付面に作用する重量 
Ab： 基礎ボルトの軸断面積 
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表-1 排気ファンの基礎ボルトの強度評価結果 

耐震Ｃクラス設備に適用される 

静的地震力による評価 号機 系統 応力種類 

発生荷重[MPa] 許容荷重[MPa] 

引張 5 174 
１ A、 B 

せん断 2 133 

 

2. フィルタユニットの構造強度および耐震性 

（1）構造強度 

フィルタユニットについては、最高使用圧力 0.35MPa に対し、工場にて 0.5MPa の

耐圧試験を実施し、破損等の異常がないことを確認している。以上のことから、フ

ィルタユニットについては、通常運転時の内圧に十分耐えうる構造強度を有してい

ると判断する。 

 

（2）耐震性 

フィルタユニットの耐震性評価として、｢JEAG4601(1987 年度)｣を準用し、1.(2)

と同様の方法で基礎ボルトの評価を行った。なお、震度については、耐震設計審査

指針上の耐震 C クラス設備に適用される静的地震力（1 号機：0.21G）を採用した。

基礎ボルトの許容応力については、共用状態 D における許容応力を適用し、ボルト

の評価温度は 100℃とした。ボルト１本当たりの引張荷重及びせん断荷重を評価した

結果、ボルトに生じる引張及びせん断荷重は許容荷重以下であり、ボルトの強度が

確保されることを確認した（表-2 参照）。 

 

表-2 フィルタユニットの基礎ボルトの強度評価結果 

耐震Ｃクラス設備に適用される 

静的地震力による評価 号機 系統 応力種類 

発生荷重[MPa] 許容荷重[MPa] 

引張 作用しない 174 
１ A、 B 

せん断 10 133 

 

3. 管の構造強度および耐震性 

（1）構造強度 

配管については、「設計・建設規格(2005 年版)」に基づき、クラス４配管の必要最

小厚さに対して十分な厚さを有していることを確認しており、十分な構造強度を有

していると評価している（表-3 参照）。 
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表-3 配管強度確認結果 

型式 
公称肉厚 

[mm] 

設計・建設規格上の 

必要最小厚さ[mm] 

4.5 0.5 

5.5 0.5 

6.0 0.5 
円型 

7.1 0.5 

 

（2）耐震性 

ａ．評価条件 

配管は、配管軸直角 2方向拘束サポートを用いた両端単純支持の配管系（両端

単純支持はり構造）とする。また、配管は水平方向主体のルートを想定し、管軸

方向については地震により管軸方向は動かないものとし、水平方向震度による管

軸直角方向の配管応力評価を考える。水平方向震度は、0.21G とする。 

 

b. 評価方法 

管軸直角方向の地震による応力は、下図に示す自重による応力の震度倍で表現

でき(1)式で表すことができる。 

Ss = αSw                               (1) 

Ss:地震による応力  

α:水平方向震度 

Sw:自重による応力  

ここで、
Z

wL
Sw

8

2

  

Sw:自重による応力 

L:サポート支持間隔 

Z：断面係数  

w：等分布荷重 

 

また、崩壊制限に「JEAG4601（1984 年度）」を準用し、供用状態 D の場合の一次

応力制限を用いるとすると、地震評価としては(2)式で表すことができる。 

S = Sp+Sw+Ss = Sp+Sw+αSw = Sp+(1+α)Sw ≦ 0.9Su   (2) 

    Sp:内圧による応力     Sw:自重による応力  

    Ss:地震による応力      S :内圧、自重、地震による応力 

    α:水平方向震度       

従って、上記(2)式を満足するように、配管サポート配置を設定することにより、

L 

両端単純支持はりの等分布荷重より

求まる自重による応力 
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配管の崩壊は抑制できる。 

 

c. 評価結果 

両端単純支持はりで自重による応力 Sw が 40 MPa 程度の配管サポート配置とし

た場合、発生応力は許容応力に対して十分な裕度を有すると評価した。 

 

・内圧による応力 Sp=10 MPa、許容応力を STPT370(100℃)の 0.9Su=315 MPa とし、

(2)式に代入すると以下となる。 

S = 59 MPa ≦ 0.9Su = 315 MPa              (3) 

 

・継手がある場合には、応力係数も存在する。応力係数を 3 とし、以下となる。 

S = Sp+(1+α)Sw×3 = 156 MPa ≦ 0.9Su = 315 MPa     (4) 

 

以 上 
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２・３号機原子炉格納容器ガス管理設備の構造強度及び耐震性について 

 

1. 排気ファンユニットの構造強度および耐震性 

（1）構造強度 

排気ファンについては、系統最高使用圧力 5.2kPa に対し、工場にて 7.0kPa の気

密試験を実施し、漏えい等の異常がないことを確認していることから、ファンの最

高使用圧力に十分耐えうる構造強度を有していると判断する。 

 

（2）耐震性 

ファンを鋼材と共にユニット化し、支持しているキャスタの回転をストッパ（車

輪止め）で防止し、ストッパをボルト（鋲アンカ）で固定している。これを踏まえ、

耐震性の評価として、ボルトの強度が確保されること及びキャスタがストッパを乗

り上げないことの評価を行った。なお、震度については、耐震設計審査指針上の耐

震 C クラス設備に適用される静的地震力（2、 3 号機：0.21G）による評価を行った。 

 

ａ．ボルトの強度評価及び転倒評価 

ボルト強度評価に当たっては、JEAC4601-2008 を準用し、ボルト１本当たりの

引張荷重及びせん断荷重を評価した。その結果、ボルトに生じる引張及びせん断

荷重は許容荷重以下であり、ボルトの強度が確保されることを確認した（表-1 参

照）。 

 

表-1 排気ファンユニットの基礎ボルトの強度評価結果 

耐震Ｃクラス設備に適用される 

静的地震力による評価 号機 系統 応力種類 

発生荷重[N] 許容荷重[N] 

引張 作用しない 200 
A 

せん断 158 200 

引張 作用しない 200 
２、３ 

B 
せん断 167 200 

 

添付資料－５ 
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ボルトに作用するせん断力： 
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ｂ．キャスタ乗り上げ評価 

キャスタが回転する方向に対し、地震力によりキャスタがストッパ斜め部を乗

り上げないことを力の釣り合いにより確認した。その結果、乗り上げ最大角度は

約 23°と計算され、実際の据え付け角度 60°より小さいことから、キャスタの乗

り上げは発生しないことを確認した（表-2 参照）。 

 

表-2 排気ファンユニットのキャスタ乗り上げ評価結果 

号機 系統 ストッパ角度 乗り上げ最大角度 

２、３ A、 B 60° 約 23° 

 

乗り上げないためのストッパ角度： 






 























 

s

kH

k

H
s

n

nC

g
n

m

Cg
n

m

11 tantan  

 

CH：水平方向設計震度 
m：機器の運転時質量 
h：重心高さ 
L1、L2：重心とボルト間の水平距離(L1≦L2)  
nf ：評価上引張力を受けるボルト本数 
n：評価上せん断力を受けるボルト本数 
g：重力加速度 

せん断評価 引張評価 

m m
CH CH 

m CH 
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2. フィルタユニットの構造強度および耐震性 

（1）構造強度 

フィルタユニットについては、系統最高使用圧力 5.2kPa に対し、工場にて 7.0kPa

の気密試験を実施し、漏えい等の異常がないことを確認している。以上のことから、

フィルタユニットについては、系統の最高使用圧力に十分耐えうる構造強度を有し

ていると判断する。 

 

（2）耐震性 

フィルタを鋼材と共にユニット化し、支持しているキャスタの回転をストッパ（車

輪止め）で防止し、ストッパをボルト（鋲アンカ）で固定している。これを踏まえ、

耐震性の評価として、1.(2)と同様、ボルトの強度が確保されること及びキャスタが

ストッパを乗り上げないことの評価を行った。なお、震度については、耐震設計審

査指針上の耐震 C クラス設備に適用される静的地震力（2、3 号機：0.21G）による評

価を行った。 

 

ａ．ボルトの強度評価及び転倒評価 

ボルト強度評価に当たっては、JEAC4601-2008 を準用し、ボルト１本当たりの引

張荷重及びせん断荷重を評価した。その結果、ボルトに生じる引張及びせん断荷

重は許容荷重以下であり、ボルトの強度が確保されることを確認した（表-3 参照）。 

 

表-3 フィルタユニットの基礎ボルトの強度評価結果 

耐震Ｃクラス設備に適用される 

静的地震力による評価 号機 系統 応力種類 

発生荷重[N] 許容荷重[N] 

引張 作用しない 200 
２、３ －※ 

せん断 169 200 

※ フィルタは２つ(２系統)で１つのユニットとなっている。 

CH：水平方向設計震度 
nk：キャスタ数量 
ns：乗り上げ荷重を受け止めるストッパの最小数量 

キャスタ乗り上げ評価 

m / nk･g 

m/ns･g･CH 
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ｂ．キャスタ乗り上げ評価 

キャスタが回転する方向に対し、地震力によりキャスタがストッパ斜め部を乗

り上げないことを力の釣り合いにより確認した。その結果、乗り上げ最大角度は

約 23°と計算され、実際の据え付け角度 60°より小さいことから、キャスタの乗

り上げは発生しないことを確認した（表-4 参照）。 

 

表-4 フィルタユニットのキャスタ乗り上げ評価結果 

号機 系統 ストッパ角度 乗り上げ最大角度 

２、３ －※ 60° 約 23° 

※ フィルタは２つ(２系統)で１つのユニットとなっている。 

 

3. 放熱器ユニットの構造強度および耐震性 

（1）構造強度 

放熱器ユニットについては、系統最高使用圧力 5.2kPa に対し、工場にて 7.0kPa

の気密試験を実施し、漏えい等の異常がないことを確認している。以上のことから、

放熱器ユニットについては、通常運転時の内圧に十分耐えうる構造強度を有してい

ると判断する。 

 

（2）耐震性 

放熱器を鋼材と共にユニット化し、支持しているキャスタの回転をストッパ（車

輪止め）で防止し、ストッパをボルト（鋲アンカ）で固定している。これを踏まえ、

耐震性の評価として、1.(2)と同様、ボルトの強度が確保されること、及びキャスタ

がストッパを乗り上げないことの評価を行った。なお、震度については、耐震設計

審査指針上の耐震 C クラス設備に適用される静的地震力(2、3 号機：0.21G)による評

価を行った。 

 

ａ．ボルトの強度評価及び転倒評価 

ボルト強度評価に当たっては、JEAC4601-2008 を準用し、ボルト１本当たりの引

張荷重及びせん断荷重を評価した。その結果、ボルトに生じる引張及びせん断荷

重は許容荷重以下であり、ボルトの強度が確保されることを確認した（表-5 参照）。 
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表-5 放熱器ユニットの基礎ボルトの強度評価結果 

耐震Ｃクラス設備に適用される 

静的地震力による評価 号機 系統 応力種類 

発生荷重[N] 許容荷重[N] 

引張 作用しない 200 
２、３ A、 B 

せん断 149 200 

 

ｂ．キャスタ乗り上げ評価 

キャスタが回転する方向に対し、地震力によりキャスタがストッパ斜め部を乗

り上げないことを力の釣り合いにより確認した。その結果、乗り上げ最大角度は

約 37°と計算され、実際の据え付け角度 60°より小さいことから、キャスタの乗

り上げは発生しないことを確認した（表-6 参照）。 

 

表-6 放熱器ユニットのキャスタ乗り上げ評価結果 

号機 系統 ストッパ角度 乗り上げ最大角度 

２、３ A、 B 60° 約 37° 

 

4. 管の構造強度および耐震性 

4.1. 鋼管及び鋼板ダクト 

（1）構造強度 

鋼管及び鋼板ダクトについては、「設計・建設規格(2005 年版)」を準用し、クラス

４配管の必要最小厚さに対して十分な厚さを有していることを確認しており、原子

炉格納容器ガス管理設備における使用条件に対し、十分な構造強度を有していると

判断する（表-7 参照）。 

 

表-7 配管強度確認結果 

型式 
公称肉厚 

[mm] 

設計・建設規格上の 

必要最小厚さ[mm] 

2.0 0.5 

2.8 0.5 

3.5 0.5 

3.8 0.5 

4.0 0.6 

円型 

6.5 0.6 

角型 5.0 0.8 
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（2）耐震性 

鋼管及び鋼板ダクトは分岐ヘッダ等の短い部分に使用しているが、その前後はフ

レキシビリティを有したフレキシブルチューブ（SUS 製）・ダクトホース（シリコン

製）・防振継手と接続されており地震変位による有意な応力は発生しないと考える。 

 

4.2. ダクトホース 

（1）構造強度 

ダクトホースは設計・建設規格に記載がない機器であるが、通常運転状態におけ

る漏えい確認試験を行い、有意な変形や漏えいがないことを確認していることから、

必要な構造強度を有しているものと判断する。 

 

（2）耐震性 

ダクトホースは、フレキシビリティを有しており、地震変位による有意な応力は

発生しないと考えられる。 

 

4.3. フレキシブルホース 

（1）構造強度 

フレキシブルホースは設計・建設規格に記載がない機器であるが、通常運転状態

における漏えい確認試験を行い、有意な変形や漏えいがないことを確認しているこ

とから、必要な構造強度を有しているものと判断する。 

 

（2）耐震性 

フレキシブルホースは、フレキシビリティを有しており、地震変位による有意な

応力は発生しないと考えられる。 

 

以上 
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1.2. 原子炉格納容器内の監視 

 

1.2.1. 概要 

1.2.1.1  現状及び中期的見通し 

現在、福島第一原子力発電所１～３号機の原子炉格納容器は、原子炉への注水を継

続することにより燃料を冷却し、原子炉格納容器及び原子炉圧力容器内への窒素封入

を継続することにより水の放射線分解で発生する水素濃度を抑制している。また、原

子炉格納容器内ガスの核分裂生成物の分析によって、原子炉格納容器内の放射性物質

濃度の確認（１、２号機）や未臨界維持の確認（１、２号機）を行っている。このよ

うな現状を踏まえて、以下の項目が原子炉格納容器内の監視項目として挙げられる。 

a．原子炉格納容器内の冷却状態 

b．原子炉格納容器内の不活性雰囲気の維持 

c．原子炉格納容器内の気体状放射性物質濃度 

d．原子炉格納容器内の未臨界の維持 

 

原子炉格納容器内の冷却状態については、原子炉注水系の監視と原子炉格納容器内

の温度計と圧力計によって監視されている。温度計については、事故後の過酷条件下

で一定の影響を受けているものの、事故後の状態変化に対応した挙動を示しているこ

と、また、その信頼性は冷温停止状態での監視に支障を及ぼす程度ではないことを確

認している。圧力計については、順次、仮設計器の設置や計器校正を実施していると

ころであり、１号機は校正を行った。２、３号機については、計器の校正を行ってい

ないものの、格納容器へ封入している窒素ガスの封入圧力指示計の指示値と同等の指

示値であることから、正しい値を示していることを確認している。なお、３号機の指

示値はほぼ大気圧を示している状況である。 

原子炉格納容器の不活性雰囲気の維持については、格納容器内雰囲気モニタで水素

濃度を直接測定できていないものの、窒素封入を維持することによって水素濃度が抑

制されていることを監視しており、また、１、２、３号機において原子炉格納容器ガ

ス管理設備によって排気ガス中の水素濃度を監視している。 

原子炉格納容器の気体状放射性物質濃度については、１、２、３号機において原子

炉格納容器のガスサンプリングによって測定した実績があり、原子炉格納容器ガス管

理設備によって監視を行っている。また、原子炉格納容器からの放射性物質の放出状

況については、モニタリングポストや原子炉建屋上部のダスト濃度測定によって監視

している。 

原子炉格納容器内の未臨界の維持については、原子炉圧力容器周辺温度の連続的な

監視を行っているが、原子炉格納容器ガス管理設備稼働後は放射線検出器により短半

減期希ガスを連続的に監視する計画としている。同検出器設置までは、原子炉格納容



  1－51  

器ガス管理設備の分岐配管からのガスサンプリングで短半減期希ガスを定期的に監視

する。１号機においては、原子炉格納容器ガス管理設備の放射線検出器により短半減

期希ガスを連続的に監視しており、２、３号機においては原子炉格納容器ガス管理設

備の分岐配管からのガスサンプリングで短半減期希ガスを定期的に監視している。２、

３号機においても原子炉格納容器ガス管理設備の放射線検出器により短半減期希ガス

を連続的に計測しており、今後はガスサンプリングによる監視から移行することとし

ている。 

時間の経過に伴って燃料の崩壊熱の減衰とともに放射線の総エネルギも減少し、冷

却状態等の維持に必要な注水量や窒素封入量は減少する方向であるため、今後３年間

にわたり冷却状態等の原子炉格納容器内の監視を、現状の設備を用いて実施すること

は可能であると考えられる。 

 

1.2.1.2  基本的対応方針及び中期的計画 

   原子炉格納容器内の監視は、以下を基本的対応方針とする。 

a．原子炉格納容器内の冷却状態を適切に監視できること 

b．原子炉格納容器内の不活性雰囲気の維持を適切に監視できること 

c．原子炉格納容器内の気体状放射性物質濃度を適切に監視できること 

d．原子炉格納容器内の未臨界の維持を適切に監視できること 

なお、原子炉格納容器の抽気設備以外からの気体状放射性物質の放出状況の適切な

監視については、原子炉建屋上部や開口部等におけるダスト濃度測定によってその放

出状況を監視することとしている。 

また、現時点で実施できていない原子炉圧力容器の水位計の校正などについては、

作業環境が整い次第実施することとしている。 

なお、監視の信頼性を上げるため、今後の原子炉格納容器内部調査や既存計器寿命

等を十分に勘案し、有効な原子炉格納容器内の監視の信頼性向上策についても検討を

進めていくこととする。 

 

1.2.2. 監視方針 

1.2.2.1  原子炉格納容器内の冷却状態 

原子炉格納容器内の燃料は原子炉への注水を継続することによって冷却されてお

り、冷却状態の監視は原子炉格納容器内の温度計によって連続的に行い、原子炉格

納容器内温度に全体的に著しい温度上昇傾向がないことを確認する。（「原子炉圧力

容器・格納容器注水設備」参照） 

また、冷却状態の補足的な確認手段として原子炉格納容器の圧力、水位、原子炉

圧力容器の水位についても監視していくこととする。その他、原子炉格納容器ガス

管理設備による原子炉格納容器内ガスの抽気温度、気体状の放射性物質濃度等につ
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いても冷却状態の監視に活用することとする。 

 

1.2.2.2  原子炉格納容器内の不活性雰囲気の維持 

原子炉格納容器内を不活性雰囲気で維持するために、水素濃度及び酸素濃度を一

定濃度（水素 4%、酸素 5%）以下に抑えることが必要である。 

原子炉格納容器内の水の放射線分解によって発生する水素濃度は窒素封入によっ

て抑制されている。崩壊熱の減衰とともに水の放射線分解を引き起こす放射線の総

エネルギも減少し、また、燃料の冷却状態が維持されていれば水ジルコニウム反応

による追加的な水素発生の可能性はないことから、原子炉格納容器内の水素濃度の

変動は小さい。従って、窒素封入が維持されていることを監視することで、原子炉

格納容器内の水素濃度が抑制されていることを確認する。 

また、酸素濃度の上昇要因として、水の放射線分解のほか、原子炉格納容器への

空気のインリークが考えられるが、原子炉格納容器内が大気圧付近で維持されてい

れば、負圧によって空気のインリークが発生しないことが確認できる。 

さらに、原子炉格納容器ガス管理設備稼働時は排気口部に設置される水素濃度計

及び酸素濃度計によって、原子炉格納容器内ガスの水素濃度及び酸素濃度を監視し

可燃限界以下であることを確認する。（「原子炉格納容器内窒素封入設備」参照） 

 

1.2.2.3  原子炉格納容器内の気体状放射性物質濃度 

原子炉格納容器内の気体状放射性物質濃度は、放出される放射性物質として、こ

れまで実施した格納容器内ガスの核種分析結果のとおり、半減期や放出されやすさ

から支配的であるセシウムに着目する。原子炉格納容器ガス管理設備稼働開始時ま

たは開始前に、原子炉格納容器内ガスを採取し放射性物質濃度測定を行う。その後

は、燃料の冷却状態が維持されていれば状態に大きな変化はないことから、原子炉

格納容器ガス管理設備稼働時は排気口部に設置された放射線モニタによって、原子

炉格納容器内から放出される放射性物質に異常な上昇傾向がないことを連続的に監

視する。 

気体状放射性物質として希ガスについては、これまでのガス採取による放射性物

質濃度測定において検出されている長半減期希ガス（Kr-85、半減期約 11年）に着目

し、原子炉格納容器ガス管理設備稼働時は、希ガスを検出できる放射線検出器によ

りその異常な上昇傾向がないことを連続的に監視する計画としている。 

添付資料－６に気体状放射性物質の測定対象の考え方について記載する。 

 

1.2.2.4  原子炉格納容器内の未臨界の維持 

未臨界の維持の監視としては、原子炉圧力容器周辺温度の連続的な監視を行って

いる。原子炉格納容器ガス管理設備稼働時は、短半減期希ガスを検出できる放射線
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検出器によりその有無を連続的に監視する計画としている。同放射線検出器設置ま

では、原子炉格納容器ガス管理設備の分岐配管からガスをサンプリングすることで 1

週間に 1 回短半減期希ガス発生の有無を確認する。（「原子炉圧力容器・格納容器ホ

ウ酸水注入設備」参照） 

 

1.2.3. 監視項目 

1.2.3.1  原子炉格納容器内温度 

(１) 監視の目的 

（a）冷却状態の確認 

原子炉格納容器からの気体状放射性物質の放出は、事故初期の燃料溶融の過程

で放出された揮発性の放射性物質が主に原子炉格納容器内の沈着物の再蒸発によ

って原子炉格納容器内気相部に放出され、蒸気等の漏えいガスまたは原子炉格納

容器ガス管理設備の排気に伴って原子炉格納容器外へ放出されているものと考え

られる。従って原子炉格納容器からの気体状放射性物質の放出抑制のため、原子

炉圧力容器を含む原子炉格納容器内の燃料の冷却状態が維持されていることの確

認として、原子炉格納容器内の雰囲気温度を監視する。 

（b）未臨界の維持の確認 

未臨界の維持の確認として、原子炉圧力容器周辺温度を監視する。（「原子炉圧

力容器・格納容器ホウ酸水注入設備」参照） 

 

(２) 監視の状況 

① １号機～３号機 

既設の温度計により監視を行っている。 

温度計は事故後の過酷条件下で一定の影響を受けているものの、事故後の

状態変化に対応した挙動を示していること、また、その信頼性は冷温停止状

態での監視に支障を及ぼす程度ではないことを確認している。（「原子炉圧力

容器・格納容器注水設備」参照） 

 

(３) 監視方法 

（a）冷却状態の確認 

1.2.4 に示す原子炉格納容器内の温度計の指示値を記録計（デジタルレコーダを

含む）により採取し定期的に記録する。ただし、計器不良と判断されたものにつ

いては除外する。指示値はデジタルレコーダによる伝送データによって免震重要

棟においても確認できる。採取されたデータにより、原子炉格納容器内温度に全

体的に著しい温度上昇傾向がないことを確認する。 

ここで、温度計は計器の不良や測定位置も考慮し、監視対象として選定された
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複数個の温度計を相互に比較参照し、総合的に判断する。 

（b）未臨界状態の維持の確認 

未臨界の維持の確認として、原子炉圧力容器周辺温度の温度上昇率を監視する。

（「原子炉圧力容器・格納容器ホウ酸水注入設備」参照） 

 

(４) 計測範囲 

原子炉圧力容器・格納容器注水設備の異常時の評価においては、原子炉注水の

流量低下や注水ポンプの電源喪失では検知できない場合を想定し、100℃程度の温

度上昇を検知し注水再開の処置をすることとしている。この場合、7 時間の注水

停止により上部構造材温度は約 170℃まで上昇するため、原子炉格納容器内の雰囲

気を測定する温度計の計測範囲として約 200℃程度まで測定できるものとする。 

なお、200℃を超えた場合は、構成部品の耐熱性試験の結果から、必ずしも正確

な指示を示さない場合があり、指示値の信頼性が低下するが、指示値の傾向監視

は可能であるため、複数の計器の指示値を相互に比較参照し、総合的に判断する。 

 

1.2.3.2  原子炉格納容器圧力 

(１) 監視の目的 

   原子炉格納容器圧力は、発生蒸気量及び窒素封入量と原子炉格納容器から漏え

いする気体の量、原子炉格納容器ガス管理設備稼働時は抽気する量とがバランス

したところで、ある圧力を保っている。原子炉格納容器内の冷却状態の補足的な

確認手段の一つとして、発生蒸気量の増加による圧力の異常な上昇傾向がないこ

とを監視する。 

(２) 監視の状況 

① １号機 

既設の原子炉格納容器圧力計（現場指示計・免震重要棟モニタ）にて監視

を行っている。既設計器のうち、現場圧力指示計は震災以降に校正を行って

おり、正しい値を示していると考える。また、免震重要棟モニタについても

現場圧力指示計との比較により正しい値を示していると考える。 

② ２／３号機 

既設の原子炉格納容器圧力計（免震重要棟モニタ）にて監視を行っている。

既設計器は校正を実施していないが、震災後に設置した窒素封入圧力計から

圧力損失分を差し引いた値との比較により、正しい値を示していると考える。 

 

(３) 監視方法 

1.2.4に示す原子炉格納容器圧力計の指示値を記録計（デジタルレコーダを含む）

により採取し定期的に記録する。ただし、計器不良と判断されたものについては
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除外する。指示値はデジタルレコーダによる伝送データによって免震重要棟にお

いても確認できる。ここで、圧力計は計器の不良や計測範囲、校正実施の有無も

考慮して監視対象計器を選定する。採取されたデータにより、原子炉格納容器内

の圧力の変動状況を確認する。 

 

(４) 計測範囲 

原子炉格納容器内の雰囲気温度や蒸気の発生・凝縮量、窒素封入量やガス管理

設備による抽気量の増減、注水量変化に伴う格納容器内水位の変動、格納容器か

らの漏えい量の変動によって、原子炉格納容器内の圧力は変動するが、通常、原

子炉格納容器の空間体積に対して気体の変化量は大きくないため、その変動は緩

やかなものである。従って、計測範囲はこれまでの測定実績から 150kPaabs程度ま

でとする。 

なお、異常時として原子炉への注水が停止することを想定すると、燃料温度が

上昇し蒸気発生量が増加するが、このような異常は温度の監視によって検知され

る。原子炉格納容器圧力については、原子炉格納容器の漏えい状態に応じた応答

が現れると考えられ、参考として傾向を監視する。 

 

1.2.3.3  原子炉圧力容器水位 

(１) 監視の目的 

   原子炉圧力容器内の注水状況の把握のため、また、原子炉圧力容器内の燃料域

水位計の測定範囲内にあることが確認できれば燃料の冷却状態の傍証のひとつと

して有効であるため、原子炉圧力容器水位を監視する。ただし、現状漏えい量が

大きく、燃料域に水位が形成される見通しがないが、この場合でも、原子炉圧力

容器周辺温度が 100℃以下であれば、十分に除熱されている状態と考えられる。 

 

(２) 監視の状況 

① １号機 

既設の原子炉水位計（燃料域）に加え、震災後に設置した仮設差圧計（現

場指示計）の指示値を換算することで監視している。 

既設の原子炉水位計ならびに震災後に設置した計器は平成 23年 5月に校正

済みであり、信頼性の高い値を示していると考えている。 

平成 24年 2月現在の１号機の原子炉水位はダウンスケール（燃料有効頂部

－300cm以下）である。 

② ２号機 

既設の原子炉水位計（燃料域）にて監視している。計器校正を実施してお

らず絶対値の信頼度は低いものの、傾向監視は実施できている状況である。 
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水位については、平成 23 年 6 月に既設原子炉水位計に仮設計器を設置し、

水位計の計装配管および基準面器への水張りを実施した際の瞬時値、および

その後の推移よりおおよそ燃料有効頂部－500cm以下と推定された。また、水

張り後に原子炉格納容器内計装配管中の水が蒸発したと思われる挙動を示し

た。さらに、平成 23 年 10 月に水位計の計装配管および基準面器への水張り

を実施したが、基準面器側は一定の値を示したものの原子炉側の原子炉格納

容器内計装配管中の水が蒸発したと思われる挙動を示した。 

既設水位計の校正は実施できていない状況であるが、今後は作業環境が整

ったのち校正を実施することとしている。 

③ ３号機 

既設の原子炉水位計（燃料域）にて監視している。計器校正を実施してお

らず絶対値の信頼度は低いものの、傾向監視は実施できている状況である。 

計器校正については、作業場所の放射線量が極めて高く、現在実施不可能

な状況であるが、今後は作業環境が整ったのち校正を実施することとしてい

る。 

 

(３) 監視方法 

1.2.4に示す原子炉圧力容器水位計の指示値を記録計（デジタルレコーダを含む）

により採取し定期的に記録する。指示値はデジタルレコーダによる伝送データに

よって免震重要棟においても確認できる。ここで、水位計は計器の不良や校正実

施の有無も考慮して監視対象計器を選定する。採取されたデータにより、原子炉

圧力容器内の水位の状況を確認する。 

 

(４) 計測範囲 

原子炉圧力容器水位計のうち最も低いレベルまで計測できる燃料域水位計（１

号機：燃料有効頂部基準－300～500cm、２、３号機：燃料有効頂部基準－370～

500cm）で計測可能な範囲とする。 

 

1.2.3.4  原子炉格納容器水位 

(１) 監視の目的 

   原子炉格納容器内の冷却状況の把握のため、また、原子炉格納容器水位がドラ

イウェル床面以上に形成されていることを確認することは格納容器底部の冷却状

態の傍証のひとつとして有効であるため、格納容器水位の傾向を監視する。 

   なお、必ずしも格納容器水位の形成が確認されるわけではないが、燃料が圧力

容器から格納容器に落下して格納容器底部で堆積している場合でも、原子炉圧力

容器へ注入された冷却水は最終的には格納容器底部に達して燃料の冷却が行われ、
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十分に除熱されている状態と考えられる。 

また、原子炉格納容器ガス管理設備の取り出し配管が水没しないよう監視する。 

 

(２) 監視の状況 

① １号機 

窒素封入圧力と格納容器圧力の差圧換算による監視を行っている。 

平成 24年 2月現在の水位は OP.8,000程度である。 

なお、窒素封入圧力計については、原子炉圧力容器への窒素封入ラインの

増設に伴い平成 23年 11月 30日から平成 23年 12月 15日まで水位の換算はで

きなかったが、新たに計器を取り付けた後、監視を再開している。 

② ２号機 

ＲＨＲポンプの吐出圧力と格納容器圧力の差圧換算による監視を行ってい

る。平成 24年 2月現在の水位は OP.9,000～10,000程度で安定して推移してい

るが、RHR 吐出配管内の液相部に空気溜まりが存在している可能性があり、

指示値に影響を与えている可能性もあることから、現在、参考扱いとしてい

る。今後、PCV内部調査等の結果を踏まえて、指示の妥当性を検討する。 

③ ３号機 

圧力抑制室の圧力と格納容器圧力の差圧換算により監視を行っている。 

絶対値の信頼度は低いが、注水量の増減に対して追従した指示値を示して

いることから傾向監視ができており、平成 24 年 2 月現在の水位は OP.11,000

～13,000付近で安定的に推移している。 

 

     なお、水位の推定方法については添付資料－７に記載する。 

 

(３) 監視方法 

1.2.4 に示す原子炉格納容器の水位計算の基となる圧力計指示値を記録計により

採取し、換算式によって水位を評価する。指示値はデジタルレコーダによる伝送

データやウェブカメラによって免震重要棟においても確認できる。絶対値の信頼

度は低いことから参考値として定期的に記録し、原子炉格納容器内の水位の状況

を確認する。 

 

(４) 計測範囲 

原子炉格納容器の水位を計測する計器がないことから、代替として圧力計指示

値の換算によって水位を推定している。水位換算によって推定できる水位の範囲

は 1.2.4に示す通りであり、推定範囲以上に水位が形成されればドライウェルの床

面に水位が形成されていることが確認できる。 
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1.2.3.5  原子炉格納容器内雰囲気ガス濃度 

(１) 監視の目的 

   原子炉格納容器内ガスの水素濃度及び酸素濃度を監視し、可燃限界以下である

ことを確認する。 

 

(２) 監視の状況 

① １号機 

原子炉格納容器ガス管理設備の水素濃度計及び酸素濃度計により計測して

いる。 

② ２号機 

原子炉格納容器ガス管理設備の水素濃度計により計測している。また、水

素濃度の上昇が継続した時など必要に応じて酸素濃度を測定できる。 

③ ３号機 

原子炉格納容器ガス管理設備の水素濃度計により計測している。また、水

素濃度の上昇が継続した時など必要に応じて酸素濃度を測定できる。 

 

(３) 監視方法 

1.2.4 に示す水素濃度計及び酸素濃度計の指示値を記録計により採取し定期的に

記録する。水素濃度指示値は伝送データやウェブカメラによって免震重要棟にお

いても確認できるものとする。採取されたデータにより、水素濃度及び酸素濃度

が可燃限界以下であることを確認する。ただし、酸素濃度については原子炉格納

容器ガス管理設備における外気のインリークの影響があるため参考扱いとする。 

 

(４) 計測範囲 

異常時として窒素封入が停止した場合においても水素の可燃限界に至る前に窒

素封入が再開できる運用としており（「原子炉格納容器内窒素封入設備」参照）、

水素濃度計の計測範囲として可燃限界値（4%）以下であることを測定できるもの

とする。 

酸素濃度については原子炉格納容器ガス管理設備における外気のインリークの

影響も考慮し、25%までを測定できるものとする。 

 

1.2.3.6  気体状放射性物質濃度 

(１) 監視の目的 

原子炉格納容器内の放射性物質濃度を把握するため、放出される放射性物質と

して、これまで実施した格納容器ガスの核種分析結果のとおり、半減期や放出さ



  1－59  

れやすさから支配的であるセシウムに着目し、粒子状放射性物質濃度を監視し、

異常な上昇傾向がないことを確認する。また、これまでのガス採取による放射性

物質濃度測定において検出されている長半減期希ガス（Kr-85、半減期約 11年）に

着目し、気体状放射性物質濃度を監視し、異常な上昇傾向がないことを確認する。 

なお、現状放出されている希ガスによる敷地境界における被ばく線量評価への

影響は、現状のセシウムによる被ばく線量評価に対して非常に小さい。測定され

ている Kr-85は、事故初期に燃料から放出され、格納容器内に残留しているものが

検出されたものと考えられるが、放出管理の一環として、異常な上昇がないこと

を監視する。これらの気体状放射性物質濃度の異常な上昇のないことを確認する

ことは、冷却状態の監視としても活用できる。 

添付資料－６に気体状放射性物質の測定対象の考え方について記載する。 

 

(２) 監視の状況 

（a）粒子状放射性物質 

① １号機 

仮設サンプリングラックにて原子炉格納容器内のガスの放射性物質濃度を

計測した（平成 23年 7月、9月）。その後、原子炉格納容器ガス管理設備稼働

開始後（平成 24年 1月）に分岐配管より原子炉格納容器内のガスをサンプリ

ングし、放射性物質濃度を計測したが、大きな変動は生じていない。 

また、原子炉格納容器ガス管理設備稼働時の放射線モニタ（排気計測用）

により排気ガスの放射性物質濃度を連続的に計測している。平成 24年 3月 2

日現在、放射線モニタ（排気計測用）の値は検出限界未満（2.5×10-5Bq/cm3）

である。 

② ２号機 

仮設サンプリングラックにて原子炉格納容器内のガスの放射性物質濃度を

計測した（平成 23 年 8 月）。その後、原子炉格納容器ガス管理設備稼働開始

時（平成 23 年 10 月）に分岐配管より原子炉格納容器内のガスをサンプリン

グし、放射性物質濃度を計測したが、大きな変動は生じていない。 

また、原子炉格納容器ガス管理設備の放射線モニタ（排気計測用）により

排気ガスの放射性物質濃度を連続的に計測している。平成 24年 3月 2日現在、

放射線モニタ（排気計測用）の値は検出限界未満（7×10-5Bq/cm3）である。 

③ ３号機 

原子炉格納容器ガス管理設備の稼働開始時（平成 24年 2月）に分岐配管よ

り格納容器内部のガスをサンプリングし、放射性物質濃度を計測したが、１

号機、２号機の原子炉格納容器ガス管理設備のサンプリング結果とほぼ同等

であった。 
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また、原子炉格納容器ガス管理設備の放射線モニタ（排気計測用）により

排気ガスの放射性物質濃度を連続的に計測している。平成 24年 3月 2日現在、

放射線モニタ（排気計測用）の値は検出限界未満（7×10-5Bq/cm3）である。 

 

（b）長半減期希ガス 

① １号機 

仮設サンプリングラックにて原子炉格納容器内のガスの放射性物質濃度を

計測した（平成 23年 7月、9月）が、希ガスは検出限界未満であった。 

また、原子炉格納容器ガス管理設備の希ガスモニタにより長半減期希ガス

核種（Kr-85）を連続的に計測している。 

② ２号機 

仮設サンプリングラックにて原子炉格納容器内のガスの放射性物質濃度を

計測した（平成 23 年 8 月）。その後、原子炉格納容器ガス管理設備稼働開始

時に分岐配管より原子炉格納容器内のガスをサンプリングし、放射性物質濃

度を計測した。バイアル瓶に採取したガス中濃度として 10～1000Bq/cm3程度

の Kr-85が観測されている。 

また、原子炉格納容器ガス管理設備の希ガスモニタにより長半減期希ガス

核種（Kr-85）を連続的に計測している。 

③ ３号機 

原子炉格納容器ガス管理設備の稼働開始時に分岐配管より格納容器内部の

ガスをサンプリングしたが、希ガスは検出限界未満であった。 

また、原子炉格納容器ガス管理設備の希ガスモニタにより長半減期希ガス

核種（Kr-85）を連続的に計測している。 

 

(３) 監視方法 

（a）粒子状放射性物質 

原子炉格納容器ガス管理設備稼働時は、1.2.4で示す放射線モニタ（排気計測用）

の指示値を監視モニタにより採取し定期的に記録する。指示値は伝送データやウ

ェブカメラによって免震重要棟においても確認できるものとする。採取されたデ

ータにより、粒子状放射性物質濃度の変動を確認する。 

 

（b）長半減期希ガス 

原子炉格納容器ガス管理設備稼働時は、1.2.4 で示す希ガスモニタにより測定さ

れる Kr-85の放射性物質濃度（検出限界放射能濃度）を、モニタ設備により採取し

定期的に記録する。指示値は伝送データやウェブカメラによって免震重要棟にお

いても確認できるものとする。採取されたデータにより、長半減期希ガス濃度の
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変動を確認する。 

 

(４) 計測範囲 

（a）粒子状放射性物質 

原子炉格納容器ガス管理設備に設置される放射線モニタ（排気計測用）の計測

範囲は粒子状放射性物質濃度の変動の確認として十分な範囲を有するものとする。 

一方、異常時として原子炉への注水が停止し燃料温度が上昇することを想定す

ると、原子炉内の燃料温度が上昇し、核分裂生成物が環境に再放出される可能性

があるが、このような異常は温度の監視によって検知される。放出放射能につい

ては、継続して原子炉格納容器ガス管理設備で監視する。ただし、当該設備は、

抽出ガス温度が約 100℃になる前に設備保護の目的で運転を停止することから、設

備停止後は、原子炉建屋上部や開口部等におけるダスト濃度測定やモニタリング

ポストによってその放出状況を監視する。 

 

（b）長半減期希ガス 

長半減期希ガスである Kr-85 については、事故初期の燃料溶融の過程で放出さ

れ格納容器内で残留していたものが検出されていると考えられる。Kr-85は格納容

器内からの排気に伴い減少する方向であること、再臨界によって生成される量は

短半減期希ガスに比べて非常に小さいことから、格納容器内ガスサンプリング等

の測定実績を超えるような上昇がないことを検知できるものとする。 

 

1.2.3.7  未臨界の維持（短半減期希ガス） 

(１) 監視の目的 

再臨界の監視として、短半減期希ガス（主に Xe-135、半減期約 9 時間）の発生

の有無を確認する。 

 

(２) 監視の状況 

① １号機 

原子炉格納容器ガス管理設備の希ガスモニタにより希ガス核種（主に

Xe-135）を連続的に計測している。 

② ２号機 

原子炉格納容器ガス管理設備の分岐配管からガスを採取し、５／６号ホッ

トラボの Ge半導体検出器により希ガス核種（主に Xe-135）の有無を定期的に

確認している。また、原子炉格納容器ガス管理設備の希ガスモニタにより短

半減期希ガス（主に Xe-135）を連続的に計測しており、今後はガスサンプリ

ングによる監視から移行することとしている。 
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③ ３号機 

原子炉格納容器ガス管理設備の分岐配管からガスを採取し、５／６号ホッ

トラボの Ge半導体検出器により希ガス核種（主に Xe-135）の有無を定期的に

確認している。また、原子炉格納容器ガス管理設備の希ガスモニタにより短

半減期希ガス（主に Xe-135）を連続的に計測しており、今後はガスサンプリ

ングによる監視から移行することとしている。 

 

(３) 監視方法 

原子炉格納容器ガス管理設備稼働時は、1.2.4 で示す希ガスモニタにより測定さ

れる Xe-135の放射性物質濃度（検出限界放射能濃度）を、モニタ設備により採取

し定期的に記録する。指示値は伝送データやウェブカメラによって免震重要棟に

おいても確認できるものとする。採取されたデータにより、短半減期希ガス濃度

の発生の有無を確認する。 

再臨界の監視については、以下の点を考慮して再臨界の判定基準を設け、また、

原子炉格納容器ガス管理設備稼働時は 1.2.4で挙げた希ガスモニタからの出力値に

対して判定基準を下回る警報設定点にて発報し、判定基準に近づいたことを知ら

せることができるものとする。 

（a）低出力状態が長い間維持される再臨界シナリオを仮定し、生成される希ガ

スがデブリから放出されたとして、それが継続した場合の短半減期希ガス濃

度を検知できる基準とすること。ここで想定する出力レベルとして被ばくリ

スクを考慮して十分小さいものであること。（「原子炉圧力容器・格納容器ホ

ウ酸水注入設備」） 

（b）（a）で設定した基準値に対して、放射線検出器の検出限界値の実績を基に、

さらに低レベルまで検出可能な場合は、適切に基準値を設定すること。 

（c）自発核分裂により常時放出される Xe-135（評価値 10-2～10-1Bq/cm3）と識

別できること。（「福島第一原子力発電所２号機の格納容器からのＸｅ１３５の

検出について」（平成２３年１１月４日、東京電力株式会社）） 

 

(４) 計測範囲 

前述の再臨界の判定基準の考え方（３）(a)で設定した基準を検知できる検出限

界を有するものとする。 

 

1.2.4. 主要仕様 

監視項目で用いる計測器の主要仕様を表 1－2－1 から表 1－2－3 に、設置場所を図 1－2

－1 から図 1－2－6 に示す。原子炉格納容器ガス管理設備に設置される計測器については

「1.1. 原子炉格納容器ガス管理設備」図 1.1－1 から図 1.1－3 に、窒素封入口とガス管
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理設備の抽気口の位置関係について図 1－2－7 に示す。 

 

1.2.5. 添付資料 

添付資料－６ 気体状放射性物質濃度の測定対象核種の考え方 

添付資料－７ 原子炉格納容器水位の計算方法について 

 

以上 
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表 1－2－1 １号機計測器主要仕様（１） 

 

（１） 原子炉格納容器内温度計（計器仕様値） 

（原子炉圧力容器温度） 

   形  式       熱電対（銅-コンスタンタン） 

   計測範囲       0～300℃ 

   計測場所       図 1-2-1（No.1～42） 

 

（原子炉格納容器内原子炉蒸気系温度） 

   形  式       熱電対（銅-コンスタンタン） 

   計測範囲       0～300℃ 

   計測場所       図 1-2-1（No.43～49） 

 

（原子炉格納容器内雰囲気温度） 

   形  式       熱電対（銅-コンスタンタン） 

   計測範囲       0～200℃ 

   計測場所       図 1-2-1（No.50～64） 

 

（２） 原子炉格納容器圧力計（計器仕様値） 

（アクシデントマネジメント用） 

   形  式       ダイアフラム 

   計測範囲       0～1MPaabs 

   計測場所       図 1-2-2（No.1） 

 

（常時監視用） 

   形  式       ダイアフラム 

   計測範囲       0～600kPaabs 

   計測場所       図 1-2-2（No.2） 

 

（インタロック用） 

   形  式       ダイアフラム 

   計測範囲       -10～20kPag 

   計測場所       図 1-2-2（No.2、4） 

 

（仮設窒素封入圧力用） 

   形  式       ブルドン管 

   計測範囲       0～100kPag 

   計測場所       図 1-2-2（No.5） 
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表 1－2－1 １号機計測器主要仕様（２） 

 

（３） 原子炉格納容器水位 

換算方法       窒素封入吐出圧力と D/W 圧力の差から窒素封入口にかかる

水頭圧を水位に換算 

計測範囲       OP.6,700（窒素封入口レベル）以上 

計測場所       図 1-2-2 

 

（４） 原子炉圧力容器水位計（燃料域） 

形  式       差圧式 

   計測範囲       -300～+500cm（燃料有効頂部基準） 

 

（５）水素濃度計（原子炉格納容器ガス管理設備） 

   検出器種類       熱伝導式 

   計測範囲        0～5 % 

 

（６）酸素濃度計（原子炉格納容器ガス管理設備） 

   検出器種類       隔膜ガルバニ電池式 

   計測範囲        0～25 % 

 

（７）ダスト放射線モニタ（原子炉格納容器ガス管理設備 放射線モニタ(排気計測用)） 

   検出器種類       シンチレーション検出器 

   計測範囲        10-1～106 s-1 

 

（８）希ガスモニタ（原子炉格納容器ガス管理設備） 

   検出器種類       Ge 半導体検出器 

   計測範囲        10-2～102 Bq/cm3（Xe-135） 

 

 

原子炉格納容器ガス管理設備に設置される計測器の計測場所は「1.1. 原子炉格納容器ガス

管理設備」図 1.1－1 に示す。 
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表 1－2－2 ２号機計測器主要仕様（１） 

 

（１） 原子炉格納容器内温度計（計器仕様値） 

（原子炉圧力容器温度） 

   形  式       熱電対（銅-コンスタンタン） 

   計測範囲       0～300℃ 

   計測場所       図 1-2-3（No.1～41） 

 

（原子炉格納容器内原子炉蒸気系温度） 

   形  式       熱電対（銅-コンスタンタン） 

   計測範囲       0～300℃ 

   計測場所       図 1-2-3（No.42～52） 

 

（原子炉格納容器内雰囲気温度） 

   形  式       熱電対（銅-コンスタンタン） 

   計測範囲       0～200℃ 

   計測場所       図 1-2-3（No.53～77） 

 

（２） 原子炉格納容器圧力計（計器仕様値） 

（アクシデントマネジメント用） 

   形  式       ダイアフラム 

   計測範囲       0～1MPaabs 

   計測場所       図 1-2-4（No.1） 

 

（常時監視用） 

   形  式       ダイアフラム 

   計測範囲       0～700kPaabs 

   計測場所       図 1-2-4（No.2） 

 

（インタロック用） 

   形  式       ダイアフラム 

   計測範囲       -15～30kPag 

   計測場所       図 1-2-4（No.2） 

 

（仮設窒素封入圧力用） 

   形  式       ブルドン管 

   計測範囲       0～300kPag 

   計測場所       図 1-2-4（No.4） 
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表 1－2－2 ２号機計測器主要仕様（２） 

 

（３） 原子炉格納容器水位 

換算方法       ＲＨＲポンプ吐出圧力とドライウェル圧力の差から水頭圧

を水位に換算（確認中） 

計測範囲       OP.6,820（ベント管レベル）以上 

計測場所       図 1-2-4     

 

（４） 原子炉圧力容器水位計（燃料域） 

形  式       差圧式 

   計測範囲       -370～+500cm（燃料有効頂部基準） 

 

（５）水素濃度計（原子炉格納容器ガス管理設備） 

   検出器種類      熱伝導式 

   計測範囲       0～5 % 

 

（６）酸素濃度計 

検出器種類      隔膜ガルバニ電池式 

   計測範囲       0～25 % 

 

（７）ダスト放射線モニタ（原子炉格納容器ガス管理設備 放射線モニタ(排気計測用)） 

   検出器種類      シンチレーション検出器 

   計測範囲       10-1～105 s-1 

 

（８）希ガスモニタ 

検出器種類      シンチレーション検出器 

   計測範囲       3×10-1～5×104 Bq/cm3（Xe-135） 

    

原子炉格納容器ガス管理設備に設置される計測器の計測場所は「1.1. 原子炉格納容器ガ

ス管理設備」図 1.1－2 に示す。 
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表 1－2－3 ３号機計測器主要仕様（１） 

 

（１） 原子炉格納容器内温度計（計器仕様値） 

（原子炉圧力容器温度） 

   形  式       熱電対（銅-コンスタンタン） 

   計測範囲       0～300℃ 

   計測場所       図 1-2-5（No.1～41） 

 

（原子炉格納容器内原子炉蒸気系温度） 

   形  式       熱電対（銅-コンスタンタン） 

   計測範囲       0～300℃ 

   計測場所       図 1-2-5（No.42～52） 

 

（原子炉格納容器内雰囲気温度） 

   形  式       熱電対（銅-コンスタンタン） 

   計測範囲       0～200℃ 

   計測場所       図 1-2-5（No.53～77） 

 

（２） 原子炉格納容器圧力計（計器仕様値） 

（アクシデントマネジメント用） 

   形  式       ダイアフラム 

   計測範囲       0～1MPaabs 

   計測場所       図 1-2-6（No.1） 

 

（常時監視用） 

   形  式       ダイアフラム 

   計測範囲       0～700kPaabs 

   計測場所       図 1-2-6（No.2） 

 

（インタロック用） 

   形  式       ダイアフラム 

   計測範囲       -15～30kPag 

   計測場所       図 1-2-6（No.2） 

 

（仮設窒素封入圧力用） 

   形  式       ブルドン管 

   計測範囲       0～300kPag 

   計測場所       図 1-2-6（No.4） 
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表 1－2－3 ３号機計測器主要仕様（２） 

 

（３） 原子炉格納容器水位 

換算方法       圧力抑制室の圧力とドライウェル圧力の差から水頭圧を水

位に換算 

計測範囲       OP.6,820（ベント管レベル）以上 

計測場所       図 1-2-6 

 

（４） 原子炉圧力容器水位計（燃料域） 

形  式       差圧式 

   計測範囲       -370～+500cm（燃料有効頂部基準） 

 

（５）水素濃度計（原子炉格納容器ガス管理設備） 

   検出器種類      熱伝導式 

   計測範囲       0～5 % 

 

（６）酸素濃度計 

検出器種類      隔膜ガルバニ電池式 

   計測範囲       0～25 % 

 

（７）ダスト放射線モニタ（原子炉格納容器ガス管理設備 放射線モニタ(排気計測用)） 

   検出器種類      シンチレーション検出器 

   計測範囲       10-1～105 s-1 

 

（８）希ガスモニタ 

検出器種類      シンチレーション検出器 

   計測範囲       詳細確認中 

 

 

原子炉格納容器ガス管理設備に設置される計測器の計測場所は「1.1. 原子炉格納容器ガス

管理設備」図 1.1－3 に示す。 
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1号機 

 

 

 
 

 

 

No. Tag. No. サービス名称 

１ TE-263-66A1 VESSEL HEAD ADJAC. TO FLANGE 

２ TE-263-66A2 VESSEL HEAD ADJAC. TO FLANGE 

３ TE-263-66B1 VESSEL HEAD FLANGE 

４ TE-263-66B2 VESSEL HEAD FLANGE 

５ TE-263-67A1 VESSEL STUD 

６ TE-263-67A2 VESSEL STUD 

７ TE-263-69A1 原子炉フランジ 

８ TE-263-69A2 原子炉フランジ 

９ TE-263-69A3 原子炉フランジ 

10 TE-263-69B1 原子炉蒸気 

11 TE-263-69B2 原子炉蒸気 

12 TE-263-69B3 原子炉蒸気 

13 TE-263-69D1 N-4B ノズル END 

14 TE-263-69D2 N-4B ノズル END IN BOARD 

15 TE-263-69E1 N-4C ノズル END 

16 TE-263-69E2 N-4C ノズル END IN BOARD 

17 TE-263-69C1 VESSEL BELOW WATER LEVEL 

18 TE-263-69C2 VESSEL BELOW WATER LEVEL 

19 TE-263-69C3 VESSEL BELOW WATER LEVEL 

20 TE-263-69F1 VESSEL CORE 

21 TE-263-69F2 VESSEL CORE 

22 TE-263-69F3 VESSEL CORE 

23 TE-263-69G1 VESSEL DOWNCOMER 

24 TE-263-69G2 VESSEL DOWNCOMER 

25 TE-263-69G3 VESSEL DOWNCOMER 

26 TE-263-69H1 原子炉 SKIRT JOINT 上部 

27 TE-263-69H2 原子炉 SKIRT JOINT 上部 

28 TE-263-69H3 原子炉 SKIRT JOINT 上部 

29 TE-263-69K1 VESSEL SKIRT NEAR JOINT 

30 TE-263-69K2 VESSEL SKIRT NEAR JOINT 

31 TE-263-69K3 VESSEL SKIRT NEAR JOINT 

32 TE-263-69L1 VESSEL BOTTOM HEAD 

33 TE-263-69L2 VESSEL BOTTOM HEAD 

34 TE-263-69L3 VESSEL BOTTOM HEAD 

No. Tag. No. サービス名称 

35 TE-263-69M1 SUPPORT SKIRT AT MTG. FLANGE 

36 TE-263-69M2 SUPPORT SKIRT AT MTG. FLANGE 

37 TE-263-69M3 SUPPORT SKIRT AT MTG. FLANGE 

38 TE-263-69N1 ＣＲＤハウジング上端 

39 TE-263-69N2 ＣＲＤハウジング上端 

40 TE-263-69N3 ＣＲＤハウジング上端 

41 TE-263-69P#1 N-12 VESSEL BOTTOM 

42 TE-263-69P#2 N-12 VESSEL BOTTOM 

43 TE-261-13A 安全弁－４Ａ 

44 TE-261-13B 安全弁－４B 

45 TE-261-13C 安全弁－４C 

46 TE-261-14A RV-203-3A（ブローダウンバルブ） 

47 TE-261-14B RV-203-3B（ブローダウンバルブ） 

48 TE-261-14C RV-203-3C（ブローダウンバルブ） 

49 TE-261-14D RV-203-3D（ブローダウンバルブ） 

50 TE-1625L 
EQ AROUND CIRCUM RPV  BELLOWS 

SEAL AREA 

51 TE-1625M 
EQ AROUND CIRCUM RPV  BELLOWS 

SEAL AREA 

52 TE-1625N 
EQ AROUND CIRCUM RPV  BELLOWS 

SEAL AREA 

53 TE-1625P 
EQ AROUND CIRCUM RPV  BELLOWS 

SEAL AREA 

54 TE-1625R 
EQ AROUND CIRCUM RPV BELLOWS 

SEAL AREA 

55 TE-1625F HVH-12A SUPPLY AIR 

56 TE-1625G HVH-12B SUPPLY AIR 

57 TE-1625H HVH-12C SUPPLY AIR 

58 TE-1625J HVH-12D SUPPLY AIR 

59 TE-1625K HVH-12E SUPPLY AIR 

60 TE-1625A HVH-12A RETURN AIR 

61 TE-1625B HVH-12B RETURN AIR 

62 TE-1625C HVH-12C RETURN AIR 

63 TE-1625D HVH-12D RETURN AIR 

64 TE-1625E HVH-12E RETURN AIR 

図 1-2-1 １号機原子炉格納容器内温度計取り付け位置 
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1号機 

 No. Tag. No. 項目 備考 

① PT-1600-1638
ドライウェル圧力（Ａ

Ｍ用） 
― 

PT-1620 

PT-1621 

ドライウェル圧力（イン

タロック用） 
― 

②

PT-1601-69 
ドライウェル圧力（常

時監視用） 

平成 24年 1月現在の監

視対象計器。 

校正を実施した現場指

示計（ドライウェル圧力）

との比較により、指示値

を確認。 

③ ― 

原子炉格納容器ガス

管理設備抽気口 

（CCS(A)系リングヘッ

ダ） 

― 

④
PT-1620 

PT-1621 

ドライウェル圧力（イン

タロック用） 
― 

⑤ ― 
窒素封入口（ＡＣ系

パージ入口） 
― 

⑥ LT-263-121 
原子炉水位計 

（燃料域） 

既設計器の計測範囲を

図示。 

図 1-2-2 １号機原子炉格納容器内圧力計取り出し位置 

OP.6,700

OP.12,650

OP.3,350

OP.14,200

OP.15,150

OP.28,650

OP.35,330

⑤

④

③

②

①

原子炉圧力容器

格納容器

OP.28,990

OP.23,990

OP.20,990

燃料有効頂部

⑥

OP.6,700

OP.12,650

OP.3,350

OP.14,200

OP.15,150

OP.28,650

OP.35,330

⑤

④

③

②

①

原子炉圧力容器

格納容器

OP.28,990

OP.23,990

OP.20,990

燃料有効頂部

⑥
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２号機 

 

 

No. Tag. No. サービス名称 

１ TE-2-3-66A1 VESSEL HEAD ADJAC. TO FLANGE 

２ TE-2-3-66A2 VESSEL HEAD ADJAC. TO FLANGE 

３ TE-2-3-66B1 VESSEL HEAD FLANGE 

４ TE-2-3-66B2 VESSEL HEAD FLANGE 

５ TE-2-3-67A1 VESSEL STUD 

６ TE-2-3-67A2 VESSEL STUD 

７ TE-2-3-69A1 VESSEL FLANGE 

８ TE-2-3-69A2 VESSEL FLANGE 

９ TE-2-3-69A3 VESSEL FLANGE 

10 TE-2-3-69B1 VESSEL WALL ADJ TO FLANGE 

11 TE-2-3-69B2 VESSEL WALL ADJ TO FLANGE 

12 TE-2-3-69B3 VESSEL WALL ADJ TO FLANGE 

13 TE-2-3-69D1 FEEDWATER NOZZLE N4B END 

14 TE-2-3-69D2 FEEDWATER NOZZLE N4B INBOARD 

15 TE-2-3-69E1 FEEDWATER NOZZLE N4D END 

16 TE-2-3-69E2 FEEDWATER NOZZLE N4D INBOARD 

17 TE-2-3-69J1 VESSEL WALL BELOW FW NOZZLE 

18 TE-2-3-69J2 VESSEL WALL BELOW FW NOZZLE 

19 TE-2-3-69J3 VESSEL WALL BELOW FW NOZZLE 

20 TE-2-3-69H1 VESSEL WALL ABOVE BOTTOM HEAD 

21 TE-2-3-69H2 VESSEL WALL ABOVE BOTTOM HEAD 

22 TE-2-3-69H3 VESSEL WALL ABOVE BOTTOM HEAD 

23 TE-2-3-69F1 VESSEL BOTTOM ABOVE SKIRT JOT 

24 TE-2-3-69F2 VESSEL BOTTOM ABOVE SKIRT JOT 

25 TE-2-3-69F3 VESSEL BOTTOM ABOVE SKIRT JOT 

26 TE-2-3-69K1 SUPPORT SKIRT TOP 

27 TE-2-3-69K2 SUPPORT SKIRT TOP 

28 TE-2-3-69K3 SUPPORT SKIRT TOP 

29 TE-2-3-69L1 VESSEL BOTTOM HEAD 

30 TE-2-3-69L2 VESSEL BOTTOM HEAD 

31 TE-2-3-69L3 VESSEL BOTTOM HEAD 

32 TE-2-3-69M1 SUPPORT SKIRT AT MTG.FLANGE 

33 TE-2-3-69M2 SUPPORT SKIRT AT MTG.FLANGE 

34 TE-2-3-69M3 SUPPORT SKIRT AT MTG.FLANGE 

35 TE-2-3-69N1 TOP CONTROL ROD DRIVE HOUSING 

36 TE-2-3-69N2 TOP CONTROL ROD DRIVE HOUSING 

37 TE-2-3-69N3 TOP CONTROL ROD DRIVE HOUSING 

38 TE-2-3-69P1
BOTTOM CONTROL ROD 

DRIVE HOUSING 

39 TE-2-3-69P2
BOTTOM CONTROL ROD 

DRIVE HOUSING 

40 TE-2-3-69P3
BOTTOM CONTROL ROD 

DRIVE HOUSING 

 

No. Tag. No. サービス名称 

41 TE-2-106 VESSEL BOTTOM DRAIN 

42 TE-2-112A SAFTY VALVES RV 2-70A 

43 TE-2-112B SAFTY VALVES RV 2-70B 

44 TE-2-112C SAFTY VALVES RV 2-70C 

45 TE-2-113A Blowdown Valves A 

46 TE-2-113B Blowdown Valves B 

47 TE-2-113C Blowdown Valves C 

48 TE-2-113D Blowdown Valves D 

49 TE-2-113E Blowdown Valves E 

50 TE-2-113F Blowdown Valves F 

51 TE-2-113G Blowdown Valves G 

52 TE-2-113H Blowdown Valves H 

53 TE-16-114A RETURN AIR DRYWELL COOLER 

54 TE-16-114B RETURN AIR DRYWELL COOLER 

55 TE-16-114C RETURN AIR DRYWELL COOLER 

56 TE-16-114D RETURN AIR DRYWELL COOLER 

57 TE-16-114E RETURN AIR DRYWELL COOLER 

58 TE-16-114F#1 SUPPLY AIR D/W COOLER HVH2-16A 

59 TE-16-114F#2 SUPPLY AIR D/W COOLER HVH2-16A 

60 TE-16-114G#1 SUPPLY AIR D/W COOLER HVH2-16B 

61 TE-16-114G#2 SUPPLY AIR D/W COOLER HVH2-16B 

62 TE-16-114H#1 SUPPLY AIR D/W COOLER HVH2-16C 

63 TE-16-114H#2 SUPPLY AIR D/W COOLER HVH2-16C 

64 TE-16-114J#1 SUPPLY AIR D/W COOLER HVH2-16D 

65 TE-16-114J#2 SUPPLY AIR D/W COOLER HVH2-16D 

66 TE-16-114K#1 SUPPLY AIR D/W COOLER HVH2-16E 

67 TE-16-114K#2 SUPPLY AIR D/W COOLER HVH2-16E 

68 TE-16-114L#1 RPV BELLOWS SEAL AREA 

69 TE-16-114L#2 RPV BELLOWS SEAL AREA 

70 TE-16-114M#1 RPV BELLOWS SEAL AREA 

71 TE-16-114M#2 RPV BELLOWS SEAL AREA 

72 TE-16-114N#1 RPV BELLOWS SEAL AREA 

73 TE-16-114N#2 RPV BELLOWS SEAL AREA 

74 TE-16-114P#1 RPV BELLOWS SEAL AREA 

75 TE-16-114P#2 RPV BELLOWS SEAL AREA 

76 TE-16-114R#1 RPV BELLOWS SEAL AREA 

77 TE-16-114R#2 RPV BELLOWS SEAL AREA 

 

図 1-2-3 ２号機原子炉格納容器内温度計取り付け位置 
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２号機 

  

No. Tag. No. 項目 備考 

① PT-16-171 ドライウェル圧力（ＡＭ用） ― 

PT-5-52 
ドライウェル圧力（インタロ

ック用） 

平成 24 年 1 月現在の

監視対象計器。 

校正を実施した現場指

示計（窒素封入吐出

圧）との比較により、指

示値を確認 

②

PT-16-102 
ドライウェル圧力（常時監

視用） 
― 

③ ― 

原子炉格納容器ガス管

理設備抽気口 

（ＦＣＳ（Ｂ）系） 

― 

④ ― 
窒素封入口（ＦＣＳ（Ａ）

系） 
窒素封入圧力計設置 

⑤ ― 
ドライウェル-S/C間ベント

管 
― 

⑥ ― RHR 系 S/C 取り出し口 ― 

⑦ LT-2-3-73 
原子炉水位 

（燃料域） 

既設計器の計測範囲

を図示。 

図 1-2-4 ２号機原子炉格納容器内圧力計取り出し位置 

OP.2,740

OP.15,000付近

OP.29,400

OP.36,800

⑥

②,
③，
④

①

OP.-1,745

OP.6,820⑤

原子炉圧力容器

格納容器

OP.28,275

OP.23,275

OP.19,575

燃料有効頂部

⑦

OP.2,740

OP.15,000付近

OP.29,400

OP.36,800

⑥

②,
③，
④

①

OP.-1,745

OP.6,820⑤

原子炉圧力容器

格納容器

OP.28,275

OP.23,275

OP.19,575

燃料有効頂部

⑦
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３号機 

 

 

 

 

No. Tag. No. サービス名称 

１ TE-2-3-66A1 RPV 上蓋フランジ周辺温度 

２ TE-2-3-66A2 RPV 上蓋フランジ周辺温度 

３ TE-2-3-66B1 RPV 上蓋フランジ温度 

４ TE-2-3-66B2 RPV 上蓋フランジ温度 

５ TE-2-3-67A1 RPV スタックボルト温度 

６ TE-2-3-67A2 RPV スタックボルト温度 

７ TE-2-3-69A1 RPV フランジ温度 

８ TE-2-3-69A2 RPV フランジ温度 

９ TE-2-3-69A3 RPV フランジ温度 

10 TE-2-3-69B1 RPV フランジ周辺温度 

11 TE-2-3-69B2 RPV フランジ周辺温度 

12 TE-2-3-69B3 RPV フランジ周辺温度 

13 TE-2-3-69D1 RPV 給水ノズル N4B 温度 

14 TE-2-3-69D2 RPV 給水ノズル N4B 温度 

15 TE-2-3-69E1 RPV 給水ノズル N4D温度 

16 TE-2-3-69E2 RPV 給水ノズル N4D温度 

17 TE-2-3-69J1 RPV 給水ノズル下部温度 

18 TE-2-3-69J2 RPV 給水ノズル下部温度 

19 TE-2-3-69J3 RPV 給水ノズル下部温度 

20 TE-2-3-69H1 RPV 底部ヘッド上部温度 

21 TE-2-3-69H2 RPV 底部ヘッド上部温度 

22 TE-2-3-69H3 RPV 底部ヘッド上部温度 

23 TE-2-3-69F1 スカートジャンクション上部温度 

24 TE-2-3-69F2 スカートジャンクション上部温度 

25 TE-2-3-69F3 スカートジャンクション上部温度 

26 TE-2-3-69K1 RPV スカート上部温度 

27 TE-2-3-69K2 RPV スカート上部温度 

28 TE-2-3-69K3 RPV スカート上部温度 

29 TE-2-3-69L1 RPV 下部ヘッド温度 

30 TE-2-3-69L2 RPV 下部ヘッド温度 

31 TE-2-3-69L3 RPV 下部ヘッド温度 

32 TE-2-3-69M1 RPV 支持スカートフランジ温度 

33 TE-2-3-69M2 RPV 支持スカートフランジ温度 

34 TE-2-3-69M3 RPV 支持スカートフランジ温度 

35 TE-2-3-69N1 CRD ハウジング頂部温度 

36 TE-2-3-69N2 CRD ハウジング頂部温度 

37 TE-2-3-69N3 CRD ハウジング頂部温度 

38 TE-2-3-69P1 CRD ハウジング底部温度 

39 TE-2-3-69P2 CRD ハウジング底部温度 

40 TE-2-3-69P3 CRD ハウジング底部温度 

No. Tag. No. サービス名称 

41 TE-2-106#1 RPV ﾄﾞﾚﾝ温度 

42 TE-2-106#2 RPV ﾄﾞﾚﾝ温度 

43 TE-2-112A 安全弁漏えい検出 

44 TE-2-112B 安全弁漏えい検出 

45 TE-2-112C 安全弁漏えい検出 

46 TE-2-113A 逃し安全弁 A出口温度 

47 TE-2-113B 逃し安全弁 B 出口温度 

48 TE-2-113C 逃し安全弁 C 出口温度 

49 TE-2-113D 逃し安全弁 D出口温度 

50 TE-2-113E 逃し安全弁 E 出口温度 

51 TE-2-113F 逃し安全弁 F 出口温度 

52 TE-2-113G 逃し安全弁 G出口温度 

53 TE-2-113H 逃し安全弁 H出口温度 

54 TE-16-114L#1 原子炉ﾍﾞﾛｰｼｰﾙ部温度 

55 TE-16-114L#2 原子炉ﾍﾞﾛｰｼｰﾙ部温度 

56 TE-16-114M#1 原子炉ﾍﾞﾛｰｼｰﾙ部温度 

57 TE-16-114M#2 原子炉ﾍﾞﾛｰｼｰﾙ部温度 

58 TE-16-114N#1 原子炉ﾍﾞﾛｰｼｰﾙ部温度 

59 TE-16-114N#2 原子炉ﾍﾞﾛｰｼｰﾙ部温度 

60 TE-16-114P#1 原子炉ﾍﾞﾛｰｼｰﾙ部温度 

61 TE-16-114P#2 原子炉ﾍﾞﾛｰｼｰﾙ部温度 

62 TE-16-114R#1 原子炉ﾍﾞﾛｰｼｰﾙ部温度 

63 TE-16-114R#2 原子炉ﾍﾞﾛｰｼｰﾙ部温度 

64 TE-16-114F#1 格納容器空調機供給空気温度 

65 TE-16-114F#2 格納容器空調機供給空気温度 

66 TE-16-114G#1 格納容器空調機供給空気温度 

67 TE-16-114G#2 格納容器空調機供給空気温度 

68 TE-16-114H#1 格納容器空調機供給空気温度 

69 TE-16-114H#2 格納容器空調機供給空気温度 

70 TE-16-114J#1 格納容器空調機供給空気温度 

71 TE-16-114J#2 格納容器空調機供給空気温度 

72 TE-16-114K#1 格納容器空調機供給空気温度 

73 TE-16-114K#2 格納容器空調機供給空気温度 

74 TE-16-114A 格納容器空調機戻り空気温度 

75 TE-16-114B 格納容器空調機戻り空気温度 

76 TE-16-114C 格納容器空調機戻り空気温度 

77 TE-16-114D 格納容器空調機戻り空気温度 

78 TE-16-114E 格納容器空調機戻り空気温度 

 

図 1-2-5 ３号機原子炉格納容器内温度計取り付け位置 
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３号機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. Tag. No. 項目 備考 

① PT-16-171 ドライウェル圧力（ＡＭ用） ― 

PT-5-52 
ドライウェル圧力（インタロ

ック用） 

平成 24 年 1 月現在の

監視対象計器。 

校正を実施した現場指

示計（窒素封入吐出

圧）との比較により、指

示値を確認。 

②

PT-16-102 
ドライウェル圧力（常時監

視用） 
― 

③ ― 

原子炉格納容器ガス管

理設備抽気口 

（ＦＣＳ系） 

計画中 

④ ― 
窒素封入口（PCV L/T

用） 
窒素封入圧力計設置 

⑤ ― 
ドライウェル-S/C間ベント

管 
― 

⑥ PT-16-111 圧力抑制室圧力 
平成 24 年 1 月現在の

監視対象計器。 

⑦ LT-2-3-73 
原子炉水位 

（燃料域） 

既設計器の計測範囲

を図示。 

図 1-2-6 ３号機原子炉格納容器内圧力計取り出し位置 

OP.2,740

OP.15,000付近

OP.29,400

OP.36,800

②,
③，
④

①

OP.6,820⑤

原子炉圧力容器

格納容器

OP.28,275

OP.23,275

OP.19,575

燃料有効頂部

⑦

OP.3,780⑥

OP.2,740

OP.15,000付近

OP.29,400

OP.36,800

②,
③，
④

①

OP.6,820⑤

原子炉圧力容器

格納容器

OP.28,275

OP.23,275

OP.19,575

燃料有効頂部

⑦

OP.3,780⑥
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1号機 2号機 3号機 

0°

90°

180°

270°

OP.14200

OP.6700

0°

90°

180°

270°

0°

90°

180°

270°

OP.14200

OP.6700

OP.15380

OP.15000

0°

90°

180°

270°

OP.15380

OP.15000

OP.15380

OP.15000

0°

90°

180°

270°

0°

90°

180°

270°

0°

90°

180°

270°

OP.15380

OP.15000

0°

90°

180°

270°

OP.15380

OP.15000

OP.15380

OP.15000

0°

90°

180°

270°

0°

90°

180°

270°

0°

90°

180°

270°

 

図 1-2-7 窒素封入口とガス管理設備抽気口の位置関係 

窒素封入口 

OP.15,000 

ガス管理設備抽気口 

OP.15,380 

ガス管理設備

抽気口 

OP.15,000 

窒素封入口 

OP.15,380 

窒素封入口 

OP.6,700 

ガス管理設備抽気口(リング

ヘッダ)OP.14,200 
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気体状放射性物質濃度の測定対象核種の考え方 

 

格納容器から放出される気体状放射性物質濃度の測定として、セシウムと希ガスに着目

しているが、その考え方の妥当性を以下に示す。 

 

１．放出される気体状放射性物質 

格納容器から放出される気体状放射性物質として、放出されやすさの観点からは、揮発性

の高い希ガス、ヨウ素、セシウムが挙げられるが、表１に示すように希ガスやヨウ素等の短

半減期核種については十分減衰している。 

表 2 から表 7 にこれまで実施した格納容器内ガスの核種分析結果を示す。採取したガス

バイアル瓶からは Cs-134（半減期約 2 年）、Cs-137（半減期約 30 年）、Kr-85（半減期約

11 年）が検出されており、ヨウ素はチャコールフィルタの分析によっても検出されていな

い。現在は、平成 23 年 3 月の事故時に燃料から放出された FPのうち、半減期が長く格納

容器内に残留する Cs-134、Cs-137、Kr-85が放出されていると考えられる。 

また、原子炉注水が停止し格納容器内の温度が上昇するような異常時においても、追加放

出される核種としては、格納容器内のインベントリ、揮発性の高さから、セシウムが支配的

となる。（「原子炉圧力容器・格納容器注水設備」参照） 

以上より、格納容器から放出される気体状放射性物質としては、これまで実施した格納

容器ガスの核種分析結果のとおり、揮発性が高く半減期の長いセシウムと希ガスが支配的

な核種であることから、これらを監視するのに適した放射線検出器（ダスト放射線モニタ

と希ガスモニタ）により測定を行う。 

なお、現状放出されている希ガスによる敷地境界における被ばく線量評価への影響は、

現状のセシウムによる被ばく線量評価に対して非常に小さい。測定されている Kr-85 は、

事故初期に燃料から放出され、格納容器内に残留しているものが検出されたものと考えら

れるが、放出管理の一環として、異常な上昇がないことを監視する。 

 

２．希ガスによる線量評価について 

 現状、観測されている長半減期希ガス（Kr-85）は最高で 1000Bq/cm3程度であり、格納

容器内からの排気に伴い減少する方向である。また、これまでの核種分析結果により短半減

期希ガス（Xe-133、Xe-135）が 10-3～10-2 Bq/cm3の オーダーで僅かに検出されているが、

これは自発核分裂により常時発生しているものであると考えられる。 

これら希ガスが常時放出されるとして、被ばく線量評価を行った結果によると（「原子炉

格納容器ガス管理設備添付資料－３」）、敷地境界における 1 年間の被ばく線量は現状のセ

シウムによる被ばく評価に影響を及ぼすレベルではない。 

 

 

 

 

添付資料－６ 
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（参考）放射線検出器について 

気体状放出放射性物質はその性状によって、集塵ろ紙で捕集することのできる粒子状放

射性物質、吸着あるいは冷却凝縮によって捕集することのできる揮発性物質及びガス状物

質に分類される。 

セシウムは粒子状物質として集塵ろ紙で捕集し、集塵ろ紙の放射線を測定するダスト放

射線モニタにより監視する。揮発性物質であるヨウ素は既に減衰しているため測定対象と

しない。希ガスはガス状物質として排気ガスの放射線を測定する。希ガスについては、ガ

ンマ線の総量を測定した場合、周辺環境及び排気ガス中のセシウムからの信号が支配的で

あるため、ガンマ線により希ガス核種を弁別測定する。 
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表 1 炉心総インベントリ評価（ORIGEN2、2号炉） 

希ガス 

核種 

半減

期 

停止直後 

炉心総インベントリ

（Bq） 

停止 300 日後 

炉心総インベントリ 

（Bq） 

Xe-133 5d 4.9E+18 3.6E+1 

Xe-135 9h 1.9E+18 0.0E+00 

Xe-138 14m 4.1E+18 0.0E+00 

Xe-131m 12d 2.5E+16 2.1E+9 

Kr-85 11y 2.3E+16 2.1E+16 

Kr-88 3h 1.9E+18 0.0E+00 

I-131 8d 2.3E+18 1.4E+7 

Cs-134 2y 3.4E+17 2.6E+17 

Cs-137 30y 2.4E+17 2.4E+17 

 

 

表 2 原子炉格納容器内の気体のサンプリング結果(ガスバイアル瓶)について（1号機） 

                             (Bq/cm3) 

仮設ガスサンプリング 

装置(バイアル瓶) 核種 

（半減期） 平成 23 年 

7 月 29 日 

平成 23 年 

9 月 14 日*) 

平成 24 年 

1 月 4 日**) 

平成 24 年 

1 月 12 日**) 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<2.8×100) 

N.D. 

(<(2.8～3.1)×100) 

N.D. 

(<1.5×10-1) 

N.D. 

(<1.2×10-1) 

Cs-134 

(約 2 年) 
1.7×101 (2.8～3.9)×100 1.1×100 4.8×10-1 

Cs-137 

(約 30 年) 
2.0×101 (3.4～5.4)×100 1.3×100 5.9×10-1 

Kr-85 

(約 11 年) 

N.D. 

(<5.3×102) 

N.D. 

(<(5.5～5.8)×101) 

N.D. 

(<3.2×101) 

N.D. 

(<2.8×101) 

Xe-131m 

(約 12 日) 

N.D. 

(<6.1×101) 

N.D. 

(<(6.0～7.0)×100) 

N.D. 

(<3.7×100) 

N.D. 

(<2.8×100) 

Xe-133 

(約 5 日) 

N.D. 

(<4.6×100) 

N.D. 

(<(5.0～5.5)×10-1) 

N.D. 

(<2.9×10-1) 

N.D. 

(<2.4×10-1) 

Xe-135 

(約 9 時間) 

N.D. 

(<2.2×100) 

N.D. 

(<(2.5～2.9)×10-1) 

N.D. 

(<1.1×10-1) 

N.D. 

(<9.7×10-2) 

N.D.：検出限界未満 

*) 採取 3 回分の値を記載 

**) 原子炉格納容器ガス管理設備フィルタユニット入口側から採取 

注）原子炉格納容器ガス管理設備の希ガスモニタによる測定では、短半減期核種（Xe-135）

が 10-3 Bq/cm3オーダーで僅かに検出されているが、これは自発核分裂により発生してい

るものと考えられており、事故時に燃料から放出されたものではない。 
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表 3 原子炉格納容器内の気体のサンプリング結果(出口側分析)について（1号機） 

                             (Bq/cm3) 

原子炉格納容器ガス管理設備 

(粒子フィルタ) 
核種（半減期） 

平成 23 年 

12 月 14 日 

平成 24 年 

1 月 12 日 

平成 24 年 

2 月 9 日 

I-131(約 8 日) 
N.D. 

(<7.8×10-7) 

N.D. 

(<7.6×10-7) 

N.D. 

(<8.1×10-7) 

Cs-134(約 2 年) 
N.D. 

(<2.2×10-6) 

N.D. 

(<2.0×10-6) 
3.4×10-6 

Cs-137(約 30 年) 
N.D. 

(<2.4×10-6) 
3.2×10-6 5.0×10-6 

原子炉格納容器ガス管理設備 

(チャコールフィルタ) 
核種（半減期） 

平成 23 年 

12 月 14 日 

平成 24 年 

1 月 12 日 

平成 24 年 

2 月 9 日 

I-131(約 8 日) 
N.D. 

(<1.5×10-6) 

N.D. 

(<1.6×10-6) 

N.D. 

(<1.3×10-6) 

Cs-134(約 2 年) 
N.D. 

(<3.8×10-6) 

N.D. 

(<3.6×10-6) 

N.D. 

(<3.6×10-6) 

Cs-137(約 30 年) 5.3×10-6 
N.D. 

(<4.1×10-6) 

N.D. 

(<3.9×10-6) 

N.D.：検出限界未満 

 

表 4-1 原子炉格納容器内の気体のサンプリング結果（バイアル瓶）について（2号機） 

(Bq/cm3) 

仮設ガスサンプリング装置(バイアル瓶) 
核種 

(半減期) 
平成 23 年 

8 月 9 日*) 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<(2.3～2.5)×10-1) 

Cs-134 

(約 2 年) 
8.2×10-1 

Cs-137 

(約 30 年) 
(7.0～9.6)×10-1  

Kr-85 

(約 11 年) 
(7.4～7.5)×101 

Xe-131m 

(約 12 日) 
(3.8～4.7)×101 

Xe-133 

(約 5 日) 

N.D. 

(<(4.9～6.0)×10-1) 

Xe-135 

(約9時間) 

N.D. 

(<(1.9～2.2)×10-1) 

N.D.：検出限界未満 

*) 採取 3 回分の値を記載 
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表 4-2 原子炉格納容器内の気体のサンプリング結果（バイアル瓶）について（2号機） 

(Bq/cm3) 

原子炉格納容器ガス管理設備(バイアル瓶(入口側)) 
核種 

(半減期) 
平成 23 年 

10 月 28 日 

平成 23 年 

11 月 2 日 

平成 23 年 

11 月 9 日 

平成 23 年 

11 月 14 日 

平成 23 年 

11 月 16 日 

平成 23 年 

11 月 22 日 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<2.1×10-1)  

N.D. 

(<1.3×10-1) 

N.D. 

(<1.3×10-1) 

N.D. 

(<1.3×10-1)

N.D. 

(<1.4×10-1)  

N.D. 

(<1.4×10-1)

Cs-134 

(約 2 年) 
1.1×100 8.4×10-1 

N.D. 

(<3.3×10-1)
5.8×10-1 

N.D. 

(<3.4×10-1) 

N.D. 

(<3.3×10-1)

Cs-137 

(約 30 年) 
1.7×100 9.6×10-1 

N.D. 

(<3.8×10-1)
8.1×10-1 

N.D. 

(<3.9×10-1) 
5.0×10-1 

Kr-85 

(約 11 年) 

N.D. 

(<4.6×101) 

N.D. 

(<2.6×101) 
8.8×101 

N.D. 

(<3.0×101)
7.5×102 4.4×101 

Xe-131m 

(約 12 日) 

N.D. 

(<5.1×100) 

N.D. 

(<3.2×100) 

N.D. 

(<3.1×100) 

N.D. 

(<4.0×100)

N.D. 

(<4.3×100) 

N.D. 

(<3.9×100)

Xe-133 

(約 5 日) 

N.D. 

(<4.0×10-1) 

N.D. 

(<2.4×10-1) 

N.D. 

(<2.7×10-1)

N.D. 

(<3.1×10-1)

N.D. 

(<3.0×10-1) 

N.D. 

(<2.5×10-1)

Xe-135 

(約9時間) 

N.D. 

(<1.6×10-1) 

N.D. 

(<1.1×10-1) 

N.D. 

(<1.1×10-1)

N.D. 

(<1.1×10-1)

N.D. 

(<1.2×10-1) 

N.D. 

(<1.1×10-1)

N.D.：検出限界未満 

 

表 4-3 原子炉格納容器内の気体のサンプリング結果（バイアル瓶）について（2号機） 

(Bq/cm3) 

原子炉格納容器ガス管理設備(バイアル瓶(入口側)) 
核種 

(半減期) 
平成 23 年 

11 月 29 日 

平成 23 年 

12 月 6 日 

平成 23 年 

12 月 15 日 

平成 23 年 

12 月 22 日 

平成 23 年 

12 月 28 日 

平成 24 年 

1 月 4 日 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<1.4×10-1)  

N.D. 

(<1.3×10-1) 

N.D. 

(<1.3×10-1) 

N.D. 

(<1.3×10-1)

N.D. 

(<1.3×10-1)  

N.D. 

(<1.3×10-1)

Cs-134 

(約 2 年) 
1.3×100 

N.D. 

(<3.4×10-1) 

N.D. 

(<3.3×10-1)
4.0×10-1 3.6×10-1 3.4×10-1 

Cs-137 

(約 30 年) 
1.9×100 

N.D. 

(<4.0×10-1) 

N.D. 

(<3.9×10-1)
5.1×10-1 5.5×10-1 

N.D. 

(<3.9×10-1)

Kr-85 

(約 11 年) 
5.4×101 

N.D. 

(<2.7×101) 
2.8×102 2.5×102 4.9×102 2.7×102 

Xe-131m 

(約 12 日) 

N.D. 

(<3.2×100) 

N.D. 

(<3.0×100) 

N.D. 

(<3.1×100) 

N.D. 

(<3.2×100)

N.D. 

(<4.2×100) 

N.D. 

(<3.3×100)

Xe-133 

(約 5 日) 

N.D. 

(<3.0×10-1) 

N.D. 

(<2.6×10-1) 

N.D. 

(<2.9×10-1)

N.D. 

(<3.0×10-1)

N.D. 

(<3.9×10-1) 

N.D. 

(<3.0×10-1)

Xe-135 

(約9時間) 

N.D. 

(<1.1×10-1) 

N.D. 

(<1.0×10-1) 

N.D. 

(<9.1×10-2)

N.D. 

(<1.0×10-1)

N.D. 

(<1.1×10-1) 

N.D. 

(<1.0×10-1)

N.D.：検出限界未満 

注）原子炉格納容器ガス管理設備のチャコールフィルタにおけるサンプリング結果では、

短半減期核種（Xe-133、Xe-135）が 10-2 Bq/cm3オーダーで僅かに検出されているが、こ

れは自発核分裂により発生しているものと考えられており、事故時に燃料から放出され

たものではない。 
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表 4-4 原子炉格納容器内の気体のサンプリング結果（バイアル瓶）について（2号機） 

 (Bq/cm3) 

原子炉格納容器ガス管理設備(バイアル瓶(入口側)) 
核種 

(半減期) 
平成 24 年 

1 月 11 日 

平成 24 年 

1 月 18 日 

平成 24 年 

1 月 25 日 

平成 24 年 

2 月 1 日 

平成 24 年 

2 月 6 日 

平成 24 年 

2 月 12 日 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<1.3×10-1)  

N.D. 

(<1.5×10-1) 

N.D. 

(<1.5×10-1) 

N.D. 

(<1.3×10-1)

N.D. 

(<1.3×10-1)  

N.D. 

(<1.3×10-1) 

Cs-134 

(約 2 年) 
5.1×10-1 6.0×10-1 6.7×10-1 3.5×10-1 

N.D. 

(<3.3×10-1) 

N.D. 

(<3.1×10-1)

Cs-137 

(約 30 年) 
5.6×10-1 7.1×10-1 6.0×10-1 7.4×10-1 5.4×10-1 

N.D. 

(<3.7×10-1)

Kr-85 

(約 11 年) 
1.8×102 4.1×101 

N.D. 

(<2.7×101) 

N.D. 

(<2.5×101)

N.D. 

(<2.6×101) 

N.D. 

(<2.6×101)

Xe-131m 

(約 12 日) 

N.D. 

(<3.6×100) 

N.D. 

(<3.6×100) 

N.D. 

(<3.6×100) 

N.D. 

(<3.0×100)

N.D. 

(<2.9×100) 

N.D. 

(<3.0×100)

Xe-133 

(約 5 日) 

N.D. 

(<2.6×10-1) 

N.D. 

(<2.7×10-1) 

N.D. 

(<2.5×10-1)

N.D. 

(<2.5×10-1)

N.D. 

(<2.5×10-1) 

N.D. 

(<2.4×10-1)

Xe-135 

(約9時間) 

N.D. 

(<1.1×10-1) 

N.D. 

(<1.1×10-1) 

N.D. 

(<1.1×10-1)

N.D. 

(<9.5×10-2)

N.D. 

(<1.0×10-1) 

N.D. 

(<9.5×10-2)

N.D.：検出限界未満 

 

表 4-5 原子炉格納容器内の気体のサンプリング結果（バイアル瓶）について（2号機） 

(Bq/cm3) 

原子炉格納容器ガス管理設備(バイアル瓶(入口側)) 
核種 

(半減期) 
平成 24 年 

2 月 17 日 

平成 24 年 

2 月 22 日 

平成 24 年 

2 月 29 日 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<1.2×10-1) 

N.D. 

(<1.1×10-1) 

N.D. 

(<1.2×10-1)  

Cs-134 

(約 2 年) 

N.D. 

(<3.1×10-1) 

N.D. 

(<3.0×10-1) 
4.7×10-1 

Cs-137 

(約 30 年) 
5.4×10-1 

N.D. 

(<3.7×10-1) 
6.2×10-1 

Kr-85 

(約 11 年) 

N.D. 

(<2.8×101) 

N.D. 

(<2.7×101) 

N.D. 

(<2.9×101) 

Xe-131m 

(約 12 日) 

N.D. 

(<3.0×100) 

N.D. 

(<3.0×100) 

N.D. 

(<3.0×100) 

Xe-133 

(約 5 日) 

N.D. 

(<2.4×10-1) 

N.D. 

(<2.2×10-1) 

N.D. 

(<2.3×10-1) 

Xe-135 

(約9時間) 

N.D. 

(<1.0×10-1) 

N.D. 

(<1.1×10-1) 

N.D. 

(<1.0×10-1) 

N.D.：検出限界未満 

注）原子炉格納容器ガス管理設備のチャコールフィルタにおけるサンプリング結果では、

短半減期核種（Xe-133、Xe-135）が 10-2 Bq/cm3オーダーで僅かに検出されているが、こ

れは自発核分裂により発生しているものと考えられており、事故時に燃料から放出され

たものではない。 
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表 5-1 原子炉格納容器内の気体のサンプリング結果(出口側分析)について（2号機） 

                             (Bq/cm3) 

原子炉格納容器ガス管理設備(粒子フィルタ) 
核種 

（半減期） 
平成 23 年 

11 月 1 日 

平成 23 年 

11 月 9 日 

平成 23 年 

11 月 14 日 

平成 23 年 

11 月 16 日 

平成 23 年 

12 月 2 日 

平成 23 年 

12 月 6 日 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<2.2×10-6)

N.D. 

(<3.0×10-6)

N.D. 

(<3.1×10-6)

N.D. 

(<2.7×10-6)

N.D. 

(<2.4×10-6) 

N.D. 

(<2.9×10-6)

Cs-134 

(約 2 年) 
2.3×10-5 2.0×10-5 1.4×10-5 

N.D. 

(<7.1×10-6)

N.D. 

(<7.1×10-6) 
1.9×10-5 

Cs-137 

(約 30 年) 
3.6×10-5 2.9×10-5 2.5×10-5 1.1×10-5 9.5×10-6 2.1×10-5 

原子炉格納容器ガス管理設備(チャコールフィルタ) 
核種 

（半減期） 
平成 23 年 

11 月 1 日 

平成 23 年 

11 月 9 日 

平成 23 年 

11 月 14 日 

平成 23 年 

11 月 16 日 

平成 23 年 

12 月 2 日 

平成 23 年 

12 月 6 日 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<4.2×10-6)

N.D. 

(<4.5×10-6)

N.D. 

(<2.9×10-6)

N.D. 

(<3.2×10-6)

N.D. 

(<1.7×10-6) 

N.D. 

(<1.5×10-6)

Cs-134 

(約 2 年) 
4.6×10-6 

N.D. 

(<4.2×10-6)
4.7×10-6 4.4×10-6 4.0×10-6 4.9×10-6 

Cs-137 

(約 30 年) 
6.6×10-6 6.2×10-6 6.5×10-6 

N.D. 

(<4.1×10-6)
5.4×10-6 6.5×10-6 

N.D.：検出限界未満 

 

表 5-2 原子炉格納容器内の気体のサンプリング結果(出口側分析)について（2号機） 

(Bq/cm3) 

原子炉格納容器ガス管理設備 

(粒子フィルタ) 核種 

（半減期） 平成 24 年 

1 月 13 日 

平成 24 年 

2 月 6 日 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<2.7×10-6) 

N.D. 

(<2.1×10-6) 

Cs-134 

(約 2 年) 
1.0×10-5 2.0×10-5 

Cs-137 

(約 30 年) 
1.4×10-5 2.3×10-5 

原子炉格納容器ガス管理設備 

(チャコールフィルタ) 核種 

（半減期） 平成 24 年 

1 月 13 日 

平成 24 年 

2 月 6 日 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<1.8×10-6) 

N.D. 

(<1.5×10-6) 

Cs-134 

(約 2 年) 
9.1×10-6 6.7×10-6 

Cs-137 

(約 30 年) 
1.1×10-5 1.1×10-5 

N.D.：検出限界未満 
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表 6 原子炉格納容器内の気体のサンプリング結果（バイアル瓶）について（3号機） 

(Bq/cm3) 

原子炉格納容器ガス管理設備 

(バイアル瓶(入口側)) 核種 

(半減期) 平成 24 年 

2 月 23 日 

平成 24 年 

2 月 24 日 

平成 24 年 

3 月 1 日 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<1.2×10-1) 

N.D. 

(<1.2×10-1) 

N.D. 

(<1.3×10-1)  

Cs-134 

(約 2 年) 
4.1×10-1 

N.D. 

(<3.0×10-1) 
4.0×10-1 

Cs-137 

(約 30 年) 
6.0×10-1 

N.D. 

(<3.7×10-1) 
7.2×10-1 

Kr-85 

(約 11 年) 

N.D. 

(<2.8×101)

N.D. 

(<5.2×101) 

N.D. 

(<2.5×101) 

Xe-131m 

(約 12 日) 

N.D. 

(<3.0×100)

N.D. 

(2.9×100) 

N.D. 

(<3.3×100) 

Xe-133 

(約 5 日) 

N.D. 

(<2.5×10-1)

N.D. 

(<2.5×10-1) 

N.D. 

(<2.2×10-1) 

Xe-135 

(約9時間) 

N.D. 

(<9.4×10-2)

N.D. 

(<1.0×10-1) 

N.D. 

(<1.0×10-1) 

N.D.：検出限界未満 

注）原子炉格納容器ガス管理設備のチャコールフィルタにおけるサンプリング結果では、

短半減期核種（Xe-133、Xe-135）が 10-2 Bq/cm3オーダーで僅かに検出されているが、こ

れは自発核分裂により発生しているものと考えられており、事故時に燃料から放出され

たものではない。 
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表 7 原子炉格納容器内の気体のサンプリング結果(出口側分析)について（3号機） 

               (Bq/cm3) 

原子炉格納容器ガス管理設備 

(粒子フィルタ) 核種 

（半減期） 平成 24 年 

2 月 24 日 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<2.3×10-6) 

Cs-134 

(約 2 年) 
1.8×10-5 

Cs-137 

(約 30 年) 
1.4×10-5 

原子炉格納容器ガス管理設備 

(チャコールフィルタ) 核種 

（半減期） 平成 24 年 

2 月 24 日 

I-131 

(約 8 日) 

N.D. 

(<1.8×10-6) 

Cs-134 

(約 2 年) 
3.6×10-5 

Cs-137 

(約 30 年) 
4.8×10-5 

N.D.：検出限界未満 

 

以上 
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原子炉格納容器水位の計算方法について 

 

原子炉格納容器の水位を計測する計器がないことから、代替として圧力計指示値の換算

によって水位を推定している。ここでは、水位の計算方法について述べる。なお、本来の

使用目的から外れているため、冷却状況の補足的な傾向監視手段との位置づけで使用する。 

 

１．１号機 

原子炉格納容器内の水位は，窒素封入装置吐出圧力とドライウェル圧力（圧力取出点が

気相部にある場合）の差が窒素封入口にかかる水頭圧となることを利用して，これを水位

換算する。具体的には以下の式により算出する。 

PN2＝PD/W＋ρｇΔH 

      PN2：PCV 窒素封入圧力、PD/W：ドライウェル圧力、 

ρ：水密度、ｇ：重力加速度、ΔH：窒素封入口を基点としたドライウェル内水位 

 より、 

 

 PCV 水位（OP.(mm)） ＝ ｛PN2 (kPa)－窒素封入ラインの流路圧損(kPa)－PD/W (kPa)｝ 

                                ／（ρ(kg/m3)×9.80665×10-6）＋6700 

ここでは、水密度は簡単のため 1000kg/m3とし、窒素封入ラインの流路圧損は、RPV への窒素

封入を開始するまでは 2kPa、RPV への窒素封入を開始した後は 3kPa とした。なお、流路圧損

は現在評価中であり、今後変更の可能性がある。 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 1 号機 PCV内水位推定の模式図 

添付資料－７ 

PT PI 

水位 ΔH 

ドライウェル圧力 

PD/W 

PCV 窒素封

入圧力 PN2 

RPV への窒素供給
ライン 

OP.6,700

OP.15,150

窒素封入装置

※PI：圧力指示計 

PT：圧力伝送器 
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ドライウェル圧力計と窒素封入ラインの位置関係について図１に示す。窒素封入装置は

流量調整弁による流量制御システムであり、原子炉格納容器の窒素封入口が気相部であれ

ば，PCV 窒素封入圧力はドライウェル圧力と同程度（圧損分の 3kPa 程度高め）の圧力を

指示する。一方，原子炉格納容器窒素封入ライン（OP.6,700）より上に水があれば，原子

炉格納容器窒素封入圧力は，ドライウェル圧力より水頭圧分高くなることになる。 

各計器の精度、読み取り誤差を考慮すると、推定した水位の精度は概ね±1m程度と考え

られる。 

 

２．２号機 

原子炉格納容器内の水位は，RHR ポンプ吐出圧力とドライウェル圧力（圧力取出点が気相

部にある場合）の差が圧力抑制室プール水を経由して RHR ポンプ吐出圧力計にかかる水頭

圧となることを利用して，これを水位換算する。具体的には以下の式により算出する。 

 

PRHR＝PD/W＋ρｇΔH 

      PRHR：RHR ポンプ吐出圧力、PD/W：ドライウェル圧力、 

ρ：水密度、ｇ：重力加速度、ΔH：PRHR測定位置を基点としたドライウェル内水位 

 より、 

 

 PCV 水位（OP.(mm)） ＝ ｛PRHR (kPa)－PD/W (kPa)｝／（ρ(kg/m
3)×9.80665×10-6）－1030 

ここでは、水密度は簡単のため 1000kg/m3とする。 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ２号機 PCV内水位推定の模式図 

PT 

PT 

水位 ΔH 

ドライウェル圧力 

PD/W 

RHRポンプ吐出圧  
PRHR 

OP.－1,030 

OP.15000～15480 

RHRポンプ 

※PT：圧力伝送器 
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ドライウェル圧力計と RHRポンプ吐出圧力計の位置関係について図２に示す。配管系に

計測に支障となるような損傷や閉塞等が無い状態であれば、原子炉格納容器内の水頭圧は

ベント管からサプレッションプール、RHR ポンプを経由して RHR ポンプ吐出圧力計で計

測可能である。ただし、現状、RHRポンプの吐出圧力計が未校正であり、また、測定する

水頭圧に対して計器の測定範囲が大きいため絶対値の信頼性は低い。 

 

３．３号機 

原子炉格納容器内の水位は，圧力抑制室圧力とドライウェル圧力（圧力取出点が気相部

にある場合）の差が圧力抑制室圧力計にかかる水頭圧となることを利用して，これを水位

換算する。具体的には以下の式により算出する。 

 

PS/C＝PD/W＋ρｇΔH 

      PS/C：S/C 圧力、PD/W：ドライウェル圧力、 

ρ：水密度、ｇ：重力加速度、ΔH：PS/C測定位置を基点としたドライウェル内水位 

 より、 

 

 PCV 水位（OP.(mm)） ＝ ｛PS/C (kPa)－PD/W (kPa)｝／（ρ(kg/m
3)×9.80665×10-6）＋3780 

ここでは、水密度は簡単のため 1000kg/m3とする。 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ３号機 PCV内水位推定の模式図 

 

ドライウェル圧力計と S/C 圧力計の位置関係について図３に示す。配管系に計測に支障

となるような損傷や閉塞等が無い状態であれば、PCV 内の水頭圧はベント管からサプレッ

PT 

PT 水位 ΔH 

ドライウェル圧力 

PD/W 

S/C圧力  
PS/C 

OP.3,780 

OP.15,000～15,480 

※PT：圧力伝送器 
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ションプールを経由して S/C 圧力計で計測可能である。ただし、現状、S/C 圧力計が未校

正であるため絶対値の信頼性は低い。 

 

 

（参考） 

図４から図６に PCV水位推定値のトレンドを示す。PCV水位は PCVへの注水量と PCV

からの液相漏えい量がバランスしたところで平衡に達すると考えられる。前者は原子炉圧

力容器内への注水量から蒸気発生量を差し引いた量に、後者は漏えい孔の位置や程度、ド

ライウェル圧力や水頭による押し出し圧力に依存すると考えられる。 

得られたトレンドに対する考察について、以下にまとめる。差圧から換算された水位推

定値は、絶対値の信頼性は低いものの、注水量やドライウェル圧力に追従していることか

ら、PCV水位の挙動をある程度反映していると考えられる。 

 

（１）1号機 

平成 23 年 10 月末からの注水量増加に追従して窒素封入圧力とドライウェル圧力の差圧

（以下、「窒素との差圧」）が上昇したことが確認された。その後、差圧の低下が確認され

たが、これは、窒素との差圧（PCV 水位）上昇によって漏えい孔が水没し、ドライウェル

圧力が上昇に転じたことによるものと推定される。平成 23年 12月 8日からのガス管理設

備による排気によってドライウェル圧力が減少したこと、平成 23 年 12 月中旬から注水量

を増加させていることから、PCV水位は再上昇し、現在は OP.8,000程度で推移していると

推測される。 

以上から、窒素との差圧は注水量およびドライウェル圧力に追従していることから、こ

の差圧は PCV水位の挙動をある程度反映していると推定される。 

 

（２）２号機 

平成 23年 9月中旬からの注水量増加操作に追従して RHR吐出圧力とドライウェル圧力

の差圧（以下、「RHRとの差圧」）が上昇したのち、注水を増加させるも上昇は頭打ち（水

位換算で OP.10,000～11,000 程度）となっている。このことから、この付近に漏えい孔が

あるものと推定される。平成 23 年 10 月 6 日あたりから RHR との差圧が減少に転じたこ

とが確認された。この当時、ドライウェル圧力が上昇しており、このドライウェル圧力上

昇に伴い、PCV からの液相リーク量が増加した可能性が考えられる。その後、平成 23 年

10月 28日からのガス管理設備による排気によってドライウェル圧力が減少したことから、

RHRとの差圧は再上昇し、現在は安定して推移（水位換算で OP.10,000程度）している。 

以上から、RHRとの差圧は注水量およびドライウェル圧力に追従していることから、こ

の差圧は PCV 水位の挙動を反映していると推定されるが、RHR 吐出配管内の液相部に空

気溜まりが存在している可能性があり、指示値に影響を与えている可能性もあることから、

現在、参考扱いとしている。今後、PCV 内部調査等の結果を踏まえて、指示の妥当性を検

討する。 
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（３）３号機 

3号機のドライウェル圧力はほぼ大気圧状態で変動がなく、S/C圧力とドライウェル圧力

との差圧（以下、「S/Cとの差圧」）は、注水量のみに依存する傾向を示している。現在まで

注水量と漏えい量に応じて、S/Cとの差圧は安定的に推移している（水位換算で OP.11,000

～13,000程度）。 

以上から、S/Cとの差圧は注水量およびドライウェル圧力に追従していることから、この

差圧は PCV水位の挙動を反映していると推定される。なお、S/C圧力計は校正されていな

いため、ドリフト等の可能性も考えられる。このため、実際の水位と比較した場合、絶対

値には若干の差があると考えられるが、トレンドとしてはある程度信頼のおけるものと考

えられる。 
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図５ ２号機 PCV推定水位のトレンド 
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図６ ３号機 PCV推定水位のトレンド 

 

以上 
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2. 放射性物質に汚染された瓦礫等の放射性固体廃棄物の管理 

2.1. 概要 

2.1.1. 現状及び中期的見通し 

(1) 事故の発災前に発生していた放射性固体廃棄物 

a. 現状 

1～6 号機を含めた発電所敷地内において、事故の発災前に発生していた放射性固体廃

棄物としては、原子炉内で照射された使用済制御棒、チャンネルボックス等、使用済樹

脂及びフィルタスラッジ、その他雑固体廃棄物がある。至近の記録に基づくそれらの保

管量は表 2-1 の通りである。 

これらの放射性固体廃棄物を、保管、貯蔵していた放射性固体廃棄物貯蔵施設には、

固体廃棄物貯蔵庫、サイトバンカ等がある。 

①雑固体廃棄物 

雑固体廃棄物を保管している固体廃棄物貯蔵庫については、現在、電源が一部しか復

旧していないが、保管状況確認、建屋健全性確認を実施している。 

また、一部の瓦礫等を一時保管するために、固体廃棄物貯蔵庫に保管していた一部の

廃棄物を固体廃棄物貯蔵庫外の仮設保管設備に移動している。 

②制御棒、チャンネルボックス等 

制御棒、チャンネルボックス等を保管しているサイトバンカについては、適切に水遮

へいされていることを確認しているが、保管物の状態は確認できていない。 

③使用済樹脂、フィルタスラッジ 

使用済樹脂貯蔵タンクが設置されている廃棄物処理建屋は、建屋入口付近に滞留水移

送配管があり、高線量により容易に人が立ち入れない状態となっている。さらに、監視

設備が故障している。また、機器ドレン廃樹脂タンク、造粒固化体貯槽が設置されてい

る廃棄物集中処理建屋は、滞留水処理装置が設置されており、人が立ち入れない状態と

なっている。さらに、監視設備が故障している。なお、運用補助共用施設の沈降分離タ

ンクは、外観目視により異常がないことを確認している。 

したがって、使用済樹脂、フィルタスラッジについては、一部を除き貯蔵状況の確認

ができない状態となっている。 

 

b. 中期的見通し 

固体廃棄物貯蔵庫、サイトバンカの詳細な保管状況確認、建屋の健全性確認結果を踏

まえ、その結果に応じて復旧作業を実施するとともに放射性固体廃棄物の保管を実施し

ていく。 

 

(2) 事故の発災後に発生した汚染された瓦礫等 

a. 現状 

1～6 号機を含めた発電所敷地内及び臨時の出入管理箇所において、事故の発災後に発
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生した汚染された瓦礫等、使用済保護衣等、伐採木がある。これらを回収し、一時保管

エリアに一時保管している。 

①瓦礫等 

発電所敷地内においては、今回の地震、津波、水素爆発による瓦礫や放射性物質に汚

染した資機材といった瓦礫等が発生している。これらのうち、回収した瓦礫等の保管量

は表 2-2 の通りである。回収した瓦礫等は、コンクリート、金属が主であり、その放射

線量は低い線量率のものから高い線量率のものまで幅広く存在している。 

現在、回収した瓦礫等は、一時保管エリアに一時保管している。また、発電所敷地内

の空間線量率を踏まえ、周囲への汚染拡大の影響の恐れのある瓦礫等については、容器

に収納、仮設保管設備に収納またはシート養生等にて一時保管している。 

②使用済保護衣等 

発電所および臨時の出入管理箇所において、放射性物質によって汚染された使用済保

護衣等を分別して、可能なものは圧縮等を実施して袋詰めまたは容器に収納し、決めら

れた場所に一時保管している。 

③伐採木 

回収した伐採した樹木については、決められた場所に屋外集積により一時保管してい

る。伐採木の保管量は表 2-3 の通りである。 

 

b. 中期的見通し 

現在一時保管している瓦礫等については、継続して保管管理していくとともに、瓦礫

等の線量率によって、遮へい機能のある建屋等への移動を実施していく。また、今後回

収する原子炉建屋等や敷地内の瓦礫等についても線量率に応じた保管管理を実施してい

くことにより、作業員の被ばく線量ならびに敷地境界の放射線量低減に努めていく。 

 

2.1.2. 基本的対応方針及び中期的計画 

(1) 基本的対応方針 

a. 事故の発災前に発生していた放射性固体廃棄物 

可能な限り事故前の管理に近づけるよう保管管理する。 

 

b. 事故の発災後に発生した汚染された瓦礫等 

原子炉建屋等から発生した放射性物質に汚染された瓦礫等は、容器に収納し、放射性

固体廃棄物貯蔵施設の適切な場所に保管することを基本とするが、放射性固体廃棄物貯

蔵施設への保管が困難な場合には、一時保管エリアを設定し、一時保管する。 

発電所敷地内で発生した放射性物質に汚染された瓦礫等は、一時保管エリアを設定し、

一時保管する。 

使用済保護衣等、伐採木は一時保管エリアを設定し、一時保管する。 
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(2) 中期的計画 

a. 事故の発災前に発生していた放射性固体廃棄物 

事故の発災前に発生していた放射性固体廃棄物については、保管・貯蔵施設の確認と

廃棄物の保管状況を確認する。その確認結果に応じて復旧作業の要否を判断し、今後、

復旧作業を実施していく。 

 

b. 事故の発災後に発生した汚染された瓦礫等 

①瓦礫等 

事故の発災後に発生した瓦礫等については、今後とも継続的に保管できるよう、瓦礫

等の発生量に応じて一時保管エリアを確保していく。 

現在、一時保管エリアについては、作業員の安全確保と被ばく低減の観点から、人がむ

やみに立ち入らないよう柵等の区画物によって区画し、入口等に立ち入りを制限する標

識を設置して、空間線量率を測定し、結果を表示している。また、放射線防護の観点か

ら、一時保管エリアでの空気中放射性物質濃度測定を定期的に実施していく。 

また、回収した瓦礫等については、材質や線量率によって可能な限り分別し、発電所

敷地内の空間線量率を踏まえ、周囲への汚染拡大の影響の恐れのある瓦礫等については、

飛散抑制措置を講じている。   

今後もこれらの運用を引き続き実施し、瓦礫等の一時保管エリアを管理していくとと

もに、線量率の高い瓦礫等については、遮へい機能を有した建屋等に移動すること等に

より敷地境界での放射線量低減を図っていく。なお、遮へい機能を有した建屋として固

体廃棄物貯蔵庫に瓦礫等を一時保管する場合には、スペースを確保するために固体廃棄

物貯蔵庫内に保管しているドラム缶を固体廃棄物貯蔵庫外に移動する可能性がある。ま

た、瓦礫等については、可能なものは切断、圧縮などの減容処理を行い、敷地内での保

管または再利用について検討し、行っていく。なお、回収が困難な場所や作業員の立ち

入りが少ない場所にある瓦礫等は、存在の把握に努め、必要に応じ線量率が高いことが

分かるように識別することにより、作業員の過剰な被ばくを防止していく。それらの瓦

礫等の回収については、今後検討していく。 

②使用済保護衣等 

発電所および臨時の出入管理箇所において発生した放射性物質によって汚染された使

用済保護衣等については、可能なものは圧縮等を実施して袋詰めまたは容器に収納し、決

められた場所に一時保管している。今後もこの運用を継続していくとともに、焼却等の減

容処理を検討していく。 

③伐採木 

伐採した樹木については、敷地内に場所を決め一時保管するとともに、積載量制限等

の防火対策を実施しており、引き続き実施していく。 

   

なお、回収して一時保管する土等がある場合には、エリアを定め、一時保管していく。 
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2.2. 設備等の設計方針 

(1) 貯蔵設備 

放射性固体廃棄物は、固体廃棄物貯蔵庫またはサイトバンカ等に貯蔵保管する設計と

する。 

また、瓦礫等はその線量率に応じて、分別して一時保管エリアに一時保管する。 

(2) 被ばく低減 

瓦礫等の一時保管エリアについては、人が常時立入る場所において遮へい対策を施す

ことが効果的である場合は遮へいを行う。 

(3) 飛散等の防止 

瓦礫等は、発電所敷地内の空間線量率を踏まえ、周囲への汚染拡大の影響の恐れのあ

る場合には、容器に収納または、仮設保管設備や遮へい機能を有した建屋等に収納また

は、シートで養生する等の措置を実施する。 

(4) 貯蔵能力 

瓦礫等の一時保管エリアについては、現在設定されている一時保管エリアの保管容量

が約 69,000m3（覆土式一時保管施設分を含む）となっており、さらに追加の一時保管エ

リア設置の準備もしている。現在、一時保管エリアにおける瓦礫等の保管量は約 34,000m3

である。今後原子炉建屋上部瓦礫撤去に関する工事で発生する量は約 15,000m3と見込ん

でおり、平成 24 年末までこの工事に伴い発生した瓦礫等を一時保管できる容量があると

考えている。なお、撤去工事の変動やその他の工事等による瓦礫等の保管量増加により

容量不足が見込まれる場合には、追加の一時保管エリアを設定する。 

使用済保護衣等、伐採木の一時保管エリアについては、発生する使用済保護衣等、伐

採木を一時保管できる容量とする。なお、保管量増加により容量不足が見込まれる場合

には、追加の一時保管エリアを設定する。 

 

2.3. 主要設備 

(1) 固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物を詰めたドラム缶等は、遮へい機能を有した固体廃棄物貯蔵庫内に保管す

る。 

瓦礫等は、材質により可能な限り分別し、容器に収納して一時保管エリアとしての固

体廃棄物貯蔵庫内に一時保管する。 

(2) サイトバンカ 

使用済制御棒等の放射化された機器は使用済燃料プールまたはサイトバンカで保管す

る。 

瓦礫等は、材質により可能な限り分別し、必要に応じてサイトバンカ内に一時保管す

る。 

(3) 一時保管エリア 
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瓦礫等は、材質により可能な限り分別し、瓦礫等の線量率により、仮設保管設備もし

くは遮へい機能を有した建屋等または屋外の一時保管エリアに一時保管する。 

使用済保護衣等は、仮設保管設備または屋外の一時保管エリアに一時保管する。 

伐採木は、屋外の一時保管エリアに一時保管する。 

(4) 覆土式一時保管施設 

  瓦礫等は、一時保管エリアの中に設置する覆土式一時保管施設に一時保管することが

できる。 

  覆土式一時保管施設は、線量低減対策として覆土による遮へい機能を有する一時保管

施設で、設置工事工程は表 2-4 の通りである。（添付資料-1 参照） 

  覆土式一時保管施設は、地面を掘り下げ、底部にベントナイトシート、遮水シート、

保護土を設置し、瓦礫等を収納して上から保護シート、土、遮水シートで覆う構造であ

る。遮水シートにより雨水等の浸入を防止し、飛散、地下水汚染を防止する。また、保

管施設内に溜まった水をくみ上げる設備を設ける。（添付資料-2 参照） 

 

2.4. 運用 

2.4.1. 事故の発災前に発生していた放射性固体廃棄物 

(1) 保管状況確認 

事故の発災後の固体廃棄物貯蔵庫等の保管状況確認ならびに建屋が機能維持している

かの健全性確認を計画し、固体廃棄物貯蔵庫について確認を実施している。 

固体廃棄物貯蔵庫は、電源が一部しか復旧していない。第 1棟及び第 2棟については、

屋根の梁部や壁面に損傷が見られ、第 3 棟及び第 4 棟については、床面に陥没や壁面に

損傷している箇所が見られる。第 5～8 棟については、壁面や床面にひび割れが見られる

ものの大きな損傷はみられない。また、保管状況については、保管しているドラム缶に

転倒、落下が見られ、一部開缶しているものもある。 

(2) 復旧作業 

固体廃棄物貯蔵庫等の詳細な保管状況確認、健全性確認を実施した結果を踏まえて、

復旧方法を検討し、廃棄物の保管が適切に管理されるよう必要に応じて建屋の修繕、廃

棄物の整理整頓等、固体廃棄物貯蔵庫等の復旧作業を実施する。（表 2-4 参照） 

固体廃棄物貯蔵庫については、3 年程度での復旧を目標とする。ただし、建屋の損傷や

廃棄物の保管状態の程度による。 

運用補助共用施設内にある使用済燃料共用プール冷却浄化系については、点検・復旧

を計画しており、復旧後、この冷却浄化系のろ過脱塩装置より発生する使用済樹脂は、

運用補助共用施設内の本設の沈降分離タンクで保管する。 

(3) 保管管理 

現在、被ばくの観点等から、施設や制御室へ容易に立ち入ることが困難であるが、人

が施設に容易に立入り可能となった後、施設への保管物の出入りが発生した場合には、

以下の管理を実施していく。 
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a. 雑固体廃棄物 

①巡視・保管量確認 

固体廃棄物貯蔵庫における放射性固体廃棄物の保管状況を確認するために、定期的に

貯蔵庫を巡視するとともに、保管量を確認する。 

②管理上の注意事項の掲示 

固体廃棄物貯蔵庫の目につきやすい場所に管理上の注意事項を掲示する。 

 

b. 制御棒、チャンネルボックス等 

①巡視・保管量確認 

サイトバンカにおける原子炉内で照射された使用済制御棒、チャンネルボックス等の

保管状況を確認するために、定期的にサイトバンカを巡視するとともに、保管量を確認

する。 

②管理上の注意事項の掲示 

サイトバンカの目につきやすい場所に管理上の注意事項を掲示する。 

 

c. 使用済樹脂、フィルタスラッジ 

①巡視・保管量確認 

現在は監視設備の故障により確認が困難であるが、監視設備が復旧後、使用済樹脂貯

蔵タンク、機器ドレン廃樹脂タンクにおける使用済樹脂の貯蔵状況を定期的に監視し、

貯蔵量を確認する。 

②管理上の注意事項の掲示 

造粒固化体貯槽の目につきやすい場所に管理上の注意事項を掲示する。 

 

2.4.2. 事故の発災後に発生した汚染された瓦礫等 

(1) 収集・処理 

a. 瓦礫等 

①分別 

(ⅰ) 発電所敷地内で発生した瓦礫等 

発電所敷地内で発生した瓦礫等は、撤去現場でコンクリートや金属類などの材質によ

り可能な限り分別し、瓦礫等の線量率が目安値を超える場合には、容器に収納して一時

保管エリアまたは固体廃棄物貯蔵庫に一時保管するか、仮設保管設備に一時保管するか、

シート養生等を施し屋外に一時保管している。瓦礫等の線量率が目安値を下回る場合に

は、一時保管エリアに屋外集積している。 

発電所敷地内で発生した瓦礫等の処理フローを表 2-5 に示す。 

(ⅱ) 原子炉建屋上部瓦礫撤去に関する工事等で発生する瓦礫等 

発電所敷地内で発生した瓦礫等のうち、原子炉建屋上部瓦礫撤去に関する工事等で発

生する瓦礫等は、瓦礫等の線量率が目安値を超える場合には、コンクリートや金属類な
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どの材質により可能な限り分別して、容器に収納して屋外の一時保管エリアまたは固体

廃棄物貯蔵庫に一時保管する。瓦礫等の線量率が目安値を下回る場合は、コンクリート

や金属類などの材質により可能な限り分別して、その線量率に応じて覆土式一時保管施

設、仮設保管設備または屋外の一時保管エリアに一時保管する。また、覆土式一時保管

施設の空隙を減らすために搬入する瓦礫等について、可能なものは切断、圧縮を行うよ

う努める。 

なお、作業エリアで、高線量率の瓦礫等を確認した場合は、遮へい機能を有する一時

保管エリアで一時保管するか、容器に収納して一時保管エリアまたは固体廃棄物貯蔵庫

に保管する。 

原子炉建屋上部瓦礫撤去に関する工事等で発生する瓦礫等の処理フローを表 2-6 に示

す。 

 

②飛散抑制対策 

表面線量率が目安値を超える瓦礫等については、飛散抑制対策を実施している。 

目安値は、発電所敷地内の空間線量率を踏まえ、周囲への汚染拡大の影響がない値と

して設定し、表面線量率が目安値以下の瓦礫等については、周囲の空間線量率と有意な

差がないことから、飛散抑制対策は実施していない。 

今後、発電所敷地内の空間線量率が変化すれば、それを踏まえ適宜見直す予定である。 

飛散抑制対策としては、容器に収納、仮設保管設備あるいは遮へい機能を有した建屋

等に収納または、シートによる養生等を実施している。 

 

b. 使用済保護衣等 

発電所および臨時の出入管理箇所において保管している放射性物質によって汚染され

た使用済保護衣等については、保護衣・保護具の種類ごとに分別し、可能なものは圧縮

等を実施して袋詰めまたは容器に収納し、決められた場所に一時保管している。 

 

c. 伐採木 

①防火対策 

防火対策として、積載高さを 5m 未満とする積載制限や通気性確保により温度上昇を抑

え、定期的な水の散布により、発火を抑える。 

なお、伐採木をシートで養生することは、放熱が抑制、蓄熱が促進され、蓄熱火災を

生じるおそれがあり、また、散布した水が表面全体へ行き渡ることを妨げるため、実施

しない。 

また、火災時の初動対策として消火器を設置する。 

 

②飛散抑制対策 

保管中の伐採木に防火対策を講じることが飛散抑制対策のひとつである。したがって、
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防火対策の妨げとなるシート養生は、飛散抑制対策として実施しない。 

飛散の有無については、屋外集積されている伐採木周辺の土壌の分析により、伐採木

から飛散した放射性物質による汚染拡大の影響がないことを確認している。 

なお、伐採木周辺の土壌の分析により、有意な値が確認され、飛散抑制対策が必要と

なった場合には、飛散防止剤を散布する等の対策を講じることとする。 

 

(2) 保管管理 

a. 瓦礫等 

①区画 

関係者以外がむやみに立ち入らないよう、一時保管エリアに柵かロープ等により区画

を行い、立ち入りを制限する旨を表示している。 

②線量率測定 

作業員の被ばく低減の観点から、放射性物質に汚染された瓦礫等の一時保管エリアの

空間線量率を定期的に測定している。測定結果は作業員への注意喚起のため、一時保管

エリアに表示している。 

③空気中放射性物質濃度測定 

放射線防護の観点から、一時保管エリアにおいて空気中放射性物質濃度を定期的に測

定する。また、空気中放射性物質濃度測定の結果が有意に高くないことにより、飛散抑

制対策が講じられていることを確認する。なお、測定結果が有意に高い場合には、適切

な放射線防護装備を使用するとともに、飛散抑制対策の追加措置等を検討する。 

④遮へい 

人が常時立入る場所において遮へい対策を施すことが効果的である場合は、遮へいを

行う。その際に、遮へい対策に要する被ばく線量と遮へい対策有無による作業被ばく線

量を考慮する等により判断する。また、中期的には瓦礫等の表面線量率によって、遮へ

い機能を有した建屋等に移動、一時保管すること等により敷地境界での放射線量低減を

図っていく。 

⑤巡視・保管量確認 

一時保管エリアにおける瓦礫等の一時保管状況を確認するために、定期的に一時保管

エリアを巡視するとともに、一時保管エリアへの保管物の出入りに応じて定期的に保管

量を確認している。また、瓦礫等の保管量集計においては、一時保管エリアの余裕がど

れくらいあるかを把握するため、エリア占有率を定期的に確認している。 

⑥覆土式一時保管施設における確認 

覆土式一時保管施設は、遮水シートによる雨水等の浸入防止対策が施されていること

を確認するために、槽内の溜まり水の有無を確認し、溜まり水が確認された場合には回

収する。 

 

b. 使用済保護衣等 
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a.瓦礫等の保管管理に準じる。 

 

c. 伐採木 

a.瓦礫等の保管管理に準じる。 

 

2.5. 添付資料 

添付資料-1：覆土式一時保管施設の主要仕様 

添付資料-2：覆土式一時保管施設の仕様と安全管理 
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表 2-1 事故の発災前に発生していた放射性固体廃棄物保管量 

保管場所 廃棄物の種類 保管量 備考 

固体廃棄物貯蔵庫 ドラム缶 175,806 本 

  その他廃棄物等 10,155 本 

  

（ドラム缶相当） (その他廃棄物等の

うち 7,436 本分は平

成23年10月末現在、

仮設保管設備に保

管） 

平成 23年 1月末

現在 

制御棒 1,378 本 

チャンネルボックス等 21,503 本 
サイトバンカ 

使用済燃料プール 
その他 186 m3 

平成 22 年 12 月

末現在 

タンク等 樹脂等 3,507 m3 
平成 23年 1月末

現在 

 

 

表 2-2 事故の発災後に発生した瓦礫等の保管量 

保管場所 種類 保管方法 

保管量 

（平成24年2月9

日時点） 

エリア 

占有率（％）

（平成 24 年 2

月 9 日時点）

固体廃棄物貯蔵庫 コンクリート、金属 容器 399 個 約 40 

Ａ：敷地北側 コンクリート、金属 仮設保管設備 約 8,000 m3 約 70 

Ｂ：敷地北側 コンクリート、金属 容器 452 個   100 

Ｃ：敷地北側 コンクリート、金属 屋外集積 約 16,000 m3 約 50 

Ｄ：敷地北側 コンクリート、金属 屋外集積 約 2,000 m3 約 60 

Ｅ：敷地北側 コンクリート、金属 屋外集積 約 1,000 m3 約 40 

Ｆ：敷地北側 コンクリート、金属 容器 100 個   100 

合計 約 34,000m3（うち容器 951 個）  
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表 2-3 事故の発災後に発生した伐採木の保管量 

保管場所 保管方法 
保管量 

（平成 24 年 2 月 9日時点） 

Ｇ：敷地北東側 屋外集積 約 16,000 m3 

Ｈ：敷地北西側 屋外集積 約 16,000 m3 

Ｉ：敷地北西側 屋外集積 約 11,000 m3 

Ｊ：敷地南側 屋外集積 約 12,000 m3 

Ｋ：敷地南東側 屋外集積 約 5,000 m3 

合計 約 59,000m3 

 

 

表 2-4 工程 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

固体廃棄物貯蔵庫
復旧方法検討

覆土式一時保管施設
設置工事

平成23年度 平成24年度

1槽目準備工事

2槽目準備工事

1槽目瓦礫等搬入

2槽目瓦礫等搬入
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表 2-5 発電所敷地内で発生した瓦礫等の処理フロー 

表面線量率が
目安値※1,2（100μSv/h）

以下

瓦礫等

ス
テ
ッ
プ
２

屋外集積
建屋収納

（飛散抑制対策）
容器収納

（飛散抑制対策）
シート養生

（飛散抑制対策）

可能な限り分別
（コンクリート・

金属類）

可能な限り分別
（コンクリート・

金属類）

一
時
保
管

屋外集積
建屋収納

（飛散抑制対策）
容器収納

（飛散抑制対策）
シート養生

（飛散抑制対策）一
時
保
管

減容等処理

再利用 再利用 再利用 再利用保管 保管 保管 保管

ステップ２以降に発生したものも含め，一時保管の状態を維持

減容等処理 減容等処理 減容等処理

NO

YES

※1 目安値は発電所敷地内の空間線量率を踏まえ適時見直し
※2 目安を判断することができる場合は、表面そのものの測定を実施しないことがある

表面線量率に応じた対策を実施※3

※3 建屋周辺から撤去した瓦礫等のうち表面線量率1mSv/h以下の瓦礫等はシート養生、
1mSv/hを超える瓦礫等は容器収納。建屋近傍から撤去した比較的表面線量率の高い瓦礫
等を収納した容器は遮へい機能を有した建屋に収納、建屋から離れた場所から撤去した
比較的表面線量率の低い瓦礫等を収納した容器は屋外集積により一時保管。

※
ス
テ
ッ
プ
２
以
降
も
目
安
値
に
よ
る
分
別
を
継
続

表面線量率が
目安値※1,2（100μSv/h）

以下

瓦礫等

ス
テ
ッ
プ
２

屋外集積
建屋収納

（飛散抑制対策）
容器収納

（飛散抑制対策）
シート養生

（飛散抑制対策）

可能な限り分別
（コンクリート・

金属類）

可能な限り分別
（コンクリート・

金属類）

一
時
保
管

屋外集積
建屋収納

（飛散抑制対策）
容器収納

（飛散抑制対策）
シート養生

（飛散抑制対策）一
時
保
管

減容等処理

再利用 再利用 再利用 再利用保管 保管 保管 保管

ステップ２以降に発生したものも含め，一時保管の状態を維持

減容等処理 減容等処理 減容等処理

NO

YES

※1 目安値は発電所敷地内の空間線量率を踏まえ適時見直し
※2 目安を判断することができる場合は、表面そのものの測定を実施しないことがある

表面線量率に応じた対策を実施※3

※3 建屋周辺から撤去した瓦礫等のうち表面線量率1mSv/h以下の瓦礫等はシート養生、
1mSv/hを超える瓦礫等は容器収納。建屋近傍から撤去した比較的表面線量率の高い瓦礫
等を収納した容器は遮へい機能を有した建屋に収納、建屋から離れた場所から撤去した
比較的表面線量率の低い瓦礫等を収納した容器は屋外集積により一時保管。

※
ス
テ
ッ
プ
２
以
降
も
目
安
値
に
よ
る
分
別
を
継
続
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表 2-6 原子炉建屋上部瓦礫撤去に関する工事等で発生する瓦礫等の処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表面線量率が
目安値※1,2（1Sv/h）

を超える

瓦礫等

屋外集積

遮へい機能を有する
一時保管エリア

NO

YES

※1 目安値は発電所敷地内の空間線量率を踏まえ適時見直し
※2 目安を判断することができる場合は、表面そのものの測定を実施しないこと

がある

一時保管エリア
（容器収納）

固体廃棄物貯蔵庫
（容器収納）

表面線量率が
目安値※1,2（30mSv/h）

を超える

YES

可能な限り分別
（コンクリート・

金属類）

可能な限り分別
（コンクリート・

金属類）

NO

仮設保管設備

一
時
保
管

一
時
保
管

表面線量率が
目安値※1,2（100μSv/h）

を超える

YES

NO

一時保管エリア
（容器収納）

固体廃棄物貯蔵庫
（容器収納）

覆土式
一時保管施設

表面線量率が
目安値※1,2（1Sv/h）

を超える

瓦礫等

屋外集積

遮へい機能を有する
一時保管エリア

NO

YES

※1 目安値は発電所敷地内の空間線量率を踏まえ適時見直し
※2 目安を判断することができる場合は、表面そのものの測定を実施しないこと

がある

一時保管エリア
（容器収納）

固体廃棄物貯蔵庫
（容器収納）

表面線量率が
目安値※1,2（30mSv/h）

を超える

YES

可能な限り分別
（コンクリート・

金属類）

可能な限り分別
（コンクリート・

金属類）

NO

仮設保管設備

一
時
保
管

一
時
保
管

表面線量率が
目安値※1,2（100μSv/h）

を超える

YES

NO

一時保管エリア
（容器収納）

固体廃棄物貯蔵庫
（容器収納）

覆土式
一時保管施設
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添付資料-1 

 

覆土式一時保管施設の主要仕様 

 

大きさ：約 80ｍ×約 20m 

高さ ：約 4.5m（最大約 6m） 

設置個数：2 箇所 

保管容量：4000m3/箇所 

上  部：覆土（厚さ 1ｍ以上），遮水シート、保護シート 

底部、法面部：保護土、遮水シート、ベントナイトシート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 覆土式一時保管施設概略図 

 

覆土式一時保管施設からの直接線並びにスカイシャイン線による敷地境界線量率を評

価した結果、2 つの保管施設を合わせた敷地境界での放射線量率は約 3.7×10-3μSv/h と

なる。なお、搬入する瓦礫等の表面線量率を 30mSv/h として評価した。 

 

 

 

 

平面図

A-A’断面図

瓦礫等

約6m

遮へい用覆土1m以上 観測孔

遮水シート

地盤

保護土

保護シート

80m

20m

A A’

ベントナイトシート

平面図

A-A’断面図

瓦礫等

約6m

遮へい用覆土1m以上 観測孔

遮水シート

地盤

保護土

保護シート

80m

20m

A A’

ベントナイトシート
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添付資料-2 

覆土式一時保管施設の仕様と安全管理 

 

 瓦礫等搬入時 瓦礫等搬入後 

保管状態 

飛散抑制対策 ・搬入した瓦礫等は、保護シート

で覆い飛散を抑制する。 

・瓦礫等の搬入が全て終了した後

は、上に遮水シート※1を敷設し、

さらに覆土し飛散を抑制する。 

・底部にベントナイトシート、遮水シート※1を敷設し、その上に遮水

シート※1を保護するための土を敷く。 

・底面には、1.5％の縦断勾配を設ける。槽内の最も低い位置には観測

孔を設け、孔の底部には釜場を設置する。 

・雨水や地下水が槽内に浸入した場合には、観測孔から水を回収し、保

管または処理を実施する。 

雨水等の浸入防

止、地下水汚染防

止対策 

・瓦礫等の搬入時は、保護シート

で覆いをして、できるだけ瓦礫

等に雨がかからないようにす

る。 

・瓦礫等の搬入が全て終了した後

は、上に遮水シート※1を敷設し、

さらに覆土し雨水等の流入を防

止する。 

遮へい対策 ・瓦礫等を搬入した後、覆土する。 ・瓦礫等の搬入が全て終了した後

は、覆土する。覆土の厚さは搬

入時とあわせて 1m 以上とする。

保管管理 ・観測孔を用いて定期的に槽内の水位計測を行い、槽内に雨水や地下水

が浸入していないことを確認する。 

・施設の周辺の空間線量率、空気中放射性物質濃度を定期的に測定※2

し、線量率測定結果を表示する。 

・地下水の放射能濃度を定期的に測定※2する。 

・外観確認により、覆土の状態など施設に異常がないことを確認する。

・施設の保管量を確認する。 

・一時保管エリアに柵かロープ等により区画を行い、関係者以外の立ち

入りを制限する。 

異常時の措置 ・地震や大雨等に起因した覆土のすべりや陥没による遮へい機能の低

下など施設の保管状態に異常が認められた場合には、損傷の程度に応

じて遮へいの追加、施設の修復や瓦礫等の取り出しを行う。 
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※1：遮水シート 

(1)耐久性 

遮水シートの耐久性に関して、最も影響が大きい因子は紫外線の暴露であるが、本施設

では覆土により直接紫外線を受けない環境下にあることから、長期の耐久性を期待できる。 

本施設で使用する HDPE シート（高密度ポリエチレン）は、耐候性試験 5000 時間（自然

暴露で約 15 年に相当）で 80％以上の強度を持つことが規定されている 1)。 

また、ポリエチレンの耐放射線性については、105Gy 程度までは良好な耐放射線性を有す

ると報告されている 2)。今回、一時保管する瓦礫等の放射線量率は最大 30mSv/h 程度（約

30mGy/h）であることから、十分長い期間について、放射線による遮水シートの劣化が表れ

ることはないと考えられる。 

遮水シートの耐久性については、熱安定性、耐薬品性等についても品質上の規定が設け

られており 1)、いずれの項目についても基準を満足することを確認した。 

 

(2)施工時の品質確認 

シート施工の際、以下に示す試験によりシートの品質確認を行う。 

a.加圧試験（シート自動溶着部の水密性の確認） 

  シートの自動溶着部全数に対して、加圧試験を実施し、漏気がなく、圧力低下率が 20％

以下であることを確認する。 

b.負圧試験（シート手溶着部の水密性の確認） 

  シートの手溶着部全数に対して、負圧試験を実施し、気泡が発生しないことを確認す

る。 

c.スパーク試験（シート母材の水密性の確認） 

  シート全面に対して、スパーク試験を実施し、スパークが発生しないことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)出典：日本遮水工協会ホームページ（遮水シート日本遮水工協会自主基準） 

2)出典：先端材料シリーズ 照射効果と材料 日本材料学会編 （図 3.12 種々の高分子材料における耐

放射線性の比較） 
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※2：測定ポイント、測定結果表示箇所予定位置図 

 

 

 

：空間線量率測定ポイント

：空気中放射性物質濃度測定ポイント

：地下水放射性物質濃度測定ポイント

：空間線量率測定結果表示箇所

出入口

覆土式一時保管施設

一時保管エリアＬ

：空間線量率測定ポイント

：空気中放射性物質濃度測定ポイント

：地下水放射性物質濃度測定ポイント

：空間線量率測定結果表示箇所

出入口

覆土式一時保管施設

一時保管エリアＬ
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3. 使用済燃料プールからの燃料取り出し 

 

3.1. 概要 

使用済燃料プールからの燃料取り出し設備は、燃料取扱設備、構内用輸送容器、燃料取

り出し用カバーで構成する。 

燃料取扱設備は、燃料取扱機、クレーンで構成する。 

燃料取り出し用カバーは、燃料取扱設備を支持する。また、燃料取り出し用カバーには

換気設備を含む。 

なお、燃料の原子炉建屋外への搬出には、構内用輸送容器を使用する。 

使用済燃料プールからの燃料取り出し設備は、燃料を使用済燃料プール内の使用済燃料

貯蔵ラックから取り出し原子炉建屋から搬出するまでの取扱いを行うために必要な設備

である。 

今回の報告内容は、第３号機及び第４号機の使用済燃料プールからの燃料取り出しに係

る設備の設計方針、がれき撤去等の手順及び第４号機の燃料取り出し用カバーの構造強

度・耐震性、放射性物質の飛散・拡散防止機能、異常時の評価についてであり、それ以外

は、今後の設計の進捗に応じ報告内容の見直しを行い、確認を受けることとする。 

 

3.1.1. 現状及び中期的見通し 

使用済燃料プールからの燃料取り出し設備は、使用済燃料プールから燃料を取り出すた

めに必要な設備であり、今後、取り出し開始前までに設置する予定である。 

第１号機から第４号機の使用済燃料プールに貯蔵されている燃料体数を表 3-1 に示す。 

現状、第３号機及び第４号機において、燃料取り出しの準備として、原子炉建屋の上部

がれき撤去を行っている。 
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表 3-1 第 1～4 号機 使用済燃料プール貯蔵燃料体数一覧           （体） 

   1 号機 2 号機 3 号機 4 号機 

９×９燃料（Ａ型） 0 0 52 0 

９×９燃料（Ｂ型） 100 28 0 204 
新
燃
料 

新燃料合計 100 28 52 204 

７×７燃料 68 3 0 1 

８×８燃料 2 0 6 4 

新型８×８燃料 4 0 0 0 

新型８×８ジルコニウ

ムライナ燃料 
0 0 36 30 

高燃焼度８×８燃料 218 248 148 560 

９×９燃料（Ａ型） 0 0 324 0 

９×９燃料（Ｂ型） 0 336 0 736 

使
用
済
燃
料 

使用済燃料合計 292 587 514 1331 

合計 392 615 566 1535 

 

3.1.2. 基本的対応方針及び中期的計画 

使用済燃料プールからの燃料取り出し設備は、中期的に設置される設備であり、以下の

基本的対応方針に基づき設置する計画である。 

(1) 燃料取扱設備 

燃料取扱設備は、二重のワイヤなどにより落下防止を図るほか、駆動源喪失時にも

燃料集合体を落下させない設計とする。 

また、遮へい、臨界防止を考慮した設計とする。 

(2) 構内用輸送容器 

構内用輸送容器は、除熱、密封、遮へい、臨界防止を考慮した設計とする。また、

破損燃料集合体を収納して輸送する容器については、燃料集合体の破損形態に応じて

輸送中に放射性物質の飛散・拡散を防止できる設計とする。 

(3) 燃料取り出し用カバー 

燃料取り出し用カバーは、燃料取扱設備の支持、作業環境の整備及び放射性物質の

飛散・拡散防止ができる設計とする。 

 

第３号機及び第４号機は、原子炉建屋上部のがれき撤去、燃料取り出し用カバー設置、

燃料取扱設備設置を行った後、燃料取り出しを実施する計画である。詳細の工事工程は、

現在実施中のがれき撤去の見通しが不透明であることから、見通しが得られた段階で報告

を行い、確認を受けることとする。 

第１号機及び第２号機の計画は検討中であることから、計画が確定した段階で報告を行
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い、確認を受けることとする。 

 

3.1.3. 異常時の評価 

異常時の評価として使用済燃料プールへの燃料集合体落下事象の評価を行う。第４号機

における使用済燃料プールへの燃料集合体落下事象の評価の結果、設置許可申請書におけ

る燃料集合体の落下評価結果以下であり、周辺公衆に対し、著しい放射線被ばくのリスク

を与えることはない。詳細は添付資料－4-1 に示す。 

第４号機以外の評価はそれぞれの使用済燃料プールからの燃料取り出し設備設置工事

前までに報告を行い、確認を受けることとする。 

 

3.2. 設計方針 

3.2.1. 燃料取扱設備 

(1) 落下防止 

a. 使用済燃料貯蔵ラック上には、重量物を吊ったクレーンを通過できないようにイン

ターロックを設け、貯蔵燃料への重量物の落下を防止できる設計とする。 

b. 燃料取扱機の燃料把握機は、二重のワイヤや種々のインターロックを設け、また、

クレーンの主要要素は、二重化を施すことなどにより、燃料移送操作中の燃料集合体

等の落下を防止できる設計とする。 

(2) 遮へい 

燃料取扱設備は、使用済燃料プールから構内用輸送容器への燃料集合体の収容操作を、

燃料の遮へいに必要な水深を確保した状態で、水中で行うことができる設計とするか、

放射線防護のための適切な遮へいを設けて行う設計とする。 

(3) 未臨界性 

燃料取扱設備は、燃料集合体を一体ずつ取り扱う構造とすることにより、燃料の臨界

を防止する設計とする。 

(4) 放射線モニタリング 

燃料取扱エリアの放射線モニタリングのため、放射線モニタを設け放射線レベルを測

定し、これを免震重要棟に表示すると共に、過度の放射線レベルを検出した場合には警

報を出し、放射線業務従事者に伝える設計とする。 

(5) 構造強度 

a. 燃料取扱設備は、設計、材料の選定、製作及び検査について、適切と認められる規

格及び基準によるものとする。 

b. 燃料取扱設備は、地震荷重等の適切な組合せを考慮しても強度上耐え得る設計とす

る。 

(6) 単一故障 

a. 燃料取扱機の燃料把握機は、二重のワイヤや燃料集合体を確実につかんでいない場
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合には吊上げができない等のインターロックを設け、圧縮空気等の駆動源が喪失した

場合にも、フックから燃料集合体が外れない設計とする。 

b. 燃料取扱機の安全運転に係わるインターロックは電源喪失、ケーブル断線で安全側

になる設計とする。 

c. クレーンの主要要素は、二重化を施すことなどにより、移送操作中の構内用輸送容

器等の落下を防止できる設計とする。 

(7) 試験検査 

燃料取扱設備のうち安全機能を有する機器は、適切な定期的試験及び検査を行うこと

ができる設計とする。 

(8) 火災防護 

火災の発生が考えられる箇所について、火災の早期検知に努めるとともに、消火器を

設置することで初期消火を可能にし、火災により安全性を損なうことのないようにする。 

 

 また、破損燃料を取り扱う場合、燃料取扱設備は、破損形態に応じた適切な取扱手法に

より、移送中の放射性物質の飛散・拡散を防止できる設計とする。 

 

3.2.2. 構内用輸送容器 

(1) 除熱 

 使用済燃料の健全性及び構成部材の健全性が維持できるように、使用済燃料の崩壊熱

を適切に除去できる設計とする。 

(2) 密封 

周辺公衆及び放射線業務従事者に対し、放射線被ばく上の影響を及ぼすことのないよ

う、使用済燃料が内包する放射性物質を適切に閉じ込める設計とする。 

(3) 遮へい 

 内部に燃料を入れた場合に放射線障害を防止するため、使用済燃料の放射線を適切に

遮へいする設計とする。 

(4) 未臨界性 

 想定されるいかなる場合にも、燃料が臨界に達することを防止できる設計とする。 

(5) 構造強度 

 構内用輸送容器は取扱中における衝撃、熱等に耐え、かつ、容易に破損しない設計と

する。 

構内用輸送容器は、設計、材料の選定、製作及び検査について適切と認められる規格

及び基準によるものとする。 

適用する規格、基準の詳細については設計進捗に従い別途報告する。 

 

 また、破損燃料集合体を収納して輸送する容器は燃料集合体の破損形態に応じて輸送中
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に放射性物質の飛散・拡散を防止できる設計とする。 

 

3.2.3. 燃料取り出し用カバー 

(1) 燃料取り出し作業環境の整備 

燃料取り出し用カバーは、燃料取り出し作業に支障が生じることのないよう、風雨を

遮る設計とする。 

(2) 放射性物質の飛散・拡散防止 

燃料取り出し用カバーは、隙間を低減するとともに、換気設備を設け、排気はフィル

タユニットを通じて外部へ放出することにより、カバー内の放射性物質の大気への放出

を抑制できる設計とする。 

第４号機を除く異常時の評価結果を踏まえた燃料取り出し用カバー内の放射性物質

の大気への放出抑制機能の妥当性については、今後の報告の時に、確認を受けることと

する。 

(3) 監視機能 

換気設備の運転状態やフィルタユニット出入口で監視する放射性物質濃度等の監視

状態は現場制御盤及び免震重要棟に表示され、異常時は警報を発するなどの管理を行う。 

(4) 構造強度 

燃料取り出し用カバーは、設計、材料の選定、製作及び検査について、適切と認めら

れる規格及び基準によることを原則とするが、特殊な環境下での設置となるため、必要

に応じ解析や試験等を用いた評価により確認する。 

燃料取り出し用カバーは、燃料取扱設備を支持するために必要な構造強度を有する設

計とする。 

(5) 火災防護 

火災の発生が考えられる箇所について、火災の早期検知に努めるとともに、消火器を

設置することで初期消火を可能にし、火災により安全性を損なうことのないようにする。 

 

3.3. 主要設備 

3.3.1. 燃料取扱設備 

燃料取扱設備は、燃料取扱機、クレーンで構成する。 

(1) 燃料取扱機 

燃料取扱機は、使用済燃料プール及びキャスクピット上を水平に移動するブリッジ並

びにその上を移動するトロリで構成する。 

(2) クレーン 

クレーンは、オペレーティングフロア上部を水平に移動するガーダ及びその上を移動

するトロリで構成する。 
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3.3.2. 構内用輸送容器 

構内用輸送容器は、容器本体、蓋、バスケット等で構成する。 

 

3.3.3. 燃料取り出し用カバー 

燃料取り出し用カバーは、使用済燃料プールを覆う構造としており、必要により、燃料

取扱機支持用架構及びクレーン支持用架構を有する。第４号機の詳細を添付資料－3-1 に

示す。 

 また、燃料取り出し用カバーは換気設備及びフィルタユニットを有する。第４号機の詳

細を添付資料－3-2 に示す。 

 

3.4. 耐震性 

3.4.1. 燃料取扱設備 

(1) 燃料取扱機 

燃料取扱機は、使用済燃料プール、使用済燃料貯蔵ラックへの波及的影響を考慮する

こととし、検討用地震動Ｓｓにより使用済燃料プール、使用済燃料貯蔵ラックへ落下し

ないことの確認を行う。 

耐震性に関する評価にあたっては、「JEAG4601 原子力発電所耐震設計技術指針」に準

拠することを基本とするが、必要に応じて試験結果等を用いた現実的な評価を行う。 

 

(2) クレーン 

クレーンは、使用済燃料プール、使用済燃料貯蔵ラックへの波及的影響を考慮する。

クレーンは、「JEAG4601･補-1984 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類･許容応力

編」に基づき、通常時は使用済燃料プール上にはなく、基準地震動Ｓｓが発生して使用

済燃料プール、使用済燃料貯蔵ラックを損傷させる可能性は少ないため、検討用地震動 

Ｓｄにより使用済燃料プール、使用済燃料貯蔵ラックへ落下しないことの確認を行う。 

耐震性に関する評価にあたっては、「JEAG4601 原子力発電所耐震設計技術指針」に準

拠することを基本とするが、必要に応じて試験結果等を用いた現実的な評価を行う。 

 

3.4.2. 燃料取り出し用カバー 

燃料取り出し用カバーは、その損傷による原子炉建屋、使用済燃料プール、使用済燃料

貯蔵ラックへの波及的影響を考慮することとし、検討用地震動Ｓｓにより確認を行う。 

耐震性に関する評価にあたっては、「JEAG4601 原子力発電所耐震設計技術指針」に準拠

することを基本とするが、必要に応じて試験結果等を用いた現実的な評価を行う。 

第４号機の評価の結果、検討用地震動Ｓｓに対し、原子炉建屋、使用済燃料プール、使

用済燃料貯蔵ラックへ波及的影響を及ぼさないことを確認した。詳細は添付資料－3-1 に

示す。 
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3.5. 主要仕様 

使用済燃料プールからの燃料取り出し設備の主要仕様を表 3-2 に示す。 

 

3.6. 運用 

3.6.1. 燃料集合体の健全性確認 

使用済燃料プールに貯蔵されている燃料集合体について、移送前に燃料集合体の機械的

健全性を確認する。 

 

3.6.2. 破損燃料の取り扱い 

燃料集合体の機械的健全性確認において、破損が確認された燃料集合体を移送する場合

には、破損形態に応じた適切な取扱手法及び収納方法により、放射性物質の飛散・拡散を

防止する。 

 

3.6.3. 使用済燃料プール付近のがれき撤去等 

がれき等を撤去する際は、がれき等を使用済燃料プールに落下させ波及的影響を与える

ことのないよう防止策を講じる。 
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3.7. 添付資料 

添付資料－1 燃料取扱設備の設計等に関する説明書 

添付資料－1-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書※1 

添付資料－1-2 燃料の落下防止、臨界防止に関する説明書※1 

添付資料－1-3 放射線モニタリングに関する説明書※1 

添付資料－1-4 燃料の健全性確認及び取り扱いに関する説明書※1 

 

添付資料－2 構内用輸送容器の設計等に関する説明書 

添付資料－2-1 構内用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書※1 

添付資料－2-2 破損燃料用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書※1 

添付資料－2-3 構内輸送時の措置に関する説明書※1 

 

添付資料－3 燃料取り出し用カバーの設計等に関する説明書 

添付資料－3-1 燃料取り出し用カバーの構造強度及び耐震性に関する説明書※2 

添付資料－3-2 放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能に関する説明書※2 

添付資料－3-3 がれき撤去等の手順に関する説明書 

 

添付資料－4 異常時に関する説明書 

添付資料－4-1 移送操作中の燃料集合体の落下※2 

 

 

※1 及び※2（第４号機を除く）の説明書については、現地工事開始前までに報告を行い、

確認を受けることとする。 
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表 3-2 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備主要仕様 

 

※：一部の主要仕様の詳細については、現地工事開始前までに報告を行い、確認を受ける

こととする。 

 

1. 燃料取扱設備 

(1) 燃料取扱機 

   個数   1 

(2) クレーン 

   個数   1 

 

2. 構内用輸送容器 

   個数   1 式 

 

3. 燃料取り出し用カバー（換気設備含む） 

（第４号機を除く） 

   個数   1 式 

 

（第４号機） 

(1) 燃料取り出し用カバー 

   種類   鉄骨造 

   寸法   約 69m（南北）×約 31m（東西）×約 53m（地上高） 

    （作業環境整備区画） 

    約 55m（南北）×約 31m（東西）×約 23m（オペレーテ 

ィングフロア上部高さ） 

   個数   1 個 

 

(2) 送風機（給気フィルタユニット） 

   種類   遠心式 

   容量   25,000m3/h 

   台数   3 台 

 

(3) プレフィルタ（給気フィルタユニット） 

   種類   中性能フィルタ（袋型） 

   容量   25,000m3/h 

   台数   3 台 
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(4) 高性能粒子フィルタ（給気フィルタユニット） 

   種類   高性能粒子フィルタ 

   容量   25,000m3/h 

   効率   97%（粒径 0.3μm）以上 

   台数   3 台 

 

(5) 給気加熱器（給気フィルタユニット） 

   種類   電気ヒータ 

   容量   451kW 

   台数   1 基 

 

(6) 排風機（排気フィルタユニット） 

   種類   遠心式 

   容量   25,000m3/h 

   台数   3 台 

 

(7) プレフィルタ（排気フィルタユニット） 

   種類   中性能フィルタ（袋型） 

   容量   25,000m3/h 

   台数   3 台 

 

(8) 高性能粒子フィルタ（排気フィルタユニット） 

   種類   高性能粒子フィルタ 

   容量   25,000m3/h 

   効率   97%（粒径 0.3μm）以上 

   台数   3 台 

 

(9) 放射性物質濃度測定器（排気フィルタユニット出入口） 

   検出器種類  シンチレーション検出器 

   計測範囲   10-1～104s-1 

   台数   排気フィルタユニット入口 1 台 

    排気フィルタユニット出口 2 台 
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(10) ダクト 

  a. カバー内ダクト 

    種類   長方形はぜ折りダクト／鋼板ダクト 

    材質   溶融亜鉛めっき鋼板（SGCC 又は SGHC）／SS400 

  b. 屋外ダクト 

    種類   長方形はぜ折りダクト／鋼板ダクト 

    材質 溶融亜鉛めっき鋼板（SGCC 又は SGHC、ガルバニウム付

着）／SS400 

  c. 柱架構ダクト 

    種類   柱架構 

    材質   鋼材 

 

 

 

 

 

表 3-3 使用済燃料プールからの燃料取り出し 工程表 

 

平成 24 年度 平成 25 年度  

4 月 7 月 10 月 1 月 
第一 

四半期 

第二 

四半期 

第三 

四半期

第四 

四半期

第 4 号機 

燃料取り出し

用カバー/燃

料取扱設備設

置 

        

 

がれき撤去 

地盤改良工事 

燃料取り出し開始

（目標） 
▽ 

（がれきの状況により終了

時期が変動する可能性有）

（がれき撤去の

進捗によって

は、燃料取り

出し用カバー/
燃料取扱設備

設置工事工程

に影響を与え

る可能性有）

燃料取り出し用カバー設置工事 

燃料取り出し用カバー換気設備設置工事 

燃料取扱設備設置工事 

（地中埋設物等の状況により終了

時期が変動する可能性有） 
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添付資料－3-1 

燃料取り出し用カバーの構造強度及び耐震性に関する説明書（第４号機） 

 

1. 本説明書の記載範囲 

本説明書は、第４号機燃料取り出し用カバーの構造強度及び耐震性について記載するものである。 

なお、第３号機については、現地工事開始前までに報告を行い、確認を受けることとする。 

 

2. 第４号機燃料取り出し用カバーの構造強度及び耐震性について 

2.1 概要 

2.1.1 一般事項 

第 4 号機燃料取り出し用カバーは、使用済燃料プールを覆う構造としており、クレーン支持用架

構と燃料取扱機支持用架構を有し、それぞれについて構造強度と耐震性について検討を行う。 

燃料取り出し用カバーの構造強度は一次設計に対応した許容応力度設計を実施し、耐震性は基準

地震動 Ss に対する地震応答解析を実施し、燃料取り出し用カバーの損傷が原子炉建屋、使用済燃

料プール及び使用済燃料ラックに波及的影響を及ぼさないことを確認する。ここで、波及的影響の

確認は、架構が崩壊機構に至らないことを確認する。図 2.1.1-1 に燃料取り出し用カバーのイメー

ジを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-1 燃料取り出し用カバーのイメージ 

クレーン 

燃料取扱機 

クレーン 
支持用架構 

燃料取扱機支持用架構 

使用済燃料プール 
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燃料取り出し用カバーの検討は原則として下記の法規及び基規準類に準拠して行う。 

(1) 建築基準法・同施行令及び関連告示 

(2) 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会、2005 制定） 

(3) 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会、2010 改定） 

(4) 鋼構造設計規準（日本建築学会、2005 改定） 

(5) 建築基礎構造設計指針（日本建築学会、2001 改定） 

(6) 2007 年版 建築物の構造関係技術基準解説書(国土交通省住宅局建築指導課･国土交通省 

国土技術政策総合研究所･独立行政法人建築研究所･日本建築行政会議、2007 刊行) 

(7) 鋼構造塑性設計指針（日本建築学会、1975 発行） 

(8) 建築工事標準仕様書・同解説 JASS14 カーテンウォール工事（日本建築学会、1996 改定） 

(9) 各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会、2010 改定） 

 

また、原子力施設の設計において参照される下記の指針及び規程を参考にして検討を行う。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針(JEAG 4601-1987)（日本電気協会 電気技術基準調査委員会、

昭和 62 年 8 月 改訂） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針(JEAG 4601-1991 追補版)（日本電気協会 電気技術基準調査

委員会、平成 3 年 6 月 発刊) 

(3) 原子力発電所耐震設計技術規程(JEAC 4601-2008)（日本電気協会 原子力規格委員会、平成

20 年 12 月 改定) 

(4) 乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の基礎構造の設計に関する技術規程（JEAC 

4616-2009）（日本電気協会 原子力規格委員会、平成 21 年 12 月 制定） 
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2.1.2 クレーン支持用架構 

クレーン支持用架構はキャスク搬出入用の天井クレーンを支持する架構で、南北方向に 30.00m、

東西方向に 25.50m、地盤面からの高さが 51.42m の柱部分と、北方向に 29.50m 跳ね出した片持ち梁

部分からなる逆 L 字型の架構である。構造形式はラーメン構造で、構造種別は鉄骨造である。柱、

大梁には、箱型断面部材を用いる。 

基礎形式は基礎スラブによる直接基礎とし、地震時の基礎の転倒防止対策として地盤アンカーを

用い、基礎スラブを支持する地盤は地盤改良により強固な支持地盤を形成する。改良地盤は既存の

原子炉建屋と同様に泥岩に着底している。 

クレーン支持用架構の概要を図2.1.2-1に、基礎スラブ及び改良地盤の概要を図2.1.2-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)梁伏図(O.P.43,420) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 軸組図 

図 2.1.2-1 クレーン支持用架構の概要（単位：mm） 

仕立てエリア  
(O.P.38,420) 

 
(O.P.39,920) 
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(a) 基礎伏図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 基礎断面図 

図 2.1.2-2 基礎スラブ及び改良地盤の概要（単位：mm） 

埋土 

地盤アンカー 

改良地盤 

泥岩 

基礎スラブ 

地盤アンカー

設置範囲 
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2.1.3 燃料取扱機支持用架構 

燃料取扱機支持用架構は燃料取扱機を支持する架構で、南北方向に 30.50m、東西方向に 13.36m、

地盤面からの高さが 30.77m の柱及び梁からなる逆 L 字型の架構である。構造形式はラーメン構造

で、構造種別は鉄骨造である。 

支持形式は、原子炉建屋シェル壁上端及び 1階から 2 階の南側外壁に支持する構造である。燃料

取扱機支持用架構の概要を図 2.1.3-1(1)及び図 2.1.3-1(2)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.3-1(1) 燃料取扱機支持用架構の概要(梁伏図（O.P.41,420）)（単位：mm） 

：支持点 
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(a)断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)立面図 

図 2.1.3-1(2)  燃料取扱機支持用架構の概要（単位：mm） 
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2.2 クレーン支持用架構の構造強度及び耐震性について 

クレーン支持用架構の構造強度及び耐震性の検討フローを図 2.2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-1 クレーン支持用架構の検討フロー 

2.2.1 構造強度 

(1) 検討方針 

(2) 架構の耐震性に対する検討 

(3) 基礎スラブの耐震性に対する検討 

(4) 改良地盤の耐震性に対する検討 

2.2.2 耐震性 

(5) 地盤アンカーの耐震性に対する検討 

(1) 設計方針 

(2) 架構の構造強度に対する検討 

(3) 基礎スラブの構造強度に対する検討 

(4) 改良地盤の構造強度に対する検討 

(5) 外装材の構造強度に対する検討 
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2.2.1 構造強度 

(1) 設計方針 

構造強度の検討は、クレーン支持用架構、基礎スラブ、改良地盤及び外装材について許容応力度

設計を実施する。 

 

1) 使用材料及び許容応力度 

使用材料の物性値及び許容応力度を表 2.2.1-1(1)及び表 2.2.1-1(2)に示す。 

 

表 2.2.1-1(1) クレーン支持用架構の物性値及び許容応力度 

材料定数     

部位 材料 ヤング係数 

E（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

架   構 鉄骨 2.05×105 0.3 77.0 

基礎スラブ コンクリート 2.44×104 0.2 24.0 

 

コンクリートの許容応力度 (単位：N/mm2)

長期 短期 

圧縮 引張 せん断 圧縮 引張 せん断 設計基準強度＝30 

10.0 － 0.790 20.0 － 1.185 

 

鉄筋の許容応力度 (単位：N/mm2)

長期 短期 
記号 鉄筋径 

引張及び圧縮 せん断補強 引張及び圧縮 せん断補強 

D29 未満 215 
SD345 

D29 以上 195 
195 345 345 

D29 未満 215 
SD390 

D29 以上 195 
195 390 390 

 

構造用鋼材の許容応力度 (単位：N/mm2)

板厚 材料 基準強度 F 許容応力度 

T≦40mm SS400、SN400B 235 

T＞40mm SN400B 215 

T≦40mm SM490A、SN490B 325 

T≦40mm SM520B 355 

「鋼構造設計規準」に

従い、左記 Fの値より

求める 
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表 2.2.1-1(2) 改良地盤、支持地盤の物性値及び許容応力度 

改良地盤の許容応力度 (単位：kN/m2)

長期 短期 
設計基準強度=3000 

圧縮 引張 せん断 圧縮 引張 せん断 

改良地盤 1000 － 200 2000 － 400 

断面欠損を考慮* 980 － 150 1960 － 300 

*：「JEAC4616-2009」に準拠し、断面欠損を鉛直方向に 2%、せん断方向に 25%考慮した 

 

支持地盤の許容支持力度  (単位：kN/m2)

種別 長期*1 短期*1 

泥岩（岩盤） 1960 3920 

*1：「福島第一原子力発電所第４号機工事計画認可申請書」による 
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2) 荷重及び荷重組合せ 

設計で考慮する荷重を以下に示す。 

 

・鉛直荷重（VL） 

クレーン支持用架構に作用する鉛直方向の荷重で、固定荷重、機器荷重、配管荷重、積載荷重及

び地盤アンカーの効果を考慮した荷重とする。 

 

・クレーン荷重（CL） 

天井クレーンによる荷重を表 2.2.1-2 に示す。 

 

表 2.2.1-2 クレーン荷重一覧表 

クレーン自重 1569 kN         

トロリ自重 716 kN         

吊荷 980 kN         

 

・積雪荷重（SL） 

積雪荷重は建築基準法施行令及び福島県建築基準法施行規則細則に準拠し以下の条件とする。 

 

積雪量：30cm、単位荷重：20N/m2/cm 

 

・風圧力（WL） 

風圧力は建築基準法施行令に準拠し、基準風速を 30m/s、地表面粗度区分Ⅱとして算定する。速

度圧の算定結果を表 2.2.1-3 に示す。 

 

表 2.2.1-3 速度圧の算定結果 

建物高さ* 
平均風速の 
鉛直分布係数 

ガスト 
影響係数 

建物高さと粗度

区分による係数
基準風速 速度圧 

H 
(m) 

Er Gf E Vo 
(m/s) 

q 
(N/m2) 

52.73 1.28 2.00 3.28 30 1769 

 

 

*： 建物高さは、軒高さ（52.34m）と最高高さ（53.12m）

の平均値とした 
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・地震荷重（K） 

水平地震力は O.P.10.0m を基準面として、下式により算定し、算定結果を表 2.2.1-4 に示す。 

 

Qi=n・Ci・Wi 

Ci=Z・Rt・Ai・Co 

 

ここで、 

 Qi ：水平地震力（kN） 

 n ：施設の重要度に応じた係数（n=1.5） 

建築基準法で定める地震力の 1.5 倍を考慮する。 

 Ci ：地震層せん断力係数 

 Wi ：当該部分が支える重量（kN） 

 Z ：地震地域係数（Z=1.0） 

 Rt ：振動特性係数（Rt=1.0） 

 Ai ：地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数で、クレーン支持用架構の固有値を用いた  

モーダル法（二乗和平方根法）により求める。 

 C0 ：標準せん断力係数（C0=0.2） 

 

表 2.2.1-4 水平地震力の算定結果 

標 高 各階重量 Wi Ai ｎ･Ci Qi 
(kN) 

階 

O.P. (m) (kN) (kN) 
NS 
方向 

EW 
方向 

NS 
方向 

EW 
方向 

NS 
方向 

EW 
方向 

R 61.42 10569 － － － － － － － 

6 50.72～61.42 13202 10569 1.450 1.484 0.435 0.445 4596 4706

5 43.42～50.72 5195 23770 1.309 1.336 0.393 0.401 9338 9527

4 39.92～43.46 9019 28966 1.260 1.277 0.378 0.383 10946 11100

3 32.46～39.92 5685 37985 1.187 1.190 0.356 0.357 13521 13566

2 21.50～32.46 6501 43670 1.117 1.117 0.335 0.335 14628 14639

1 12.50～21.50 － 50171 1.000 1.000 0.300 0.300 15051 15051

 



 
 

3-23 

・荷重組合せ 

設計で考慮するクレーンの位置を図 2.2.1-1 に、荷重組合せを表 2.2.1-5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-1 クレーンの位置（単位：mm） 

 

表 2.2.1-5 クレーン支持用架構の荷重組合せ 

想定する状態 荷重ケース 荷重組合せ内容 許容応力度 

常時 C VL+CL*1 長期 

積雪時*3 S VL+CL*1+SL 

暴風時*3 W VL+CL*1+WL 

E1 VL+CL*1+K(＋NS)*2 

E2 VL+CL*1+K(－NS)*2 

E3 VL+CL*1+K(＋EW)*2 
地震時 

E4 VL+CL*1+K(－EW)*2 

短期 

*1： 吊荷重量は、常時、積雪時及び暴風時はクレーン位置、地震時は仕立てエリア

にて考慮する。 

*2： 地震荷重は NS 方向及び EW 方向を考慮する。 

*3： 短期事象では地震時が支配的であることから、積雪時及び暴風時の検討は省略

する。ただし、外装材の検討は暴風時が支配的であることから暴風時に対し検

討を行う。 

 

位置 C：南端 

位置 B：中央 

位置 A：北端 25
,5

00
 

25
,5

00
 

25
,5

00
 

14,750 14,750 15,000 15,000 
59,500 
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 なお、地震時と暴風時のクレーン支持用架構の層せん断力について、風荷重の受圧面積が最大に

なる EW 方向で比較した結果を図 2.2.1-2 に示す。図 2.2.1-2 より、地震時の層せん断力は暴風時

の層せん断力を包絡しており、支配的な荷重である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-2 地震時と暴風時の層せん断力の比較 

 

 

0.00 

10.00 

20.00 

30.00 

40.00 

50.00 

60.00 

70.00 

0 5000 10000 15000 20000

地震時

暴風時

層せん断力(kN) 

標
高

 O
.P

.(
m

) 



 
 

3-25 

(2) 架構の構造強度に対する検討 

1) 解析モデル 

クレーン支持用架構の解析モデルは、基礎スラブ厚中央（O.P.10.5m）より上部を立体架構モデ

ルとし、柱及び梁の部材端部の条件は剛接、柱脚部は基礎下でピン支持とする。解析モデル、部材

寸法及び応力検討箇所を図 2.2.1-3 に示す。ここに、使用する材質は SM490A とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-3 解析モデル図（単位：mm） 

  

 B□－3000×3000×25×25 

 B□－3000×3000×28×28 

 B□－3000×3000×22×22 

 B□－3000×3000×19×19 

 B□－2500×3000×25×25 

 B□－2500×3000×22×22 

 B□－2000×3000×22×22 

 B□－2000×3000×19×19 

○ 応力度比検討箇所 

○ 

○ 
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2) 断面検討 

応力解析結果を用い、断面検討は二方向の曲げを図 2.2.1-4 に示すように考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

柱要素       NS 方向梁要素         EW 方向梁要素 

図 2.2.1-4 曲げモーメントの方向 

 

応力度比の検討は「鋼構造設計規準」に従い、軸力及び曲げモーメントに対する検討は下式にて

行う。 

 

 ・軸圧縮の場合 

 

 ・軸引張の場合 

 

ここで、    σc：軸応力度（=N／A） 

N：軸力、A：断面積 

   σbz：部材 z軸方向曲げ応力度（＝Mz／Zz） 

Mz、Zz：部材 z 軸回りモーメント及び断面係数 

   σby：部材 y軸方向曲げ応力度（＝My／Zy） 

My、Zy：部材 y 軸回りモーメント及び断面係数 

   fc：許容圧縮応力度 

   fb：許容曲げ応力度 

   ft：許容引張応力度 

 

また、せん断力に対する検討は下式にて行う。 

 

かつ 

 

ここで、    τz：部材 z 軸方向せん断応力度（＝Qz／Awz） 

Qｚ、Awz：部材 z 軸方向せん断力及びせん断断面積 

   τy：部材 y 軸方向せん断応力度（＝Qy／Awy） 

Qy、Awy：部材 y 軸方向せん断力及びせん断断面積 

1
ff b

bybz

c

c ≦
σσσ 



1
ft

bybzc
≦

σσσ 

1
3)( 22

≦
τσσσ

t

zbybzc

f


1

3)( 22

≦
τσσσ

t

ybybzc

f


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表 2.2.1-6 及び表 2.2.1-7 に応力度比が最大となる部位の断面検討結果を示す。 

断面検討の結果、全ての部材に対する応力度比が 1 以下になることを確認した。 

 

表 2.2.1-6 断面検討結果（常時） 

部位 
検討 
箇所 

部材形状 
(mm) 

荷重ケース

(位置)*1 

作用 
応力度 

(N/mm2) 

許容 
応力度 

(N/mm2) 
応力度比 判定 

曲げ Mz 37.7 216.7 

曲げ My 7.5 216.7 

圧縮 N 63.3 213.6 

せん断 Qz 0.9 125.1 

柱 
1 階 
3-B 

B□-3000×3000 
×28×28 

C 
(A) 

せん断 Qy 8.8 125.1 

0.51 OK 

曲げ Mz 88.6 216.7 

曲げ My 0.2 216.7 

圧縮 N 18.2 214.1 

せん断 Qz 0.4 125.1 

梁 
5 階 

2-3/B 
B□-3000×3000 

×28×28 
C 

(A) 

せん断 Qy 19.2 125.1 

0.52 OK 

*1：クレーンの位置を示す 
 

表 2.2.1-7 断面検討結果（地震時） 

部位 
検討 
箇所 

部材形状 
(mm) 

荷重ケース

(位置)*1 

作用 
応力度 

(N/mm2) 

許容 
応力度 

(N/mm2) 
応力度比 判定 

曲げ Mz 158.5 325.0 

曲げ My 27.7 325.0 

圧縮 N 77.6 320.4 

せん断 Qz 7.1 187.6 

柱 
1 階 
3-B 

B□-3000×3000 
×28×28 

E3 
(A) 

せん断 Qy 36.5 187.6 

0.84 OK 

曲げ Mz 88.8 325.0 

曲げ My 57.4 325.0 

圧縮 N 19.0 321.1 

せん断 Qz 8.1 187.6 

梁 
5 階 

2-3/B 
B□-3000×3000 

×28×28 
E3 
(A) 

せん断 Qy 19.6 187.6 

0.52 OK 

*1：クレーンの位置を示す 
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(3) 基礎スラブの構造強度に対する検討 

1) 解析モデル 

基礎スラブの応力解析は、弾性地盤上に支持された版として有限要素法を用いて行い、解析モデ

ルは図 2.2.1-5 に示すように四辺形の均質等方な板要素により構成し、支持地盤は等価な弾性ばね

としてモデル化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-5 解析モデル図（単位：mm） 

 

2) 断面検討 

組合せた応力より、各要素の必要鉄筋比を「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」

より求め、設計配筋が必要鉄筋比を上回ること及び面外せん断力が許容せん断力以下であることを

確認する。必要鉄筋比が最大となる要素と設計面外せん断力と許容せん断力との比が最大になる要

素の断面検討結果を表 2.2.1-8 に示し、必要鉄筋比が最大となる要素を含む EW 方向の配筋図を図

2.2.1-6 に示す。 

断面検討の結果、設計配筋は必要鉄筋比を上回り、また面外せん断力は許容せん断力以下である

ことを確認した。 

 

2

42
26 

節点数：420 
要素数：380 

N 

：断面算定要素 
：柱位置 

ＮＳ 

ＥＷ 
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表 2.2.1-8 基礎スラブの断面算定表 

設計応力 
要素 

番号 
方向 

荷重 

ケース

(位置)＊1
Ｎ＊2 

（kN/m） 

Ｍ 

(kN･m/m) 

N/(b･D) ＊2

(×10-2N/mm2)

M/(b･D2)

(×10-2N/mm2)

Ｐｔ 

(%) 

ａｔ 

(mm2/m)

設計配筋 

上段：上端筋［断面積 mm2/m]（pt:%） 

下段：下端筋［断面積 mm2/m]（pt:%） 

荷重 

ケース

(位置)＊1

設計面外 

せん断力 

Ｑ 

(kN/m) 

許容 

せん断力

fs･b・j 

（kN/m）

判定 

Ｃ(Ａ) -70 2241 -1.8 14.1 0.08 3200 Ｃ(Ｃ) 153 2627 ＯＫ 
NS 

Ｅ3(Ａ) -278 2586 -7.0 16.2 0.05 2000

Ｄ38＠200+Ｄ38＠400 ［8550] （0.21）

Ｄ38＠200+Ｄ38＠400 ［8550] （0.21）
Ｅ1(Ｃ) 240 3940 ＯＫ 

Ｃ(Ａ) 21 1548 0.6 9.7 0.05 2000 Ｃ(Ａ) 1541 2627 ＯＫ 
2 

EW 
Ｅ3(Ａ) 113 2108 2.9 13.2 0.03 1200

3-Ｄ38＠200 ［17100] （0.43）

2-Ｄ38＠200 ［11400] （0.29）
Ｅ3(Ａ) 1922 3940 ＯＫ 

Ｃ(Ａ) 2 3562 0.1 22.3 0.13 5200 Ｃ(Ａ) 202 2627 ＯＫ 
NS 

Ｅ2(Ａ) -47 4202 -1.2 26.3 0.08 3200

Ｄ38＠200+Ｄ38＠400 ［8550] （0.21）

1-Ｄ38＠200 ［5700] （0.14）
Ｅ3(Ａ) 351 3940 ＯＫ 

Ｃ(Ａ) -18 18 -0.5 0.2 0.00 0 Ｃ(Ａ) 19 2627 ＯＫ 
26 

EW 
Ｅ4(Ａ) -24 299 -0.6 1.9 0.01 400

1-Ｄ38＠200 ［5700] （0.14）

1-Ｄ38＠200 ［5700] （0.14）
Ｅ4(Ａ) 97 3940 ＯＫ 

Ｃ(Ａ) 12 1579 0.3 9.9 0.06 2400 Ｃ(Ｃ) 161 2627 ＯＫ 
NS 

Ｅ2(Ａ) 246 3215 6.2 20.1 0.05 2000

Ｄ38＠200+Ｄ38＠400 ［8550] （0.21）

Ｄ38＠200+Ｄ38＠400 ［8550] （0.21）
Ｅ1(Ｃ) 617 3940 ＯＫ 

Ｃ(Ｃ) -266 111 -6.7 0.7 0.02 800 Ｃ(Ａ) 430 2627 ＯＫ 
42 

EW 
Ｅ3(Ａ) -975 3775 -24.4 23.6 0.10 4000

3-Ｄ38＠200 ［17100] （0.43）

2-Ｄ38＠200 ［11400] （0.29）
Ｅ4(Ａ) 1051 3940 ＯＫ 

＊1： クレーンの位置を示す 

＊2： 圧縮を正とする 
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図 2.2.1-6 基礎スラブの配筋図（B通り）（単位：mm） 
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(4) 改良地盤の構造強度に対する検討 

1) 設計方針 

クレーン支持用架構を支持する改良地盤は、基礎スラブ直下の地盤を南北方向に 38.0m、東西方

向に 33.5m、改良厚さ 10.5m とし、O.P.-2.0m の泥岩に支持する。検討は「JEAC4616-2009」に準拠

し、常時及び地震時の改良地盤に生じる最大応力が許容応力度以下であることを確認する。さらに，

改良地盤直下の支持地盤の支持力に対して、常時及び地震時の改良地盤に生じる最大接地圧が許容

支持力度以下であることを確認する。 

 

2) 常時に対する検討 

・改良地盤の検討 

常時において、改良地盤底面に生じる最大接地圧が改良地盤の長期許容圧縮応力度以下であるこ

とを確認する。図 2.2.1-7 に作用荷重を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   WB：架構荷重＋基礎スラブ荷重＋地盤アンカー荷重 

    WK：改良地盤の自重 

    MB：架構の偏心による転倒モーメント 

    Po：長期設計用土圧 

    B：改良幅 

 

図 2.2.1-7 作用荷重（常時） 
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改良地盤の荷重負担範囲は、面積 A=1273m2、断面係数 Z=8062m3となり、改良地盤底面に生じ

る最大接地圧は下式にて求める。 

鉛直力の合計  ΣW=WB+WK=606808kN 

転倒モーメントの合計 ΣM=MB=577815kNm 

改良地盤の最大接地圧 qr＝ΣW/A+ΣM/Z=549kN/m2 

 

改良地盤に生じる最大接地圧（qr）は、改良地盤の長期許容圧縮応力度（Lfsc）以下であることを

確認した。 

qr＝549kN/m2 ≦ LfSC = 980kN/m2 

 

・支持力の検討 

改良地盤底面に生じる最大接地圧（qr）が、改良地盤直下の支持地盤の長期許容支持力度（Lqa）

以下であることを確認した。 

改良地盤の最大接地圧 qr＝549kN/m2 

支持地盤の長期許容支持力度 Lqa=1960 kN/m2 

 

qr = 549kN/m2 ≦ Lqa=1960 kN/m2 

 

・沈下の検討 

支持地盤は泥岩（岩盤）であるため、沈下の検討は不要である。 
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3) 地震時に対する検討 

・改良地盤の検討 

地震時において、改良地盤底面の最大接地圧及びせん断応力が、改良地盤の短期許容応力度以下

であることを確認する。図 2.2.1-8 に作用荷重を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   WBS：架構荷重＋基礎スラブ荷重＋地盤アンカー荷重 

   WKS：改良地盤の自重 

   HBS：架構による水平力＋基礎スラブによる水平力 

   MBS：架構と基礎スラブによる改良地盤底面における転倒モーメント 

   HKS：改良地盤の慣性力（地中震度 0.15） 

   PAHS：地震時主働土圧による水平力 

PPHS：地震時受働土圧による水平力 

   FRS：支持地盤のせん断抵抗力 

 

図 2.2.1-8 作用荷重（地震時） 
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水平震度の作用方向
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 改良地盤の荷重負担範囲は、面積 A=1273m2、断面係数 Z=8062m3となり、改良地盤底面の最大

接地圧（q1S）及び最大せん断応力（τmax）は下式にて求める。 

鉛直力の合計   ΣW=WBS+WKS=606808kN 

水平力の合計   ΣH= HBS+HKS+PAHS +PPHS =94517kN 

転倒モーメントの合計  ΣM=MBS+MKS+MAHS+MPHS=1914710kNm 

ここに、 MKS ：改良地盤の転倒モーメント 

MAHS ：地震時主働土圧による転倒モーメント 

MPHS ：地震時受働土圧による転倒モーメント 

改良地盤底面の最大接地圧  q1S =ΣW/A+ΣM/Z=715kN/m2 

改良地盤底面の最大せん断応力 τmax=1.2×ΣH/A=90kN/m2 

 

改良地盤底面の最大接地圧（q1S）及び最大せん断応力（τmax）は短期許容応力度（sfsc及び sfss）

以下であることを確認した。 

q1S = 715kN/m2 ≦ SfSC = 1960 kN/m2 

τmax=90kN/m2 ≦ SfSS = 300 kN/m2 

 

・支持力の検討 

改良地盤底面に生じる最大接地圧（q1S）が、改良地盤直下の支持地盤の短期許容支持力度（Sqa）

以下であることを確認した。 

改良地盤の最大接地圧 q1S = 715kN/m2 

支持地盤の短期許容支持力度 Sqa = 3920 kN/m2 

 

q1S = 715kN/m2 ≦ Sqa = 3920 kN/m2 
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(5) 外装材の構造強度に対する検討 

1) 設計方針 

クレーン支持用架構の屋根面及び側面を覆う外装材は、鋼板パネルを用いる。設計荷重は暴風時

の影響が支配的であることから積雪時及び地震時の検討は省略し、暴風時の応力が短期許容応力度

以下になることを確認する。なお、許容応力度は製造メーカの推奨値を、屋根面のたわみは「鋼板

製屋根構法標準（SSR2007）」（社団法人日本金属屋根協会、2007）、壁面のたわみは「建築工事標準

仕様書・同解説 JASS14 カーテンウォール工事」に準じて設定した。 

 

2) 設計用荷重 

設計用風圧力は、平均速度圧にピーク風力係数を乗じて算出する。速度圧の算定結果を表 2.2.1-9

に、ピーク風力係数を表 2.2.1-10 に示し、風力係数の算定箇所のイメージを図 2.2.1-9 に示す。 

 

表 2.2.1-9 速度圧の算定結果 

建物高さ* 
平均風速の 
鉛直分布係数 

基準風速 平均速度圧 

H 
(m) 

Er Vo 
(m/s) 

q
－

 
(N/m2) 

52.73 1.28 30 885 

 

 

表 2.2.1-10 ピーク風力係数 

屋根面 壁面 建物高さ* 
H 

（m） 一般部 周縁部 隅角部 一般部 隅角部 

52.73 -2.5 -3.2 -4.3 -2.11 -2.62 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-9 風力係数の算定箇所のイメージ 

H：最高高さと軒の高さとの平均 
a'：短辺の長さと H の 2 倍の数値の

うちいずれか小さな数値 
一般部 

周縁部 

隅角部 

一般部 隅角部 

*： 建物高さは、軒高さ（52.34m）と最高高さ（53.12m）

の平均値とした 

*： 建物高さは、軒高さ（52.34m）と最高高さ（53.12m）

の平均値とした 
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3) 外装材の強度検討 

検討は応力が厳しくなる図 2.2.1-9 に示す隅角部について行う。ここでは、鋼板パネルの自重は

考慮しないものとする。 

 

a.屋根材 

鋼板パネルは下地材の間隔が 1.8m で連続支持されているものとし、暴風時の応力度とたわみに

対して検討を行う。屋根材の材料諸元を表 2.2.1-11 に示す。 

 

表 2.2.1-11 屋根材の材料諸元 

表面材 芯材 
ヤング 

係数 

せん断 

弾性係数 

せん断 

断面積 
形状係数

許 容 

応力度 
断面係数

せん断 

弾性係数 
断面積 形状係数

E 
(N/mm2) 

G 
(N/mm2) 

As 
(mm2) 

 
fb 

(N/mm2)
Z 

(mm3) 
G 

(N/mm2) 
A 

(mm2) 
 

2.06×105 7.92×104 210.7 0.022 59.8 26.3×103 3.92 4.40×104 1.2 

 

・応力度に対する検討 

M ＝ w×L2／8＝(0.885×4.3)×1.82／8 ＝ 1.542 kNm 

σb ＝ M／Z＝1.542×106／26.3×103 ＝ 58.7 N/mm2 

 

 

 

・たわみの検討 

たわみ量は曲げ変形成分（δM）とせん断変形成分（δQ）の和で評価し、屋根材の短期許容 

変形（1/300）*以下であることを確認する。 

*：「鋼板製屋根構法標準（SSR2007）」（社団法人日本金属屋根協会、2007）による 

δ ＝ δM+δQ ＝ 0.220 ＋ 0.302 ＝ 0.522 cm 

 

 

 

検討の結果、作用応力は屋根材の短期許容応力度以下であり、たわみは屋根材の短期許容変

形以下であることを確認した。 

OK0.1982.0
8.59

7.58

fb

b 　・・・・・≦
σ



OK
300

1

344

1

180

522.0

L
　・・・・・≦

δ

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b. 壁材 

鋼板パネルは下地材の間隔が 1.2m で連続支持されているものとし、暴風時の応力とたわみに対

して検討を行う。壁材の材料諸元を表 2.2.1-12 に示す。 

 

表 2.2.1-12 壁材の材料諸元 

表面材 芯材 

ヤング 

係数 

せん断 

弾性係数 

許容 

応力度 
断面係数

せん断 

弾性係数
断面積 形状係数 

E 
(N/mm2) 

G 
(N/mm2) 

fb 

 (N/mm2)
Z 

(mm3) 
G 

(N/mm2)
A 

(mm2) 
 

2.06×105 7.92×104 58.8 17.0×103 4.90 35000 1.2 

 

 

・応力度に対する検討 

M ＝ w×L2 ／8＝ (0.885×2.62)×1.22／8 ＝ 0.418 kNm 

σb ＝ M／Z ＝ 0.418×106／17.0×103 ＝ 24.6 N/mm2 

 

 

 

・たわみの検討 

たわみ量は曲げ変形成分（δM）とせん断変形成分（δQ）の和で評価し、壁材の短期許容変

形（1/300）*以下であることを確認する。 

*：「建築工事標準仕様書・同解説 JASS14 カーテンウォール工事」による 

δ ＝ δM+δQ＝0.075 ＋ 0.293 ＝ 0.368 cm 

 

 

 

検討の結果、作用応力は壁材の短期許容応力度以下であり、たわみは壁材の短期許容変形以

下であることを確認した。 

 

OK0.1419.0
8.58

6.24

fb

b 　・・・・・≦
σ



OK
300

1

326

1

120

368.0

L
　・・・・・≦

δ

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2.2.2 耐震性 

(1) 検討方針 

耐震性の検討は、クレーン支持用架構、基礎スラブ、改良地盤及び地盤アンカーについて行い、

基準地震動 Ss に対して、クレーン支持用架構、基礎スラブ、改良地盤及び周辺地盤の応答性状を

適切に表現できる地震応答解析モデルを設定して実施する。 

 

(2) 架構の耐震性に対する検討 

1) 解析に用いる入力地震動 

検討用地震動は、「福島第一原子力発電所『発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針』の改

訂に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書」（平成 20 年 3 月 31 日 東京電力株式会社）にて作成し

た解放基盤表面で定義される基準地震動 Ss を用いる。 

地震応答解析に用いる入力地震動の概念図を図 2.2.2-1 に示す。モデルに入力する地震動は一次

元波動論に基づき、解放基盤表面で定義される基準地震動Ssに対する地盤の応答として評価する。

解放基盤表面位置（O.P.-196.0m）における基準地震動 Ss-1、Ss-2 及び Ss-3 の加速度時刻歴波形

を図 2.2.2-2(1)及び図 2.2.2-2(2)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

O.P.- 2.0m

一次元波動論に 
よる応答計算 

F

反射波 FN 入射波 EN

入力地震動（2E）

    クレーン支持用架構 

基準地震動 2EN 

改良地盤 

O.P. 8.5m 
O.P.10.0m地表面 

基礎スラブ底面位置 

改良地盤下端 

解放基盤表面 

E

O.P.- 196.0m

支持層 
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(Ss-1H) 
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(Ss-3H) 

○印は最大値を示す 

図 2.2.2-2(1) 解放基盤表面における地震動の加速度時刻歴波形 

（水平方向） 
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○印は最大値を示す 

図 2.2.2-2(2) 解放基盤表面における地震動の加速度時刻歴波形 

（鉛直方向） 
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2) 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは、図2.2.2-3に示す柱及び梁を立体的にモデル化した立体架構モデルとし、

地盤を等価なばねで評価した建屋－地盤連成系モデルとする。 

地震応答解析に用いる物性値を表 2.2.2-1 に、層間変形角が最大となるクレーンを北端に設置し

た場合の地震応答解析モデルの質点重量を表 2.2.2-2 に、クレーン支持用架構の復元力特性の設定

を図 2.2.2-4 に示す。復元力特性の設定は「鋼構造塑性設計指針」に準じた。 

地震応答解析に用いる地盤定数は、「福島第一原子力発電所『発電用原子炉施設に関する耐震設

計審査指針』の改訂に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書」（平成 20 年 3 月 31 日 東京電力株式

会社）を参考に、水平成層地盤と仮定し地震時のせん断ひずみレベルを考慮して定めた。改良地盤

の諸元を表 2.2.2-3 に、地盤のひずみ依存性を図 2.2.2-5 に、地盤定数の設定結果を表 2.2.2-4 に

示す。基礎底面の地盤ばねについては、「JEAG 4601-1991」に示されている手法を参考にして、地

盤を成層補正し振動アドミッタンス理論により評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-3 クレーン支持用架構の地震応答解析モデル（単位：mm） 

○：耐力比検討箇所 

○ 

○ 
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表 2.2.2-1 地震応答解析に用いる物性値 

部位 材料 
ヤング係数 

E(N/mm2) 
ポアソン比 

ν 

単位体積重量 

γ(kN/m3) 

減衰定数 

h(%) 
備考 

クレーン支持

用架構 
鉄骨 2.05×105 0.3 77.0 2 SM490A 

基礎スラブ ｺﾝｸﾘｰﾄ 2.44×104 0.2 24.0 5 
設計基準強度

30(N/mm2) 

 

 

 

表 2.2.2-2 地震応答解析モデルにおける質点重量 

階 節点番号 重量(kN) 階 節点番号 重量(kN) 

61 1129 33 2235  
62 1221 34 2135  
63 1225 35 374  
64 1200 38 2176  
65 502 39 1726  
66 1132 

4 

40 374  
67 1225 23 897  
68 1229 24 1598  
69 1202 25 635  

R 

70 503 28 819  
51 1897 29 1130  
52 1737 

3 

30 607  
53 1078 13 1072  
54 1558 14 1777  
55 718 15 728  
56 1571 18 920  
57 1479 19 1315  
58 1078 

2 

20 689  
59 1367 3 26894  

6 

60 718 4 41540  
41 393 5 21558  
42 600 8 26896  
43 657 9 41034  
44 598 10 21268  
45 321 

1 

77 0  
46 377 合 計 229360 

47 605    

48 700    

49 622    

5 

50 321   
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ここに、 

 Mu：全塑性モーメント 

   

 

 

 Afy＝d・t1   Afz=b・t2 

 Awy=2・(b－2・t1)・t2  Awz=2・(d－2・t2)・t1 

 A=b・d－(b－2・t1)・(d－2・t2) σy：降伏強度 

 

なお、せん断耐力は下式とする。 

Ｑu：せん断耐力 

 

 

 

Afy＝d・t1   Afz=b・t2 

 Awy=2・(b－2・t1)・t2  Awz=2・(d－2・t2)・t1 

 A=b・d－(b－2・t1)・(d－2・t2) σy：降伏強度 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-4 クレーン支持用架構の復元力特性の設定 
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表 2.2.2-3 改良地盤の諸元 

せん断波速度* 単位体積重量 ポアソン比* 初期せん断弾性係数 

Vs 
(m/s) 

γ 
(kN/m3) 

ν 

 
G0 

(×105kN/m2) 

800 17.7 0.31 11.52 

 

*：『柏崎刈羽原子力発電所 1 号機 建物・構築物の耐震安全性評

価について（指摘事項に関する回答）』（平成22 年 2月 19日 東

京電力株式会社）、総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安

部会耐震・構造設計小委員会構造 WG（第 46 回）会合資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-5 地盤のひずみ依存性(泥岩)* 

 

*：『福島第一原子力発電所３号機「新耐震指針に照らした耐震安

全性評価（中間報告）」に関する補足説明資料（コメント回答資

料）－建物・構築物－』（平成 22 年 6 月 29 日 東京電力株式

会社）、総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐震・

構造設計小委員会構造 WG（第 26 回）Aサブグループ会合資料 
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表 2.2.2-4 地盤定数の設定結果 

(a)Ss-1 

標高 
せん断波 

速度 

単位体積 

重量 

ﾎﾟｱｿﾝ

比 

せん断 

弾性係数 

初期せん断

弾性係数 

剛性 

低下率 

ヤング 

係数 

減衰

定数
層厚

O.P. Vs γ ν G G0 G/G0 E h H 

(m) 

地質 

(m/s) (kN/m3)  (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (×105kN/m2) (%) (m)
           

10.0 
 
 

改良地盤 800 17.7 0.310 11.43 11.52 0.99 29.94 2 12.0
-2.0 

 
 

450 16.5 0.464 2.97 3.41 0.87 8.70 3 8.0
-10.0 

 
 

500 17.1 0.455 3.59 4.36 0.82 10.44 3 70.0
-80.0 

 
 

560 17.6 0.446 4.60 5.63 0.82 13.31 3 28.0
-108.0 

 
 

泥岩 

600 17.8 0.442 5.29 6.53 0.81 15.25 3 88.0
-196.0 

 

  
(解放基盤) 700 18.5 0.421 9.24 9.24 1.00 26.26 - - 

 

(b)Ss-2 

標高 
せん断波 

速度 

単位体積 

重量 

ﾎﾟｱｿﾝ

比 

せん断 

弾性係数 

初期せん断

弾性係数 

剛性 

低下率 

ヤング 

係数 

減衰

定数
層厚

O.P. Vs γ ν G G0 G/G0 E h H 

(m) 

地質 

(m/s) (kN/m3)  (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (×105kN/m2) (%) (m)
           

10.0 
 
 

改良地盤 800 17.7 0.310 11.43 11.52 0.99 29.94 2 12.0
-2.0 

 
 

450 16.5 0.464 2.98 3.41 0.87 8.72 3 8.0
-10.0 

 
 

500 17.1 0.455 3.59 4.36 0.82 10.45 3 70.0
-80.0 

 
 

560 17.6 0.446 4.62 5.63 0.82 13.36 3 28.0
-108.0 

 
 

泥岩 

600 17.8 0.442 5.50 6.53 0.84 15.85 3 88.0
-196.0 

 

  
(解放基盤) 700 18.5 0.421 9.24 9.24 1.00 26.26 - - 

 

(c)Ss-3 

標高 
せん断波 

速度 

単位体積 

重量 

ﾎﾟｱｿﾝ

比 

せん断 

弾性係数 

初期せん断

弾性係数 

剛性 

低下率 

ヤング 

係数 

減衰

定数
層厚

O.P. Vs γ ν G G0 G/G0 E h H 

(m) 

地質 

(m/s) (kN/m3)  (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (×105kN/m2) (%) (m)
           

10.0 
 

 
改良地盤 800 17.7 0.310 11.44 11.52 0.99 29.98 2 12.0

-2.0 
 

 
450 16.5 0.464 3.00 3.41 0.88 8.79 3 8.0

-10.0 
 

 
500 17.1 0.455 3.53 4.36 0.81 10.27 3 70.0

-80.0 
 

 
560 17.6 0.446 4.52 5.63 0.80 13.07 3 28.0

-108.0 
 

 

泥岩 

600 17.8 0.442 4.97 6.53 0.76 14.34 3 88.0
-196.0 

 

  
(解放基盤) 700 18.5 0.421 9.24 9.24 1.00 26.26 - - 
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3)地震応答解析結果 

地震応答解析は水平方向と鉛直方向を同時入力した。最大応答加速度を図 2.2.2-6 及び図

2.2.2-7 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （１通り）              （３通り） 

 (a)最大応答加速度（水平(NS)成分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （１通り）              （３通り） 

(b)最大応答加速度（鉛直成分） 

図 2.2.2-6 最大応答加速度（NS 方向入力時） 

最大応答加速度(cm/s2) 

標
高

 
O

.P
.(
m

) 
標

高
 

O
.P

.(
m

) 

最大応答加速度(cm/s2) 

最大応答加速度(cm/s2) 

標
高

 
O

.P
.(
m

) 
標

高
 

O
.P

.(
m

) 

最大応答加速度(cm/s2) 



 
 

3-47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （１通り）              （３通り） 

 (a)最大応答加速度（水平(EW)成分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （１通り）              （３通り） 

(b)最大応答加速度（鉛直成分） 

図 2.2.2-7 最大応答加速度（EW 方向入力時） 
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4)波及的影響の評価 

地震応答解析結果が、JSCA 性能メニュー（社団法人日本建築構造技術者協会、2002 年）を参考

に定めたクライテリア（「層間変形角は 1/75 以下、層の塑性率は 4 以下、部材の塑性率は 5 以下」

*1及びせん断力はせん断耐力以下）を満足することを確認する。 

なお、解析結果が「時刻歴応答解析建築物性能評価業務方法書」（財団法人日本建築センター、

平成 19 年７月 20 日）に示されるクライテリア（層間変形角は 1/100 以下、層の塑性率は 2 以下、

部材の塑性率は 4 以下）を超える場合には水平変形に伴う鉛直荷重の付加的影響を考慮した解析を

実施し、安全性を確認する。 
*1：北村春幸、宮内洋二、浦本弥樹「性能設計における耐震性能判断基準値

に関する研究」、日本建築学会構造系論文集、第 604 号、2006 年 6 月 

 

・層間変形角の検討 

層間変形の評価はクレーン支持用架構の剛心位置で評価し、表 2.2.2-5 に検討結果を示す。 

検討の結果、層間変形角は 1/75 以下となりクライテリアを満足することを確認した。 

 

表 2.2.2-5 層間変形角の検討結果 

最大応答値 

NS 方向入力時 EW 方向入力時 検討箇所 

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-1 Ss-2 Ss-3 

ｸﾗｲﾃﾘｱ 判定 

6 階 1/268 1/282 1/234 1/298 1/379 1/367 1/75 OK 

5 階 1/251 1/269 1/223 1/236 1/314 1/295 1/75 OK 

4 階 1/235 1/249 1/223 1/199 1/256 1/256 1/75 OK 

3 階 1/199 1/203 1/195 1/189 1/243 1/240 1/75 OK 

2 階 1/210 1/208 1/206 1/181 1/232 1/231 1/75 OK 

1 階 1/361 1/351 1/335 1/319 1/409 1/415 1/75 OK 
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・塑性率の検討 

部材の塑性率は、最大応答曲げモーメント時の曲率を全塑性モーメントに至る時の曲率で除した

値で表される。最大曲げモーメントが全塑性モーメント以下の場合は弾性であり塑性率は 1 以下と

なる。最大応答値を全塑性モーメントまたはせん断耐力で除した値を耐力比と定義し、表 2.2.2-6

に検討結果を示す。 

表 2.2.2-6 より曲げモーメント及びせん断力については、全てのケースで耐力比が１を下回るこ

とから塑性率は 1 以下となり、クライテリアを満足することを確認した。 

 

表 2.2.2-6 耐力比の検討結果 

部位 
検討 
箇所 

部材形状 
(mm) 

地震波 入力方向 耐力比 判定 

Ss-1  EW Mz/Muz 0.89 

Ss-3  NS My/Muy 0.82 

Ss-3  NS Qz/Quz 0.25 
柱 

1 階 
3-B 

B□-3000×3000 
×28×28 

Ss-1  EW Qy/Quy 0.39 

OK 

Mz/Muz 0.71 

My/Muy 0.01 

Qz/Quz 0.00 
梁 

4 階 
3/A-B 

B□-3000×3000 
×25×25 

Ss-1  EW 

Qy/Quy 0.29 

OK 

 

Mz：部材 z 軸回りの曲げモーメントの最大値 Muz：部材 z 軸回りの全塑性モーメント 

My：部材 y 軸回りの曲げモーメントの最大値 Muy：部材 y 軸回りの全塑性モーメント 

Qz：部材 z 方向のせん断力の最大値  Quz： 部材 z 軸方向のせん断耐力 

Qy：部材 y 方向のせん断力の最大値  Quy： 部材 y 軸方向のせん断耐力 
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(3) 基礎スラブの耐震性に対する検討 

1)解析モデル 

基礎スラブの応力解析は、弾性地盤上に支持された版として有限要素法を用いて行う。解析モデ

ルは、図 2.2.2-8 に示すように四辺形の均質等方な板要素により構成し、支持地盤は等価な弾性ば

ねとしてモデル化する。 

検討は組合せ係数法にて行い、荷重組合せケースを表 2.2.2-7 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-8 解析モデル図（単位：mm） 

 

4 

85 

節点数：420 
要素数：380 

N 

：断面算定要素 
：柱位置 

ＮＳ 

ＥＷ 
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表 2.2.2-7 荷重組合せケース一覧表 

地震力の作用方向 

鉛直方向 水平方向 荷重ケース 

上向き 下向き N→S S→N E→W W→E 

Dn  ○ ○    

Ds  ○  ○   

De  ○   ○  

Dw  ○    ○ 

Un ○  ○    

Us ○   ○   

Ue ○    ○  

Uw ○     ○ 

 

 

2) 断面検討 

各要素に対して、検討用応力が部材の終局耐力を下回ることを確認する。曲げ終局強度及びせん

断終局強度の算定は、「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」による柱の終局強度

算定式に準拠する。なお、鉄筋の引張強度は、平成 12 年建設省告示第 2464 号に定められた基準強

度の 1.1 倍を用いる。検討用曲げモーメントを曲げ終局強度で除した値が最大となる箇所及び検討

用せん断力をせん断終局強度で除した値が最大となる箇所の基礎スラブの断面検討結果を表

2.2.2-8 に示す。 

断面検討の結果、検討用曲げモーメントは曲げ終局強度を下回り、検討用せん断力はせん断終局

強度を下回ることを確認した。 
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表 2.2.2-8 基礎スラブの断面検討結果 

 

検討用応力 部材の終局強度 
要素 

番号 
方向

荷重 

ケース Ｎ＊1 

（kN/m） 

Ｍ 

（kN･m/m）

Ｑ 

（kN/m）

設計配筋 

上段：上端筋［断面積 mm2/m]（pt:%） 

下段：下端筋［断面積 mm2/m]（pt:%） 
Ｍｕ 

（kN･m/m）

Ｑｕ 

（kN/m）

Ｍ/Ｍｕ Ｑ/Ｑｕ 判定 

NS Ｄｅ 127 1201 4033 
Ｄ38＠200+Ｄ38＠400 ［8550] （0.21） 

Ｄ38＠200+Ｄ38＠400 ［8550] （0.21） 
11991 6778 0.11 0.60 ＯＫ 

4 

EW Ｄｅ 61 1417 1519 
3-Ｄ38＠200 ［17100] （0.43） 

2-Ｄ38＠200 ［11400] （0.29） 
15772 7294 0.09 0.21 ＯＫ 

NS Ｄｓ -93 4202 158 
Ｄ38＠200+Ｄ38＠400 ［8550] （0.21） 

1-Ｄ38＠200 ［5700] （0.14） 
11589 2422 0.37 0.07 ＯＫ 

85 

EW Ｄｅ -363 4698 20 
1-Ｄ38＠200 ［5700] （0.14） 

1-Ｄ38＠200 ［5700] （0.14） 
7244 2183 0.65 0.01 ＯＫ 

＊1：圧縮を正とする 
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(4) 改良地盤の耐震性に対する検討 

1) 検討方針 

検討は「JEAC 4616-2009」に準拠し、基準地震動 Ss により発生する荷重に対して許容限界を満

足することを確認する。改良地盤の許容限界は、改良地盤の設計圧縮強度、せん断抵抗に対する

安全率に基づき設定する。支持地盤の許容限界は、支持地盤の極限支持力に対する安全率に基づ

き設定する。 

 

2) 地震応答解析モデル 

応力算定用の地震応答解析モデルを図 2.2.2-9 に示す。改良地盤及び支持地盤の物性は表

2.2.2-4 を用いた。 

周辺地盤の物性は、一次元波動論であらかじめ実施した等価線形解析結果をもとに改良地盤及

び周辺地盤のひずみレベルに応じた等価なせん断剛性、減衰を設定した。 

 



 
 

3-54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 2.2.2-9 応力算定用地震応答解析モデル 
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3) 波及的影響の評価 

改良地盤の評価は、「JEAC 4616-2009」に準じ、改良地盤に発生する最大応力が許容値に対して

1.5以上の安全率を有していることを確認する。 

 

・改良地盤に生じる鉛直応力に対する検討 

改良地盤に作用する鉛直応力に対し改良地盤の圧縮強度の安全率が 1.5 以上であることを下式

により確認する。 

 

 

 

ここで、        SSfSC ：改良地盤の圧縮強度 

    σymax ：有限要素解析による各要素の鉛直応力の最大値 

 

改良地盤の圧縮強度（SSfSC）は、「JEAC 4616-2009」によると設計基準強度と一軸圧縮強さの変

動係数から求めることができるが、ここでは安全側の評価とし断面欠損を考慮した設計基準強度

を改良地盤の圧縮強度として検討を行う。 

 

安全率の検討結果を表 2.2.2-9 に示す。検討結果より改良地盤の圧縮強度は改良地盤の基礎ス

ラブ直下における最大鉛直応力の 1.5 以上の安全率を有していることを確認した。 

 

表 2.2.2-9 改良地盤の鉛直応力に対する検討結果 

（改良地盤底部） 

地震波 
最大鉛直応力 

σｙmax(kN/m2) 

圧縮強度 

SSfSC(kN/m2) 
安全率 ｸﾗｲﾃﾘｱ 判定 

Ss-1 1775 2940 1.65 1.50 OK 

Ss-2 1404 2940 2.09 1.50 OK 

Ss-3 1818 2940 1.61 1.50 OK 

 

5.1
f

maxy

SCSS ≧
σ
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・改良地盤に作用するせん断力に対する検討 

検討は、改良地盤の基礎スラブ直下及び改良地盤下端のせん断力について行う。改良地盤上端

及び下端にせん断面を想定し、各時刻（t）における改良地盤に作用する水平方向せん断力 FH(t)

と改良地盤の水平抵抗力 FR(t)を評価し、そのせん断に対する安全率 FS(t)が 1.5 以上であること

を下式により確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

ここで、   FS(t) :せん断に対する安全率 

  FR(t) :せん断面上の地盤の水平抵抗力（kN） 

  FH(t) :せん断面上の地盤のせん断力（kN） 

  τRi(t) ：せん断面の解析モデル要素 i のせん断抵抗力（kN/m2） 

τRi(t)は上載圧による強度増加は無視して設定し、せん断強度

SSfSS を用いる。なお、せん断破壊及び鉛直方向応力が引張状態

になった地盤要素は評価しない 

  τSi(t) :せん断面の解析モデル要素 i に作用するせん断応力（kN/m2） 

  li :解析モデル要素 i を横切るせん断面の長さ(要素 i の長さ)(m) 

  SSfSS :改良地盤のせん断強度（kN/m2） 

 

改良地盤のせん断強度（SSfSS）は下式より設定する。 

 

 

 

ここで、    SSfSS :450kN/m2 （断面欠損 25%を考慮する） 

 

5.1
)t(F

)t(F
)t(F

H

R
S ≧

  iRiRiR l)t()t(F)t(F ・τ

  iSiHiH l)t()t(F)t(F ・τ

SCSSSSSS f
5

1
f 
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安全率の検討結果を表 2.2.2-10 及び表 2.2.2-11 に示す。 

検討結果より改良地盤の水平抵抗力は、改良地盤の基礎スラブ直下及び改良地盤下端の最大せ

ん断力の 1.5 以上の安全率を有していることを確認した。なお、解析は二次元でモデル化してい

るため、単位長さ当りのせん断力及び水平抵抗力で検討する。 

 

表 2.2.2-10 改良地盤のせん断力に対する検討 

（基礎スラブ下端） 

最大せん断力 

FH 

水平抵抗力 

FR 

安全率 

FS 地震波 

(kN/m) (kN/m)  

ｸﾗｲﾃﾘｱ 判定 

Ss-1 3629 13387 3.68 1.50 OK 

Ss-2 2931 14512 4.95 1.50 OK 

Ss-3 3654 13500 3.69 1.50 OK 

 

表 2.2.2-11 改良地盤のせん断力に対する検討 

（改良地盤底部） 

最大せん断力 

FH 

水平抵抗力 

FR 

安全率 

FS 地震波 

(kN/m) (kN/m)  

ｸﾗｲﾃﾘｱ 判定 

Ss-1 7809 15750 2.01 1.50 OK 

Ss-2 7504 15975 2.12 1.50 OK 

Ss-3 6643 15300 2.30 1.50 OK 

 

4) 支持力の検討 

支持力の評価は、改良地盤底部における最大鉛直応力が支持地盤の極限支持力度に対して 1.5

以上の安全率を有していることを確認する。 

 

 

ここで、       Ru :極限鉛直支持力度 

   V :地震応答解析から得られる最大鉛直応力 

 

検討の結果、支持地盤の極限支持力度（6860kN/m2）*は改良地盤底部における最大鉛直応力の

1.5 以上の安全率を有していることを確認した。 

*：「福島第一原子力発電所 原子炉設置変更許可申請書（４号炉増設）」による 

 

6860kN/m2 ／ 1818kN/m2 ＝ 3.77 ≧ 1.50 ・・・・OK 

 

5.1
V

R u ≧
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(5) 地盤アンカーの耐震性に対する検討 

1) 検討方針 

地盤アンカーは、図 2.2.2-10 に示すように基礎スラブ上端を緊張端とし、泥岩層 O.P.-7.0m 以

深を定着長部としている。地盤アンカーの検討は基準地震動 Ss 時に自由長部に発生する応力が規

格降伏耐力以下及び定着長部の設計定着長が必要定着長以上であることを確認する。検討は、旧

建築基準法第 38 条の規定に基づく認定工法「STK 永久アンカー工法」（建設省阪住指発第 353 号、

平成 8 年 10 月 16 日）における設計マニュアルに基づき実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-10 地盤アンカー設置計画（単位：mm） 
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2) 地盤アンカーの検討 

・自由長部の検討 

地盤アンカーに発生する応力と規格降伏耐力を比較した結果を表 2.2.2-12 に示す。地盤アンカ

ーは STK-200 (SWPR19 4-φ21.8)を用いる。 

検討の結果、耐力比が 1 以下になることを確認した。 

 

表 2.2.2-12 自由長部の検討結果 

発生応力 
Tmax 

(kN/本) 

規格降伏耐力 
Tys 

(kN/本) 

耐力比 
Tmax／Tys 判定 

1590 1981 0.81 OK 

 

 

・定着長部の検討 

定着長部の検討は、地盤アンカーの規格降伏耐力と地盤の極限摩擦抵抗力から求める必要定着

長が、設計定着長を下回ることを確認する。結果を表 2.2.2-13 に示す。 

検討の結果、検定比が 1 以下になることを確認した。 

 

 

 

ここで、        La ：必要定着長（cm） 

    Tys ：地盤アンカーの規格降伏耐力（1981kN） 

    F ：安全率（=1.0） 

    τu ：地盤の極限摩擦抵抗力（N/cm2）（137N/cm2）* 
*：旧建築基準法第 38 条の規定に基づく認定工法「STK 永

久アンカー工法」（建設省阪住指発第 353 号、平成 8 年

10 月 16 日）、設計マニュアルより N 値 50 以上の泥岩の

値 

    Dd ：地盤アンカー体の設計径（17cm） 

 

表 2.2.2-13 定着長の検討結果 

必要定着長 
La 

(cm) 

設計定着長 
Ld 

(cm) 

検定比 
La／Ld 判定 

271 700 0.39 OK 

 

 

du

ys
a D

FT
L






πτ
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2.3 燃料取扱機支持用架構の構造強度及び耐震性について 

燃料取扱機支持用架構の構造強度及び耐震性の検討フローを図 2.3-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 2.3-1 燃料取扱機支持用架構の検討フロー 

 

(1) 検討方針 

(2) 原子炉建屋の地震応答解析 

(3) 架構の耐震性に対する検討 

(4) 原子炉建屋接合部の耐震性に対する検討 

2.3.2 耐震性 

(5) 原子炉建屋の耐震性に対する検討 

(1) 設計方針 

(2) 架構の構造強度に対する検討 

(4) 原子炉建屋の構造強度に対する検討 

2.3.1 構造強度 

(3) 原子炉建屋接合部の構造強度に対する検討 
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2.3.1 構造強度 

(1) 設計方針 

構造強度の検討は、燃料取扱機支持用架構、原子炉建屋接合部及び架構反力が作用する原子炉

建屋について許容応力度設計を実施する。 

 

1) 使用材料及び許容応力度 

燃料取扱機支持用架構の物性値及び許容応力度を表 2.3.1-1 に示す。 

 

表 2.3.1-1 燃料取扱機支持用架構の物性値及び許容応力度 

材料定数 

部位 材料 ヤング係数 

E（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

架  構 鉄骨 2.05×105 0.3 77.0 

基礎構造 コンクリート 2.44×104 0.2 24.0 

 

コンクリートの許容応力度 (単位：N/mm2)

長期 短期 

圧縮 引張 せん断 圧縮 引張 せん断 設計基準強度= 30 

10.0 － 0.790 20.0 － 1.185 

 

鉄筋の許容応力度 (単位：N/mm2)

長期 短期 
記号 鉄筋径 

引張及び圧縮 せん断補強 引張及び圧縮 せん断補強 

D29 未満 215 
SD345 

D29 以上 195 
195 345 345 

 

構造用鋼材の許容応力度 (単位：N/mm2)

板厚 材料 基準強度 F 許容応力度 

T≦40 mm SS400 235 

T≦40 mm SM490A 325 

T＞40 mm SM490A 295 

－ BCP325 325 

－ BCR295 295 

T＞40 mm TMCP325C* 325 

－ SNR490B 325 

「鋼構造設計規準」に従

い、左記 F の値より求め

る 

*：国土交通大臣指定書（国住指第 326-2、平成 14 年 5 月 7 日）による 
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2) 荷重及び荷重組合せ 

 設計で考慮する荷重を以下に示す。 

 

・鉛直荷重（VL） 

燃料取扱機支持用架構に作用する鉛直方向の荷重で、固定荷重、機器荷重、配管荷重及び積載

荷重とする。 

 

・クレーン荷重（CL） 

吊荷荷重を含む燃料取扱機による荷重を表 2.3.1-2 に示す。 

 

表 2.3.1-2 クレーン荷重一覧表 

燃料取扱機 735 kN         

作業台車 196 kN         

 

・地震荷重（K） 

燃料取扱機支持用架構に作用させる地震荷重は、O.P.-2.06m（原子炉建屋基礎スラブ上端レベ

ル）を基準面とした原子炉建屋の地震層せん断力係数の算定結果より設定する。原子炉建屋の地

震層せん断力係数は下式より算定し、算定結果を表 2.3.1-4 に示す。 

Qi = n・Ci・Wi 

Ci = Ｚ・Rt・Ai・Co 

ここで、 

 Qi ：水平地震力（kN） 

 n ：施設の重要度に応じた係数（n=1.5） 

建築基準法で定める地震力の 1.5 倍を考慮する。 

 Ci ：地震層せん断力係数 

 Wi ：当該部分が支える重量（kN） 

ここに、燃料取扱機支持用架構の設計で考慮する原子炉建屋の全体重量は、瓦礫

撤去の効果と燃料取扱機支持用架構を新規に設置する影響を考慮した。原子炉建屋

の全体重量を表 2.3.1-3 に示す。 

 

表 2.3.1-3 原子炉建屋の全体重量(kN) 

原子炉建屋全体重量*1 1078100 

瓦礫撤去による軽減重量 -39810 

燃料取扱機支持用架構の付加重量 +6490 

燃料取扱機支持用架構設計用原子炉建屋全体重量 1044780 

 

*1 「福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性および補強等に関する検討に係る報告

書（その１）」（平成 23 年 5 月 28 日 東京電力株式会社）にて用いた原子炉建屋重量(1069320kN)

に使用済燃料プール底部の支持構造物の設置工事による重量(8780kN)を加算したもの 
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 Z ：地震地域係数（Z=1.0） 

 Rt ：振動特性係数（Rt=0.8） 

 Ai ：地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数で、燃料取扱機支持用架構の固有値を用 

いたモーダル法（二乗和平方根法）により求める。 

 C0 ：標準せん断力係数（C0=0.2） 

 

表 2.3.1-4 原子炉建屋の地震層せん断力係数の算定結果 

標高 各階重量 Wi Ai n･Ci 
階 

O.P. (m) (kN) (kN) NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向

5 39.92 77700 － － － － － 

4 39.92～32.30 88770 77700 2.070 2.218 0.497 0.533

3 32.30～26.90 122210 166470 1.787 1.831 0.429 0.440

2 26.90～18.70 127700 288680 1.520 1.549 0.365 0.372

1 18.70～10.20 208960 416380 1.309 1.315 0.314 0.316

B1 10.20～-2.06 － 625340 1.000 1.000 0.240 0.240

 

燃料取扱機支持用架構に作用させる水平震度は、原子炉建屋 4 階の NS 方向地震層せん断力係数

(n・Ci=0.497)及び EW 方向地震層せん断力係数(n・Ci=0.533)より、水平震度を Ki=n・Ci とし

て水平地震力を設定する。表 2.3.1-5 に燃料取扱機支持用架構に作用させる水平地震力の算定結

果を示す。 

 

表 2.3.1-5 水平地震力の算定結果 

NS 方向 EW 方向 
標高 

O.P. (m) 
各階重量 

(kN) 水平震度 
Ki 

水平地震力 
Pi (kN) 

水平震度 
Ki 

水平地震力 
Pi (kN) 

40.77 2487 0.497 1236 0.533 1326 

30.485 298 0.497 148 0.533 159 

20.20 188 0.497 93 0.533 100 

 

ここに、燃料取扱機支持用架構は鉄骨造で剛性が小さく、原子炉建屋は壁式鉄筋コンクリート

造で剛性が非常に高いことから、燃料取扱機支持用架構の変形量に対して原子炉建屋の変形量は

非常に小さく、地震時の原子炉建屋の変形が燃料取扱機支持用架構に及ぼす影響は考慮しないも

のとした。 
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・荷重組合せ 

設計で考慮する燃料取扱機の位置を図 2.3.1-1 に、荷重組合せを表 2.3.1-6 に示す。なお、燃

料取扱機支持用架構はクレーン支持用架構に覆われているため、積雪時及び暴風時は考慮しない

ものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.3.1-1 燃料取扱機の位置（単位：mm） 

 

表 2.3.1-6 燃料取扱機支持用架構の荷重組合せ 

想定する状態 荷重ケース 荷重組合せ内容 許容応力度 

常時 C VL＋CL 長期 

E1 VL＋CL＋K(＋NS)*1 

E2 VL＋CL＋K(－NS)*1 

E3 VL＋CL＋K(＋EW)*1 
地震時 

E4 VL＋CL＋K(－EW)*1 

短期 

     *1：地震荷重は NS 方向及び EW 方向を考慮する  

：支点または柱頭位置 

燃料取扱機 

位置 C：北端 

位置 B：中央 

位置 A：南端 
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(2) 架構の構造強度に対する検討 

1) 解析モデル 

燃料取扱機支持用架構の解析モデルは、O.P. 18.70m より上部を立体架構モデルとし、柱及び

梁端部の境界条件は剛接、原子炉建屋シェル壁上端はピン及び原子炉建屋南側外壁の柱脚部は固

定とする。解析モデル、部材寸法及び応力検討箇所を図 2.3.1-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1-2 解析モデル図（単位：mm） 
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2) 断面検討 

応力解析結果を用い、断面検討は二方向の曲げを図 2.3.1-3 に示すように考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

柱要素       NS 方向梁要素         EW 方向梁要素 

図 2.3.1-3 曲げモーメントの方向 

 

応力度比の検討は「鋼構造設計規準」に従い、軸力及び曲げモーメントに対する検討は下式に

て行う。 

 

 ・軸圧縮の場合 

 

 ・軸引張の場合 

 

ここで、    σc：軸応力度（=N／A） 

N：軸力、A：断面積 

   σbz：部材 z軸方向曲げ応力度（＝Mz／Zz） 

Mz、Zz：部材 z 軸回りモーメント及び断面係数 

   σby：部材 y軸方向曲げ応力度（＝My／Zy） 

My、Zy：部材 y 軸回りモーメント及び断面係数 

   fc：許容圧縮応力度 

   fb：許容曲げ応力度 

   ft：許容引張応力度 

 

また、せん断力に対する検討は、下式にて行う。 

 

 かつ  

 

ここで、    τz：部材 z 軸方向せん断応力度（＝Qz／Awz） 

Qｚ、Awz：部材 z 軸方向せん断力及びせん断断面積 

   τy：部材 y 軸方向せん断応力度（＝Qy／Awy） 

Qy、Awy：部材 y 軸方向せん断力及びせん断断面積 

1
ff b

bybz

c

c ≦
σσσ 



1
ft

bybzc
≦

σσσ 

1
f

3)(

t

2
z

2
bybzc

≦
τσσσ 

1
f

3)(

t

2
y

2
bybzc

≦
τσσσ 
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表 2.3.1-7 及び表 2.3.1-8 に応力度比が最大となる部位の断面検討結果を示す。 

断面検討の結果、全ての部材に対する応力度比が 1 以下になることを確認した。 

 
表 2.3.1-7 断面検討結果（常時） 

部位 検討箇所 
部材形状 

(mm) 
荷重ケース

(位置)*1 

作用 
応力度 

(N/mm2) 

許容 
応力度 

(N/mm2) 
応力度比 判定 

曲げ Mz  0.3 216.7 

曲げ My 20.0 216.7 

圧縮 N  4.2 150.1 

せん断 Qz  0.9 125.1 

柱 C1 
□-1000×1000 

×25×25 

C 
(B) 

せん断 Qy  0.0 125.1 

0.13 OK 

曲げ Mz 36.6 196.7 

曲げ My  1.2 196.7 

圧縮 N  0.4 121.6 

せん断 Qz  0.2 113.5 

梁 G1 
B□-1300×750 

×22×50 

C 
(B) 

せん断 Qy  0.5 113.5 

0.20 OK 

曲げ Mz  0.0 196.7 

曲げ My  1.5 196.7 

圧縮 N  1.5 135.1 

せん断 Qz  0.1 113.5 

ブレース V1 
□-450×450 

×22 

C 
(B) 

せん断 Qy  0.0 113.5 

0.02 OK 

*1：燃料取扱機の位置を示す 
 

表 2.3.1-8 断面検討結果（地震時） 

部位 検討箇所 
部材形状 

(mm) 
荷重ケース

(位置)*1 

作用 
応力度 

(N/mm2) 

許容 
応力度 

(N/mm2) 
応力度比 判定 

曲げ Mz  0.2 325.0 

曲げ My 25.1 325.0 

圧縮 N  4.3 225.2 

せん断 Qz  1.7 187.6 

柱 C1 
□-1000×1000 

×25×25 

E2 
(B) 

せん断 Qy  0.0 187.6 

0.10 OK 

曲げ Mz 34.2 295.0 

曲げ My 28.5 295.0 

圧縮 N  1.2 182.4 

せん断 Qz  3.4 170.3 

梁 G1 
B□-1300×750 

×22×50 

E3 
(C) 

せん断 Qy 10.2 170.3 

0.23 OK 

曲げ Mz  2.8 295.0 

曲げ My  0.0 295.0 

圧縮 N 23.9 202.7 

せん断 Qz  0.0 170.3 

ブレース V1 
□-450×450 

×22 

E3 
(A) 

せん断 Qy  0.2 170.3 

0.13 OK 

*1：燃料取扱機の位置を示す 
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(3) 原子炉建屋接合部の構造強度に対する検討 

1) 許容耐力の算定 

燃料取扱機支持用架構の原子炉建屋上の支点は接着系アンカーボルトを用いて一体化が図られ

る。接着系アンカーボルトの許容耐力は「各種合成構造設計指針・同解説」に従い、原子炉建屋

の設計基準強度(22.1N/mm2)を用いて下式によって求め、計算結果を表 2.3.1-9 に示す。 

 

pa = min( pa1，pa3 ) 

qa = min( qa1，qa2，qa3 ) 

 

ここで、    pa ：接着系アンカーボルトの許容引張力 

   pa1 ：アンカーボルトの降伏により決まる許容引張力 

   pa3 ：付着力により決まる許容引張力 

   qa ：接着系アンカーボルトの許容せん断力 

   qa1 ：アンカーボルトのせん断強度により決まる許容せん断力 

   qa2 ：躯体の支圧強度により決まる許容せん断力 

   qa3 ：躯体のコーン破壊により決まる許容せん断力 

 

 

表 2.3.1-9 接着系アンカーボルトの許容耐力 

箇所  シェル壁上端（F1、F2） 南側外壁(F3) 

標高 m O.P.39.92 O.P. 9.60～O.P.18.70 

M27 D25 
鋼材種類  

SNR490B SD345 

埋め込み長さ mm 700 450 

アンカーボルトの間隔 mm 300 400 

許容引張力(paL) kN/本 58 51 
長期 

許容せん断力(qaL) kN/本 53 58 

許容引張力(paS) kN/本 116 102 
短期 

許容せん断力(qaS) kN/本 104 116 
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2) シェル壁上端位置の検討 

燃料取扱機支持用架構とシェル壁との接合部の概要を図 2.3.1-4 に、作用応力と許容耐力を比

較した結果を表 2.3.1-10 に示す。 

検討の結果、全ての応力度比が 1以下になることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 平面図                断面図 

(a) F1 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 平面図                断面図 

(b) F2 

図 2.3.1-4 シェル壁上端位置の接合部概要（単位：mm） 

 

 

表 2.3.1-10  シェル壁上端位置の検討結果 

作用応力 許容耐力 

検討箇所 
(ｱﾝｶｰ本数) *1 

荷重ケース 
(位置) *2 

引抜力 
P 

(kN) 

せん断力 
Q 

(kN) 

許容引張力 
pa 

(kN) 

許容せん断力 
qa 

(kN) 

応力度比 判定

C 
(B)  

0 41 1160 1060  0.04 OK 
F1 

(20)  E2 
(B)  

0 669 2320 2080  0.33 OK 

C 
(A)  

0 10 464 424  0.03 OK 
F2 
(8)  E3 

(A) 
0 94 928 832  0.12 OK 

*1：設計で考慮するアンカーボルトの本数 

*2：燃料取扱機の位置を示す 
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3) 南側外壁位置の検討 

燃料取扱機支持用架構と南側外壁との接合部の概要を図 2.3.1-5 に、作用応力と許容耐力を比

較した結果を表 2.3.1-11 に示す。 

検討の結果、全ての応力度比が 1以下になることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
         (a)平断面図                  (b)断面図 

図 2.3.1-5 南側外壁位置の接合部概要（単位：mm） 

 

表 2.3.1-11 南側外壁位置の検討結果 

作用応力 許容耐力 
検討箇所 
方向 

(ｱﾝｶｰ本数)*1 

荷重ケース 
(位置)*2 

引抜力 
P 

(kN) 

せん断力 
Q 

(kN) 

許容引張力 
pa 

(kN) 

許容せん断力 
qa 

(kN) 

応力度比 判定

C 
(A) 

552 2622 1224 5742  0.46 OK 
F3 

NS 方向 
 (引張 24) 

 (せん断 99) 
E1 
(A)  

951 2613 2448 11484  0.39 OK 

C 
(A) 

24 2622 765 5742  0.46 OK 
F3 

EW 方向 
(引張 15) 

 (せん断 99) 
E3 
(A)  

412 4049 1530 11484  0.36 OK 

*1：設計で考慮するアンカーボルトの本数。アンカーボルトは引張に

抵抗するものとせん断に抵抗するものをそれぞれ設定した 

*2：燃料取扱機の位置を示す 

南側外壁 架構基礎 南側外壁 架構基礎 



 
 

3-71 

(4) 原子炉建屋の構造強度に対する検討 

1) 検討方針 

原子炉建屋の構造強度の検討では、当該躯体建設時の設計用応力*1 に架構反力により生じる応

力を重ね合わせた応力が、許容応力度以下になることを確認する。ここで、燃料取扱機支持用架

構の重量が原子炉建屋に比較して十分に小さいことから、検討は地震時についてのみ実施する。

検討対象部位は、架構反力を受けるシェル壁と南側外壁とする。なお、シェル壁については O.P. 

18.70m より上部を検討対象とする。検討対象部位を図 2.3.1-6 に示す。 
*1：原子炉建屋全体重量は、瓦礫撤去の効果（－39810kN）及び燃料取扱機

支持用架構の新設（＋6490kN）を考慮すると軽減傾向にあり、地震時

応力は低減されるが、安全側の評価として建設時の設計用応力を用いる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 2.3.1-6 既存躯体の検討対象部位（単位：mm） 

検討対象部位 

燃料取扱機支持用架構 
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2) 断面検討 

軸力及び曲げモーメントに対する断面検討とせん断に対する断面検討は、「原子力施設鉄筋コン

クリート構造計算規準・同解説」に従い、設計基準強度(22.1N/mm2)を用いて行う。 

シェル壁の軸力及び曲げモーメントに対する検討結果を表 2.3.1-12 に、せん断力に対する断面

検討結果を表 2.3.1-13 に示す。南側外壁の面内方向に対する断面検討結果を表 2.3.1-14 に、面

外方向に対する断面検討結果を表 2.3.1-15 に示す。 

検討の結果、全ての応力度比が１以下になることを確認した。また、燃料取扱機支持用架構の

反力により生じる応力は、建設時の設計用応力の 10%以下であることを確認した。 

 

表 2.3.1-12 シェル壁の断面検討結果(1) 

（軸力及び曲げモーメントに対する検討） 

標高 コア壁厚 
配筋 
タテ筋 

鉄筋の 
最大引張応力度

コンクリートの

最大圧縮応力度
応力度比 

O.P. 
(m) 

t 
(m) 

at(cm2/m) 
Pg(%) 

σt 
(N/mm2) 

σc 
(N/mm2) 

σt／ft 
判定

39.92～32.30 1.50 
at=87.7 
Pg=1.16 

58.1 2.0 0.17 OK

32.30～26.90 1.85 
at=87.7 
Pg=0.94 

80.1 3.4 0.24 OK

26.90～18.70 2.08 
at=171.0 
Pg=1.64 

64.3 3.7 0.19 OK

 

 

表 2.3.1-13 シェル壁の断面検討結果(2) 

（せん断に対する検討） 

標高 コア壁厚 
配筋 

上段:タテ筋 
下段:ヨコ筋 

鉄筋の 
最大引張応力度 

応力度比 

O.P. 
(m) 

t 
(m) 

at(cm2/m) 
Pg(%) 

σt 
(N/mm2) 

σt／ft 

判定

at =87.7 
Pg =1.16 

86.3 0.26 OK
39.92～32.30 1.50 

at =76.0 
Pg =1.01 

99.1 0.29 OK

at =87.7 
Pg =0.94 

117.1 0.34 OK
32.30～26.90 1.85 

at =76.0 
Pg =0.82 

134.2 0.39 OK

at =171.0 
Pg =1.64 

125.0 0.37 OK
26.90～18.70 2.08 

at =171.0 
Pg = 1.64 

125.0 0.37 OK
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表 2.3.1-14 南側外壁の断面検討結果(1) 

（面内方向） 

せん断 曲げモーメント 
標高 壁厚 

配筋 
上段:タテ筋 
下段:ヨコ筋 

鉄筋の 
最大引張応力度 

鉄筋の 
最大引張応力度 

コンクリートの 
最大圧縮応力度 

応力度比

O.P. 
(m) 

t 
(m) 

Pg 
(%) 

σt 
(N/mm2) 

σt 
(N/mm2) 

σc 
(N/mm2) 

σt／ft 

判定

2-D32@200 
Pg=0.79 18.70 

～ 
10.20 

1.00 
2-D32@200 

Pg=0.79 

278.5 0.0 2.0 0.81 OK 

 

 
表 2.3.1-15 南側外壁の断面検討結果(2) 

（面外方向） 

せん断 曲げモーメント 
標高 壁厚 

配筋 
タテ筋 ｺﾝｸﾘｰﾄの最大

せん断応力度

応力 
度比 

鉄筋の最大 
引張応力度 

ｺﾝｸﾘｰﾄの最大 
圧縮応力度 

応力 
度比 

O.P. 
(m) 

t 
(m) 

Pg 
(%) 

τs 
(N/mm2) 

τs／fs

判定
σt 

(N/mm2) 
σc 

(N/mm2) 
σt／ft

判定

18.70 
～ 

10.20 
1.00 

2-D32@200 
Pg =0.79 

0.1 0.10 OK 110.8 2.1 0.33 OK

 



 
 

3-74 

2.3.2 耐震性 

(1) 検討方針 

耐震性の検討は、燃料取扱機支持用架構、原子炉建屋接合部及び原子炉建屋の健全性について

行い、基準地震動 Ss に対して燃料取扱機支持用架構及び原子炉建屋の応答性状を適切に表現でき

る地震応答解析を用いて評価する。 

 

(2) 原子炉建屋の地震応答解析 

1) 解析に用いる入力地震動 

検討用地震動は、「福島第一原子力発電所『発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針』の改

訂に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書」（平成 20 年 3 月 31 日 東京電力株式会社）にて作成

した解放基盤表面に定義される基準地震動 Ss（図 2.2.2-2(1)及び図 2.2.2-2(2)参照）を用いる。 

地震応答解析に用いる入力地震動の概念図を図 2.3.2-1 に示す。モデルに入力する地震動は一

次元波動論に基づき、解放基盤表面に定義される基準地震動 Ss に対する地盤の応答として評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 
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2) 地震応答解析モデル 

原子炉建屋の地震応答解析モデルは、図 2.3.2-2 に示すように質点系でモデル化し、地盤を等

価なばねで評価した建屋－地盤連成系モデルとする。 

 地震応答解析モデルの諸元は、「福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性および

補強等に関する検討に係る報告書（その１）」（平成 23 年 5 月 28 日 東京電力株式会社）に示さ

れる内容に、使用済燃料プール底部の支持構造物の設置工事、瓦礫撤去及び新規に設置する燃料

取扱機支持用架構の重量を考慮した。解析諸元を表 2.3.2-1(1)及び表 2.3.2-1(2)に示す。 

地盤定数は、水平成層地盤と仮定し地震時のせん断ひずみレベルを考慮して定めた。地盤定数

の設定結果を表 2.3.2-2 に示す。基礎底面の地盤ばねについては、「JEAG 4601-1991」に示されて

いる手法を参考にして、地盤を成層補正し振動アドミッタンス理論によりスウェイ及びロッキン

グばねを評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.3.2-2 原子炉建屋の地震応答解析モデル 

O.P. 

(m) 

39.92 
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‐6.06 
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表 2.3.2-1(1) 原子炉建屋の地震応答解析モデルの諸元 

(a)水平（NS）方向 

標高 

O.P. (m) 

質点重量 

W（kN） 

回転慣性重量 

IG（×105 kN･m2） 

せん断断面積 

As（m2） 

断面二次モーメント 

I（m4） 
  

39.92   77700  141.73 
 150.8  13068 

32.30   88770 163.44 
 103.4  15942 

26.90  122210 224.92 
 223.4  45026 

18.70  127700  244.14 
 175.4  46774 

10.20  208960  391.33 
 460.4 114194 

-2.06  287050 574.38 
2812.6 562754 

-6.06  132390 264.88 
  

ヤング係数 Ec 2.57×107(kN/m2)  
合計 1044780 

せん断弾性係数 G 1.07×107(kN/m2)  
  ポアソン比ν 0.20  
  減衰 h 5%  
   

 

 

(b)水平（EW）方向 

標高 

O.P. (m) 

質点重量 

W（kN） 

回転慣性重量 

IG（×105 kN･m2） 

せん断断面積 

As（m2） 

断面二次モーメント 

I（m4） 
  

39.92   77700  78.78 
  90.4   6491 

32.30   88770 91.66 
 105.8   6388 

26.90  122210 224.92 
 167.5  32815 

18.70  127700  232.88 
 166.4  46303 

10.20  208960  570.57 
 424.5 136323 

-2.06  287050 828.96 
2812.6 772237 

-6.06  132390 346.27 
  

ヤング係数 Ec 2.57×107(kN/m2)   
合計 1044780 

せん断弾性係数 G 1.07×107(kN/m2)  
  ポアソン比ν 0.20  
  減衰 h 5%  
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表 2.3.2-1(2) 原子炉建屋の地震応答解析モデルの諸元 

（鉛直方向） 

標高 

O.P. (m) 

質点重量 

W（kN） 

軸断面積 

AN（m2） 

軸ばね剛性 

KA（×108 kN /m2） 
  

39.92   77700  
222.6  7.41 

32.30   88770 
218.1  10.58 

26.90  122210 
380.4  11.92 

18.70  127700  
340.6  10.30 

10.20  208960  
654.7  13.72 

-2.06  287050 
2812.6 180.71 

-6.06  132390 
 

ヤング係数 Ec 2.57×107(kN/m2)  
合計 1044780 

せん断弾性係数 G 1.07×107(kN/m2) 
  ポアソン比ν 0.20 
  減衰 h 5% 
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表 2.3.2-2 地盤定数の設定結果 

 (a)Ss-1 

標高 
せん断波 

速度 

単位体積 

重量 

ﾎﾟｱｿﾝ

比 

せん断 

弾性係数 

初期せん断

弾性係数 

剛性 

低下率

ヤング 

係数 

減衰

定数
層厚

O.P. Vs γ ν G G0 G/G0 E h H 

(m) 

地質 

(m/s) (kN/m3)  (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (×105kN/m2) (%) (m)
           

10.0 
 
 

砂岩 380 17.8 0.473 2.23 2.62 0.85 6.57 3 8.1
1.9 

 
 

450 16.5 0.464 2.66 3.41 0.78 7.79 3 11.9
-10.0 

 
 

500 17.1 0.455 3.40 4.36 0.78 9.89 3 70.0
-80.0 

 
 

560 17.6 0.446 4.39 5.63 0.78 12.70 3 28.0
-108.0 

 
 

泥岩 

600 17.8 0.442 5.09 6.53 0.78 14.68 3 88.0
-196.0 

 

  
(解放基盤) 700 18.5 0.421 9.24 9.24 1.00 26.26 - - 

 

(b)Ss-2 

標高 
せん断波 

速度 

単位体積 

重量 

ﾎﾟｱｿﾝ

比 

せん断 

弾性係数 

初期せん断

弾性係数 

剛性 

低下率

ヤング 

係数 

減衰

定数
層厚

O.P. Vs γ ν G G0 G/G0 E h H 

(m) 

地質 

(m/s) (kN/m3)  (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (×105kN/m2) (%) (m)
           

10.0 
 
 

砂岩 380 17.8 0.473 2.23 2.62 0.85 6.57 3 8.1
1.9 

 
 

450 16.5 0.464 2.76 3.41 0.81 8.08 3 11.9
-10.0 

 
 

500 17.1 0.455 3.53 4.36 0.81 10.27 3 70.0
-80.0 

 
 

560 17.6 0.446 4.56 5.63 0.81 13.19 3 28.0
-108.0 

 
 

泥岩 

600 17.8 0.442 5.29 6.53 0.81 15.26 3 88.0
-196.0 

 

  
(解放基盤) 700 18.5 0.421 9.24 9.24 1.00 26.26 - - 

 

(c)Ss-3 

標高 
せん断波 

速度 

単位体積 

重量 

ﾎﾟｱｿﾝ

比 

せん断 

弾性係数 

初期せん断

弾性係数 

剛性 

低下率

ヤング 

係数 

減衰

定数
層厚

O.P. Vs γ ν G G0 G/G0 E h H 

(m) 

地質 

(m/s) (kN/m3)  (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (×105kN/m2) (%) (m)
           

10.0 
 

 
砂岩 380 17.8 0.473 2.25 2.62 0.86 6.63 3 8.1

1.9 
 

 
450 16.5 0.464 2.66 3.41 0.78 7.79 3 11.9

-10.0 
 

 
500 17.1 0.455 3.40 4.36 0.78 9.89 3 70.0

-80.0 
 

 
560 17.6 0.446 4.39 5.63 0.78 12.70 3 28.0

-108.0 
 

 

泥岩 

600 17.8 0.442 5.09 6.53 0.78 14.68 3 88.0
-196.0 

 

  
(解放基盤) 700 18.5 0.421 9.24 9.24 1.00 26.26 - - 
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3) 地震応答解析結果 

地震応答解析は水平方向と鉛直方向を別々に入力した。最大応答加速度分布を図 2.3.2-3 に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)水平（NS）方向              (b)水平（EW）方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)鉛直方向 

 

図 2.3.2-3 原子炉建屋の最大応答加速度分布 

Ss-1
Ss-2
Ss-3

Ss-1
Ss-2
Ss-3

Ss-1
Ss-2
Ss-3
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(3) 架構の耐震性に対する検討 

1) 解析に用いる入力地震動 

燃料取扱機支持用架構への入力地震動は、基準地震動 Ss を入力したときの原子炉建屋

O.P.39.92m と O.P.18.70m の時刻歴応答変位を用い、水平方向と鉛直方向の同時入力とする。 

 

2) 地震応答解析モデル 

地震応答解析に用いる入力地震動の概念と燃料取扱機支持用架構の解析モデルを図 2.3.2-4 に、

層間変形角が最大となる燃料取扱機を南端に設置した場合の地震応答解析モデルにおける質点重

量を表 2.3.2-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2-4 燃料取扱機支持用架構の地震応答解析モデル 

 

40.77 

30.485 

20.20 

18.70 

O.P. 
（m） 1111 

1211 1311
1411

1511
1611

1711
1811

1911

2011

3011

1112 

1114 
1115 

1215
1315

1415
1515

1615
1715

1815 

1915 

2015 

3015 
4015 

4011

1913 

1713

O.P.18.70m の応答 

O.P.39.92m の応答 
39.92 

32.30 

26.90 

18.70 

10.20 

-2.06 

-6.06 

O.P. 
（m） 
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表 2.3.2-3 燃料取扱機支持用架構の地震応答解析モデルにおける質点重量 

標高 
O.P.(m) 

節点番号 
質点重量 

(kN) 

1111 57  

1211 89  

1311 79  

1411 68  

1511 68  

1611 68  

1711 78  

1811 62  

1911 97  

1115 57  

1215 89  

1315 79  

1415 68  

1515 68  

1615 68  

1715 78  

1815 62  

1915 97  

1112 46  

1114 46  

1713 37  

1913 94  

9001 49  

9002 49  

9003 49  

9004 49  

9501 184  

9502 184  

9601 184  

40.77 

9602 184  

2011 149  
30.485 

2015 149  

3011 94  
20.20 

3015 94  

合 計 2973  
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3) 波及的影響の評価 

地震応答解析結果が、JSCA 性能メニュー（社団法人日本建築構造技術者協会、2002 年）を参考

に定めたクライテリア（「層間変形角は 1/75 以下、層の塑性率は 4 以下、部材の塑性率は 5 以下」

*1及びせん断力はせん断耐力以下）を満足することを確認する。 

なお、解析結果が「時刻歴応答解析建築物性能評価業務方法書」（財団法人日本建築センター、

平成 19 年 7 月 20 日）に示されるクライテリア（層間変形角は 1/100 以下、層の塑性率は 2 以下、

部材の塑性率は 4 以下）を超える場合には水平変形に伴う鉛直荷重の付加的影響を考慮した解析

を実施し、安全性を確認する。 
*1：北村春幸、宮内洋二、浦本弥樹「性能設計における耐震性能判断基準

値に関する研究」、日本建築学会構造系論文集、第 604 号、2006 年 6 月 

 

 

・層間変形角の検討 

燃料取扱機支持用架構の層間変形角を表 2.3.2-4 に示す。 

検討の結果、層間変形角は 1/75 以下となりクライテリアを満足することを確認した。 

 

表 2.3.2-4 層間変形角の検討結果 

最大応答値 

NS 方向入力時 EW 方向入力時 
ｸﾗｲﾃﾘｱ 判定標高 

O.P. 
(m) 

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-1 Ss-2 Ss-3 

30.485～40.77 1/10285 1/10285 1/34283 1/1686 1/2057 1/2706 

18.70～30.485 1/1061 1/1309 1/1419 1/1733 1/2104 1/2805 

1/75 OK 
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・塑性率の検討 

部材の塑性率は、最大応答曲げモーメント時の曲率を全塑性モーメントに至る時の曲率で除し

た値で表される。最大曲げモーメントが全塑性モーメント以下の場合は弾性であり塑性率は 1 以

下となる。最大応答値を全塑性モーメントまたはせん断耐力で除した値を耐力比と定義し、表

2.3.2-5 に検討結果を示す。 

表 2.3.2-5 より曲げモーメント及びせん断力については、全てのケースで耐力比が１を下回る

ことから塑性率は 1 以下となり、クライテリアを満足することを確認した。 

 
 

表 2.3.2-5 耐力比の検討結果 

部位 
検討 
箇所 

部材形状 
(mm) 

地震波 入力方向 耐力比 判定 

Mz/Muz 0.01 

My/Muy 0.10 

Qz/Quz 0.03 
柱 C1 

□-1000×1000
×25×25 

Ss-1 NS 

Qy/Quy 0.01 

OK 

Mz/Muz 0.13 

My/Muy 0.06 

Qz/Quz 0.02 
梁 G1 

B□-1300×750
×22×50 Ss-1 EW 

Qy/Quy 0.10 

OK 

Mz/Muz 0.02 

My/Muy 0.02 

Qz/Quz 0.01 
ブレース V1 

□-450×450 
×22 

Ss-1 EW 

Qy/Quy 0.01 

OK 

 

Mz：部材 z 軸回りの曲げモーメントの最大値  Muz：部材 z 軸回りの全塑性モーメント 

My：部材 y 軸回りの曲げモーメントの最大値  Muy：部材 y 軸回りの全塑性モーメント 

Qz：部材 z 方向のせん断力の最大値   Quz： 部材 z 軸方向のせん断耐力 

Qy：部材 y 方向のせん断力の最大値   Quy： 部材 y 軸方向のせん断耐力 
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(4) 原子炉建屋接合部の耐震性に対する検討 

接着系アンカーボルトの耐震性の検討は、短期許容引張力及び短期許容せん断力を許容耐力と

し、応力度比が 1 以下になることを確認する。 

 

1) シェル壁上端位置の検討 

作用応力と許容耐力を比較した結果を表 2.3.2-6 に示す。 

検討の結果、全ての応力度比が 1以下になることを確認した。 

 

表 2.3.2-6 シェル壁上端位置の検討結果 

作用応力 許容耐力 

検討箇所 
(ｱﾝｶｰ本数)*1 

地震波 
入力 
方向 

引抜力 
P 

(kN) 

せん断力 
Q 

(kN) 

短期 
許容引張力

pa 
(kN) 

短期 
許容せん断力 

qa 
(kN) 

応力度比 判定

F1 
(20) 

Ss-1 NS 0  1105  2320 2080  0.54 OK

F2 
(8) 

Ss-1 EW 104  168  928 832  0.21 OK

*1：設計で考慮するアンカーボルトの本数 

 

 

2) 南側外壁位置の検討 

作用応力と許容耐力を比較した結果を表 2.3.2-7 に示す。 

検討の結果、全ての応力度比が 1以下になることを確認した。 

 

表 2.3.2-7 南側外壁位置の検討結果 

作用応力 許容耐力 
検討箇所 
方向 

(ｱﾝｶｰ本数)*1 
地震波 

入力 
方向 

引抜力 
P 

(kN) 

せん断力 
Q 

(kN) 

短期 
許容引張力

pa 
(kN) 

短期 
許容せん断力 

qa 
(kN) 

応力度比 判定

F3 
NS 方向 

 (引張 24) 
(せん断 99) 

Ss-1 NS 1568 3214 2448 11484  0.65 OK

F3 
EW 方向 

 (引張 15) 
(せん断 99) 

Ss-1 EW 863 5793 1530 11484  0.57 OK

*1：設計で考慮するアンカーボルトの本数。アンカーボルトは引張に

抵抗するものとせん断に抵抗するものをそれぞれ設定した 
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(5) 原子炉建屋の耐震性に対する検討  

1) 検討方針 

燃料取扱機支持用架構の設置に伴う原子炉建屋の耐震性の評価は、耐震安全上重要な設備への

波及的影響防止の観点から、地震応答解析により得られる耐震壁のせん断ひずみが鉄筋コンクリ

ート造耐震壁の終局限界に対応した評価基準値（4.0×10-3）以下になることを確認する。 

ここで、耐震壁のせん断ひずみは、「(2)原子炉建屋の地震応答解析」で実施した地震応答解析

結果の値とする。 

 

2) 検討結果 

基準地震動 Ss に対する最大応答値を、「JEAG 4601-1991」に基づき設定した耐震壁のせん断ス

ケルトン曲線上にプロットした結果を、図 2.3.2-5 から図 2.3.2-7 に示す。 

検討の結果、地震応答解析により得られる最大応答値は、評価基準値（4.0×10-3）に対して十

分に余裕があることを確認した。 

 

 



 
 

3-86 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 2 4

せ
ん

断
応

力
（
N

/m
m

2
）

せん断ひずみ(×10-3)

2F
B1F

1F

B1F
1F3F

4F

2F

3F

4F

B1 階

1 階3 階 

4 階 
2 階 

1 階 

3 階 

2 階 
B1 階 

4 階 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 2 4

せ
ん

断
応

力
（
N

/m
m

2
）

せん断ひずみ(×10-3)

3F
B1F

1F

B1F

1F

3F

2F

4F

2F

4F

B1 階

1 階

3 階

4 階 

2 階 
1 階 

2 階 

3 階 
B1 階 4 階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (a)NS 方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (b)EW 方向 

図 2.3.2-5 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1） 
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  (a)NS 方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (b)EW 方向 

図 2.3.2-6 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-2） 
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    (a)NS 方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (b)EW 方向 

図 2.3.2-7 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-3） 
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添付資料－3-2 

 

放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能に関する説明書（第４号機） 

 

1. 本説明書の記載範囲 

本説明書は、第４号機燃料取り出し用カバーの放射性物質の飛散・拡散を防止する機能

について記載するものである。 

なお、第３号機については、現地工事開始前までに報告を行い、確認を受けることとす

る。 

 

2. 燃料取り出し用カバーについて 

(1) 概要 

燃料取り出し用カバーは、作業に支障が生じることのないよう作業に必要な範囲をカ

バーし、風雨を遮る構造とする。また、使用済燃料プール内がれき撤去時の放射性物質

の舞い上がり、燃料取り出し作業に伴い建屋等に付着した放射性物質の舞い上がりによ

る大気放出を抑制するため、燃料取り出し用カバーは隙間を低減した構造とするととも

に、換気設備を設け、排気はフィルタユニットを通じて外部へ放出する。また、現在、

発電所敷地内でよう素（I-131）は検出されていないことから、フィルタユニットは、

発電所敷地内等で検出されているセシウム（Cs-134,137）の大気への放出が低減できる

設計とする。 

なお、添付資料－4-1「移送操作中の燃料集合体の落下」の評価に示す通り、大気へ

の放出低減効果が無い条件においても、周辺公衆に対し、著しい放射線被ばくのリスク

を与えることのない結果となっている。 

 

(2) 燃料取り出し用カバー 

燃料取り出し用カバーの大きさは、約 69m（南北）×約 31m（東西）×約 53m（地上高）

である。主体構造は鉄骨造であり、壁面および屋根面は風雨を遮る外装材で覆う計画で

ある。屋根面および壁面上部には勾配を設けて、雨水の浸入を防止する構造とする。 

（図-1 燃料取り出し用カバー概略図参照） 

 

(3) 換気設備 

a. 系統構成 

換気設備は、燃料取り出し用カバー内気体を吸引し、排気ダクトを経由して燃料取

り出し用カバーの外部に設置した排気フィルタユニットへ導く。排気フィルタユニッ

トは、プレフィルタ、高性能粒子フィルタ、排風機等で構成され、各フィルタで放射

性物質を捕集した後の気体を吹上用排気ダクトから大気へ放出する。 

排気フィルタユニットは、換気風量約 25,000m3/h のユニットを 3 系列（うち 1 系列

は予備）設置し、約 50,000m3/h の換気風量で運転する。 

また、燃料取り出し用カバー内の放射性物質や吹上用排気ダクトから大気に放出さ

れる放射性物質の濃度を測定するため、放射性物質濃度測定器を排気フィルタユニッ
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トの出入口に設置する。（図-2 燃料取り出し用カバー換気設備概略構成図、図-3 燃

料取り出し用カバー換気設備配置図、図-4 燃料取り出し用カバー換気設備系統図参

照） 

燃料取り出し用カバー換気設備の電源は、各々異なるＭＣＣより受電する。ＭＣＣ

は異なるＭ／Ｃから受電することとし、独立性を有する電源構成とする。また、Ｍ／

Ｃへの給電は複数の外部電源から行い、外部電源喪失時にはＤ／Ｇ（Ａ）（平成 24 年

3 月復旧予定）及びＤ／Ｇ（Ｂ）（平成 24 年 12 月復旧予定）から受電可能とするもの

とし、多重性、多様化を有する設計としている。（図-5 燃料取り出し用カバー電源

系統図参照） 

なお、第４号機での燃料取り出し作業は、有人での作業を計画していることから、

燃料取り出し用カバー内の放射性物質濃度の低減のため、給気フィルタユニットを有

する構造とする。給気フィルタユニットは、プレフィルタ、送風機、高性能粒子フィ

ルタ等で構成され、各フィルタで放射性物質を捕集した後の気体を燃料取り出し用カ

バー内へ放出する。 

給気フィルタユニットは、換気風量約 25,000m3/h のユニットを 3 系列（うち 1 系列

は予備）設置し、約 50,000m3/h の換気風量で運転する。 

燃料取り出し用カバー内の過度の放射性レベルを検出した場合に、それを放射線業

務従事者に伝えるために設置するエリアモニタについては、添付資料－1-3「放射線

モニタリングに関する説明書」として報告することとしており、現地工事開始前まで

に報告を行い、確認を受けることとする。 

 

 

表 1 換気設備構成 

設備名 構成・配置等 

給気フィルタユニット 配置：原子炉建屋南側の屋外に 3系列（うち予備 1 系列）設置

構成：プレフィルタ 

送風機 

高性能粒子フィルタ（効率 97%（粒径 0.3μm）以上） 

給気加熱器（電気ヒータ）（ダクト合流部に１基設置） 

フィルタ線量計（高性能粒子フィルタに設置） 

フィルタ差圧計（プレフィルタ、高性能粒子フィルタに

設置） 

給気吹出口 配置：カバー内の側部に設置 

排気吸込口 配置：カバー内の天井部に設置 
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設備名 構成・配置等 

排気フィルタユニット 配置：原子炉建屋南側の屋外に 3系列（うち予備 1 系列）設置

構成：プレフィルタ 

高性能粒子フィルタ（効率 97%（粒径 0.3μm）以上） 

排風機 

フィルタ線量計（高性能粒子フィルタに設置） 

フィルタ差圧計（プレフィルタ、高性能粒子フィルタに

設置） 

吹上用排気ダクト 配置：排気フィルタユニットの下流側に設置 

放射性物質濃度測定器 

測定対象：カバー内及び大気放出前の放射性物質濃度 

仕様  ：検出器種類 シンチレーション検出器 

計測範囲  10-1～104s-1 

台数    排気フィルタユニット入口 1 台 

        排気フィルタユニット出口 2 台 

 

b. 換気風量について 

燃料取り出し用カバー内の環境は、燃料取扱機、クレーン及び電源盤の設備保護の

ため 40℃以下（設計値）となる換気設備を設けるものとする。なお、作業エリアに

は、局所的にローカルクーラを設け作業環境の向上を図るものとする。 

燃料取り出し用カバー内の熱負荷を除熱するのに必要な換気風量は、下式により求

められ約 50,000m3/h となる。 

  

Q=q/(Cp・ρ・(t1-t2)・1/3600) 

Q：換気（排気）風量（m3/h） 

q：設計用熱負荷，約 143（kW）（機器発熱）※1 

Cp：定圧比熱，1.004652（kJ/kg・℃） 

ρ：密度，1.2（kg/m3） 

t1：カバー内温度，40（℃） 

t2：設計用外気温度，31.5（℃）※2 

※1 10%の余裕を含む 

※2 28.5℃（小名浜気象台で観測された 1971 年～1975 年の 5 年間の観測デー

タにおける累積出現率が 99％となる最高温度）+約 3℃（送風機のヒート

アップによる温度上昇） 

 

c. 構造強度 

燃料取り出し用カバー換気設備は、その用途から換気空調設備に類似すると考える。

当該設備は、「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」に定められた

内包する流体の放射性物質の濃度が37mBq/cm3未満であることから適用除外の設備と

位置付けられるが、系統機能試験等を行い、有意な変形や漏えい、運転状態に異常が
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ないことを確認することで、必要な構造強度を有するものと評価する。 

 

d. 耐震性 

①基本方針 

燃料取り出し用カバーの換気設備は、換気空調系である C クラス相当と位置付け

られることから、一般構造物と同等の耐震性を有する設計とする。 

 

②主要設備の耐震構造 

「JEAG4601-1987 原子力発電所耐震設計技術指針」等を準用し、静的震度（1.2Ci）

に基づく主要機器の転倒等の評価を行い、Ｃクラス相当の耐震性を有するものと評

価する。（参考資料－１） 

 

e. 運転管理および保守管理 

①運転管理 

送風機・排風機の起動/停止操作は、屋外地上部に設置した現場制御盤で行うも

のとし、故障等により送風機・排風機が停止した場合には、予備機が自動起動する。 

現場制御盤では、送風機・排風機の運転状態（起動停止状態）、放射性物質濃度

が表示され、それらの異常を検知した場合には、警報を発する。また、免震重要棟

でも同様に、送風機・排風機の運転状態（起動停止状態）、放射性物質濃度が表示

され、それらの情報に異常を検知した場合は、警報を発するシステムとなっている。 

放射性物質濃度測定器を排気フィルタユニットの出入口に設置し、燃料取り出し

用カバー内から大気に放出される放射性物質濃度を測定する。 

 

②保守管理 

換気設備については安全上重要な設備ではなく、運転継続性の要求が高くない。

保守作業に伴う被ばくを極力低減する観点から、異常の兆候が確認された場合に対

応する。なお、排気フィルタユニット出口の放射性物質濃度測定器については、外

部への放射性物質放出抑制の監視の観点から多重化し、機器の単一故障により機能

が喪失した場合でも測定可能な設備構成とする。 

また、フィルタについては、差圧計（プレフィルタ、高性能粒子フィルタに設置）

又は線量計（高性能粒子フィルタに設置）の値を確認しながら、必要な時期に交換

する。 

 

f. 異常時の措置 

燃料取り出し用カバー換気設備が停止しても、セシウムの使用済燃料プールから大

気への移行割合は、1×10-3～1×10-5％程度であり、第４号機から放出される放射性

物質は小さいと評価されている（福島第一原子力発電所１～４号機に対する「中長期

的安全確保の考え方」に基づく施設運営計画に係わる報告書（その１）（平成 23 年

12 月 7 日））ことから、放射性物質の異常な放出とならないと考えられる。また、第

４号機の使用済燃料プール水における放射性物質濃度は、Cs-134 が 4.5×100Bq/cm3、
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Cs-137 が 6.6×100Bq/cm3（平成 24 年 1 月 30 日に使用済燃料プールより採取した水の

分析結果）である。 

なお、燃料取り出し用カバー換気設備は、機器の単一故障が発生した場合を想定し

て、送風機、排風機及び電源の多重化を実施しており、切替等により機能喪失後の速

やかな運転の再開を可能としている。また、排気フィルタユニット出口の放射性物質

濃度測定器については、２台の連続運転とし、１台故障時においても放射性物質濃度

を計測可能とする。 

 

3. 放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

燃料取り出し用カバー内から排気フィルタユニットを通じて外部へ放出される放射性

物質は、高性能粒子フィルタ（効率 97% (粒径 0.3μm)以上）により低減される。 

セシウムの使用済燃料プールから大気への移行割合は、1×10-3～1×10-5％程度であり、

第４号機から放出される放射性物質は小さいと評価されている。（福島第一原子力発電所

１～４号機に対する「中長期的安全確保の考え方」に基づく施設運営計画に係わる報告書

（その１）（平成 23 年 12 月 7 日）） 

表 2 に発電所敷地内で測定された放射性物質濃度を示す。仮に、燃料取り出し用カバー

内が表 2 に示す放射性物質濃度のうち、濃度の高い第４号機オペレーティングフロア上の

放射性物質濃度であった場合、排気フィルタを通過して大気へ放出される放射性物質濃度

は表 3 の通りとなる。 

 

表 2 発電所敷地内の放射性物質濃度      （Bq/cm3） 

核種 

第４号機原子炉建屋オペレー

ティングフロア上の濃度 

（平成 23 年 6 月 18 日測定） 

福島第一原子力発電所西門の

濃度（平成 23 年 6 月 18 日測

定）※ 

Cs-134 約 1.2×10-4 約 5.4×10-6 

Cs-137 約 1.1×10-4 約 6.2×10-6 

※現在は、検出限界値以下であるが、第４号機オペレーティングフロア上の測定値との

比較のため、平成 23 年 6 月 18 日の測定値とした。 

 

Q=C・(1-f) 

Q ：フィルタ通過後の放射性物質濃度（Bq/cm3） 

C ：カバー内に吸い込まれる外気の放射性物質濃度（Bq/cm3）（表 2 参照） 

f ：フィルタ効率（高性能粒子フィルタ 97%） 

 

表 3 フィルタ通過後の放射性物質濃度 

核種 濃度（Bq/cm3） 

Cs-134 約 3.6×10-6 

Cs-137 約 3.3×10-6 
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以上の結果、表 2 及び表 3 より、フィルタ通過後の放射性物質濃度は西門での放射性

物質濃度よりも低いレベルとなる。 

また、表 3 に示す濃度の放射性物質の放出が燃料取り出し用カバーの供用期間である

5 年間（想定）続くと仮定して算出した結果、年間被ばく線量は敷地境界で約 0.008mSv

／年であり、法令の濃度限度 1mSv／年に比べても十分低いと評価される。（参考資料－

２） 

なお、年間の第１～３号機原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）からのセシウムの放

出による年間被ばく線量評価値（福島第一原子力発電所１～４号機に対する「中長期的

安全確保の考え方」に基づく施設運営計画に係わる報告書（その３）（平成 23 年 12 月

15 日）約 0.2mSv／年）に比べても十分に低いと評価される。 

 

以  上 



3-95 

 

 

 

【燃料取り出し用カバー】 

・ 作業環境整備区画を構成・支持する架構及び附属設備を指す。 

・ 燃料取り出し用カバーのうち、作業環境整備区画は外装材等により区画し、換気

対象範囲とする。 

【雨養生範囲】 

・ 燃料取り出し用カバー以外のオペレーティングフロアエリアは雨水対策を施す。 

・ 換気対象範囲外とする。 

 

 

図-1 燃料取り出し用カバー概略図 

 



3-96 

 

図-2 燃料取り出し用カバー換気設備概略構成図 

 

 

 

 

図-3 燃料取り出し用カバー換気設備配置図

現場制御盤 

給気フィルタユニット 

第４号機原子炉建屋 

 

 
排気フィルタユニット 

第４号機燃料取り出し用カバー

（作業環境整備区画） 
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図-4 燃料取り出し用カバー換気設備系統図
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※今後の設計の進捗により変更の可能性有り。 

 

 

図-5 燃料取り出し用カバー換気設備電源系統図 
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参考資料－１ 

 

第４号機燃料取り出し用カバー換気設備の耐震性について 

 

1. 送風機・排風機の耐震性 

送風機・排風機の耐震性評価として、｢JEAG4601-1987 原子力発電所耐震設計技術指針｣

を準用し、送風機・排風機基礎の溶接部の評価を行った。なお、震度については、耐震設

計審査指針上の耐震 C クラス設備に適用される静的地震力に余裕を持たせた 0.36G を採

用した。基礎の溶接部の許容応力については、供用状態 D における許容応力を適用し、

溶接部の評価温度は 50℃とした。基礎の溶接部のせん断応力を評価した結果、基礎の溶

接部に生じるせん断応力は許容応力以下であり、基礎の溶接部の強度が確保されることを

確認した（表 4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 送風機・排風機の耐震評価モデル 

 

      ・評価部位：基礎の溶接部 

      ・考慮する荷重：地震荷重 / 送風機・排風機振動による荷重 

      ・計算に用いる数式 

        鉛直方向のせん断力 

)ll(n
2
1

l)C1(gWMh)CC(gW
Q

21f

1PPPH
v

+⋅

⋅−⋅⋅−+⋅+⋅⋅
=  

        鉛直方向のせん断応力 
W

v
v A

Q
=τ  

        水平方向のせん断力 )CC(gWQ PHH +⋅⋅=  

        水平方向のせん断応力 
W

H
H An

Q
⋅

=τ  

W ：据付面に作用する重量 

g ：重力加速度(=9.80665) 

h ：据付面から重心までの距離 

MP ：送風機・排風機回転により働くモーメント 

    ※基礎溶接部に MPは作用しない 

l1 ：送風機・排風機重心と基礎の溶接部間の距離 

l2 ：送風機・排風機重心と基礎の溶接部間の距離（l1≦l2） 

h

L

l1 l2 

転倒支点 

：重心位置 
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nf ：鉛直方向のせん断力の作用する基礎の溶接部の評価箇所数 

n ：基礎の溶接部の箇所数 

AW ：基礎の溶接部の断面積 

CH ：水平方向設計震度 

CP ：送風機・排風機振動による震度 

 

表 4 送風機・排風機基礎の溶接部の強度評価 

評価対象機器 部位 材料 応力種類
算出応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

送風機 
基礎の 

溶接部 
SS400 相当 せん断 13 65 

排風機 
基礎の 

溶接部 
SS400 相当 せん断 23 65 

 

2. フィルタユニットの耐震性 

フィルタユニットの耐震性評価として、｢JEAG4601-1987 原子力発電所耐震設計技術指

針｣を準用し、1.と同様の方法で基礎の溶接部の評価を行った。なお、震度については、

耐震設計審査指針上の耐震 C クラス設備に適用される静的地震力に余裕を持たせた

0.36G を採用した。基礎の溶接部の許容応力については、供用状態 D における許容応力を

適用し、溶接部の評価温度は 50℃とした。基礎の溶接部のせん断応力を評価した結果、

基礎の溶接部に生じるせん断応力は許容応力以下であり、基礎の溶接部の強度が確保され

ることを確認した（表 5 参照）。 

ｈ

ℓ１ ℓ２

（ℓ１≦ℓ２）

転倒支点

転倒方向

：重心位置

 
図-7 フィルタユニットの耐震評価モデル 

 

      ・評価部位：基礎の溶接部 

      ・考慮する荷重：地震荷重 

      ・計算に用いる数式 
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        鉛直方向せん断力 
)ll(n

l)C1(gWhCgW
Q

21f

1vH
v

+⋅
⋅−⋅⋅−⋅⋅⋅

=  

        鉛直方向せん断応力 
w

v
v A

Q
=τ  

        水平方向せん断力 HH CgWQ ⋅⋅=  

        水平方向せん断応力 
w

H
H An

Q
⋅

=τ  

W ：据付面に作用する重量 

g ：重力加速度(=9.80665) 

h ：据付面から重心までの距離 

l1 ：フィルタユニット重心と基礎の溶接部間の距離 

l2 ：フィルタユニット重心と基礎の溶接部間の距離（l1≦l2） 

nf ：鉛直方向のせん断力の作用する基礎の溶接部の評価箇所数 

n ：基礎の溶接部の箇所数 

Aw ：基礎の溶接部の断面積 

CH ：水平方向設計震度 

CV ：鉛直方向設計震度 

 

表 5 フィルタユニット基礎の溶接部の強度評価 

評価対象機器 部位 材料 応力種類
算出応力 

(MPa) 

許容応力

(MPa) 

給気フィルタユニット

（プレフィルタ） 

基礎の

溶接部
SS400 相当 せん断 11 65 

給気フィルタユニット

（高性能粒子フィルタ） 

基礎の

溶接部
SS400 相当 せん断 9 65 

排気フィルタユニット 
基礎の

溶接部
SS400 相当 せん断 11 65 

 

3. ダクトの耐震性 

燃料取り出し用カバー内のダクトは、燃料取り出し用カバーのクレーン支持用架構を利

用している（図-2 参照）。クレーン支持用架構は、添付資料－3-1「燃料取り出し用カバ

ーの構造強度及び耐震性に関する説明書」で、基準地震動 Ss に対する地震応答解析を実

施し崩壊しないことを確認していることから、使用済燃料プールへ波及的影響は与えない。 

 

以 上
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参考資料－２ 

 

第４号機燃料取り出し用カバー排気フィルタユニットから放出された 

セシウムによる被ばく線量評価について 

 

1. 評価条件 

(1) 燃料取り出し用カバー内が、表 2 に示す第４号機オペレーティングフロア上の放射性

物質濃度であった場合に排気フィルタユニットを介して大気に放出されるものと仮

定する。 

(2) 減衰は考慮しない。 

(3) 地上放出と仮定する。 

(4) 燃料取り出し用カバーの供用期間である 5 年間（想定）に放出される放射性物質が地

表に沈着し蓄積した時点のγ線に起因する実効線量と仮定し評価する。 

(5) 大気拡散の評価に用いる気象条件は、福島第一原子力発電所原子炉設置変更許可申請

書で採用したものと同じ気象データを使用する。 

 

2. 評価方法 

燃料取り出し用カバー排気フィルタユニットから放出される放射性物質による一般公

衆の実効線量は、以下の被ばく経路について年間実効線量(mSv/年)を評価する。 

・放射性雲からのγ線に起因する実効線量  

・吸入摂取による実効線量 

・地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

 

(1) 放射性雲からのγ線に起因する実効線量 

 放射性物質のγ線に起因する実効線量については、「発電用軽水型原子炉施設周辺の

線量目標値に対する評価指針」の放射性雲からのγ線による実効線量の評価の評価式を

用いて評価する。 

a．計算地点における空気カーマ率の計算 

 計算地点（ x， y， 0）における空気カーマ率は、次式により計算する。 

 

dzdydx)z,y,xχ(B(μr)
r4π

rμ
μEKD ''''''

2en1
e ⋅⋅

⋅−
⋅⋅= ∫ ∫ ∫

∞ ∞
∞−

∞
0 0  ・・・ (1) 

 

 ここで、  D ：計算地点(x、y、0)における空気カーマ率（μGy/y） 

K1 ：空気カーマ率への換算係数（4.46×10-4
hBqMeV

μGymdis 3

⋅⋅
⋅⋅

） 

E ：γ線の実効エネルギ（0.5MeV/dis）  

μen ：空気に対するγ線の線エネルギ吸収係数（m-1）  

μ ：空気に対するγ線の線減衰係数（m-1）  

r ：放射性雲中の点（x’，y’，z’）から計算地点（x，y，0）まで
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の距離（m） 

B(μr) ：空気に対するγ線の再生係数 

γ(μr)β(μr)α(μr)1B(μr) 32 +++=  

 ただし、μen、μ、α、β、γについては、0.5MeV のγ線に対する値を用い、以下

のとおりとする。 

     μen=3.84×10-3(m-1)、μ=1.05×10-2(m-1) 

     α=1.000、 β=0.4492、γ=0.0038 

χ(x’，y’，z’) ：放射性雲中の点（x’，y’，z’）における濃度（Bq/m3） 

 なお、χ(x’，y’，z’)は、次式により計算する。 

 

⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧ +−+

−−⋅−⋅
⋅⋅⋅

= eee σ2
H)z(

σ2
H)z(

σ2
y

Uσσ2π

Q
)z,y,xχ( 2

z

' 2

2
z

' 2

2
y

'2

zy

''' ・ (2) 

 

 ここで、  Q ：放射性物質の放出率（Bq/s） 

U ：放出源高さを代表する風速（m/s） 

H ：放出源の有効高さ（m）  

σy ：濃度分布の y’方向の拡がりのパラメータ（m）  

σZ ：濃度分布の z’方向の拡がりのパラメータ（m）  

 このとき、有効高さと同じ高度（z’= H）の軸上で放射性物質濃度が最も濃くなる。

被ばく評価地点は地上（z’= 0）であるため、地上放散が最も厳しい評価を与えるこ

とになる。 

b．実効線量の計算 

 計算地点における年間の実効線量は、計算地点を含む方位及びその隣接方位に向か

う放射性雲のγ線からの空気カーマを合計して、次式により計算する。 

 

)DDD(ffKH 1L1LL0h2γ +− ++⋅⋅⋅=

 

・・・・・・・・ (3) 

 

 ここで、  Hγ ：放射性物質のγ線に起因する年間の実効線量（μSv/y） 

K2 ：空気カーマから実効線量への換算係数（0.8μSv/μGy） 

fh ：家屋の遮へい係数（1.0） 

f0 ：居住係数（1.0） 

)DDD( 1L1LL +− ++  ：計算地点を含む方位(L)及びその隣接方位に向かう放射性雲によ

る年間平均のγ線による空気カーマ(μGy/y)。これらは(1)式か

ら得られる空気カーマ率 D を放出モード、大気安定度別風向分布

及び風速分布を考慮して年間について積算して求める。 

 

(2) 吸入摂取による実効線量 

吸入摂取による実効線量については、「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に

対する評価指針」の吸入摂取による実効線量の評価の評価式を用いて評価する。 
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a．放射性物質の年平均地表空気中濃度の計算 

 計算地点における年平均地表空気中濃度χは、(2)式を用い、隣接方位からの

寄与も考慮して、次式により計算する。 

 

∑∑∑ +− ++=
j

1jL
j

1jL
j

jL χχχχ  ・・・・・・・・・・・・ (4) 

 

 ここで、   j ：大気安定度（A～F） 

L ：計算地点を含む方位 

b．線量の計算 

 放射性物質の呼吸による実効線量は、次式により計算する。 

 

∑ ⋅⋅=
i

IiIiI AK365H  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (5) 

χMA iaIi ⋅=  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (6) 

 

 ここで、  HI ：吸入摂取による年間の実効線量（μSv/y） 

365 ：年間日数への換算係数（d/y） 

KIi ：核種 i の吸入摂取による成人実効線量換算係数（μSv/Bq） 

AIi ：核種 i の吸入による摂取率（Bq/d） 

Ma ：人間の呼吸率（m3/d） 

   （成人の 1 日平均の呼吸率：22.2m3/d を使用） 

χi  ：核種 i の年平均地表空気中濃度（Bq/m3）  

表 6 吸入摂取による成人の実効線量換算係数（μSv/Bq） 

核種 Cs-134 Cs-137 

KIi 2.0×10-2 3.9×10-2 

 

(3) 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量については、「発電用軽水

型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」の地面に沈着した放

射性物質濃度を計算し、放射性物質濃度からの実効線量への換算係数を用いて評価す

る。 

a．放射性物質の年平均地上空気中濃度の計算 

 計算地点における年平均地上空気中濃度χは、(4)式により計算する。 

b．線量の計算 

 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量は、次式により計算する。 

 

∑ ⋅=
i

OiGiG SKH  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (7) 
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{ }e Tλ1
λ

f
VχS Oi

i

1
giOi

⋅−−⋅⋅⋅=  ・・・・・・・・・・・・ (8) 

 

 ここで、  HG ：地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する 

年間の実効線量（μSv/y） 

KGi ：核種 i の地表沈着による外部被ばく線量換算係数(
mBq

yμSv
2
) 

SOi ：核種 i の地表濃度（Bq/m2）  

χi  ：核種 i の年平均地表空気中濃度（Bq/m3）  

VG ：沈着速度（0.01m/s） 

λi ：核種 i の物理的減衰係数（s-1） 

To ：放射性物質の放出期間（s）（カバー供用期間の 5 年を想定） 

f1 ：沈着した放射性物質のうち残存する割合（保守的に 1を用いる） 

 

表 7 放射性物質濃度から実効線量への換算係数（Sv/s/Bq/m2） 

核種 Cs-134 Cs-137 

KGi 1.5×10-15 5.8×10-16 

 

3. 評価結果 

評価結果（表 8 参照）の通り、年間被ばく線量は敷地境界で約 0.008mSv／年であり、法

令の濃度限度 1mSv／年に比べても十分低いと評価される。 

 

表 8 燃料取り出し用カバー排気フィルタユニットからの 

放射性物質の放出による一般公衆の実効線量（mSv/年） 

評価項目 

放射性雲 吸入摂取 地表沈着 
合計 

約 1.3×10-7 約 5.4×10-5 約 7.4×10-3 約 7.5×10-3 

 

以 上 
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添付資料－3-3 

がれき撤去等の手順に関する説明書 

 

1 現状と今後の作業 

福島第一原子力発電所第１、第３、第４号機は天井や外壁が損傷して建屋上部に積み重なって

いる状況にある。第２号機は東側外壁のブローアウトパネルが開放されているものの外見上の大

きな損傷は確認されていない。 

 第１～第４号機において、使用済燃料プール内燃料の取り出しを計画しているが、第１、第３、

第４号機ついては使用済燃料プール内燃料の取り出しに先立ち、原子炉建屋上部において、がれ

き撤去等が必要である。 

がれき撤去等の作業においては、がれき等を使用済燃料プールに落下させ波及的影響を与えな

いよう対策を講じる必要がある。本説明書は原子炉建屋上部のがれき撤去等の手順を示すもので

ある。 

 

2 がれき撤去等の監理体制 

協力会社ががれき撤去等の計画を立案し、当社がその計画の確認を行う。また、放射線管理に

関わる計画は、協力会社が立案し、当社がその計画の確認を行う。確認された計画に基づき協力

会社が作業を行い、当社が監理を行う。なお、不測事態が発生した場合、協力会社から当社監理

員に連絡を行い、当社および協力会社を交え計画の再検討等今後の対応について協議する。 

  

3 がれき撤去等の手順 

(1) がれき撤去フロー 

オペレーティングフロア上のがれきを安全に撤去するために、図 1 に示すがれき撤去フローに

従い、作業計画を立案する。なお、オペレーティングフロア上のがれき撤去は、作業状況につい

て常時監視した状況で実施する。監視にあたり以下の点に注意し、異常があった場合は直ちに作

業を中止し、関係者へ報告する。 

・使用済燃料プールに異常が無いか 

・重機による作業区画内に人がいないか 

・飛散物、落下物、建屋の異常等はないか 
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          図 1 がれき撤去フロー 

 

また、がれき撤去フローにおける①設備機器撤去に伴う安全性確認、③使用済燃料プール等へ

の落下防止施策については、次に具体的な内容を示す。 

 

a．①設備機器撤去に伴う安全性確認 

がれき撤去工程においては、設備機器の撤去作業を伴うが、安全性確保の為、当社および協力

会社において十分な調査・計画立案が必要である。設備機器の撤去に関するフローを図 2 に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 設備機器撤去に伴う詳細調査・確認・調整業務フロー 

②事前サーベイによる線量確認

③使用済燃料プール等への落下防止施策

④屋根および壁柱梁の解体

⑤がれき撤去・分別

⑥がれき運搬・保管

⑦がれき撤去完了

①設備機器*撤去に伴う安全性確認

Step-1（詳細調査） ＜作業 4 週間前＞ 

撤去対象物の内容物等の確認、現地調査、協力会社間での

調整を実施し、設備機器撤去計画を立案 

Step-2（確認・調整） ＜作業 2～4 週間前＞ 

設備機器撤去計画に基づき、社内他関係各所に問い合わせ、

撤去範囲を確定する 

Step-3（最終調整） ＜作業 1 週間前＞ 

現場写真を含む撤去範囲の詳細計画を改めて確認し、問題

が無いことを確認する 

Step-4（作業） ＜作業日＞ 

作業開始報告を行い実施の判断を受け、作業員への指示を

徹底し作業着手。作業完了後、目視確認を実施し、報告。 

*がれき撤去等の工事において支障となる 

設備機器等 
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b．③使用済燃料プール等への落下防止施策 

使用済燃料プールにがれきが落下し、使用済燃料貯蔵ラックや使用済燃料プールが損傷するこ

とを防止するため、がれき撤去に先立ち、がれきの状況を写真の分析や模型等により把握し作業

手順を検討する。 

がれき解体用重機には、下部へのがれき落下防止策を施した吊り治具等を使用し、使用済燃料

プール外のがれき撤去を行う際には、使用済燃料プール上を通過しないように手順を策定する。

また、使用済燃料プール内のがれき撤去を行う際には、使用済燃料貯蔵ラック上を通過しないよ

うに手順を策定し、使用済燃料プール内であって使用済燃料貯蔵ラック上に位置するがれきにつ

いては、極力使用済燃料貯蔵ラック上の移動距離が短くなるように手順を策定する。 

プール内のがれき撤去にあたっては、事前に燃料、ラックとがれきとの干渉について確認する。

干渉が想定される場合は、燃料及びラックの健全性並びに作業員の安全を確保するためのがれき

撤去の方法について検討し、必要に応じモックアップ等により安全性の確認を実施する。 

燃料取扱機、燃料取り出し用カバーの設置等のオペレーティングフロア上で行う作業にあたっ

ては、極力使用済燃料プール上で作業を行わないように手順を策定する。 

なお、必要に応じて使用済燃料プールの表面養生等の対策を施す。 

 

(2) がれき撤去等における留意事項 

a．手作業によるがれき撤去（第４号機の場合） 

① 事前サーベイによる線量の確認：線量測定により、高線量のがれきの有無を事前に確認す

る。表面線量当量率が高いがれきが確認された場合はマーキングによる注意喚起を行う。 

② 高所作業車の配置：クレーンに取り付けた作業台を原子炉建屋外周からオペレーティング

フロアへ配置し、がれきの搬出入を行う。 

③ がれきの分別：「金属」「コンクリート」「機械」（内部に油が生じているモノ）「その他」に

分けて袋詰めする。 

④ がれきの運搬：原子炉建屋周辺ヤードで、高所作業車からダンプ等へがれき類を積み替え、

指定された集積場所へ運搬する。 

 

b．重機によるがれき撤去 

① 安全対策：作業範囲周辺の安全性に配慮し、がれきの落下防止及びがれき落下に伴う設備

機器・重機損傷の防止を図る。 

② がれき撤去：使用済燃料プールへがれきを落下させないよう十分に注意し、作業を行う。

万一がれきが使用済燃料プールに落下した場合には、作業を一時中断し、異常のないこと

を確認した後、作業を再開する。 

③ がれきの分別：がれきは、解体重機でダンプに積み込める大きさに小割し、分別する。 

④ がれきの運搬：原子炉建屋周辺ヤードで、遮蔽措置を施したダンプ等へがれき類を積み替

え、指定された集積場所へ運搬する。 

 

c．がれきの仮置き及び分別 

がれきは、原子炉建屋周辺ヤード内に仮置き場所を設置し、分別集積する。仮置きしたがれき
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は線量を計測し、高線量の場合は作業員が近寄らないように区画及び表示を行う。 

 がれきには粉塵などの飛散防止を目的とした飛散防止剤の散布等を行い、ダンプにて搬出する。

なお、搬出するがれきについては、放射線量に応じて分別し構内に一時保管する。 

 

d．作業員の安全対策 

作業開始前は、事前サーベイによる線量確認を実施し、高線量箇所の注意喚起を行うなど作業

員の被ばく量低減に努める。また、事前サーベイによる線量確認状況に応じエリアモニタを設置

し、線量の目視確認が可能な状況とする。なお、緊急時（津波警報発生時の避難等）にはサイレ

ン等により警報を発報し、作業員に避難情報を提供する。 

 

e．既存建屋への影響評価 

がれき撤去に伴い既存建屋に作用する荷重は低下傾向を示すが、がれきの飛散防止のための養

生材や解体重機の積載などの影響により作用荷重が増加する場合も考えられる。がれき撤去によ

り大幅な荷重増減が生じる場合には、既存建屋が局部的に荷重を負担することのないよう、配慮

して計画を行う。 

なお、がれき撤去が進むに伴い建屋の損傷状況が確認できた場合には、必要に応じて既存建屋

への影響を再度評価することとする。 

 

f．燃料取扱設備、燃料取り出し用カバー等の設置 

① 安全対策：作業範囲周辺の安全性に配慮し、設置設備の落下防止及び設備落下に伴う設備

機器・重機損傷の防止を図る。 

② 設備設置：設備設置は極力使用済燃料プール上で行わないこととする。やむを得ず使用済

燃料プール上での作業を行う場合は、使用済燃料プールへ設置設備を落下させないよう十

分に注意し、作業を行う。 
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4 補足（第３号機、第４号機の現在の状況） 

(1) 状況写真 

写真 1 に第３号機、写真 2 に第４号機の原子炉建屋の損傷状況を示す。また、写真 3 に第３号

機、写真 4 に第４号機の使用済燃料プール周辺の状況を示す。 

がれきの仮置き及び分別における飛散防止材の散布状況のイメージを写真 5 に、がれきの搬出

状況のイメージを写真 6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 第３号機原子炉建屋の損傷状況 

（平成 23 年 3 月 24 日撮影） 

写真 2 第４号機原子炉建屋の損傷状況 

（平成 23 年 3 月 24 日撮影） 

写真 3 第３号機使用済燃料プール周辺の状況

（平成 23 年 11 月 10 日撮影） 

写真 4 第４号機使用済燃料プール周辺の状況 

（平成 23 年 7 月 15 日撮影） 

写真 5 飛散防止剤の散布状況イメージ 

（平成 23 年 8 月 9 日撮影） 

写真 6 がれきの搬出状況イメージ 

（平成 23 年 9 月 7 日撮影） 



3-111 

(2) 具体的な落下防止施策 

第４号機の使用済燃料プールの表面養生（例）を図 3 に示す。フロート材を使用済燃料プール

上に敷き詰め、がれき等の落下に対する養生とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 使用済燃料プールの表面養生（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フロート材の養生範囲 
（監視等に必要な部分を除く全面） 

←北
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(3) 具体的な撤去手順 

a．外壁の解体手順（例） 

損傷した原子炉建屋には落下する危険性の高い外壁が存在する。ここでは、第４号機の原子炉

建屋南面外壁の解体手順（例）を図 4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈外壁表側〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈外壁裏側〉 

 

図 4 外壁の解体手順（例） 

 

 

当該部分のパラペットには、

梁を介して壁筋が定着され

ていることが予想されるた

め、壁解体後にパラペットを

圧砕する。 

裏側を確認するとRC梁は残

存し壁筋が定着されている。

梁部分を先行解体すると、壁

全体が落下する危険性があ

るため、先行して壁を解体

し、後からパラペットを圧砕

する。 

横筋は既に柱から

縁が切れている。 

（平成 23 年 7 月 15 日撮影） 

（平成 23 年 7 月 15 日撮影） 
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b．柱及び梁の解体手順（例） 

 外壁撤去後の柱及び梁の解体について、第４号機の R4～R7 通りの柱及び梁の解体手順（例）

を図 5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 柱及び梁の解体手順（例） 

 

 

 

 

 

 

 

既に損傷して
ようにランウェ
解体する

①ランウェイガーダよりも上部の柱・梁・壁を解体 

②クレーンガーダ（トロリを含む）を撤去 

③ランウェイガーダを撤去する 

④ランウェイガーダより下部の柱・梁を撤去する 

③ランウェイガーダ 

②クレーンガーダ 

①  

④ 

①ランウェイガーダ上部の柱・梁・壁 
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添付資料－4-1 

 

移送操作中の燃料集合体の落下（第４号機） 

 

1. 原因 

 第４号機使用済燃料プール内における燃料の移送操作中に、何らかの原因で燃料集合体

が落下して破損し、放射性物質が環境に放出される。 

 

2. 事故防止対策 

 燃料集合体の落下を防止するため、次のような設計及び運転管理上の対策を講じる。 

(1) 燃料取扱機は、燃料集合体の総重量を十分上回る重量に耐えることのできる強度に

設計する。 

(2) 燃料把握機のワイヤを二重化する。 

(3) 燃料把握機は、圧縮空気等の駆動源が喪失した場合、燃料集合体が外れないフェイ

ル・セイフ設計とする。 

(4) 燃料把握機が燃料集合体を確実につかんでいない場合には、吊上げができないよう

なインターロックを設ける。 

(5) 運転要領を十分整備し、よく訓練された監督者の直接指揮下で燃料取扱作業を行う

運転管理体制をとる。 

(6) 使用済燃料プールに貯蔵されている燃料集合体について、移送前に燃料集合体の機

械的健全性を確認する。健全性確認の方法については、添付資料－1-4「燃料の健全

性確認及び取り扱いに関する説明書」として別途報告を行い、確認を受けることとす

る。 

(7) 燃料集合体の機械的健全性確認において、破損が確認された燃料集合体を移送する

場合には、破損形態に応じた適切な取扱手法及び収納方法により、放射性物質の飛

散・拡散を防止する。破損燃料の取り扱い方法については、添付資料－1-4「燃料の

健全性確認及び取り扱いに関する説明書」として別途報告を行い、確認を受けること

とする。 

 

3. 核分裂生成物の放出量及び線量の評価 

3.1. 核分裂生成物の放出量 

(1) 破損燃料棒の評価 

本事故時に破損する燃料棒の本数は、次の仮定に基づいて評価する。 

a. 燃料取り出し作業に際し、使用済燃料貯蔵ラックの上部で取扱中の燃料集合体 1

体が使用済燃料貯蔵ラックに落下するものと仮定する。 

b. 落下による燃料集合体の破損体数は、炉心での落下を想定した設置許可申請書の
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評価と同様の 2.3 体とする。 

なお、炉心での落下高さ 10m に対し、使用済燃料プールでの落下高さは使用済燃

料貯蔵ラックへの落下及び構内用輸送容器への落下共に 1m 以下であり、装荷・貯蔵

されている燃料集合体の配置密度も炉心と比較して使用済燃料プール及び構内用輸

送容器の方が低いため、使用済燃料プールでの落下を想定した場合の破損体数が、

炉心での落下を想定した場合の破損体数を上回ることはない。 

(2) 評価条件 

事故時の核分裂生成物の移行と放出量の評価は、次の仮定に基づいて行う。 

a. 燃料ギャップ内の核分裂生成物の量は、原子炉が定格出力の約 105％（熱出力

2,483MW）で十分長時間（2,000 日）運転された取替炉心のサイクル末期の最大出力

燃料集合体について行う。 

b. 燃料取り出し作業は、原子炉停止後 365 日冷却された後に行われるものとし、原

子炉停止後の放射能の減衰は考えるものとする。 

なお、第４号機の発電停止は 2010 年 11 月 30 日であり、使用済燃料プールからの

燃料取り出しはステップ 2 終了から 2 年以内の 2013 年 12 月頃の開始を目標として

いる。この場合の冷却日数は約 1100 日となる。 

c. 破損した燃料棒のギャップ内核分裂生成物の全量が水中に放出されるものとす

る。破損した燃料棒のギャップ内核分裂生成物の存在量については、半減期の長い

核種の放出が支配的であることを考えて、破損した燃料棒内の全蓄積量に対して希

ガス及びよう素それぞれ 30％とする。 

d. 放出された希ガスは、全量が水中から燃料取り出し用カバーの空気中へ移行する

ものとする。 

e. 燃料取り出し作業開始時には、燃料及び冷却材温度は低下しているので、放出さ

れたよう素のうち 1％は有機状とし、すべて燃料取り出し用カバー内に移行するも

のとする。 

f. 水中へ放出された無機よう素の水中での除染係数は 500 とする。 

 (3) 評価結果 

上記の評価条件に基づいて計算した核分裂生成物の大気中への放出量は表 1 の通り

である。 

表 1 核分裂生成物の大気中への放出量 

核分裂生成物 放出量 

希ガス(γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値)

大気放出量 
約 5.0×1011Bq 

よう素(I-131 等価量)大気放出量 約 3.3×106Bq 
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3.2. 線量当量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は、地上放出されるものとし、これによる実効線

量の計算は、次の仮定に基づいて行う。 

a. 敷地境界外の地表空気中濃度は、設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析

に使用する気象条件」に記述される相対濃度に核分裂生成物の全放出量を乗じて求

める。 

なお、相対濃度（χ／Ｑ）は設置許可申請書記載の主蒸気管破断（地上放出）の

値 3.4×10-5s/m3を適用する。 

b. 敷地境界外の希ガスによるγ線空気吸収線量は、設置許可申請書添付書類六の

「5.5 安全解析に使用する気象条件」に記述される相対線量に希ガスの全放出量を

乗じて求める。 

なお、相対線量（Ｄ／Ｑ）は設置許可申請書記載の主蒸気管破断（地上放出）の

値 3.4×10-19Gy/Bq を適用する。 

(2) 評価方法 

敷地境界外における実効線量は、次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被

ばくによる実効線量の和として計算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量ＨI（Sv）は、(3.2-1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（3.2-1） 

ここで、 

   Ｒ  ：呼吸率（m3/s） 

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」の

活動中の呼吸率 0.31m3/h を秒当たりに換算して用いる。 

Ｈ∞    ：よう素（Ｉ-131）を 1Bq 吸入した場合の小児の実効線量（1.6

×10-7Sv/Bq） 

   χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

   ＱI  ：事故期間中のよう素の大気放出量（Bq）（Ｉ-131 等価量） 

また、希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Ｈγ（Sv）は、(3.2-2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ･････････････････････････････････（3.2-2） 

ここで、 

   Ｋ  ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（Ｋ＝1Sv/Gy） 

   Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

   Ｑγ ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

（γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 
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(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表 2 の通

りである。 

表 2 燃料集合体の落下時の実効線量 

実効線量 

約 1.7×10-4mSv 

 

これは、設置許可申請書で評価された燃料集合体の落下時の実効線量約 6.8×

10-2mSv よりさらに小さい値であることから、周辺公衆に与える放射線被ばくのリスク

は十分に小さい。 

 

今回評価した実効線量は設置許可申請書での評価と比較して 2 桁以上減少している

が、その原因は、設置許可申請書の評価で排気筒放出であったものが今回地上放出と

して評価することによる実効線量の上昇要因があるものの、冷却が進んだことによる

希ガス及びよう素の減少効果がそれ以上に大きいことである。 

 

4. 判断基準への適合性の検討 

 3.に示した通り、周辺公衆に対し、著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

 

以 上 
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4. 使用済燃料共用プール等 

 

4.1. 概要 

4.1.1. 現状及び中期的見通し 

使用済燃料共用プール等（以下、「共用プール」という。）は、運用補助共用施設内に設

け、燃料取扱設備と燃料貯蔵設備等で構成する。 

燃料取扱設備は、燃料取扱装置及び共用プールで取り扱う構内用輸送容器、使用済燃料

乾式貯蔵容器（以下、「乾式貯蔵キャスク」という。）及び使用済燃料輸送貯蔵兼用容器（以

下、「輸送貯蔵兼用キャスク」という。）で構成する。なお、これら容器については、「3．

使用済燃料プールからの燃料取り出し」及び「5．使用済燃料乾式キャスク仮保管設備」に

記載する。 

燃料貯蔵設備は、共用プール、共用プール冷却浄化系、共用プール補機冷却系、共用プ

ール補給水系等で構成する。 

共用プール冷却浄化系は、ポンプ、熱交換器、ろ過脱塩装置、補助機器等で構成する。 

その他設備として天井クレーン、使用済燃料輸送容器除染設備等がある。 

共用プールには、現在、1～6 号機の使用済燃料 6,375 体を貯蔵している。東北地方太平

洋沖地震に伴い発生した津波により、電源設備の浸水により電源が喪失し、共用プール冷

却浄化系は一時的に機能を喪失したが、現在は仮設電源設置と共用プール冷却浄化系を一

部復旧し、安定した冷却を維持している。現在の共用プール内の状態を下表に示す。 

共用プール内水質 

(平成 23 年 12 月 13 日採取) 
使用済燃料 

保管体数 

（貯蔵容量） 

[体] 

燃料ラック 

材質 

共用プール

容量 

[m3] 

共用プール水

温度 

［℃］ 

（平成 24 年 1

月 13 日時点）

塩化物

イオン

[ppb] 

放射性物質濃度※1

［Bq/cm3］ 

共用プール

内の主な 

貯蔵物 

6,375 

（6,840） 
ステンレス製 約 4,000 約 14 約 129 Cs137:約 3.4×100 使用済燃料

※1:よう素 131 及び Cs134 は検出限界以下 

平成 24 年度下期から計画している共用プールからの燃料取出開始時には、順次設備を復

旧していくことから、より安定した冷却が可能となる見通しである。 

また、今後、共用プールに、1～4 号機原子炉建屋内の使用済燃料プールに現在貯蔵中の

使用済燃料と新燃料（合計 3,108 体）の受け入れを計画しており、これらの燃料には、設

置許可対象外の使用済燃料（7×7燃料）、新燃料（9×9 燃料）、破損燃料が含まれる。 

今回の報告内容は、共用プールからの燃料取出開始時点のものであるが、共用プール冷

却浄化系機能喪失時の共用プール水位評価については、1～4 号機原子炉建屋内の使用済燃

料プールに貯蔵中の燃料受入れも考慮している。 
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4.1.2. 基本的対応方針及び中期的計画 

今後、より安定した冷却を維持するために、共用プール冷却浄化系、共用プール補機冷

却系及び共用プール補給水系の各設備について、津波の被害を受けた電源設備を除き復旧

し、事故前の機能、構造強度等を有する本設設備に戻すことを基本方針としている。また、

燃料取扱装置等についても、津波の被害を受けた電源設備を除き復旧し、事故前の機能、

構造強度等を有する本設設備に戻すことを基本方針としている。 

さらに、1～4 号機原子炉建屋内の使用済燃料プールから受け入れる使用済燃料（7×7 燃

料、8×8 燃料、新型 8×8 燃料、新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料、高燃焼度 8×8 燃料及

び 9×9 燃料）及び新燃料（9×9 燃料）の破損及び塩分付着等を考慮して、共用プールの水

質を維持するために必要な設備の改造または設置を行う計画としている。新たに改造また

は設置する設備は、設計がまとまり次第、工事着手までに報告し確認を受けるものとする。 

 

4.1.3. 異常時の評価 

共用プールにおける燃料集合体落下による敷地境界外の実効線量は十分小さく、周辺公衆

に対し、著しい放射線被ばくのリスクを与えない。 

 共用プール冷却浄化系が機能を喪失した異常時においても、共用プール水位が、水遮へ

いが有効とされる有効燃料頂部+2m に至るまでには、約 30 日の時間的余裕があるため、そ

の間に共用プールの冷却機能の復旧作業を実施することで、使用済燃料から発生する崩壊

熱を除去することが可能である。また、共用プールの冷却機能の復旧作業に長時間を要す

る場合にも、共用プール補給水系または消防車により共用プール水位を保つことが可能で

ある。 

 

4.2. 設計方針 

（1）未臨界性 

共用プールは、容量いっぱいに燃料集合体を収容した場合でも、通常時はもちろん、予

想される外的条件が加わっても未臨界性を確保できる設計とする。 

（2）冷却及び浄化能力 

共用プール冷却浄化系は、共用プール内に貯蔵する使用済燃料から発生する崩壊熱を除

去でき、かつ共用プール水の不純物を除去できる能力を持つ設計とする。 

使用済燃料の崩壊熱は、共用プール冷却浄化系の熱交換器によって、共用プール補機冷

却系へ伝えられ、同系の空気冷却器によって大気に伝えられる設計とする。 

（3）非常用補給能力 

津波等により外部電源が喪失した場合にも、共用プール補給水系を用いて共用プール水

の補給ができる設計とする。 

（4）貯蔵容量 

炉心全装荷量（1～6 号機炉心全装荷量の合計）の約 200%貯蔵できる容量を超えない容



4-3 

量とする。 

（5）遮へい 

共用プール及びキャスク・ピット内の壁面及び底部はコンクリート壁による遮へいを施

すとともに、使用済燃料の上部には十分な水深を保つことにより、遮へい効果を有する

設計とする。 

燃料取扱装置は、構内用輸送容器、乾式貯蔵キャスクまたは輸送貯蔵兼用キャスクと共

用プール間の使用済燃料の移送操作及び収容操作が、使用済燃料の遮へい及び熱除去を

考慮して、水面下で行うことができる設計とする。 

（6）漏えい防止及び漏えい検知 

共用プール水の漏えいを防止するため、共用プール及びキャスク・ピットには排水口を

設けない設計としている。また、共用プールに接続された配管が破損しても、共用プー

ル水が流出しない設計としている。 

また、万一の共用プール・ライニングの想定される破損による漏えいを検知するため漏

えい水検出計及び水位警報装置を設ける。 

（7）構造強度 

燃料取扱装置及び貯蔵設備は、地震荷重等の適切な組合せを考慮しても強度上耐え得る

ように設計する。 

また、共用プールのライニングは、万一の燃料集合体の落下時にも共用プールの機能を

失うような損傷を生じない設計とする。 

（8）落下防止 

使用済燃料貯蔵ラック上には、重量物を吊った天井クレーンは通過させないようにし、

重量物の貯蔵燃料への落下を防止できる設計とする。 

燃料取扱装置の燃料つかみ機は、二重のワイヤや種々のインター・ロックを設け、また

天井クレーンの主要要素は種々の二重化を施すことにより移送中の燃料集合体等の落下

を防止できる設計とする。 

（9）除染 

構内用輸送容器等の除染ができるようにする。 

（10）被ばく低減 

燃料取扱装置及び燃料貯蔵設備は、放射線業務従事者の被ばくを合理的に達成できる限

り低くするため、運用補助共用施設の建屋内に設置し、換気空調設備を有する設計とす

る。 

（11）燃料取扱場所のモニタリング 

燃料取扱場所は、崩壊熱の除去能力の喪失に至る状態及び過度の放射線レベルを検出

できるとともに、これを適切に放射線業務従事者に伝える設計とする。 

（12）格納及び空気浄化 

貯蔵設備は運用補助共用施設の建屋内に設置し、換気空調設備を有する設計とする。 
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（13）試験可能性 

燃料取扱装置及び燃料貯蔵設備のうち安全機能を有する構築物、系統及び機器は、定期

的に試験及び検査ができる設計とする。 

（14）火災防護 

共用プール施設は、火災により共用プール施設の安全性が損なわれないようにする。 

 

4.3. 主要設備 

現在の設備状況を添付資料-1 に、設備の点検・復旧の概略工程計画を表 4-1 に示す。 

運用補助共用施設平面図を図4-1に、共用プール概要図を図4-2に、系統概要図を図4-3、

図 4-4 に、共用プール冷却浄化系、共用プール補給水系、共用プール補機冷却系、燃料貯

蔵区域換気空調系等の主要機器仕様を表 4-2 に示す。 

今回報告する設備状況は、共用プールからの燃料取出開始時点のものであり、今後電源

の復旧状況に合わせて、全復旧することを検討する。 

また、設備信頼性、運用面の改善、津波、1～4 号機使用済燃料プール内の燃料受け入れ

の観点からも、設備の復旧、改造または設置等を必要に応じて実施していく計画としてい

る。 

（1）共用プール（設計方針（1），（4），（5），（6），（7），（11）） 

(a)共用プールは、鉄筋コンクリート造の設備で運用補助共用施設内にあり、1～6 号機原

子炉建屋内の使用済燃料プールで 19 ヶ月以上冷却され、かつ運転中のデータ、シッピ

ング検査等により健全であることを確認した使用済燃料（8×8 燃料、新型 8×8 燃料、

新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料、高燃焼度 8×8 燃料及び 9×9 燃料）を貯蔵し、貯

蔵容量は炉心全装荷量（1～6 号機炉心全装荷量の合計）の約 200%である。 

なお、乾式貯蔵キャスク仕立て時に発生するチャンネルボックス等も共用プールに貯蔵

する。 

(b)使用済燃料貯蔵ラックは、ステンレス鋼を使用するとともに、適切な燃料間距離を保

持することにより、容量いっぱいに燃料を収容し、共用プール水温及びラック内燃料貯

蔵位置等について想定される厳しい状態を仮定しても実効増倍率が 0.95 以下となる設

計としている。 

(c)共用プール、キャスク・ピット壁の厚さ及び水深は遮へいを考慮して十分確保し、内

面はステンレス鋼でライニングするとともに排水口を設けないことにより漏えいを防

止している。また、万一の共用プール・ライニング及びキャスク・ピット・ライニング

の想定される破損による漏えいを検知するため、漏えい水検出計及び水位警報装置を復

旧する計画とする。漏えい水検出計及び水位警報装置を復旧するまでの間については、

プール漏えい目視箱及びスキマ・サージ・タンク水位（現場の本設計器）を巡視点検で

確認する。なお、スキマ・サージ・タンク水位計の指示はウェブカメラにより免震重要

棟でも確認することができる。 
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(d)燃料取扱場所においてガンマ線レベルを連続的に監視し、線量率が設定値を超えた場

合には燃料取扱場所に警報を発するエリア放射線モニタを復旧する計画とする。復旧ま

での間は、可搬式の警報機能付きエリアモニタなどの代替設備を設置し、燃料取扱場所

において線量率が設定値を超えた場合には警報を発する。 

(e)キャスク・ピットは、共用プールの横に別個に設け、万一のキャスクの落下事故の場

合にも、共用プールの機能を喪失しない設計としている。また、万一の燃料集合体の落

下時にも共用プールのライニングは機能を喪失しない設計としている。 

（2）共用プール冷却浄化系（設計方針（2），（6）） 

共用プール冷却浄化系は、使用済燃料からの崩壊熱を共用プール補機冷却系により熱交

換器で除去して共用プール水を冷却するとともに、ろ過脱塩装置で共用プール水をろ過脱

塩して、共用プール及びキャスク・ピット水の純度及び透明度を維持する。 

 共用プール冷却浄化系は、1～6号機原子炉建屋内の使用済燃料プールに 19 ヶ月以上冷

却された使用済燃料を年間 900 体ずつ貯蔵容量いっぱいまで受入れた場合の使用済燃料

から発生する崩壊熱の合計として定義する通常最大熱負荷を、この系の熱交換器で除去し、

1 系列で共用プール水温がコンクリートの制限温度 65℃を超えない、また 2 系列で共用プ

ール水温が現場作業環境を考慮した温度 52℃を超えない設計としている。 

 現状、2 系列ある共用プール冷却浄化系のうち 1 系列を復旧した状態であるが、添付資

料-2 に示すとおり、熱交換器 1 基で今後の 1～4 号機の燃料の受入れを考慮しても共用プ

ール水温を 52℃以下に冷却することが可能である。したがって、当面は 2 系列ある共用

プール冷却浄化系のうち 1 系列のみを使用して冷却を行うが、共用プール冷却浄化系ポン

プについて保守性を考慮して 2 台に復旧し予備機を確保するとともに、残りの 1系列につ

いても点検時、異常時等に備えて熱交換器が使用できるよう準備する。また、共用プール

水温度（現場の本設計器、測定（検出器設置）場所：プール水を直接測定）を巡視点検で

確認する。なお、共用プール水温度計の指示はウェブカメラにより免震重要棟でも確認す

ることができる。 

 また、共用プール冷却浄化系及び（3）共用プール補機冷却系のポンプの運転等系統状

態の確認については巡視点検で実施している。 

 共用プールからスキマせきを越えてスキマ・サージ・タンクに流出する共用プール水は、

ポンプで昇圧し、ろ過脱塩装置、熱交換器を通した後、共用プールのディフューザから吐

出する設計としている。 

 共用プールに入る配管には逆止弁を設け、サイフォン効果により共用プール水が流出し

ない設計としている。 

 共用プール冷却浄化系は、スキマせきを越えてスキマ・サージ・タンクに流出する水を

ポンプで循環させるので、この系の破損時にも燃料プール水位はスキマせきより低下する

ことはない。 

 なお、ろ過脱塩装置より発生する使用済イオン交換樹脂は、運用補助共用施設内の本設
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の沈降分離タンク（共用プールの設備寿命を 40 年として、発生する使用済イオン交換樹

脂を収容できる容量として設計されている）で保管する。 

また、本系統の電源は、外部電源喪失時に非常用ディーゼル発電機からの受電が可能と

なっている。 

（3）共用プール補機冷却系（設計方針（2）） 

共用プール補機冷却系は、共用プールで発生する崩壊熱等を共用プール冷却浄化系の熱

交換器等によって冷却除去するとともに、この系の空気冷却器によって大気へ伝える。 

現状、2 系列ある共用プール補機冷却系のうち 1 系列を復旧した状態であるが、添付資

料-2 に示すとおり、空気冷却器 1 基で今後の 1～4 号機の燃料の受入れを考慮しても共用

プール水温を 52℃以下に冷却することが可能である。したがって、当面は 2 系列ある共

用プール補機冷却系のうち 1 系列のみを使用して冷却を行うが、共用プール補機冷却系

ポンプについて保守性を考慮して 2 台に復旧し予備機を確保するとともに、残りの 1 系

列の空気冷却器についても点検時、異常時等に備えて電源を供給すれば使用できるよう

準備する。なお、エアフィンクーラーについては、プール水温度を確認しながら運転台

数の調整を行う。 

また、本系統の電源は、外部電源喪失時に非常用ディーゼル発電機からの受電が可能と

なっている。 

（4）共用プール補給水系（設計方針（3）） 

共用プール補給水系は、通常時及び異常時に共用プール補給水貯蔵槽から共用プール補

給水ポンプで昇圧し、共用プール水を補給する。 

外部電源が喪失した場合にも、共用プール補給水系を用いて、共用プールへ水の補給が

できる。現状、2 台ある共用プール補給水ポンプのうち 1 台を復旧して使用しているが、

通常 1 台運転であること、現状月数回の補給であること、長期停止した場合も消防車に

より共用プールへ水の補給が可能であることから、当面共用プール補給水ポンプは現状

の 1 台復旧とするが、共用プールからの燃料取出開始までに 2 台目を復旧する。 

また、現状、給水車等を用いて補給している共用プール補給水貯蔵槽への補給について

は、補給ラインの確保を計画する。 

なお、消防車についても、ろ過水タンク等（ろ過水タンク: OP.41,000、純水タンク

No.2:OP.10,000）の真水を水源とする。 

（5）燃料取扱装置（設計方針（8））  

燃料取扱装置は、共用プール及びキャスク・ピットの上に設けるレール上を水平に移動

するブリッジと、その上を移動するトロリで構成する。 

また、燃料つかみ機は、二重のワイヤや種々のインター・ロックを設ける。燃料取扱作

業による放射線業務従事者の被ばくを低減するため、燃料取扱装置は、遠隔自動で運転

できるようにしている。燃料取扱い開始までに本燃料取扱装置を復旧する。 

（6）使用済燃料輸送容器除染設備（設計方針（9）） 
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使用済燃料輸送容器除染設備は、構内用輸送容器、乾式貯蔵キャスクまたは輸送貯蔵兼

用キャスクの除染を行うため、共用プールに隣接して設けている。 

（7）天井クレーン（設計方針（8）） 

天井クレーンは、構内用輸送容器、乾式貯蔵キャスクまたは輸送貯蔵兼用キャスクの運

搬等に使用する。 

また、天井クレーンの主要要素は、種々の二重化（主巻装置のワイヤーロープ、ドラム

等）を施しており、使用済燃料貯蔵ラック上には、重量物を通過させないように、天井

クレーンにインターロックが設けられている。構内用輸送容器等の取扱い開始までに本

天井クレーンを復旧する。 

（8）燃料貯蔵区域換気空調系（設計方針（10），（12）） 

燃料貯蔵区域換気空調系は、送・排風機、フィルタ等で構成する。 

共用プールの管理区域に供給された空気は、フィルタを通した後、排風機により排気

口から大気に放出する。 

2 台ある共用プールエリア送・排風機のうち、1台は予備機であること、また停止時は

必要に応じて燃料取扱作業を中止することとしていることから、当面は送・排風機につ

いては各 1台を復旧する。 

（9）使用済燃料輸送容器保管エリア 

使用済燃料装填前あるいは装填後の構内用輸送容器、乾式貯蔵キャスク及び輸送貯蔵

兼用キャスクを必要に応じて一時保管するため、運用補助共用施設内に使用済燃料輸送

容器保管エリアを設けている。 

（10）電源 

現在の電源構成図を図 4-5 に示す。 

使用済燃料共用プール設備に電源を供給している M/C は異なる外部電源から供給され

ており、手動による受電切替が可能である。また、外部電源喪失時においても 5 号機及び

6 号機の非常用ディーゼル発電機からの受電が可能となっており、今後、非常用ディーゼ

ル発電機（4B）からの受電が可能となる予定である。 

使用済燃料共用プール設備の電源は、仮設 M/C から仮設 P/C を通じて直接、または更

に仮設 MCC を通じて供給されている。 

今後、共用プールからの燃料取出開始までに復旧するポンプ等の電源については、仮

設 P/C 及び仮設 MCC を用いる。 

（11）構造強度（設計方針（7）） 

共用プールが健全であることは、プールからの漏えいがないことで確認している。ま

た、運用補助共用施設の建屋全体のひび割れ状況確認で、健全性に影響を与えるような

破損は見つかっていない。したがって、仮に共用プール冷却浄化系の配管等から漏えい

が発生した場合でも、共用プール冷却浄化系は運用補助共用施設内に設置されているこ

とから、施設外への漏えいはないと考えている。今後、基準地震動 Ss での運用補助共用
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施設共用プール棟の耐震安全性評価を予定している。 

共用プール冷却浄化系、共用プール補機冷却系及び共用プール補給水系の各設備につ

いては、津波の被害を受けた電源設備を除き、事故前の構造強度等を有する本設設備に

戻す。共用プール冷却浄化系及び共用プール補機冷却系の各設備は、耐震設計審査指針

上 B クラスとして、共用プール補給水系の各設備は A クラスとして位置づけられる本設

設備であるが、現在復旧された設備について東北地方太平洋沖地震においても損傷は確

認されていない。また、今後復旧する設備についても、地震後の簡易点検において地震

による損傷は確認されていないが、今後、復旧時に詳細点検を行う。 

仮に、地震により、共用プール冷却浄化系、共用プール補機冷却系及び共用プール補

給水系の各設備が損傷しても、共用プール水位が、水遮へいが有効とされる有効燃料頂

部+2m に至るまでには約 30 日の時間的余裕があるため、その間に消防車により共用プー

ル水位を保つことが可能である。 

（12）津波対策 

東北地方太平洋沖地震では、共用プール冷却浄化系、共用プール補機冷却系及び共用

プール補給水系について、地下階に設置されていた電源設備以外のポンプ等の設備は床

面より高い位置に設置されていたことにより被害は生じなかったが、同様に地下階に設

置されていた電源盤等が浸水による被害を生じたため冷却機能を喪失した。 

このため、余震により想定される津波対策としての仮設防潮堤の設置に加え、建屋の

防水性向上対策等を行い、津波の影響を受けないように復旧を図る予定である。 

すなわち、共用プール設備と同じく運用補助共用施設内に設置されている先行復旧予

定の非常用ディーゼル発電機（4B）の復旧に合わせ、先ずは地下階の防水性向上対策を

実施し、地下階の電源盤等の浸水による電源喪失リスクを低減させることで、冷却機能

喪失リスクを低減する。その後順次建屋全体の防水性向上対策を実施していく予定であ

る。 

（13）火災防護（設計方針（14）） 

火災報知設備及び消火設備を復旧する。 

復旧が完了するまでの期間は、初期消火の対応ができるように消火器を適切に配置す

る。 

 

4.4. 運用（設計方針（13）） 

（1）共用プールの水位（スキマ・サージ・タンク水位）、水温及び漏えい水の有無（プー

ル漏えい目視箱）を定期的に確認する。また、共用プール水を定期的に分析する。 

（2）共用プール冷却浄化系及び共用プール補機冷却系のポンプの運転等系統状態を定期的

に確認する。 

（3）燃料取扱作業時、エリア放射線について、可搬式放射線モニタ等で連続監視し、指示

が上昇した際には警報を発することにより、異常を放射線業務従事者に知らせる。可
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搬式放射線モニタ等は本設のエリア放射線モニタの復旧後は、本設に役割を移行する。 

 

4.5. 保守管理（設計方針（13））  

（1）共用プール冷却浄化系、共用プール補機冷却系 

定期的な巡視点検において機器の状態を監視し、異常の兆候が確認された場合に対

応を行うこととする。 

なお、「4.6. 異常時の措置（2）共用プール冷却機能の喪失」に示すとおり、共用プ

ールの冷却機能停止後、共用プール水位が、水遮へいが有効で作業に支障をきたさな

いと評価される有効燃料頂部+2m に至るまでに最短でも約 30 日の時間的余裕があり、

復旧に長時間を要する場合も消防車による共用プールへの水の補給が可能である。ま

た、ポンプについては、今後 2 台に復旧し予備機を確保することとしている。 

（2）共用プール補給水系 

定期的な巡視点検において機器の状態を監視し、異常の兆候が確認された場合に対

応を行うこととする。 

なお、現在共用プールへの冷却水の補給は月 3 回程度であり、巡視点検により共用

プール補給水貯水槽の水位を確認している。また、（1）に記載のとおり長期停止した

場合も消防車による共用プールへ水の補給が可能である。 

（3）燃料取扱装置 

使用前の点検及び定期的な点検を実施する。 

（4）天井クレーン 

使用前の点検及び定期的な点検を実施する。 

（5）燃料貯蔵区域換気空調系 

定期的な巡視点検において機器の状態を監視し、異常の兆候が確認された場合に対

応を行うこととする。 

なお、送・排風機停止時は必要に応じて燃料取扱作業を中止することとしている。 

 

以上のとおり、当面は、定期的な巡視点検において機器の状態を監視し、異常の兆候

が確認された場合に対応を行うこととしているが、将来的には、電源及び各設備の復旧

状況に合わせて計画的な保守管理への移行を検討する。 

 

4.6. 異常時の措置 

（1）燃料集合体の落下 

a. 原因 

共用プール内における使用済燃料の取り扱い中に、何らかの原因で燃料集合体が落

下し、放射性物質が放出される。 

b. 対策及び保護機能 
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燃料集合体の落下を防止するため、次のような設計及び運転管理上の対策を講じる。 

(a) 燃料取扱装置は、燃料集合体の総重量を十分上回る重量に耐えることのできる強度

に設計している。 

(b) 燃料つかみ機のワイヤを二重化している。 

(c) 燃料つかみ機は、圧縮空気が喪失した場合、燃料集合体が外れないフェイル・セイ

フ設計としている。 

(d) 燃料つかみ機が燃料集合体を確実につかんでいない場合には、吊り上げが出来ない

ようなインター・ロックを設けている。 

(e) 運転要領を十分整備し、よく訓練された監督者の直接指揮下で燃料取扱い作業を行

う運転管理体制とする。 

c. 評価条件及び評価結果 

設置許可申請書において、「共用プールにおける燃料集合体落下事象」は、「炉心上

への燃料集合体の落下事象」と比較して、敷地境界外の実効線量は小さく、周辺公衆

に対し、著しい放射線被ばくのリスクを与えることはないと評価されている。 

下表に、「炉心上への燃料集合体の落下事象」と「共用プールにおける燃料集合体落

下事象」の評価条件と評価結果を示す。共用プールで取扱う使用済燃料は 19 ヶ月以上

冷却された燃料であり、「炉心上への燃料集合体の落下事象」における冷却期間 1 日と

比べて長いことからよう素及び希ガスは半減期に応じて減衰しており、また燃料集合

体の落下高さの違いから破損燃料も少ない。したがって、大気中に放出される核分裂

生成物の量は少なく、これによる敷地境界外の実効線量は、「炉心上への燃料集合体の

落下事象」より小さい。 

 原子炉建屋※2 共用プール 

燃料種類 9×9 燃料 9×9 燃料 

落下場所 炉心 共用プール燃料ラック上 

破損燃料体数 2.3 体 2 体 

冷却期間 1 日 19 ヵ月 

放出経路 スタック経由 地上放出 

よう素（I‐131 等価量）大

気放出量 
4.7×1011Bq 1.3×107Bq 

希ガス（γ線実効エネルギ

0.5MeV 換算値）大気放出量 
3.2×1014Bq 4.2×1011Bq 

敷地境界での被ばく量 0.068mSv 0.068mSv 以下 

※2：2～5 号機について記載。 

d. 判断基準への適合性の検討 

c.に示したとおり、周辺公衆に対し、著しい放射線被ばくのリスクを与えることは

ない。 
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（2）共用プール冷却機能の喪失 

a. 原因 

共用プール冷却中に、ポンプの故障や地震・津波等の原因により共用プールの冷却

機能が喪失し、共用プール水の温度が上昇すると共に共用プール水位が低下する。 

b. 対策及び保護機能 

(a)待機ポンプ（今後、待機ポンプを 1 台復旧する）を起動させる。 

(b)冷却機能喪失後、共用プールの冷却機能の復旧に長時間を要する場合は、共用プー

ル補給水系により共用プール水の補給を行い、プール水位の異常な低下を防止する。 

(c)地震・津波等により電源喪失が発生し、共用プールの冷却機能が停止し、電源喪失

の復旧に長時間を要する場合は、予め免震重要棟西側(OP.36,900)に待機している消

防車の配備を行い、直接プールに注水を行うことにより、プール水位の異常な低下

を防止する。 

c. 評価条件及び評価結果 

(a)評価条件 

・保守的に、使用済燃料から発生する崩壊熱は全て共用プール水の温度上昇及び共

用プール水の蒸発に寄与するものとし、外部への放熱は考慮しないものとする。 

・共用プール水の初期温度は 65℃とする。 

・共用プール初期水位はオーバーフロー水位付近（有効燃料頂部＋7.213m）とする。 

・共用プールに貯蔵されている使用済燃料は、1～4 号機使用済燃料プールに貯蔵さ

れている使用済燃料等の受け入れに必要な体数を取り出す予定であるが、ORIGEN2

を用いた崩壊熱評価において、保守的に共用プールからの燃料取出しは考慮しな

い。 

・平成 26 年初頭からの 3，4 号機使用済燃料プールの燃料取出しを、平成 28 年初頭

に 1，2 号機使用済燃料プールの燃料取出しを仮定し、平成 26 年初頭に 3，4 号機

使用済燃料プールに貯蔵されている使用済燃料全数が、平成 28 年初頭に 1，2 号

機使用済燃料プールに貯蔵されている使用済燃料全数が共用プールに移送される

と仮定して、使用済燃料から発生する崩壊熱は下表に示す値とする。（実際の取り

出し時期は確定していないため、取り出し時期が早まり、評価条件を超える場合

は再評価を行う） 



4-12 

 

評価時期 (1)共用プール

既存燃料の崩壊

熱 

(2)1,2 号機使

用済燃料プール

に貯蔵されてい

る燃料の崩壊熱

(3)3,4 号機使

用済燃料プール

貯蔵されている

燃料の崩壊熱 

共用プールで考

慮する発熱量 

平成 23年 10月末 1.10MW － － 1.10MW 

平成 24 年初頭 1.10MW － － 1.10MW 

平成 25 年初頭 1.06MW － － 1.06MW 

平成 26 年初頭 1.03MW － 0.70MW 1.73MW 

平成 27 年初頭 1.00MW － 0.59MW 1.60MW 

平成 28 年初頭 0.98MW 0.25MW 0.52MW 1.76MW 

(b)評価結果 

共用プール水位が有効燃料頂部+2m に至るまで：約 30 日 

d. 判断基準への適合性の検討 

本事象に対する判断基準は、「使用済燃料から発生する崩壊熱を確実に除去できるこ

と」である。 

共用プールの冷却機能が喪失した後、共用プール水位が、水遮へいが有効とされる

有効燃料頂部+2m に至るまでには、最短でも約 30 日の時間的余裕がある。なお、水遮

へいの効果については添付資料-3 に示すとおりである。このことから、他に緊急度の

高い復旧作業がある場合は、そちらを優先して実施することになるが、共用プールの

冷却機能の復旧作業を、事前準備が整い次第、速やかに実施することで、共用プール

冷却を再開する。また、共用プールの冷却機能の復旧作業に長時間を要する場合にも、

共用プール補給水系または消防車※3 により共用プール水位を保つことは十分可能であ

る。 

以上より、共用プールの冷却機能が喪失した場合でも、使用済燃料の冠水は確保さ

れ、使用済燃料から発生する崩壊熱が確実に除去されることから、判断基準は満足さ

れる。 

※3：消防車による注水開始までの所要時間（目安）は、作業開始から約 3 時間。 

 

4.7. 添付資料 

添付資料-1 現在の設備状況 

添付資料-2 「共用プール冷却浄化系及び共用プール補機冷却系」1系列運転時の 

共用プール水温度評価 

添付資料-3 有効燃料頂部+2m での線量率評価 
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表 4-１ 共用プールからの燃料取出開始までの点検・復旧工程（案） 

11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

平成24年平成23年

共用プール冷却浄化系，共用プール補機冷却系点検・復旧（ポンプ２台目まで）

（電源増強しながら実施）

機
器
点
検
・
復
旧

電
源
設
備

電源設備の増強

天井クレーン点検・復旧

燃料取扱装置点検・復旧

使用済燃料輸送容器点検・保守

（電源増強しながら実施）

監視系(漏えい水検出計、水位警報装置、エリア放射線モニタ等）点検・復旧

換気空調系送風機側HEPAフィルタ設置

キャスク仮保管構築物
設置時期に合わせて
共用プールからの
燃料取出開始予定

火災報知設備、消火設備点検・復旧

（電源増強しながら実施）

共用プール補給水ポンプ（２台目）点検・復旧

 
※1：1～4 号機使用済燃料プールからの燃料受け入れ開始前までには、片系でエアフィンクーラー6 台を復旧する。 

 

※1 
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表 4-2 主要機器仕様 

 

1. 共用プール冷却浄化系 

(1) ポンプ 

   台  数   2（うち 1 台は予備）【3（うち 1 台は予備）】 

   容  量   約 500m3/h/台 

(2) 熱交換器 

   基  数   1【2】 

交換熱量   約 3.3MW/基（約 2.8×106kcal/h/基） 

(3) ろ過脱塩装置 

   形  式   圧力プリコート形 

   基  数   1【2】 

   容  量   約 200m3/h/基 

（【】内は全復旧した場合の仕様を示す。以下、同様。） 

 

2. 共用プール補給水系 

(1) 共用プール補給水貯蔵槽 

   基  数   1 

   容  量   約 430m3 

   主要部材質  ステンレス鋼ライニング 

(2) ポンプ 

   台  数   2 

   容  量   約 30m3/h/台 

 

3. 共用プール補機冷却系 

(1)  ポンプ 

   台  数   2（うち 1 台は予備）【3（うち 1 台は予備）】 

   容  量   約 650m3/h/台 

(2) 空気冷却器 

   基  数   1【2】 

   交換熱量   約 3.3MW/基（約 2.9×106kcal/h/基） 
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4. 燃料貯蔵区域換気空調系 

(1)  共用プールエリア送風機 

   台  数   1【2（うち 1台は予備）】 

   容  量   約 93,000m3/h/台 

   形  式   遠心式 

   静  圧   180mmAq 

(2)  共用プールエリア排風機 

   台  数   1【2（うち 1台は予備）】 

   容  量   約 93,000m3/h/台 

   形  式   遠心式 

   静  圧   250mmAq 

 

5. 使用済燃料輸送容器保管エリア 

    保管容量（構内用輸送容器、乾式貯蔵キャスク、輸送貯蔵兼用キャスクの合計） 

   10 基 

 

6. 消防車 

(1)  A-1 級 

   台  数    1（1～4 号機共通） 

   規格放水圧力  0.85MPa 

   放水性能    168m3/h 以上 

   高圧放水圧力  1.4MPa  

   放水性能    120m3/h 以上 

燃料タンク容量（燃料消費率） 130 リットル（37 リットル/h（180m3/h 送水時）） 

(2)  A-2 級 

   台  数    1（1～4 号機共通） 

   規格放水圧力  0.85MPa 

   放水性能    120m3/h 以上 

   高圧放水圧力  1.4MPa  

   放水性能    84m3/h 以上 

燃料タンク容量（燃料消費率） 63 リットル（37 リットル/h（180m3/h 送水時）） 
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7. ろ過水タンク等 

(1) ろ過水タンク 

   基  数   2 

容  量   約 8,000m3/基 

(2) 純水タンク No.2 

   容  量   約 2,000m3 
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図 4-1-1 運用補助共用施設平面図（その 1） 

 

図 4-1-2 運用補助共用施設平面図（その 2） 

※1

※1 ※1 

※1：共用プール冷却浄化系ポンプ、共用プール補機冷却系ポンプ、共用プール補給

水ポンプ、共用プール冷却浄化系熱交換器は、床面から高い位置に設置。 

※2 

※2：共用プール補給水貯蔵槽は、共用プール同様、

鉄筋コンクリート造の設備。 

※1 
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図 4-1-3 運用補助共用施設平面図（その 3） 

 

図 4-1-4 運用補助共用施設平面図（その 4） 
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図 4-1-5 運用補助共用施設平面図（その 5） 
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図 4-2 使用済燃料共用プール概要図 

 

 

使用済燃料貯蔵ラック 

使用済燃料共用プール キャスク・ピット 
キャスク・ピット 

使用済燃料輸送容器除染設備 
使用済燃料輸送容器除染設備 
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図 4-3-1 共用プール冷却浄化系、共用プール補機冷却系 

及び共用プール補給水系概略系統図（現状：平成 24 年 1 月） 

 

 

 

図 4-3-2 共用プール冷却浄化系、共用プール補機冷却系 

及び共用プール補給水系概略系統図（共用プールからの燃料取出開始時） 
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図 4-4-1 燃料貯蔵区域換気空調系概略系統図（現状：平成 24 年 1 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4-2 燃料貯蔵区域換気空調系概略系統図（共用プールからの燃料取出開始時） 
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図 4-5 現在の電源構成図（平成 24 年 1 月） 
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現在の設備状況 

 

東北地方太平洋沖地震に伴い発生した津波により、運用補助共用施設の非管理区域

地下 1 階に設置された電源設備は 70～120cm 程度浸水し、運用補助共用施設は全ての

電源が喪失した。電源喪失により共用プール冷却浄化系の機能は喪失したが、共用プ

ール水位については、使用済燃料頂部より高い水位が十分確保されていた。なお、共

用プール水温度は一時的に 73℃程度まで上昇したが、仮設電源の設置と共用プール冷

却浄化系の一部復旧により水温は低下し、現在は 15℃程度を維持している。 

 

（1）燃料貯蔵設備 

  a. 共用プール 

巡視点検において、プール漏えい目視箱及びスキマ・サージ・タンクの水位を確認

することにより、プール水漏えいの有無を確認している。漏えい水検出計及び水位警

報装置は、現在も電源喪失しており使用できないが、スキマ・サージ・タンク水位計

の指示は、ウェブカメラにより免震重要棟でも確認することができる。 

使用済燃料貯蔵ラックは、外観点検等を実施する。 

b. 共用プール冷却浄化系 

3 台ある共用プール冷却浄化系ポンプのうち 1 台を復旧し、共用プール水を冷却し

ている。ろ過脱塩装置は、使用していた樹脂が停電時に樹脂を保持する水流を失い脱

落したと考えられるため通水していない。 

また、巡視点検において、共用プール水温度を確認し、冷却状態を確認している。

なお、共用プール水温度計の指示は、ウェブカメラにより免震重要棟でも確認するこ

とができる。 

c. 共用プール補給水系 

2 台ある共用プール補給水ポンプのうち 1 台は復旧されており、共用プール補給水

貯蔵槽からプールへ共用プール水を補給することができる。 

集中廃棄物処理建屋の止水処理を行った際に、共用プール補給水貯蔵槽への補給は

出来なくなったため、現在は給水車等を用いて補給している。 

d. 共用プール補機冷却系 

3 台ある共用プール補機冷却系ポンプのうち 1 台を復旧し、また、12 台あるエアフ

ィンクーラーのうち 2 台のみを復旧している。なお、空気冷却器は 3 ベイで 1 基（共

用プール補機冷却系片系統に 1 基）を構成しており、1 ベイあたり 2 台のエアフィン

クーラーが配置されている。 

（2）燃料取扱装置 

一時的に建屋内の湿度が高かったことから、錆の発生が見られる。今後点検を実施す

る予定であり、健全性が確認されるまでは使用しない。 

添付資料-1 
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（3）使用済燃料輸送容器 

キャスク保管エリアで保管されていた使用済燃料輸送容器は、外観上異常はない。 

また、使用済燃料輸送容器除染設備で点検していた使用済燃料輸送容器については、

錆の発生が見られるが、その他外観上の異常はなく、作業環境が整い次第、引き続き点

検を行う。 

（4）その他設備 

  a. 天井クレーン 

点検継続中であり、現時点で機能上の異常は確認されていない。 

b. 使用済燃料輸送容器除染設備 

外観上異常はない。 

c. 燃料貯蔵区域換気空調系 

燃料貯蔵区域換気空調系については、2 台ある共用プールエリア送風機のうち 1 台

を復旧している。また、2 台ある共用プールエリア排風機のうち 1 台を運転可能とし

ているが、現状停止している。 

d. エリア放射線モニタ 

    電源を失い停止している。今後点検、校正を行い復旧する予定である。復旧まで

の間の燃料取扱作業時は、可搬式放射線モニタ等を用いて監視する。 
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「共用プール冷却浄化系及び共用プール補機冷却系」1 系列運転時の共用プール水温度評価 

 

1～4 号機の使用済燃料プールに貯蔵されている使用済燃料の受入れを考慮した崩壊熱の

最大値『約 1.8MW（約 1.5×106kcal/h）※1』に対して、1 系列運転（共用プール冷却浄化系

熱交換器 1基、共用プール冷却浄化系ポンプ 1台、共用プール補機冷却系空気冷却器 1 基[エ

アフィンクーラー6 台※2]、共用プール補機冷却系ポンプ 1 台）時に、共用プール水温度が

52℃以下になることの確認を行った。 

※1：「4.6. 異常時の措置（2）共用プール冷却機能の喪失」を参照。 

※2：1～4 号機使用済燃料プールからの燃料受け入れ開始前までには、片系でエアフィンクーラー6 台を復旧する。 

1. 評価条件 

評価条件は以下の通りである。 

（1）崩壊熱                    ：約 1.8MW（約 1.5×106kcal/h） 

（2）共用プール冷却浄化系管側（プール側）流量    ：500m3/h 

共用プール冷却浄化系胴側（補機冷却系側）流量  ：500m3/h 

（3）共用プール補機冷却系空気冷却器ファン側大気温度：29.1℃ 

共用プール補機冷却系空気冷却器管側出口水温度 ：38℃ 

共用プール補機冷却系管側流量         ：650m3/h 

（4）換気空調系負荷                ：約 1.3MW（約 1.1×106kcal/h） 

 

2. 評価結果 

図 1 に評価結果を示す。共用プール水温度は 47.3℃であり、1～4 号機の使用済燃料プ

ールに貯蔵されている使用済燃料の受入れを考慮した崩壊熱に対して、1 系列運転時に共

用プール水温度を 52℃以下とすることが可能である。

添付資料-2 
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図 1 1 系列運転時熱バランス（1～4 号機使用済燃料受入れ時の崩壊熱） 
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図 1 1 系列運転時熱バランス（1～4 号機使用済燃料受入れ時の崩壊熱） 

共用プール冷却浄化系ポンプ 

共用プール補機冷却系ポンプ 
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有効燃料頂部+2m での線量率評価 

 

共用プールの冷却浄化系及び補給水系の機能が喪失した場合、消防車を用いて共用プー

ルの冷却を再開する必要がある。冷却再開にあたり、共用プール水位が有効燃料頂部+2m に

おいて共用プール 3 階フロアでの作業が可能な線量率であることの確認を行った。 

 

1. 評価条件 

評価条件は以下の通りである。 

（1）使用済燃料の体数は 6,840 体とする。 

（2）使用済燃料の燃焼度は保守的に 9×9 燃料の最高燃焼度 55GWd/t とする。 

（3）冷却期間については、共用プールに移送される使用済燃料として冷却期間の最も短

い 4 号機使用済燃料プールの使用済燃料を考慮する。 

具体的な冷却期間は、4 号機停止（平成 22/11/30）から平成 26/1/1（4 号機使用

済燃料取出時期として仮定）とする。 

（4）ORIGEN2 により使用済燃料の線源強度を計算し、この線源強度を用い MCNP により線

量率を計算する。 

（5）共用プール中心及び共用プール縁について、フロア高さの線量率を評価する。 

 

2. 評価結果 

下表に線量率の評価結果を示す。共用プール水位を有効燃料頂部+2m 確保することで、

共用プール 3 階フロアにおける線量率を低く抑えることができる。したがって、作業員

が共用プール 3 階フロアで消防車による注水作業を行うことは可能である。 

 

 

 

 

 

また、評価にあたっては使用済燃料の燃焼度及び冷却期間に保守性を持たせているこ

とから、線量率は更に小さくなると考える。 

場所 線量率(mSv/h) 

共用プール中心 0.6 

共用プール縁 0.4 

添付資料-3 
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5. 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備 

 

5.1. 概要 

5.1.1. 現状及び中期的見通し 

既設の使用済燃料乾式貯蔵設備は、使用済燃料乾式貯蔵容器（以下、「乾式貯蔵キャス

ク」という。）及び乾式貯蔵キャスクを保管する使用済燃料輸送容器保管建屋（以下、「キ

ャスク保管建屋」という。）等で構成している。 

キャスク保管建屋には 20 基の乾式貯蔵キャスクが貯蔵可能であり、現在 9 基（中型 4

基、大型 5基）の乾式貯蔵キャスクにて 408 体の使用済燃料を貯蔵している。これら 9 基

の乾式貯蔵キャスクは、東北地方太平洋沖地震に伴い発生した津波により、現時点では常

設の監視計装系が使用できない状況ではあるが、必要とされる強度、性能を維持し、必要

な安全機能を失うことのないように設計されており、現場での点検結果からも放射性物質

の外部への影響の兆候はなく、安全上問題ないと考える。しかしながら、キャスク保管建

屋は継続して使用することが困難な状況にあることから、9 基の乾式貯蔵キャスクをキャ

スク保管建屋から搬出することを計画している。搬出先としては、図 5-1 に示す発電所構

内に新しく使用済燃料乾式キャスク仮保管設備（以下、「キャスク仮保管設備」という。）

の設置を計画している。乾式貯蔵キャスクとキャスク保管建屋の現在の状況及び乾式貯蔵

キャスクのキャスク保管建屋からの搬出計画を添付資料-1、2 に示す。 

また、使用済燃料共用プール（以下、「共用プール」という。）に、1～4 号機原子炉建

屋内の使用済燃料プールに現在貯蔵中の使用済燃料及び新燃料（合計 3,108 体）の受け入

れを計画している。この受け入れ準備として共用プールの空き容量を確保するため、共用

プールに貯蔵中で健全性が確認された使用済燃料を乾式貯蔵キャスク及び使用済燃料輸

送貯蔵兼用容器（以下、「輸送貯蔵兼用キャスク」という。また、乾式貯蔵キャスクと輸

送貯蔵兼用キャスクを総じて「乾式キャスク」という。）に装填し、キャスク仮保管設備

に保管することを検討している。 

今回の報告内容は、キャスク仮保管設備の設計方針についてであり、今後、本方針に

基づき行う設計の進捗に応じ報告内容の見直しを行い、確認を受けることとする。 

 

5.1.2. 基本的対応方針及び中期的計画 

キャスク仮保管設備は、乾式キャスク及びこれを収納するキャスク仮保管構築物、揚重

機、監視装置、障壁等で構成し、使用済燃料を適切に保管・管理することを目的とする設

備である。乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物は、除熱機能、遮へい機能、密封機能

及び臨界防止機能を有する設計とする。 

キャスク仮保管設備には全体を囲む障壁等を設け、容易に人が立ち入れないよう核物質

防護上の措置を講ずる。 

 



5-2 

5.1.3. 異常時の評価 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物は、安全評価において想定すべき異常事象とし

て今後抽出される各事象を考慮しても、5.2.1.～5.2.4.に示す安全機能が維持されている

ことを確認する。また、評価結果については工事着手前までに報告を行い、確認を受ける

こととする。 

 

5.2. 設備の設計方針 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物は、使用済燃料が核分裂性物質及び核分裂生成

物等を内包し、放射線を発生し、崩壊熱を伴うことを考慮し、周辺公衆及び放射線業務従

事者の安全を守る観点から、以下に示すとおり、除熱、遮へい、密封及び臨界防止の安全

機能を有する設計とするとともに、必要な構造強度を有する設計とする。なお、設計内容

については、工事着手までに報告を行い、確認を受けることとする。 

 

5.2.1. 除熱機能 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物について、使用済燃料の健全性及び安全機能を

有する構成部材の健全性が維持できるように、使用済燃料の崩壊熱を適切に除去できる設

計とする。 

 

5.2.2. 密封機能 

乾式キャスクについて、周辺公衆及び放射線業務従事者に対し、放射線被ばく上の影響

を及ぼすことのないよう、使用済燃料が内包する放射性物質を適切に閉じ込める設計とす

る。 

 

5.2.3. 遮へい機能 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物について、周辺公衆及び放射線業務従事者に対

し、放射線被ばく上の影響を及ぼすことのないよう、使用済燃料の放射線を適切に遮へい

する設計とする。 

 

5.2.4. 臨界防止機能 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物について、想定されるいかなる場合にも、使用

済燃料が臨界に達することを防止できる設計とする。 

 

5.2.5. 構造強度 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物について、除熱機能、密封機能、遮へい機能、

臨界防止機能を維持するために必要な構造強度を有する設計とする。 
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5.2.6. 管理・運用 

乾式キャスクは、キャスク仮保管構築物内に搬入後、二重蓋間の圧力及び表面温度を監

視する。キャスク仮保管設備における線量は、キャスク仮保管設備から最も近い位置のモ

ニタリングポストにて監視するとともに巡視点検時に線量を測定する。また、乾式キャス

クの性能及びキャスク仮保管構築物の性能を考慮して、キャスク仮保管設備の管理・運用

を行うこととする。 

 

5.2.7. 火災防護 

火災の発生が考えられる箇所について、火災の早期検知に努めるとともに、消火器を設

置することで初期消火を可能にし、火災により安全性を損なうことのないようにする。 

 

5.2.8. 落下防止対策 

キャスク仮保管設備は、乾式キャスクの落下防止及び乾式キャスク相互の衝突防止等の

適切な対策を講ずる。 

 

5.3. 主要設備 

キャスク仮保管設備において、乾式キャスクは既存設計のものを使用する。乾式キャス

クは、貯蔵容器本体、蓋部、バスケット等で構成され、これらの部材は、設計貯蔵期間※

における放射線照射影響、腐食、クリープ、疲労、応力腐食割れ等の経年変化に対して十

分信頼性を有する材料を選定し、その必要とされる強度、性能を維持し、必要な安全機能

を失うことのないように設計されている。乾式貯蔵キャスク及び輸送貯蔵兼用キャスクの

主要仕様を表 5-1、5-2 に、構造図を図 5-2、5-3 に示す。 

また、乾式キャスクには、使用済燃料プールまたは共用プールで所定の期間以上冷却さ

れ、かつ運転中のデータ、シッピング検査等により健全であることを確認した使用済燃料

を使用済燃料プール内あるいは共用プール内で装填し、排水後内部にはヘリウムガスを封

入する。ヘリウムガスは、冷却媒体であるとともに燃料被覆管の腐食を防止する。 

キャスク仮保管設備は、基準地震動 Ss を考慮しても、5.2.1.～5.2.4.に示す安全機能

が維持されていることを確認する。 

キャスク仮保管設備は、発電所構内の高台（OP.39,700）に位置するグラウンドに設置

する計画であることから、津波の影響を受けることはない。 

乾式キャスク本体、蓋部は鋼製の容器で、その周りをレジン等で覆い、それらの厚さは

装填される使用済燃料の放射線強度を考慮して、乾式キャスク表面の線量率が 2mSv/h 以

下及び乾式キャスク表面から 1m の点における線量率が 100μSv/h 以下となるよう設計さ

れている。 

装填された使用済燃料から発生する崩壊熱は、伝導、ふく射等により乾式キャスクの外

表面に伝えられ、キャスク仮保管構築物における自然対流により大気へ放散される。また
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乾式キャスクは、使用済燃料を設計貯蔵期間※貯蔵しても、使用済燃料の健全性及び安全

機能を有する構成部材の健全性を保つことのできる温度以下になるよう設計されている。

さらに、乾式キャスクの表面温度の監視方法については、乾式キャスクの性能とキャスク

仮保管構築物の詳細設計を踏まえた上で、決定する。 

個々の使用済燃料集合体を乾式キャスク内部の所定の位置に収納するための機能を有

するバスケットは、材料として中性子吸収能力の高いボロンを添加したアルミニウム合金

等を使用するとともに、適切な燃料間距離を保持することにより燃料集合体が相互に接近

しないようにしている。 

また、燃料集合体を全容量収容し、容器内の燃料位置等について想定される厳しい状態

を仮定しても、実効増倍率が 0.95 以下となるよう設計されている。 

乾式キャスクは、本体、蓋部及び金属ガスケットにより漏えいを防止し、設計貯蔵期間

※中乾式キャスクの内部圧力を負圧に維持できるよう設計されている。さらに、乾式キャ

スクの二重蓋間の空間部をあらかじめ加圧している。乾式キャスクの二重蓋間圧力の監視

方法については、乾式キャスクの性能とキャスク仮保管構築物の詳細設計を踏まえた上で、

決定する。 

万一、二重蓋間の圧力低下等が生じた場合にも、あらかじめ乾式キャスク内部を負圧に

維持しているので、内部の気体が外部に流出することはないが、必要な処置を行う場合に

は、原則として適切な使用済燃料プールまたは共用プールへ乾式キャスクを搬入すること

とする。 

※：設計貯蔵期間は、乾式貯蔵キャスク:40 年、輸送貯蔵兼用キャスク:50 年である。 

 

5.4. 管理・運用 

乾式キャスクは、キャスク仮保管構築物内に搬入後、二重蓋間の圧力及び表面温度を監

視するが、監視方法の詳細は今後決定する。キャスク仮保管設備における線量は、キャス

ク仮保管設備から最も近い位置のモニタリングポストにて監視するとともに巡視点検時

に線量を測定する。また、キャスク仮保管設備における管理・運用は、乾式キャスクの性

能とキャスク仮保管構築物の詳細設計を踏まえた上で、決定する。 

 

5.5. 添付資料 

添付資料-1 キャスク保管建屋及び既設9基乾式貯蔵キャスクの現在の設備状況並びに 

貯蔵中の使用済燃料について 

添付資料-2 既設 9 基乾式貯蔵キャスクのキャスク保管建屋からの搬出計画（案） 
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図 5-1 キャスク仮保管設備の構内位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

OP.39,700 

  ：キャスク仮保管設備 
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図 5-2 乾式貯蔵キャスクの構造図例 

（大型） 
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図 5-3 輸送貯蔵兼用キャスクの構造図例 

(輸送貯蔵兼用キャスクＡ) 
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項目 輸送貯蔵兼用キャスクＡ 輸送貯蔵兼用キャスクＢ 

重量（ｔ） 

（燃料を含む）
約 119 約 119 

全長（ｍ） 約 5.4 約 5.3 

外径（ｍ） 約 2.5 約 2.5 

収納体数（体） 69 69 

収納可能燃料 

8×8燃料、新型 8×8燃料、 

新型 8×8ジルコニウムライナ燃料

冷却期間 18 年以上 

 

新型 8×8ジルコニウムライナ燃料 

冷却期間 18 年以上 

 

 

 

項目 乾式貯蔵キャスク（中型） 乾式貯蔵キャスク（大型）

重量（ｔ） 

（燃料を含む） 
約 96 約 115 

全長（ｍ） 約 5.6 約 5.6 

外径（ｍ） 約 2.2 約 2.4 

収納体数（体） 37 52 

基数（基） 
4（既設） 

8（増設） 

5（既設） 

3（増設） 

収納可能燃料 

8×8 燃料、新型 8×8 燃料、 

新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料 

冷却期間 4年以上（既設 9 基） 

冷却期間 13 年以上（増設 11 基） 

表 5-2 主要仕様（輸送貯蔵兼用キャスク） 

表 5-1 主要仕様（乾式貯蔵キャスク） 
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キャスク保管建屋及び既設 9 基乾式貯蔵キャスクの現在の設備状況 

並びに貯蔵中の使用済燃料について 

 

(1) キャスク保管建屋 

津波により、トレーラー出入口シャッター及び空気取入口のルーバーが破損し、海

水が侵入したものと考えられる。水の痕跡からは、1 階天井付近まで浸水したとみら

れる。 

現在も、検査棟地下階には海水が滞留し、1 階も浸水があるほか、保管棟 1 階では

搬送台車の一部が水没しており、破損した空調ダクト、手摺り、通路や津波により建

屋外から流入した乗用車、港湾関係がれきなどが散乱している。 

また、電源の供給が絶たれているため、天井クレーン等の設備は使用できない状況

である。 

 

(2) 乾式貯蔵キャスク 

キャスク保管建屋貯蔵棟の天井付近まで冠水した痕跡が確認されており、貯蔵中の

乾式貯蔵キャスクは全数が一時的に水没したとみられる。また、現在、常設の監視計

装系は、津波により電源の供給が絶たれ、破損していることから監視不能となってい

る。 

a. 外観（構造強度、臨界防止機能） 

乾式貯蔵キャスク及び支持構造物の外観観察において、容器本体には冠水時のゴ

ミの付着や汚れの他に、擦り傷が確認されたが、地震による変形等の構造に影響を

及ぼすような異常はみられなかった。 

b. 表面温度（除熱機能） 

外気取入口ルーバーの破損・脱落がみられるが、給排気の流路の妨げとはなって

いないものとみられる。棒温度計にて乾式貯蔵キャスクの胴部表面の温度を測定し

た結果、25.0～30.0℃※1程度（周囲温度 14.0℃）と震災前の周囲温度が同程度のと

きの表面温度と同程度であり、また警報値※2 を十分下回っており、異常はみられな

かった。 

なお、現在 1 週間に 1 回の頻度で確認を行っており、乾式貯蔵キャスクの胴部の

表面温度と周囲温度の差に有意な変化はみられない。 

※1：H23/11/9 測定。 

   なお、夏場の最大値は、39.0～43.0℃（周囲温度 27.5℃） 

※2：監視機能の常設計装系に設定されていた値「102℃（中型）、113℃（大型）」 

c. 雰囲気線量（遮へい機能） 

震災前に可搬式線量計にて測定した乾式貯蔵キャスクの線量率※3は、表面線量率

は 4.5μSv/h、また表面から 1m 位置での線量率は 1.35μSv/h であった。一方、震

添付資料-1 
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災後、可搬式線量計にて測定した乾式貯蔵キャスクの線量率※4 は、胴部の表面線量

率が 2.0～4.0μSv/h 程度、また表面から 1m 位置での線量率が 2.5～4.5μSv/h 程度

と設計基準※5を十分に下回っており、異常はみられなかった。 

なお、現在 1週間に 1 回の頻度で確認を行っているが、有意な変化はみられない。 

※3：H17/8/17 に抜き取り調査（電力自主調査）として大型 1 基について測定したγ線と中性子線の合計値。 

※4：H23/11/9 に測定したγ線の値。 

※5：表面線量率 2mSv/h 以下、表面から 1m の点の線量率 100μSv/h 以下 

d. 蓋間圧力（密封機能） 

津波により、二次蓋フランジ隙間部に海水が浸入している形跡があり、二次蓋金

属ガスケットが被塩している可能性があるが、一次蓋にも金属ガスケットを使用し

ていることから、乾式貯蔵キャスク内部と環境は隔てられていると考える。 

なお、一次蓋二次蓋間には 4 気圧のヘリウムガスを充填しているが、仮に二次蓋

ガスケットに漏えいが発生した場合においても、乾式貯蔵キャスク内部の負圧状態

(0.8 気圧）は保たれる。 

 

以上より、現時点では常設の監視計装系が使用できない状況ではあるが、乾式貯蔵

キャスクは必要とされる強度、性能を維持し、必要な安全機能を失うことがないよう

に設計されており、現場での点検結果からも放射性物質の外部への影響の兆候はなく、

安全上問題ないと考える。 

 

(3) 既設 9基乾式貯蔵キャスクに貯蔵中の使用済燃料 

(2)で記載したとおり、キャスク表面温度が震災前の表面温度と同程度であり、また

乾式貯蔵キャスクの雰囲気線量についても異常が確認されておらず、貯蔵中の使用済

燃料の除熱は確保され健全な状態にあると考えている。 

また、キャスク保管建屋からの乾式貯蔵キャスク搬出後に共用プールにて計画して

いる二次蓋金属ガスケット交換に合わせて、貯蔵中の使用済燃料が破損した場合にの

み検出可能な容器内のクリプトンガスの有無を調査し、使用済燃料の健全性を確認す

る予定である。 

なお、既設 9 基の乾式貯蔵キャスクをキャスク保管建屋から搬出した後キャスク仮

保管設備における仮保管を開始するまでに、貯蔵されている使用済燃料の健全性及び

安全機能を有する構成部材の健全性について評価を実施する。評価方法については、

現在検討中であるが、詳細は今後決定していく。 
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既設 9 基乾式貯蔵キャスクのキャスク保管建屋からの搬出計画（案） 

 

乾式貯蔵キャスクについて、共用プール等で詳細点検を実施するために、キャスク保

管建屋から搬出できるよう以下の通り計画・検討している。ただし、詳細は今後検討の

予定である。 

乾式貯蔵キャスクを建屋外に搬出するために、クレーンが必要となる。天井クレーン

が容易に復旧できない場合、耐震構造に寄与しない建屋ブロック壁の撤去、搬送台車を

建屋外に搬出するための新設レールの敷設を行う。その場合、乾式貯蔵キャスクを搬送

台車から輸送トレーラーに載せ替える際は、建屋外で一般的な移動式クレーンを使用す

ることになるため、万一の乾式貯蔵キャスクの落下時にも周辺公衆及び放射線業務従事

者に対して放射線被ばく上の影響を及ぼすことがないように、乾式貯蔵キャスクの吊り

上げ高さを制限する手順を定め、運用することを考えている。 

また、二次蓋隙間部の洗浄・塩分除去を実施しており、今後は、乾式貯蔵キャスクを

建屋から搬出し共用プール等の詳細点検を実施できる場所に移動させた後、詳細点検、

二次蓋金属ガスケットの交換及び破損した密封監視装置の圧力センサーの復旧を行うこ

とを計画している。 

表 1 に全体工程（案）を示す。 

添付資料-2 
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年 平成２３年
月 １２ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

平成２４年

工事電源の設置

が
れ
き
撤
去
・

コ
ン
テ
ナ
等
回
収

工
事
電
源

１
階
水
抜
き

滞留水の排水

保管エリア

建屋ブロック壁撤去
天
井
ク
レ
ー

ン
が
容
易

に
復
旧
で
き
な
い
場
合

キ

ャ
ス
ク
取
出

既設レール・搬送台車簡易復旧

乾式貯蔵キャスク取出

新設レール敷設

使用済燃料共用プール復旧と
キャスク仮保管構築物設置
時期に合わせて取出

 

 

 

表 1 既設 9基乾式貯蔵キャスク搬出全体工程（案） 
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6. 監視室・制御室 

 

6.1. 概要 

原子炉施設及び主要な系統の運転・制御に必要な監視及び制御装置は、集中的な監視

及び制御を行い、これらの監視パラメータから安全性を確保するための必要な措置を実

施するための判断を行うため、監視室・制御室に設置する。 

監視室・制御室には以下のものがある（図 6-1 参照）。 

(1) 免震重要棟集中監視室 

免震重要棟集中監視室は、免震重要棟内に設置され、原子炉施設及び主要な系統

の運転状況並びに主要パラメータの集中的な監視を行える。また、主要なパラメー

タを監視することで異常の早期検知を行うとともに、これらの監視パラメータから

安全性を確保するための必要な措置を実施するための判断が行える。 

監視装置は、現場からのパラメータ信号等を受信して表示するモニタにより構成

される。また、制御装置は、警報、操作機器により構成される。 

監視装置等に故障が発生した場合は、故障機器の交換等を行い速やかに復旧する

ことを原則とするが、パラメータの監視に支障が生じた場合は、健全な監視装置に

て関連するパラメータを監視することによってプラント全体の異常状態有無を把

握・判断を行うことが可能であるとともに、各設備の設置箇所の計測機器を監視す

る等の複数の監視手法によって、必要なパラメータの把握を行うことが可能となっ

ている。なお、免震重要棟の電源は２系統の外部電源より受電でき、外部電源が喪

失した場合はガスタービン発電機が使用可能である。さらに、５号機及び６号機の

ディーゼル発電機に接続できる。 

また、免震重要棟は、地震・津波発生時においても作業性を確保できるよう、十

分な免震機能を有するとともに、津波の遡上高さを考慮した場所に設置している。

さらに、過度な被ばくを受けないように遮へい等の適切な放射線防護措置を講じる

とともに、火災の早期検知・早期消火が行えるものとし、必要な照明・通信設備を

設ける。 

 

(2) シールド中央制御室（シールド中操） 

シールド中操は、制御盤、制御装置を設けており、汚染水処理設備の運転状況並

びに系統流量、主要タンク液位等の主要なパラメータを監視し、制御及び運転に必

要な機器の操作ができるとともに、汚染水処理設備が設置されている区域の空間線

量当量率、系統からの漏えいの有無等を監視する。 

また、地震・津波発生時においても作業性が確保できるよう、耐震性を向上する

措置を講じ、津波の遡上高さを考慮した場所に設置している。さらに、過度な被ば

くを受けないように遮へい等の適切な放射線防護措置を講じるとともに、火災の早

期検知・早期消火が行えるものとし、必要な照明・通信設備を設ける。 
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6.2. 設計方針 

監視室・制御室は、原子炉施設及び主要な系統の運転状況並びに主要パラメータが監

視でき、安全性を確保するための必要な措置が行えるとともに、放射線業務従事者の作

業性等を考慮して遮へい等の放射線防護上の措置を講じた設計とする。また、地震、津

波が発生しても作業性を確保できるものとする。 

なお、今後新たに設計・設置される設備等のうち、監視室・制御室にて監視・操作が

必要となる場合は、監視室・制御室に必要な機能を設けることとする。 

  

6.2.1. 新たに設置する設備の設計方針 

監視室・制御室（免震重要棟集中監視室、シールド中操）は、以下の設計方針に基

づき設計する。 

(1) 免震重要棟集中監視室 

① 監視・制御設備 

免震重要棟集中監視室は、原子炉施設及び主要な系統の運転状況並びに主要パ

ラメータが監視できるとともに、安全性を確保するための必要な措置を実施する

ための判断、措置が行える設計とする。また、監視盤及び制御盤は誤操作、誤判

断を防止するよう留意し、かつ操作が容易に行えるよう配慮した設計とする。 

② 通信設備 

監視室・制御室から必要な箇所に指示・連絡が行える設計とする。 

③ 放射線及び火災防護 

運転員が監視室・制御室内に入り一定期間とどまることができるように遮へい

その他の適切な放射線防護措置を講じた設計とする。また、火災を速やかに検知

し、消火できる設計とする。 

④ 耐震性及び津波対策 

作業性を確保するうえで十分な免震機能を有するとともに、津波の遡上高さを

考慮した場所に設置し、安全性を確保するために必要な監視機能及び指示・連絡

機能を維持できる設計とする。 

 

(2) シールド中操 

① 監視・制御設備 

シールド中操は、高レベル放射性汚染水処理設備の運転状況並びに主要パラメ

ータが監視できるとともに、安全性を確保するための必要な措置を実施するため

の判断、措置が行える設計とする。また、監視盤及び制御盤は誤操作、誤判断を

防止するよう留意し、かつ操作が容易に行えるよう配慮した設計とする。 

② 通信設備 

監視室・制御室から必要な箇所に指示・連絡が行える設計とする。 
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③ 放射線及び火災防護 

運転員が監視室・制御室内に入り一定期間とどまることができるように遮へい

その他の適切な放射線防護措置を講じた設計とする。また、火災を速やかに検知

し、消火できる設計とする。 

④ 耐震性及び津波対策 

作業性を確保するうえで必要な耐震機能を有するとともに、津波の遡上高さを

考慮した場所に設置し、安全性を確保するために必要な監視機能及び指示・連絡

機能を維持できる設計とする。 

 

6.2.2. 既設設備との取合い 

免震重要棟集中監視室では、事故後において１～４号機の中央制御室で採取・監視し

ていた、プラント状態を把握するためのパラメータの全てを監視することが可能となっ

ている。 

また、１～４号機の中央制御室は、必要な放射線防護措置を講ずることが困難な状況

であること等から、主たる監視・制御を行うための場所として機能しない。ただし、１

～４号機の中央制御室に設置されている既設計器は、免震重要棟集中監視室の監視装置

の故障等により監視が不可能となった場合においてもパラメータの把握が行えるよう、

複数の監視機能を確保する観点から、代替監視計器として活用する。 

なお、今後、必要に応じてプラントの状態を把握するための監視パラメータを追加し

ていく可能性があるが、その場合においても、免震重要棟集中監視室で監視を行う方針

である。 

 

6.3. 主要設備 

 

6.3.1. 系統構成 

(1) 免震重要棟集中監視室 

免震重要棟集中監視室は、原子炉施設及び主要な系統の運転状況並びに主要パラ

メータの集中的な監視ができ、安全性を確保するための必要な措置を実施するため

の判断が行え、または必要な操作が行えるよう監視装置・制御装置を設置する。 

監視装置は、運転員の誤操作、誤判断を防止するために、パラメータの識別表示

を行う等の配慮を行っている。また、操作器具は、運転員の誤操作を防止するため

に、保護カバーを用いて識別できるようにしている。 

① 監視・制御機能 

免震重要棟集中監視室における主要な監視・制御機能は次のとおり。また、主要

な監視・制御項目一覧表について、表6-1に示す。 

a. 原子炉圧力容器・格納容器注水設備 

原子炉注水系は、注水状態を確認するため、注水流量および注水圧力を免震重
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要棟集中監視室のモニタで監視できる。 

また、冷却状態を確認するため原子炉圧力容器周辺温度および格納容器雰囲気

温度を免震重要棟集中監視室のモニタで監視できる。 

注水流量の低下または注水ポンプの電源喪失を検知した際は、免震重要棟集中

監視室に警報が発報される。 

b. 原子炉格納容器（原子炉格納容器ガス管理設備、原子炉格納容器内窒素封入設備） 

(a) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器雰囲気を監視するため、原子炉格納容器ガス管理設備および

原子炉格納容器内窒素封入設備における監視項目の他、冷却状態を確認するた

め原子炉圧力容器周辺温度、原子炉格納容器圧力、原子炉格納容器雰囲気温度

を免震重要棟集中監視室のモニタで監視できる。 

冷却状態を確認するための補足的なパラメータとして、原子炉水位について

は、１号機は免震重要棟集中監視室で監視できる。２号機および３号機は、作

業場所の放射線量が極めて高い等により計器の校正等を実施できていないが、

パラメータは免震重要棟集中監視室に伝送している。また、原子炉格納容器水

位については、１号機は原子炉格納容器圧力と窒素封入圧力との差圧換算によ

り監視を行え、換算に用いるパラメータは免震重要棟集中監視室のモニタで監

視できる。また、２号機についてはＲＨＲポンプの吐出圧力と格納容器圧力の

差圧換算により、３号機については S/C 圧力と格納容器圧力の差圧換算により

監視を行えるものの、計器の校正を実施できていない等により参考値として確

認するものとしており、換算に用いるパラメータは、何れも免震重要棟集中監

視室のモニタで監視できる。 

なお、原子炉圧力容器周辺温度、原子炉格納容器雰囲気温度、原子炉格納容

器圧力のパラメータについては、電子データとして記録が可能である。 

(b) 原子炉格納容器内窒素封入設備 

原子炉格納容器内窒素封入設備は、原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内

に窒素が適切に封入されていることを確認するため、窒素ガス封入流量、窒素

ガス封入圧力および水素濃度を免震重要棟集中監視室のモニタで監視できる。 

(c) 原子炉格納容器ガス管理設備 

原子炉格納容器ガス管理設備は、設備の運転条件を逸脱していないことを監

視するため原子炉格納容器から抽出したガスの温度を、放射性物質の放出評価

を行うため当該設備から放出する放射性物質の濃度及び流量を、免震重要棟集

中監視室で監視することを計画している。 

なお、原子炉格納容器ガス管理設備において、原子炉格納容器内の可燃性ガ

ス濃度を監視するために水素濃度および酸素濃度を、再臨界を監視するために

希ガスモニタの値を、免震重要棟集中監視室で監視することを計画している。 

現在、格納容器ガス管理設備を運転中の１号機おいては、酸素濃度の値を除
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く上記のパラメータを、２号機においては、希ガスの放射性物質濃度と酸素濃

度の値を除く上記のパラメータを免震重要棟集中監視室で監視できる。 

c. 使用済燃料プール等 

使用済燃料プール循環冷却系は、使用済燃料プールの保有水量について、使用

済燃料プールからスキマサージタンクへオーバーフローしていることにより確認

する。オーバーフローをスキマサージタンク水位にて確認するため、スキマサー

ジタンク水位計または一次系ポンプ吸込圧力を、免震重要棟集中監視室のモニタ

で監視できる。 

また、冷却状態を確認するため、使用済燃料プール循環冷却設備一次系流量、

一次系圧力、熱交換器入口及び出口温度を、免震重要棟集中監視室のモニタで監

視できる。 

使用済燃料プール循環冷却設備一次系からの漏えいは、スキマサージタンク水

位により監視する。さらに、２～４号機については一次系差流量を、４号につい

ては床漏えい検知器による警報発生有無を、免震重要棟集中監視室のモニタで監

視できる。 

また、一次系から二次系への漏えいについて確認するため、放射線モニタや一

次系差流量を免震重要棟集中監視室のモニタで監視できる。 

漏えいを検知した場合や流量や圧力の低下が発生した際は、免震重要棟集中監

視室内に警報が発報される。また、系統に異常が確認された際は、免震重要棟集

中監視室の緊急停止ボタンにより手動停止が可能である。 

d. 原子炉圧力容器・格納容器ホウ酸水注入設備 

ホウ酸注入の判断を行うための再臨界監視については、短半減期核種を検知可

能な格納容器ガス管理設備の希ガスモニタの値を免震重要棟集中監視室内のモニ

タで常時監視できるようにする計画であり、現在、格納容器ガス管理設備を運転

中の１号機は現在免震重要棟集中監視室のモニタで監視可能である。 

上記の放射線検出器を設置するまでの間については、再臨界の有無を判定する

ため、モニタリングポスト、原子炉圧力容器周辺温度を免震重要棟集中監視室の

モニタで監視できる。また、可搬型モニタリングポストについては免震重要棟で

監視できる。 

なお、原子炉圧力容器・格納容器ホウ酸水注入系設備の状態監視については、

現場の計器（タンク水位・ホウ酸水温度）を定期的に確認するものとしている。 

e. 高レベル放射性汚染水処理設備、貯留設備（タンク等）、廃スラッジ貯蔵施設・

使用済ベッセル保管施設及び関連設備（移送配管・移送ポンプ等） 

高レベル放射性汚染水処理設備は、設備全体の運転状況を把握するため、免震

重要棟集中監視室のモニタで、機器の運転状況並びに系統流量、主要タンク液位

等の主要パラメータの監視ができる。 

また、セシウム吸着装置や除染装置等の、装置毎の詳細なパラメータの監視や
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制御、操作はシールド中操にて実施する。 

各建屋の滞留水の水位は、水位計を設置し、免震重要棟集中監視室のモニタで

監視できる。 

f. 使用済燃料プールからの燃料取り出し 

使用済燃料プールからの燃料取り出しについては、燃料取り出し用カバーの排

風機の運転状態や、カバー内の放射性物質濃度を監視するとともに、異常時は警

報を発報する計画であり、監視室・制御室に必要な機能については詳細設計を踏

まえて決定する。 

g. 使用済燃料共用プール等 

使用済燃料共用プール等は、使用済燃料共用プールの冷却状態を確認するため

にプール水温度を免震重要棟集中監視室のモニタで監視できる。また、燃料取扱

場所においてガンマ線レベルを連続的に監視し、線量率が設定値を超えた場合に

は燃料取扱場所に警報を発するエリア放射線モニタを復旧する計画とする。復旧

までの間は、可搬式の警報機能付きエリアモニタなどの代替設備を設置し、燃料

取扱場所に警報を発する。 

また、プール水位の確認および漏えい検知のため、スキマサージタンク水位を

免震重要棟集中監視室のモニタで監視できる。 

h. 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備 

使用済燃料乾式キャスク仮保管設備は、乾式キャスクの二重蓋間の圧力及び表

面温度を監視する計画であるが、監視方法の詳細は今後決定し、監視室・制御室

に必要な機能については詳細設計を踏まえて決定する。 

i. 放射線監視 

放射線監視設備は、敷地境界付近にモニタリングポストを設置して連続的に空

間放射線量率を測定し、免震重要棟集中監視室のモニタで監視できる。また、風

速、風向について、免震重要棟集中監視室のモニタで監視できる。 

１号機 原子炉建屋においては、建屋カバー内に放射線モニタを設置し、燃料プ

ール上部等の放射線測定を行っており、免震重要棟集中監視室のモニタで監視で

きる。また、２、３号機については原子炉建屋上部からの放出を監視するダスト

放射線モニタを設け連続的な監視を行う予定としており、監視室・制御室に必要

な機能については詳細設計を踏まえて決定する。 

１号機および２号機については、原子炉格納容器ガス管理システムに設置した

放射線モニタにて粒子状の放射性物質濃度を連続的に測定しており、免震重要棟

のモニタにて監視することが可能であり、３号機については、原子炉格納容器ガ

ス管理システムの設置後、放出される粒子状の放射性物質濃度を免震重要棟集中

監視室のモニタで連続的に監視する計画としている。 

また、１号機については、原子炉格納容器ガス管理システムに設置した放射線

モニタにて、希ガスの放射性物質濃度を連続的に測定しており、免震重要棟のモ
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ニタにて監視することが可能となっている。 

なお、２号機および３号機についても原子炉格納容器ガス管理システムの設置

後、希ガスの放射性物質濃度を免震重要棟集中監視室のモニタで連続的に監視す

る計画としている。 

その他、必要に応じてエリア放射線モニタの新規設置などの検討を行っていく

予定としており、監視室・制御室に必要な機能については詳細設計を踏まえて決

定する。 

j. 電気系統 

電気系統のうち、外部電源の状態を監視するため、送電線電圧を免震重要棟集

中監視室のモニタで監視できる。 

さらに所内高圧母線で故障が発生した時に、現場盤で発報した警報を、免震重

要棟集中監視室のモニタで監視できる。 

今後、所内高圧母線の状態（母線電圧）について免震重要棟集中監視室のモニ

タにて監視可能とする予定であるとともに、所内高圧母線の故障に関して、異常

が発生した母線や事象を把握できる仕様に変更する予定としている。 

② 火災に対する防護 

監視室・制御室は監視が中心の設備となっており、万一火災が発生して監視装置

に故障が発生しても設備の誤動作を引き起こす可能性はない。 

また、監視不可となった場合においても、各設備の設置箇所および１～４号機中

操において主要なパラメータを監視することが可能である。 

監視室・制御室内に設置されている使用済燃料プール循環冷却設備の制御装置は、

万一火災が発生し、誤信号を発した場合に当該設備が停止し、冷却が不可能となる

可能性がある。冷却が不可能となった場合、現場制御盤にて設備の再起動操作を行

うことが可能であり、直ちにプラントの安全性に影響を及ぼすものではない。 

そのため、火災感知器及び消火器を設けることによって早期火災検知及び早期消

火に努めることとする。 

また、火災発生時に消防機関等へ連絡可能な通信設備を設けている。 

③ 監視室・制御室遮へい 

免震重要棟は、過度な被ばくを受けないように、十分なコンクリート厚とする等

の遮蔽により、適切な放射線防護措置が講じられている。（雰囲気線量はおよそ

0.001mSv/h（11 月時点）） 

また、空調設備についても、外気取り入れにおいて、高性能フィルターおよびチ

ャコールフィルターを設置しており、室内ダストの低減が図られている。（ダスト濃

度はＮＤ（検出限界値未満）（11 月時点）） 

なお、放射線防護等に必要な防護衣、防護マスク等の防護具類を備えている。 

④ 通信連絡設備及び照明設備 

免震重要棟は、通信連絡設備及び照明設備を設けている。通信連絡設備は、所内
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通信設備（PHS回線）、局線加入電話設備（携帯電話）、トランシーバ、衛星携帯電

話設備からなり、発電所内外の必要箇所との通信連絡が行えるようにしている。 

非常時においてPHS回線の使用が不可となった場合、発電所内外の必要箇所との通

信は、トランシーバ、携帯電話または衛星携帯電話設備にて行うことが可能である。 

なお、所内および社内の主たる連絡はPHSにて実施されるため、PHS設備の電源強

化を図り、連絡手段が容易に損なわれることが無いよう配慮している。 

免震重要棟での監視に使用しているネットワークについては、発電所内のネット

ワーク構成であり、外部からの進入経路は無い。また、発電所内のネットワークは

二重化されており、ネットワーク障害が発生した場合には、切り替え操作により監

視機能が維持できる。 

免震重要棟における通信連絡設備およびネットワークに使用している設備の電源

については、多重化・多様化された免震重要棟の電源を使用している。 

なお、現在、TV会議システムにて、福島第一原子力発電所と関係箇所（オフサイ

トセンター・東京電力本店・福島第二原子力発電所等）を常時接続し、情報共有を

行っている。 

⑤ 電源構成 

免震重要棟の電源は、２系統の外部電源より受電でき、外部電源が喪失した場合

は高台（OP.30,000 以上）に設置されているガスタービン発電機が使用可能である。

さらに、５号機及び６号機のディーゼル発電機に接続できる。したがって、免震重

要棟集中監視室の監視・制御装置ならびに社内ネットワーク等の電源は多重化・多

様化がなされている。 

所内通信設備（PHS 回線）電源については、大熊線 3L より受電される仮設 3/4 号

M/C または所内共通 M/C2A より供給され、大熊線 3L が停止した場合は、手動切替に

より、大熊線 2L または電源車からの受電が可能となっている。子機の電源はそれぞ

れ所内共通 M/C1A、仮設 3/4 号 M/C、プロセス主建屋後備 M/C より供給され、何れも

２系統以上の外部電源より受電可能となっている。 

 

(2)  シールド中操 

シールド中操は、高レベル放射性汚染水処理設備の運転状況並びに主要パラメー

タが監視できるとともに、安全性を確保するための必要な措置を実施するための判

断、措置が行えるよう監視・制御装置を設置する。また、監視・制御装置は、運転

員の誤操作、誤判断を防止するため、セシウム吸着装置や除染装置等の装置毎に配

置する等の配慮をしている。また、誤操作を防止するため、特に重要な装置の緊急

停止操作についてはダブルアクションを要する等の設計としている。 

① 監視・制御装置 

シールド中操には監視・制御装置を設けており、汚染水処理設備の運転状況並び

に各装置の処理量、タンク水位等の主要なパラメータを監視し、制御及び運転に必
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要な機器の操作ができるとともに、汚染水処理設備が設置されている区域の空間線

量当量率、系統からの漏えいの有無等を監視できる。 

なお、異常時に想定される主要なパラメータついて、適切な間隔で記録を行うも

のとしている。 

② 火災に対する防護 

シールド中操内の制御装置は、火災により生じる機器の故障等により誤動作が発

生し、汚染水処理設備の運転状態に影響を及ぼす可能性があるが、汚染水処理設備

はそれぞれの装置が単独運転可能であり、装置の単一故障により処理工程が全て停

止することはない。また、万一全ての装置が停止しても、１ヶ月以上の滞留水を貯

留可能であり、直ちに安全性に影響を及ぼすものではない。そのため、シールド中

操は、火災感知器及び消火器を設けることによって、早期火災検知及び早期消火に

努めるものとする。 

③ 監視室・制御室遮へい 

シールド中操は、過度な被ばくを受けないように、周辺への土嚢設置、地面との

間への鉄板付設、および上部への鉛遮へい設置により放射線防護措置が講じられて

いる。（雰囲気線量はおよそ 0.005～0.01mSv/h（11 月時点）） 

また、空調設備についても、外気取り入れにおいて、高性能フィルターおよびチ

ャコールフィルターを設置しており、室内ダストの低減が図られている。（ダスト濃

度はＮＤ（検出限界値未満）（11 月時点）） 

なお、現在、シールド中操内はフィルター付マスクを着用する必要が無い環境と

なっているが、万一に備え、放射線防護に必要な防護衣、防護マスク等の防護具類

を備えている。 

④ 通信連絡設備及び照明設備 

シールド中操からの主たる連絡箇所は現場および免震重要棟であり、シールド中

操には、所内通信設備（PHS 回線）、トランシーバおよび局線加入電話設備（携帯電

話）が設けられている。 

通常時においては、PHS 回線を使用した指示・連絡を行い、非常時にはトランシー

バまたは携帯電話による通信連絡が可能となっている。 

なお、免震重要棟と同様に、所内および社内の主たる連絡は PHS にて実施される

ため、PHS 設備の電源強化を図り、連絡手段が容易に損なわれることが無いよう配慮

している。 

シールド中操における監視・制御は、専用回線により構成されており、外部から

の侵入経路は無い。また、監視・制御に使用している電源についても、多重化・多

様化が図られている。 

 ⑤ 電源構成 

シールド中操の電源は、２系統以上の外部電源より受電できるプロセス主建屋後

備M/Cより供給され、外部電源喪失時は非常用所内電源にも接続が可能である。なお、
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非常用所内電源に接続する場合は、タービン建屋等の水位の状況や汚染水処理設備

以外の設備負荷を考慮しながら復旧する。 

 

6.3.2. 耐震性 

(1) 基本方針 

免震重要棟集中監視室の監視・制御装置およびシールド中操の監視・制御装置につ

いては、一般産業施設と同等以上の安全性を保持するものとして設計している。 

 

(2) 主要設備の耐震構造 

① 免震重要棟集中監視室 

集中監視室を設置する免震重要棟は、耐震設計審査指針上の C クラスの設備であ

り、今回の東北地方太平洋沖地震及びその余震を経験したため、構造物としての健

全性が維持されていることについて点検を行い、地震による構造上の問題はなかっ

たことを確認した。そのため、Ss 相当の地震に対して十分な免震機能、強度を有し

ており、必要な耐震性が確保できるものと考える。 

また、監視室・制御室内の機器について、ボルト固定および固縛等の耐震性向上

対策を講じることにより、容易に損壊することのないようにする。 

安全上重要な監視装置については耐震Sクラス相当の機能を有する必要があるが、

一般産業品を使用しているため、基準地震動Ss における耐震評価における基準値を

満足することの確認ができていない。 

従って、監視装置に故障が発生した場合においては、予備品への交換等による速

やかな復旧を原則とし、さらに復旧までに時間を要する場合においても必要なパラ

メータの把握を行うことを可能とするため、各設備の設置箇所および１～４号の中

央制御室に監視計器を確保し、複数の監視機能を有している。 

なお、１～４号の中央制御室に設置されている監視計器は、一部耐震Sクラス設計

ではない機器があるが、今回の東北地方太平洋沖地震及びその余震を経験したもの

の破損・故障等を生じることなく機能を維持しており、必要な耐震性を有している

ものと考える。 

② シールド中操 

シールド中操は、自重による静置および固定用治具による固定の実施や、固定用

鋼材を張出構造とする等により、耐震性向上を図っている。 

また、シールド中操内に設置した制御盤等は、転倒防止ベルトによる固縛がなさ

れている。 

震災以降に設置されたものであるが、震災後の余震においては建物・制御装置と

も損傷しておらず、構造上、あるいは設備上の問題は発生していない。 

 

(3) 地震時の対応 
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地震が発生した際には、必要に応じて各設備の監視及び制御の状態を確認し、監視

室・制御室の健全性を確認する。 

なお、免震重要棟集中監視室、シールド中操は何れも OP.30,000 以上の高所に設置

しており、今回の東北地方太平洋沖地震と同規模の地震及びその余震に伴い発生する

ことが想定される津波による影響は受けないものと考えられる。 

 

6.4. 主要仕様 

 監視室・制御室に設置する主な装置は以下のとおり。（図 6-2、図 6-3 参照） 

(1) 免震重要棟集中監視室 

原子炉圧力容器・格納容器注水設備・滞留水水位 監視装置  一式 

使用済燃料プール循環冷却設備 監視・制御装置     一式 

高レベル汚染水処理設備 監視装置     一式 

プラントパラメータ（格納容器雰囲気等） 監視装置   一式 

環境保安装置用（放射線監視等） 監視装置    一式 

Ｗｅｂカメラ 監視装置 等        一式 

格納容器ガス管理設備 監視装置（予定）    一式 

 

(2) シールド中操 

油分分離装置 監視・制御装置     一式 

セシウム吸着装置 監視・制御装置     一式 

除染装置 監視・制御装置      一式 

第二セシウム吸着装置 監視・制御装置    一式 

 逆浸透膜装置 監視・制御装置     一式 

 蒸発濃縮缶装置 監視・制御装置     一式 

 廃スラッジ一時保管施設 監視装置（予定）    一式 

 

(3) プラント計装用エンジン発電機※ 

 台数（1/2 号用、3/4 号用）      各 1 台 

容量        3.8 kVA 

電圧        100 VAC 

周波数        50 Hz 

燃料タンク容量       12.8 l 

 

※ 発電機 100%負荷時の燃料消費量 2.4 l/h 

 

6.5. 運用 
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6.5.1. 運用での対応 

監視室・制御室は、主要なパラメータを監視し、安全を確保するために必要な措置

を実施することが可能であり、また、適切な放射線防護措置が講じられ、地震・津波

の発生を考慮しても、その場に留まり、作業を行うために必要な環境を確保できるも

のとしており、設計方針を満足するものと考える。 

監視室・制御室に設置する監視・制御装置については、免震重要棟集中監視室に設

置している機器のうち、原子炉圧力容器・格納容器注水設備や原子炉圧力容器周辺温

度等の安全上重要な監視機能を有する監視モニタ等の機器については、必要な耐震性

（耐震Sクラス）を確保することが困難な状況であり、監視装置等に故障が発生した場

合、一時的に監視不可能な状況となる可能性がある。 

その場合、予備品への交換等による速やかな復旧を原則とするが、復旧までに時間

を要する場合においても、関連する他のパラメータ監視や、各設備の設置箇所および

１～４号機の中央制御室の計測機器にて監視が継続できる等の複数の監視手法によっ

て、必要なパラメータの把握を行うことが可能である。 

なお、免震重要棟集中監視室およびシールド中操に設置しているその他の機器にお

いては、必要な耐震性（一般産業施設と同等以上の安全性）を有している。 

 

6.5.2. 保守管理 

(1) 免震重要棟集中監視室 

監視室・制御室は監視が中心の設備となっており、監視装置の故障により設備の

誤動作を引き起こす可能性はない。監視室・制御室内に設置されている使用済燃料

プール循環冷却設備の制御装置については、故障により誤信号を発した場合に当該

設備が停止し、冷却が不可能となる可能性があるものの、現場制御盤にて再起動操

作を行うことが可能である。 

そのため、監視室・制御室における機器の故障により直ちにプラントの安全性に

影響を及ぼすことはないと考える。また、各設備の設置箇所および１～４号機の中

央制御室において主要なパラメータを監視することが可能である。 

なお、免震重要棟集中監視室で使用しているネットワークは、二重化された発電

所内のネットワークであり、伝送している信号は全て監視機能の信号であるため、

ネットワーク系に不具合が生じても設備の誤動作を引き起こす可能性はなく、また、

監視が継続可能となっており、制御信号を伝送する場合は、専用に制御用伝送ケー

ブルを用いている。 

従って、監視室・制御室の保守管理は、異常が発生した後に対応することを基本

とし、運転員が各設備の運転に必要なパラメータを免震重要棟集中監視室で監視す

るとともに、関連するパラメータとの比較を行う等により、監視・制御装置の異常

の早期発見に努める。 
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(2) シールド中操 

監視室・制御室は、専用回線による監視・制御を行なっており外部からの進入経

路は無い。制御装置の誤動作により停止する可能性があるが、汚染水処理設備はそ

れぞれの装置が単独運転可能であり、装置の単一故障により処理工程が全て停止す

ることはない。また、万一全ての装置が停止しても、１ヶ月以上の滞留水を貯留可

能である。そのため、監視室・制御室における機器の故障により直ちにプラントの

安全性に影響を及ぼすことはないと考える。また、各設備の設置箇所において主要

なパラメータを監視することが可能である。 

従って、監視室・制御室の保守管理は、異常が発生した後に対応することを基本

とし、運転員が各設備の運転に必要なパラメータをシールド中操で監視するととも

に、関連するパラメータとの比較を行う等により、監視・制御装置の異常の早期発

見に努める。 

 

6.5.3. 異常時の措置 

  (1) 機器の故障 

機器の故障により監視及び制御に支障が生じた場合には、故障機器の交換等を行

い速やかに復旧することを原則とする。 

特に安全上重要なパラメータの監視に支障が生じた場合は、予備品への交換等に

よる速やかな復旧を原則とするが、復旧までに時間を要する場合においては、関連

するパラメータの監視や、必要に応じて各設備の設置箇所および１～４号機の中央

制御室の計測機器を監視する等により、必要なパラメータの把握を行う。 

 

(2) 電源喪失時の対応 

プラント監視計器の電源喪失により監視に支障が生じた場合には、必要に応じて

非常用電源または仮設電源により速やかに復旧する。 

具体的には、外部電源の喪失の場合は非常用電源から受電することを基本とする

が、M/Cを含めた下流の電源装置に異常が発生する等により非常用電源からの受電が

困難となった場合は、プラント監視計器専用に設置している仮設電源（プラント計

装用エンジン発電機）から必要な電源を供給する。 

なお、プラント計装用エンジン発電機への受電切替は、M/C増強工事に伴う電源停

止時において対応の実績があり、十分速やかに行えることを確認している。万一何

らかの故障により電源喪失が発生し、受電切替対応を行う場合を想定しても、およ

そ２時間で実施可能と考える。 

プラント監視計器の電源構成を図6-4に示す。 
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図 6-1 監視室･制御室構成図
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ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ    風速・風向 
放射性物質濃度 

データのみ伝送 

（一方向転送） 
※4 

※1 
メタルケーブル 

※1 

※4 以外 

※3 

※3 
専用 LAN 

ケーブル 

シールド中操

高レベル放射性汚染水処理設備 等 
 
運転状態表示 系統流量 
各建屋水位※4 主要ﾀﾝｸ液位 
機器操作・停止 

発
電
所
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク ※2 以外 

※2 は免震重要棟内の

遠隔集中監視室以外の

場所で監視 
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図 6-2 免震重要棟集中監視・制御室 概略図 

 

電源備用 
監視盤 

(設置予定) 

通信設備用 
制御盤 

1 号機 
RPV/PCV 監視ﾓﾆﾀ

2 号機 
RPV/PCV 監視ﾓﾆﾀ

3 号機 
RPV/PCV 監視ﾓﾆﾀ

1/2 号機 
監視ｶﾒﾗ用ﾓﾆﾀ 

3/4 号機 
監視ｶﾒﾗ用ﾓﾆﾀ 

炉注水 
監視ﾓﾆﾀ

滞留水 
監視ﾓﾆﾀ 

1 号機
PCV ｶﾞｽ管理/建
屋ｶﾊﾞｰ監視ﾓﾆﾀ

1/4 号 SFP 
制御装置 

2/3 号 SFP 
制御装置 

環境保安装置用 
監視ﾓﾆﾀ 

3 号機 
建屋ｶﾊﾞｰ 
監視ﾓﾆﾀ 
(設置予定) 

2/3 号機 
PCV ｶﾞｽ管理 
監視ﾓﾆﾀ 
(3 号の監視 
機能は今後 
追加) 

SFP 代替注水 
監視ﾓﾆﾀ 

執務机 

執務机 

執務机 
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図 6-3 シールド中操内 配置概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ITV 監視・ 

制御装置 

（水処理用） 

ｾｼｳﾑ吸着装置 

監視・制御装置

水処理 

移送監視・ 
制御装置 

第二ｾｼｳﾑ 

吸着装置 

監視・制御装置

ITV 監視・ 

制御装置 

(淡水化装置用) 

淡水化装置 

監視・制御装置 

蒸発濃縮缶装置 

監視・制御装置 

執

務

机

執

務

机 執

務

机 

執

務

机 

非常用出口 

非常用出口 

除染装置 

制御装置 

 廃スラッジ一

時保管施設監

視・制御装置

（設置予定）

休憩所、着替所  

執

務

机

蒸発濃縮缶 

装置(AREVA) 

監視・制御装置

執

務

机 執

務

机

執

務

机 
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図6-4 免震重要棟他電源構成図（12月時点） 

仮設 3/4 号 
M/C(A) 

所内共通 
M/C(1B) 

起動変圧器 

5SB 

プロセス主建屋

常用 M/C 

蒸発濃縮処理 

設備 M/C 

所内共通 
M/C(1A) 

仮設 3/4 号 
M/C(B) 

5／6 号機 

66kV 夜の森線１号線／2 号線 東北電力 
66kV 東電原子力線 

275kV 大熊線 
2 号線 

66kV 大熊線 
3 号線 

66kV/6.9kV 
受電用変圧器 

起動変圧器 

5SA 

移動用 
ミニクラッド 

66kV/6.9kV 
受電用変圧器 

66kV/6.9kV 
受電用変圧器 66kV/6.9kV 

受電用変圧器 

275kV/66kV 
受電用変圧器 

所内共通 
M/C(2A) 

予備変 
M/C 

M/C 
5SA-1 

M/C 
5SB-1 

M/C 
5A 

M/C 
5B 

M/C 
5SB-2 

M/C 
5SA-2 

M/C 
5C 

M/C 
5D 

M/C 
6C 

M/C 
6D 

D/G 
5A 

D/G 
5B 

D/G 
6A 

D/G 
6B 

M/C 
6A-2 

M/C 
6B-2 

M/C 
6B-1 

電源車

電源車

移動用 
ミニクラッド 移動用 

ミニクラッド 

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ 
発電機 

免震棟

M/C A 
免震棟

M/C B 

水処理

M/C A 
水処理

M/C B 

免震 
重要棟

通信 
局舎

ｔ 

プロセス主建屋 
後備 M/C 

シールド 
中操 

ｔ 



 

 

6
-1

8

 

 

 

 

 

 

 

 

1F-2 T/B MCC2A-1 

夜の森線 1L/2Lより

M/C 5SA-1 M/C 5SB-1 

M/C 5A 

所内共通 
M/C 1A 

P/C 2C 

1F-2 T/B MCC2B-1 

照明用分電盤 計装用交流主母線

計装用交流分電盤共通

計装用C/B(A)

計装用 
電源装置 

計装用 
電源装置

DC24V計器 DC24V計器

・・・ ・・・

AC120V
計器等 

AC120V
計器等 

AC120V 
電源 

AC120V
電源 

（ｶﾒﾗ等） （ｶﾒﾗ等）

※１ 

※１

ｴﾝｼﾞﾝ

発電機
※１へ供給 

OP.約18,000（1/2号S/B3F）に設置

電源車

M/C 5B 

M/C 5C M/C 5D 

D/G

プラント計装用エンジン発電機（1/2号機用） 

1/2 号 3/4号機 

図6-5 プラント計装電源構成図（12月時点） 

大熊線 3Lより

移動用ミニクラッド

仮設3/4号M/C(A) 予備変M/C

移動用ミニクラッド 

大熊線 2Lより東電原子力線より

P/C 4D 

1F-3 T/B MCC3C-2 1F-3 T/B MCC3C-1 

計装用交流主母線 

計装用主回路母線

計装用電源分岐分電盤 

計装用 
電源装置

計装用 
電源装置

DC24V計器 DC24V計器

・・・ ・・・ 

AC120V
計器等 

AC120V
電源 

（ｶﾒﾗ等）

※2

※2
AC120V
計器等 

※2
※2

ｴﾝｼﾞﾝ

発電機
※2へ供給

OP.約23,000（3/4号S/B4F）に設置 

プラント計装用エンジン発電機（3/4号機用）

・・・

・・・
D/G

・・・

・・・

（１号） （２号）

（3号） （4号） 
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表 6-1 監視室・制御室における主要な監視項目一覧 

 

（操）操作、（他）他設備の監視項目、（予）予定 

設 備 監視項目 監視場所 代替監視場所（現場）

a 
原子炉圧力容器・

格納容器注水設備 

注水流量 

注水圧力 

原子炉周辺温度 

格納容器温度 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

各ポンプ出口 

各ポンプ出口 

各号機中操 

各号機中操 

b-1 
原子炉格納容器内

窒素封入設備 

封入圧力 

封入流量 

水素濃度 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

各装置出口 

各装置出口 

検討中 

b-2 
格納容器ガス管理

設備 

（予）抽出ガス温度 

（予）放出流量 

（予）（他）放射性物質濃度

（予）（他）水素濃度 

（予）（他）酸素濃度 

（予）（他）希ガスモニタ 

検討中、免震棟 

検討中、免震棟 

検討中、免震棟 

検討中、免震棟 

検討中、免震棟 

検討中、免震棟 

検討中 

検討中 

検討中 

検討中 

検討中 

検討中 

b-3 原子炉格納容器 

原子炉周辺温度 

格納容器温度 

格納容器圧力 

原子炉圧力容器水位 

格納容器水位 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

各号機中操 

各号機中操 

各号機中操 

原子炉建屋、中操 

原子炉建屋、中操 

c 
使用済燃料 

プール等 

ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ水位 

ポンプ吸込圧力 

系統流量 

系統圧力 

熱交出入口温度 

漏えい検知(4 号機) 

差流量 

放射線モニタ 

（操）緊急停止 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

各中操 

現場制御盤 

現場制御盤 

現場制御盤 

現場制御盤 

４号中操 

現場制御盤 

現場制御盤 

現場制御盤 

d 

原子炉圧力容器・

格納容器ホウ酸水

注入設備 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（可搬型含） 

原子炉周辺温度 

免震棟 

現場、免震棟 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰで代替 

各号機中操 

e 
高レベル放射性汚

染水処理設備 等 

運転状態表示 

系統流量 

各建屋水位 

主要タンク液位 

（操）機器操作・停止 

現場、各監視室 

現場、各監視室 

現場、免震棟 

現場、各監視室 

現場、ｼｰﾙﾄﾞ中操 

各設備設置箇所 

各設備設置箇所 

各建屋 

各設備設置箇所近傍 

各設備設置箇所近傍 

f 

使用済燃料プール

からの燃料取り出

し 

検討中 検討中 検討中 

g 
使用済燃料共用プ

ール等 

共用プール温度 

ｽｷﾏｻｰｼﾞﾀﾝｸ水位 
（予）エリアモニタ 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

検討中 

共用プール建屋 

共用プール建屋 

検討中 

h 
使用済燃料乾式キ

ャスク仮保管設備 
検討中 検討中 検討中 

i 放射線監視 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ 

風向、風速 

（予）放射性物質濃度 

免震棟 

免震棟 

（予）検討中、免震棟

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰで代替 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰで代替 

検討中 

j 電気系統 

系統電圧 

母線電圧 

電源系統設備操作 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

現場、免震棟 

開閉所エリア、中操 

プロセス主建屋 

機器設置エリア 
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表 6-2 格納容器内ガス管理設備／廃スラッジ一時保管施設設備 監視装置設置工程表 

 

10月 11月 12月 1月 2月 3月

１号機

２号機

３号機

格納容器ガス管理設備

シールド中操

廃スラッジ一時保管施設設備

設備
平成２３年度

免震重要棟集中監視室

設備設置工事（webカメラによりパラメータを監視）

設備設置工事（webカメラによりパラメータを監視）

監視設備の改良工事

監視設備の改良工事

設備設置工事

監視設備設置（設備設置完了まで）

設備設置工事

監視設備設置（設備設置完了まで）
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